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財政課R8予算の概要
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/011
15b/08tousyoyosangaiyou.html

会計別 総室名
令和８年度予算額 令和７年度予算額 前年増減率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B)/(B)

一般会計
商 工 労 働 総 室 125,833,052 83.27 128,899,460 84.49 △ 2.38

産 業 振 興 総 室 19,509,068 12.91 17,947,725 11.76 8.70

観 光 交 流 局 5,779,823 3.82 5,713,902 3.75 1.15

合 計 151,121,943 100.00 152,561,087 100.00 △ 0.94

特別会計 商 工 労 働 総 室 738,651 - 608,056 - 21.48

商工労働部 令和８年度予算の概要

（１）一般会計及び特別会計

（２）一般会計款別当初予算

令和８年度予算額 令和７年度予算額 増 減 額 率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(A)-(B) 比(A)-(B)/(B)

商 工 労 働 部 151,121,943 100.00 152,561,087 100.00 △ 1,439,144 △ 0.94

総 務 費 2,286,947 1.50 2,442,901 1.60 △ 155,954 △ 6.38

労 働 費 4,952,888 3.28 4,943,757 3.24 9,131 0.18

商 工 費 143,882,108 95.21 145,174,429 95.16 △ 1,292,321 △ 0.89

県 予 算 額 1,260,607,000 - 1,281,798,762 - △ 21,191,762 △ 1.65

対県予算額構成比 12.0 - 11.9 - - -

（３）一般会計性質別当初予算

令和８年度予算額 令和７年度予算額 増 減 額 率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(A)-(B)
比(A)-
(B)/(B)

人 件 費 3,497,182 2.31 3,397,427 2.23 99,755 2.94

物 件 費 7,993,416 5.29 7,846,372 5.14 147,044 1.87

補 助 費 等 22,654,646 14.99 26,610,048 17.44 △ 3,955,402 △ 14.86

投 資 的 経 費 1,749,243 1.16 2,578,358 1.69 △ 829,115 △ 32.16

出 資 金 ・ 貸 付 金 ・
積 立 金 等

115,227,456 76.25 112,128,882 73.50 3,098,574 2.76

合 計 151,121,943 100.00 152,561,087 100.00 △ 1,439,144 △ 0.94

令和８年度の商工労働部の一般会計の予算総額は、前年度と比較して、0.9％減の
1,511億2,194万3千円となった。県全体の一般会計当初総額は、1兆2,606億円であり、
前年比で212億円の減となった。
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令和６年度予算執行説明資料（P.273商工
労働部計）
https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploade
d/attachment/720905.pdf

商工労働部 当初予算額・決算額の推移
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県全体予算額 県全体決算額 商工労働部予算額 商工労働部決算額

商工労働部
（百万円）

県全体
（百万円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

県全体予算額 1,731,970 1,714,513 1,899,421 1,881,925 1,718,373 1,447,212 1,460,328 

商工労働部予算額 255,326 233,259 230,736 213,810 168,214 145,335 141,866 

県全体決算額 1,793,871 1,964,966 2,013,105 2,070,466 1,556,883 1,321,776 1,332,592

商工労働部決算額 233,253 204,439 184,485 149,207 119,734 102,339 113,581

R２ R３ R４ R５ R6 R7 R8

1,441,836 1,258,514 1,267,677 1,338,249 1,238,108 1,281,799 1,260,607 

139,181 167,349 178,690 178,701 166,673 152,561 151,122 

1,472,218 1,476,283 1,372,504 1,269,270 1,234,033 

182,763 189,824 178,108 160,836 136,474 

（単位：百万円）

平成25年度からの当初予算額の推移は、商工労働部は平成25年～令和2年まで減少し、
令和3～５年は増加、以降再度減少している。県全体では、平成2７年まで増加し、以降令
和3年まで減少している。
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第２章

令和８年度福島県商工労働部の事業概要





○「福島県総合計画」の部門別計画
○本県の商工業・労働・観光交流等に関する施策の基本的指針として位置づけ
○中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計画
○計画期間は令和４（2022）年度～令和12（2030）年度（９年間）

これまでの取組と成果の検証を踏まえた課題

◆東日本大震災及び原子力災害からの復興
・浜通り地域等における被災事業者の事業・
生業の再建

・福島イノベーション・コースト構想の実現
・県全域における新産業の創出
・起業・創業、技術力向上による事業者の発展
◆地域資源（ヒト、モノ）の磨き上げ
・県産品の販路拡大
・事業者の経営基盤の強化
・人材の確保と育成
◆観光・交流を取り巻く状況
・国内観光誘客の促進
・教育旅行の回復
・国際観光の推進と福島空港の利活用

本県産業を取り巻く
環境変化への対応

新型コロナウイルス感染症が
もたらした新たな潮流への対応

◆産業分野におけるイノベーションの加速化
・行動変容に対応するためのデジタル化の加速
・県内事業者のＤＸ推進
◆新しい生活様式と若年層の意識変化
・テレワークの普及拡大による地方移住への
関心の高まり

・観光地などにおけるワーケーションへの注目
◆レジリエンスに対する意識の高まり
・多様なリスクへの対応
・リスクへの備えと災害発生時の対策
◆ペントアップ需要の取込み
・感染収束後の需要喚起
・海外からの旅行需要の回復

◆人口減少・少子高齢化の加速化
・若年層を中心とした人口流出
・地域産業の担い手不足、消費の減少
◆労働環境、商業環境の変化
・若者や女性、高年齢者など多様な人材の活躍
・雇用のミスマッチの継続
・買物困難者の増加
・商店街の活力低下
◆再生可能エネルギー先駆けの地と脱炭素社会の実現
・再エネ社会構築と水素社会実現、社会実装への展開
・「福島2050年カーボンニュートラル」宣言の実現
◆グローバル化の進展と国際経済
・県内企業の海外進出、グローバル化
・県内企業の国際競争力強化
◆ＡＬＰＳ処理水の海洋放出方針の決定
・新たな風評や風評再燃の不安
・風評による影響の回避

福島県商工業振興基本計画（概要版）

第１章 計画策定の趣旨

第２章 本県産業を取り巻く社会経済情勢等の現状と課題
○本県の復興は着実に進んできた一方で、今なお続く原子力災害による根強い風評や帰還困難区域の
復興・再生などに加え、復興のステージが進むことで顕在化した新たな課題、加速化する構造的な
問題、さらに頻発する自然災害や新型コロナウイルス感染症がもたらした新たな潮流など、取り組
むべき多くの課題がある。
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柱Ⅲ 成長産業・技術革新の振興

柱Ⅳ 人材の育成・確保の促進

柱Ⅴ 多様な交流の促進・県産品の魅力発信

【基本目標】産業の持続的発展と魅力を育て、
共に創りつなぐふくしま

中小企業・小規模企業の持続的な発展が
進んでいる（挑戦）

柱Ⅰ 東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生、
自然災害等への対応

事業再開・継続
の支援

柱Ⅱ 地域に根ざした産業の振興

雇用の維持確保
就労支援

福島イノベーショ
ン・コースト構想

の推進

観光振興・交流拡
大による風評払拭

工場等新増設
の促進

多様なリスク
への対応

経営基盤
の強化支援

技術開発・移転
の強化

知的財産戦略
の推進

廃炉関連産業
の育成・集積

AI・IoT活用
の促進

起業・創業
大学発ベンチャー

の促進

再エネ・水素
関連産業

の育成・集積

医療関連産業
の育成・集積

産業部門のカーボ
ンニュートラル

の推進

航空宇宙関連産業
の育成・集積

戦略的な企業誘致
ICT関連産業
の育成・集積

環境・リサイクル
関連産業

の育成・集積

産業人材
の育成

人材確保に向けた
企業支援

多様な人材
の確保

技能の継承

女性活躍
の推進

国内観光
の推進

県産品
の振興

国際観光
の推進

福島空港
の利活用

将来の姿２

○「本県産業の目指す将来の姿」を描き、その実
現のための基本目標と基本姿勢

東日本大震災及び原子力災害からの
創造的復興を遂げている（連携・共創）

将来の姿１

日本をけん引する新しい未来の産業が
生まれている（挑戦）

将来の姿３

誰もが輝ける多様な働き方への理解が
深まっている（連携・共創）

将来の姿４

本県の観光と県産品が多くの方に
選ばれている（誇り）

将来の姿５

県北

県中

県南
いわき

相双会津

南会津

観光地の
魅力増進

商業まちづくり
の推進

事業承継
の支援

中小企業制度資金
の充実

サービス産業
の振興

ロボット関連産業
の育成・集積

輸送用機械
関連産業

の育成・集積

商業機能の回復
農商工連携による

６次化推進

災害等発生時
の対応

BCP策定
の促進

第３章 本県産業の目指す将来の姿 第４章 重点施策の展開

○地域産業の復興と
地域の特性をいかし
た産業の振興を図る
ため、県内７つの地
域の姿を示す

第５章 地域の姿

第６章 計画の推進のために

求職者
への就労支援

働き方改革
の促進

【
基
本
姿
勢
】
「
誇
り
」
「
連
携
・
共
創
」
「
挑
戦
」
の
価
値
観
に
よ
る
基
本
目
標
の
実
現

○５つの将来の姿の実現に向け、取り組むべき５つの
重点施策の柱とそれぞれの取組

○目標の達成状況を「見える化」するため、「全体指
標」と「個別指標」を設定

①計画推進の考え方
この計画は、産業界（企業・商工団体等）、研究・教育機関、行政（県・市町村）が本県産業の目指す将来の

姿を共有するための指針
また、本県産業の目指す姿の実現のため、それぞれに期待する役割を整理

②計画の進行管理
・適切な進行管理を行うため、毎年度数値目標の達成状況等を踏まえた施策の効果検証・改善を実施
・福島県中小企業振興審議会における施策の点検・評価の実施
③重点プロジェクトの展開
福島県総合計画の重点プロジェクトに基づく施策の重点的な展開

④ＳＤＧｓ視点の重点施策の展開
普遍的な課題に照らして施策の方向性を示すため、ＳＤＧｓ視点を踏まえた重点施策の展開

福島空港の防災・
減災機能の強化

起業・創業
の促進

の促進

海外事業展開
の推進

輸出拡大
の支援

教育旅行
の推進
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柱Ⅰ
①東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生
・施設等の復旧費用の補助等による事業再開・継続支援
・企業立地補助金や税制優遇措置等を活用した工場等の新増設促進
・福島イノベーション・コースト構想の重点分野における自立的・持続的な産業発展の推進
・魅力的な観光コンテンツの創出とホープツーリズムを中心とした教育旅行の推進
・県産品の魅力や安全性の発信

②自然災害・感染症等への対応
・関連団体と連携した県内事業者のＢＣＰ（事業継続計画）策定支援

①中小企業・小規模企業の経営基盤の強化
・商工団体等と連携した経営基盤の強化・経営課題解決
・伴走支援と資金面での支援による事業承継支援

②商業・サービス業などの振興
・小売商業施設の適正配置による誰もが安心して暮らしやすいまちづくりの推進
・まちなかの魅力向上の取組支援による中心市街地やまちなかのにぎわい創出と活性化

③技術力・開発力の強化
・ハイテクプラザによる技術開発・県内企業への技術移転
・ＡＩ・ＩｏＴの導入・活用による新製品開発や生産性向上の促進
④知的財産戦略の推進
・知的財産のオープン・クローズ戦略への助言
・知的財産戦略に関する普及啓発・人材育成
⑤起業・創業の促進
・一貫的な支援による起業しやすい環境整備
・大学等による自主的･持続的な大学発ベンチャーの創出
⑥国際経済交流の推進
・海外取引拡大支援、海外ビジネスを担う人材の育成

重点施策

東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生、自然災害等への対応

柱Ⅱ
地域に根ざした産業の振興

①再生可能エネルギー・水素・環境・リサイクル関連産業の育成・集積
・関係機関との連携による新規参入、技術開発、事業化等の推進
・産業部門におけるカーボンニュートラルの推進

②医療関連産業の育成・集積
・ふくしま医療機器開発支援センターや県立医科大学医療‐産業トランスレーショナル
リサーチセンターを拠点とした関連産業の育成・集積

③ロボット関連産業の育成・集積
・ロボットテストフィールドを核とした関連産業の育成・集積
④航空宇宙関連産業の育成・集積
・ハイテクプラザを活用した県内企業の技術力向上

⑤廃炉関連産業の育成・集積
・相談対応、参入に向けた県内企業の技術力向上や個別マッチング
⑥ＩＣＴ関連産業の育成・集積
・県内外企業と会津大学等との連携による製品の開発、技術導入

⑦輸送用機械関連産業の育成・集積
・専門家の派遣による県内企業の技術力向上

⑧戦略的な企業誘致の推進と立地企業の振興
・企業が抱える課題に対する効果的なフォローアップ

柱Ⅲ
成長産業・技術革新の振興

2-3



柱Ⅳ
①産業人材の育成
・テクノアカデミーにおける時代の変化に対応した教育訓練

②多様な人材の確保
・合同企業説明会の開催や奨学金返還支援による若者の還流・定着
・県内企業への就職に向けた相談窓口等におけるマッチング支援

③働き方改革の促進
・働きやすい職場環境づくりやワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業の認証
・本県独自の奨励金や助成金の活用による職場環境の改善

重点施策

人材の育成・確保の促進

柱Ⅴ
多様な交流の促進・県産品の魅力発信

①国内観光の推進
・ワーケーションやマイクロツーリズムの推進による社会環境の変化に応じた
新たな観光需要の創出

・誘致キャラバンや情報発信による教育旅行の誘致

②国際観光の推進
・現地窓口による正確な情報発信や国ごとの嗜好に応じた観光プロモーションの実施

③観光地の魅力の増進
・多様な観光客に対応した観光地等におけるデジタル化やバリアフリー化の支援

④県産品の振興と輸出拡大
・県産品の知名度向上やブランド力の強化
・県産品振興戦略に基づく輸出拡大や新たな輸出先の開拓
⑤福島空港の利活用促進
・航空会社や旅行商品造成に対する支援等による国内定期路線の維持と利用拡大
・国内チャーター便の誘致による路線開設・再開
・航空会社への働きかけによる国際チャーター便の誘致促進
・風評払拭に向けた正確な情報や魅力の発信等による国際定期路線の開設・再開

指標名 現況値（R1） 目標値（R12）

製造品出荷額等 50,890億円 56,209億円

全体指標

指標名 現況値（H30） 目標値（R12）

商業・サービス業の総生産額 35,134億円 40,420億円

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

工業立地件数 ※新設及び増設 581件 1,331件

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

新規大学等卒業者の県内就職率 53.5％ 58.0％

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

観光客入込数 36,191千人 60,000千人

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

県内宿泊者数 9,536千人泊 14,500千人泊

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

新規高卒者の県内就職率 81.90％ 82.40％

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

県産品輸出額 905百万円 2,000百万円

指標名 現況値（R2） 目標値（R12）

県アンテナショップの来館者数 895,537人 1,060,000人

指標名 現況値（R1） 目標値（R12）

観光消費額（観光目的の宿泊者） 120,370百万円 145,000百万円

○総合的に本県産業の振興の成果として表す指標
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柱
Ⅰ

東
日
本
大
震
災
及
び
原
子
力

災
害
か
ら
の
復
興
・
創
生
、
自
然
災
害
等
へ
の
対
応

県
内
商

工
業
等
の
現
状
・
令
和
８
年
度
の
主
な
取
組

①
原

子
力
被

災
事
業

者
事
業
再
開
等
支
援
補
助
金

（
H
28
年
4月

～
R8
年
3
月
末
累
計
）

・
交
付
決
定
数
〔
累
計
〕

1
,
3
4
6件

、
1
3
7億

円

②
原

子
力
災

害
被
災

地
域
創
業
等
支
援
補
助
金

（
H2
8
年
4
月
～

R8
年
3
月
末
累
計
）

・
交
付
決
定
数
〔
累
計
〕

2
0
6件

、
1
1億

円

③
復

興
雇
用

支
援
事

業
（
H
23
年
4
月
～
R6
年
12
月
末
累
計
）

・
ふ
く
し
ま
産
業
復
興
雇
用
支
援
事
業

交
付
決
定
数
〔
累
計
〕

3
2
,
1
85
人

④
地

域
復
興

実
用
化

開
発
等
促
進
事
業

・
採
択
件
数

30
件
（
令
和
7年

度
）

主
な
指
標

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
（
実
績
）

・
・
・
地
元
再
開
率

・
・
・
再
開
率

キ
ビ
タ
ン
©
福
島
県

令
和

８
年
度

の
主
な

取
組

〇
原

子
力
災

害
被
災
事

業
者
事
業

再
開
等
支

援
事

業
【
5.
9
】

避
難
地
域

12
市
町
村
で
被
災
し
た
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
に
対
し
て
、
事
業
再
開
等
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を

補
助
す
る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
・
生
業
の
再
建
に
向
け
た
取
組
を
促
進
す
る
。

○
原

子
力
災

害
被
災
地
域
創
業
等
支
援
事
業

【
4.
6】

避
難
地
域

12
市
町
村
に
お
い
て
、
民
間
団
体
等
が
行
う
新
規
創
業
や
事
業
展
開
等
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
に
よ
り
、

働
く
場
・
買
い
物
を
す
る
場
な
ど
、
ま
ち
機
能
の
早
期
回
復
を
図
る
。

〇
復

興
雇
用

支
援
事
業
【
15
.6
】

被
災
求
職
者
の
次
の
雇
用
ま
で
の
一
時
的
な
雇
用
の
場
を
確
保
し
、
生
活
の
安
定
を
図
る
と
と
も
に
、

本
県
産
業
の
本
格
的
な
復
興
を
目
指
し
、
産
業
施
策
と
一
体
と
な
っ
て
被
災
求
職
者
の
雇
入
経
費
を
助
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
安
定
的
な
雇
用
を
支
援
す
る
。

○
イ

ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
創

出
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー

ム
事

業
【
3.
5
】

イ
ノ
ベ
地
域
が
「
あ
ら
ゆ
る
チ
ャ
レ
ン
ジ
が
可
能
な
地
域
」
と
な
る
よ
う
、
産
業
・
金
融
・
行
政
等
か
ら
な
る
連
携
体
制
（
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）
に
よ
り
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
掘
り
起
こ
し
か
ら
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
磨
き
上
げ
、
専
門
家
に
よ
る
助
言
・
指
導
等
を
一
体
的
に
支
援
す
る
。

〇
地

域
復
興

実
用
化
開

発
等
促
進

事
業
【

76
.2
】

地
元
企
業
等
又
は
地
元
企
業
等
と
の
連
携
に
よ
る
地
域
振
興
に
資
す
る
実
用
化
開
発
等
の
費
用
を
補
助
す
る
。
ま
た
、
実
用
化
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
に
お
け
る

各
種
課
題
の
抽
出
・
解
決
を
図
り
、
事
業
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
を
行
う
。

○
復

興
ま
ち

づ
く
り
加

速
支
援
事

業
【
0.

5】
避
難
解
除
等
区
域
に
お
い
て
、
帰
還
し
た
住
民
の
生
活
安
定
に
必
要
不
可
欠
な
商
業
施
設
を
整
備
し
、
商
業
者
等
に
施
設
を
貸
与
又
は
そ
の
管
理
運
営
を
委
託

す
る
市
町
村
に
対
し
、
初
期
段
階
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
で
、
復
興
に
向
け
た
商
業
機
能
の
確
保
を
図
る
。

○
浜

通
り
地

域
等
交
流

人
口
・
消

費
拡
大
支

援
事

業
【
9.
9
】

浜
通
り
地
域
等
15
市
町
村
が
抱
え
る
地
域
課
題
解
決
に
寄
与
す
る
取
組
の
ほ
か
、
地
元
事
業
者
等
に
よ
る
来
訪
コ
ン
テ
ン
ツ
開
発
や
広
域
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の

取
組
を
支
援
し
、
交
流
人
口
拡
大
に
つ
な
げ
、
地
域
の
産
業
復
興
の
加
速
及
び
移
住
定
住
の
促
進
を
図
る
。

【
単
位
：
億
円
】

事
業
を
再
開
し
た
店
舗
の
様
子

（
目
標
値
）

7
4

.0

81
.6

85
.6

8
7.

9
89

91
.4

10
0

40
.1

51
.1

51
.2

57
.9

59
.3

61

0
.0

5
0

.0

1
0

0.
0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
12

（
％
）

○
双
葉
郡
の
商
工
会
会
員
の
事
業
再
開

状
況

 1
,6
32
事
業
所
中
、
1,
49
2事

業
所

  
  
  
  
  

  
  
 再

開
率

91
.4

%

う
ち
地
元
再
開

99
6事

業
所

再
開
率

61
.0

%

（
R7
.
12
月
末
現
在
、
県
商
工
会
連
合
会
調
べ
）
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2

柱
Ⅱ

地
域
に
根
差
し
た
産
業
の
振

興

福
島
県
統
計
課

「
工
業
統
計
調
査
結
果
報

告
書
」

①
も

の
づ
く

り
企
業

海
外
展
開
支
援
事
業

・
海
外
商
談
会
出
展
支
援
件
数

33
件
（
R2
～
6年

度
累
計
）

②
中

小
事
業

者
経
営

継
続
支
援
事
業

・
オ
ー
ル
ふ
く
し
ま
経
営
支
援
に
よ
る
支
援
事
業
者
数

3
2事

業
者
（

R
7.
1
2
末
）

③
ふ

く
し
ま

事
業
承

継
等
支
援
事
業
（
R
2
か
ら
の
累
計
）

・
事
業
承
継
計
画
策
定
件
数

3
1
3件

（
R
7
.1
2
末
）

④
ふ

く
し
ま

産
業
活

性
化
企
業
立
地
促
進
事
業

・
指
定
件
数
〔
累
計
〕
51
件
、
雇
用
創
出
見
込
〔
累
計
〕

5
4
0人

）

（
R
2～

R
7
年
度
累
計
）

⑤
起
業
・
新
事
業
創
出
支
援
事

業

・
創
業
補
助
金

2
2件

⑥
企

業
価
値

向
上
推

進
事
業

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
新
商
品
開
発
案
件

8件

○
工
場
新
増
設
の
状
況

R
2 
 
  
55
件

(
延
べ
5
81
件
)

  
R3
  
  
40
件

(
〃

62
1件

)

  
R4
  
  
53
件

(
〃

67
4件

)

R5
44
件

(
〃

71
8件

)

R6
62
件

(
〃

7
80
件
)

R7
37
件

(
〃

81
7件

)

※
敷
地
面
積
1
,0
00
㎡
以
上

 
  
（
企
業
立
地
課
調
べ
）

○
製
造
品
出
荷
額
等

 R
2

4兆
7,

67
0
億
円

R3
5兆

1,
41
1
億
円

 R
4

5兆
4,

61
0
億
円

R5
5兆

6,
34
5
億
円

 
  

(
福
島
県
の
工
業

)

 

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
（
実
績
）

主
な
指
標 5

8
1

 
6

2
1

 
6

7
4

 
7

1
8

 
7

8
0

 
8

1
7

 

1
,3

3
1

 

0

4
0

0

8
0

0

1
,2

0
0

1
,6

0
0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

R
1

2

47
,6

70
 

51
,4

11
 

54
,6

10
 

56
,3

45
 

56
,2

06
 

4
0

,0
0

0

4
5

,0
0

0

5
0

,0
0

0

5
5

,0
0

0

6
0

,0
0

0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
12

（
億
円
）

（
目
標
値
）

令
和

８
年
度

の
主
な

取
組

○
＜

新
＞
中
小
企
業
「
賃
金
Ｕ
Ｐ
」
応
援
事
業
【

4.
5】

企
業
に
対
し
、
生
産
性
向
上
計
画
の
策
定
・
実
施
な
ど
生
産
性
向
上
に
向
け
た
専
門
家
に
よ
る
伴
走
支
援
や
経
費
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
企
業
の
価
格
交
渉
力

等
向
上
に
む
け
た
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
や
伴
走
支
援
、
事
業
者
・
消
費
者
双
方
の
理
解
醸
成
を
図
る
た
め
の
広
報
等
の
実
施
に
よ
り
価
格
転
嫁
を
促
進
し
、
企
業
の
稼

ぐ
力
の
向
上
を
支
援
す
る
。

○
＜

新
＞

中
小
企
業
「
売
上
げ
Ｕ
Ｐ
」
応
援
事
業
【
1
.1
】

県
内
中
小
企
業
の
販
路
開
拓
や
取
引
拡
大
の
支
援
を
強
化
す
る
た
め
、
本
県
中
小
企
業
支
援
を
先
導
す
る
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
に
対
し
、
県
内
中
小
企
業
の
国
内

外
へ
の
展
示
会
出
展
支
援
や
商
談
会
の
開
催
及
び
発
注
開
拓
推
進
員
等
に
よ
る
発
注
企
業
の
新
規
掘
り
起
こ
し
に
必
要
な
経
費
を
補
助
す
る
。

〇
ふ

く
し
ま
事

業
承
継

等
支
援
事

業
【
35

.4
】

県
内
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
事
業
承
継
等
の
課
題
に
対
し
、
県
及
び
商
工
会
、
商
工
会
議
所
、
金
融
機
関
他
中
小
企
業
支
援
機
関
が
連
携
し
て
支
援
を
行

う
こ
と
に
よ
り
、
県
内
事
業
者
の
事
業
継
続
と
今
後
の
維
持
発
展
を
図
る
。

〇
ふ

く
し
ま
産

業
活
性

化
企
業
立

地
促
進
補

助
金
【

15
※
R
8
～
1
3
債
務
負
担
行
為
額
】

工
場
等
の
新
・
増
設
を
行
う
企
業
を
支
援
し
、
雇
用
の
創
出
を
通
じ
て
地
域
経
済
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、

建
物
・
機
械
設
備
等
の
取
得
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
。

〇
起

業
・
新
事
業
創
出
支
援
事
業
【
2
.2
】

地
域
課
題
を
解
決
し
、
地
域
経
済
成
長
の
原
動
力
と
な
る
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
あ
ふ
れ
る
起
業
家
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
、

起
業
の
促
進
を
図
り
、
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
地
ふ
く
し
ま
の
創
造
」
を
目
指
す
。

〇
企

業
価
値
向

上
推
進

事
業
【

0.
6】

県
内
の
中
小
企
業
が
下
請
け
企
業
か
ら
脱
却
し
、
成
長
し
て
い
く
た
め
に
、
自
社
製
品
開
発
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

無
形
資
産
で
あ
る
知
的
財
産
へ
の
意
識
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
企
業
価
値
の
向
上
を
図
る
。

（
件
）

【
単
位
：
億
円
】

ふ
く
し
ま
ベ
ン
チ
ャ
ー
ア
ワ
ー
ド
授
賞
式
の
様
子

（
目
標
値
）

（
延
べ
件
数
）
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3

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業

の
工
場
立
地
件
数

医
療
福
祉
機
器
関
連
産
業
の

工
場
立
地
件
数
（
累
計
）

柱
Ⅲ

成
長

産
業
・
技
術
革
新
の
振

興

①
福

島
新

エ
ネ
社

会
構
想
等
推
進
技
術
開
発
事
業

・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
化
実
証
研
究
支
援
事
業

6
件
(R
8
.
2
）

②
再

エ
ネ

関
連
産

学
官
連
携
・
販
路
拡
大
促
進
事
業

・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業
の
成
約
件
数

34
件

(R
7
.1
2
）

③
ト

ラ
イ

ア
ル
支

援
事
業

・
医
療
関
連
機
器
の
試
作
費
用
の
助
成

1
0
件
(R
7.
1
2
末
現
在
）

④
福
島
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス
ト
フ

ィ
ー

ル
ド

関
連

・
研
究
棟
入
居
企
業
・
団
体

1
7者

、
施
設
等
活
用
事
例

累
計
1
,
3
74
事
例

(R
8.
2
末
現
在
）

⑤
チ

ャ
レ

ン
ジ
ふ

く
し
ま
「
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地
」
創
出
事
業

・
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
推
進
協
議
会
会
員
数

4
5
8団

体
(
R8
.2
末
現
在
）

  
・
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
産
業
基
盤
強
化
事
業

交
付
件
数

1
0件

⑥
航

空
宇

宙
産
業

集
積
推
進
事
業

・
福
島
県
航
空
・
宇
宙
産
業
技
術
研
究
会
会
員
数

83
社
・
団
体

・
航
空
宇
宙
関
連
産
業
認
証
取
得
等
支
援
事
業
補
助
金

3社
・
3件

活
用

主
な
指
標

令
和
７

年
度

の
主
な

取
組
（
実

績
）

令
和

８
年
度

の
主
な

取
組

〇
再

エ
ネ
関

連
産
学
官
連
携
・
販
路
拡
大

促
進
事

業
【
3.
1
】

「
福
島
新
エ
ネ
社
会
構
想
」
の
実
現
に
向
け
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
を
進
め
て
い
く
た
め
、

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
ふ
く
し
ま
」
を
核
と
し
て
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
新
規
参
入
、
人
材
育
成
、
研
究
開
発
、

事
業
化
、
販
路
拡
大
、
海
外
展
開
を
一
体
的
・
総
合
的
に
支
援
す
る
。

〇
＜
一

部
新
＞
ふ
く
し
ま
と
と
も
に
創
る
医
療
機
器
生
産
促
進
事
業
【
2.
3】

医
療
機
器
の
開
発
サ
イ
ク
ル
を
加
速
化
さ
せ
る
た
め
の
医
師
へ
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
支
援
を
介
し
た

臨
床
ニ
ー
ズ
の
効
率
的
な
収
集
を
図
る
と
と
も
に
、
県
産
医
療
機
器
の
県
内
医
療
機
関
へ
の
実
装
を
支
援
す
る
こ
と
で
、

県
産
医
療
関
連
製
品
の
事
業
化
又
は
取
引
先
件
数
の
増
加
及
び
医
療
機
器
生
産
額
等
の
増
加
に
向
け
た
取
組
を
行
う
。

〇
＜

一
部
新

＞
チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
「

ロ
ボ
ッ

ト
産
業
革

命
の

地
」

創
出
事

業
【
4.
8
】

ロ
ボ
ッ
ト
や
要
素
技
術
の
研
究
開
発
、
メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
補
助
、
ロ
ボ
ッ
ト
フ
ェ
ス
タ
の
開
催
、

協
議
会
の
運
営
の
他
、
社
会
実
装
に
向
け
た
実
証
試
験
、
海
外
販
路
拡
大
、
事
業
者
間
連
携
体
制
構
築
、
国
家
戦
略
特
区
活
用
の
推
進
へ
の
支
援
を
行
い
、

ロ
ボ
ッ
ト
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
を
図
る
。

〇
＜

一
部
新

＞
航
空
宇
宙
産
業
集
積
推
進

事
業
【

1.
8】

今
後
の
成
長
が
期
待
さ
れ
る
航
空
宇
宙
産
業
の
集
積
に
向
け
て
、
専
門
家
派
遣
に
よ
る
認
証
取
得
支
援
や
各
種
研
修
及
び
設
備
導
入
補
助
、

取
引
拡
大
支
援
と
し
て
商
談
会
出
展
支
援
、
新
た
な
協
議
会
の
設
置
等
を
実
施
す
る
。

〇
廃

炉
関
連

産
業
集
積
基
盤
構
築
事
業
【
1.
0】

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
重
点
分
野
で
あ
る
廃
炉
関
連
産
業
の
集
積
を
図
る
た
め
、
地
元
企
業
の
参
入
を
促
進
す
る
廃
炉
関
連
産
業

マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
務
局
の
運
営
や
元
請
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等
を
行
う
。

【
単
位
：
億
円
】

○
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業

工
場

立
地
件
数

R7
11
2
社

(累
計

)

○
医

療
機
器
生
産
額

R6
1,
56

0
億
円

全
国
４
位

○
医

療
用
機
械
器
具
の
部
品
等
出
荷
金
額

R5
44
2億

円
全
国
1位

○
メ

ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
の
件
数

R6
69
件

○
航

空
宇
宙
関
連
産
業
認
証
取
得
件
数

R6
36
社

東
北
1位

○
航

空
機
用
ｴﾝ

ｼﾞ
ﾝ部

分
等
出
荷
額

R6
1,
96

2
億
円

全
国
2位

メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
の
件
数
（
累
計
）

4
3

4
7

5
4

6
2

6
9

9
3

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0

0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
1

2

（
目
標
値
）

医
療
機
器
生
産
金
額

（
目
標
値
）

2
5

2
1

2
0

2
1

2
1

0
4

1
5

6
0

2
8

4
2

0

1
0

00

2
0

00

3
0

00

R
3

R
4

R
5

R
6

R
1

2

ド
ロ
ー
ン
実
証
の
様
子
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4

柱
Ⅳ

人
材

の
育
成

・
確
保

①
『

感
働

！
ふ
く

し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・
小
中
学
生
向
け
工
場
見
学
参
加
者
数

〔
累
計
〕
1
1,
4
6
9
人
(
R8
.
1
末
現
在
)

・
も
の
づ
く
り
産
業
人
材
確
保
支
援
事
業

企
業
見
学
：
26
回
、
ガ
イ
ダ
ン
ス
：

7回
、
技
術
体
験
：

2
1回

、

進
学
校
向
け
社
会
人
講
話
：
10
回

②
 『

感
働

！
ふ
く

し
ま
』
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
促
進
事
業

・
福
島
県
次
世
代
育
成
支
援
企
業
認
証

〔
累
計
〕
1
,3
6
3
件
(
R
7.
1
2
末
現
在

)

③
も

の
づ
く

り
技
能

継
承
支
援
事
業

・
伴
走
支
援
件
数
：

1
0社

④
エ

ア
ロ
ス

ペ
ー
ス

人
材
育
成
事
業

・
LS
Aを

活
用
し
た
特
別
授
業

小
中
学
生
対
象

2回
、
高
校
生
対
象

1
回
、
テ
ク
ノ
ア
カ
デ
ミ
ー
学
生
対
象

2回

・
航
空
宇
宙
の
企
業
向
け
セ
ミ
ナ
ー
2回

主
な
指
標

○
新

規
高

卒
者

の
県

内
就

職
率

 R
２

81
.9
％

  
 
R３

82
.7
％

R４
83

.7
％

  
 
R５

82
.8
％

R６
81

.7
％

8
1

.9
8

2
.7

8
3

.7
8

2
.8

8
1

.7
8

2
.4

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
12

○
新
規
大
学
等
卒
業
者
の

県
内
就
職

率
R２

53
.5
％

R３
53

.4
％

R４
50

.0
％

R５
48

.8
％

R６
48

.1
％

53
.5

5
3.

4
49

.8
48

.8
48

.1

58

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
12

令
和

８
年
度

の
主
な

取
組

〇
＜

新
＞
『
感
働
！
ふ
く
し
ま

』
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

（
情
報
発

信
事

業
）

【
1.
8
】

若
い
世
代
を
含
め
た
幅
広
い
世
代
に
、
県
内
企
業
や
福
島
で
働
く
魅
力
を
関
係
団
体
と
連
携
強
化
の
上
で
ま
と
め
て
発
信
す
る
と
と
も
に
、

プ
ッ
シ
ュ
型
で
届
け
る
欲
し
い
情
報
を
強
化
す
る
こ
と
で
、
若
者
を
は
じ
め
と
し
た
人
材
の
県
内
定
着
・
還
流
を
一
層
促
進
す
る
。

○
＜

新
＞
『

感
働
！
ふ
く
し
ま

』
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
（
気
づ

き
・

体
験

機
会
創

出
事
業
）
【

2.
4】

小
中
学
生
向
け
企
業
見
学
や
親
子
職
業
体
験
イ
ベ
ン
ト
、
高
校
生
の
就
職
関
心
向
上
に
向
け
た
社
会
人
講
話
等
や

大
学
低
学
年
向
け
企
業
体
験
ツ
ア
ー
な
ど
、
本
県
の
将
来
を
担
う
若
者
に
気
づ
き
と
体
験
の
場
を
提
供
す
る
こ
と
で
、

未
来
の
産
業
人
材
の
確
保
に
つ
な
げ
る
。

○
＜

新
＞
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
就
職
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
）
【
3.
0】

人
手
不
足
が
顕
在
化
し
て
い
る
県
内
企
業
の
人
材
確
保
を
図
る
た
め
、
東
京
や
県
内
に
設
置
し
た
就
職
相
談
窓
口
に
お
け
る

き
め
細
か
な
就
職
相
談
や
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
、
企
業
の
イ
ン
タ
ー
ン
等
実
施
の
支
援
な
ど
を
行
う
こ
と
で
、
マ
ッ
チ
ン
グ
に
向
け
た
よ
り
効
果
的
な
接
点
を
創
出
す

る
。

○
＜

新
＞
『

感
働
！
ふ
く
し
ま

』
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
（
魅
力

あ
る

職
場

づ
く
り

事
業
）
【
2.
0
】

人
口
減
少
が
進
み
、
若
者
、
特
に
女
性
の
県
外
流
出
が
顕
著
な
本
県
に
お
い
て
、
若
者
に
「
選
ば
れ
る
」
働
く
場
を
確
保
す
る
た
め
、
企
業
の
働
き
方
改
革
や
女

性
活
躍
に
向
け
た
意
識
改
革
、
奨
励
金
や
助
成
金
に
よ
る
職
場
環
境
整
備
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
、
認
証
・
表
彰
制
度
を
組
み
合
わ
せ
、
総
合
的
に
展
開
す
る
。

〇
も

の
づ
く

り
技
能
継

承
支
援
事

業
【
0.

4】
県
内
中
小
製
造
業
に
対
し
、

IT
を
活
用
し
た
効
果
的
な
知
識
・
技
能
の
継
承
を
支
援
し
、
企
業
競
争
力
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
併
せ
て
県
内
I
T産

業
の
活
性
化

を
目
指
す
も
の
。

〇
エ

ア
ロ
ス

ペ
ー
ス
人

材
育
成
事

業
【
0.

5】
宇
宙
関
連
機
器
の
部
材
の
製
作
に
要
求
さ
れ
る
技
能
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
す
る
と
と
も
に
、
企
業
在
職
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
を
通
し
て
航
空
宇
宙
関
連
産

業
に
お
い
て
活
躍
で
き
る
県
内
若
年
技
術
者
の
育
成
を
図
る
。

【
単
位
：
億
円
】

（
目
標
値
）

（
目
標
値
）

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
（
実
績
）

新
規
高
卒
者
の
県
内
就
職
率

新
規
大
学
等
卒
業
者
の
県
内
就
職
率
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柱
Ⅴ

多
様
な
交
流
の
促
進
・
県
産

品
の
魅
力

発
信

①
観

光
関
連

団
体
推

進
事
業

・
プ
レ

DC
の
開
催
を
は
じ
め
と
す
る
官
民
一
体
と
な
っ
た
観
光

P
Rを

実
施
。

②
福

島
イ
ン

バ
ウ
ン

ド
復
興
対
策
事
業

・
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
旅
行
商
品
造
成
支
援
：
約
3.
9万

人
泊
(R
8.
1末

現
在
申
請
)

・
台
湾
・
タ
イ
・
豪
州
等
の
現
地
窓
口
に
よ
る
情
報
発
信
等

③
国

際
定
期

路
線
等

開
設
・
再
開
事
業

・
20
25
年
度
福
島
空
港
利
用
状
況

3
,
2
8
8便

2
3
8,
04
2
人
（
R
8.
1
末
ま
で
）

（
う
ち
チ
ャ
ー
タ
ー
便
国
内

75
便
、

5
,
3
4
8
人

、
国

際
1
8
5
便

、
2
7
,
4
1
2
人

）

④
県

産
品
振

興
戦
略

実
践
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・
海
外
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動

7
か
国

(
R
8.
2末

)

ﾀｲ
、
ｼﾝ
ｶﾞ
ﾎﾟ
ｰﾙ
、
ｲﾝ
ﾄﾞ
ﾈｼ
ｱ、

ﾏﾚ
ｰｼ
ｱ、

ｶﾝ
ﾎﾞ
ｼﾞ
ｱ、

米
国
ｸﾞ
ｱﾑ
、
ﾒｷ
ｼｺ

⑤
「

ふ
く
し

ま
プ
ラ

イ
ド
。
」
発
信
事
業

・
オ
ラ
ン
ダ
北
海
水
産
と
連
携
し
た
県
産
品
P
R
フ
ェ
ア
、
米
国
に
お
け
る

ふ
く
し
ま
の
酒
イ
ン
ス
ト
ア
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
、

Sa
lo
n 
du
 s
ak

e
 
2
02
5へ

の
ブ
ー
ス
出
展

○
観
光
客
入
込
数

H2
2

57
,1

79
千
人

R2
36

,1
91
千
人

R3
35

,4
54
千
人

R4
47

,6
87
千
人

R5
53
,9
23
千
人

R6
57

,5
73
千
人

(H
22

の
10
0.

7%
)

（
観
光
客
入
込
状
況
調
査
）

○
県
産
品
輸
出
額

R2
90

5百
万
円

R3
1,
37

5
百
万
円

R4
1,
38

0
百
万
円

R5
1,
33
9百

万
円

R6
1,
58

5
百
万
円

（
福
島
県
貿
易
促
進
協
議
会
調
べ
）

令
和
７
年
度
の
主
な
取
組
（
実
績
）

5
7

,1
7

9

3
6

,1
9

1
 

3
5

,4
5

4
 4

7
,6

8
7

 5
3

,9
2

3
 5

7
,5

7
3

 6
8

,7
0

0

0

2
0

,0
0

0

4
0

,0
0

0

6
0

,0
0

0

8
0

,0
0

0

H
2

2
R

2
R

3
R

4
R

5
R

6
R

1
2

主
な
指
標

〇
＜
一
部

新
＞
観

光
関

連
団

体
推

進
事

業
【
7
.
9
】

 
「
福
が
満
開
、
福
の
し
ま
。
」
福
島
県
観
光
復
興
推
進
委
員
会
と
し
て
観
光
産
業
の
更
な
る
観
光
振
興
に
向
け
、

ふ
く
し
ま
D
C
を
は
じ
め
と
し
た
官
民
一
体
と
な
っ
た
施
策
の
取
組
や
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動
を
展
開
す
る
。

○
＜
一
部
新

＞
福

島
県

観
光

誘
客

促
進

事
業

【
1
.
7
】

震
災
後
、
県
内
に
誕
生
し
続
け
て
い
る
新
し
い
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
や
復
興
の
進
捗
に
伴
っ
て
変
化
を
続
け
て
い
る
浜
通
り
な
ど
、

福
島
の
観
光
の
「
今
」
を
発
信
す
る
た
め
、
継
続
し
た
誘
客
活
動
と
県
内
周
遊
を
促
す
取
組
を
実
施
す
る
。

〇
＜
一

部
新

＞
福

島
イ
ン

バ
ウ

ン
ド
復
興

対
策
事

業
【
3
.
5
】
 

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
根
強
い
風
評
や

A
L
P
S
処
理
水
の
海
洋
放
出
に
よ
る
風
評
な
ど
、
本
県
が
直
面
す
る
複
合
的
な
課
題
に
対
し
、

第
一
期
復
興
創
生
期
間
の
事
業
に
よ
る
レ
ガ
シ
ー
を
さ
ら
に
深
化
さ
せ
、
誘
客
の
フ
ェ
ー
ズ
を
意
識
し
た
戦
略
的
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
致
を

展
開
す
る
こ
と
で
、
本
県
の
観
光
復
興
を
加
速
化
す
る
。

〇
福
島
空

港
国
際

定
期

路
線

等
開

設
・

再
開

事
業

【
6
.
4
】

東
日
本
大
震
災
及
び
原
子
力
災
害
に
伴
う
国
際
定
期
路
線
の
運
休
が
続
く
な
か
、
台
湾
便
を
は
じ
め
と
し
た
国
際
チ
ャ
ー
タ
ー
便
の
運
航
促
進
を
図
り
、
国
際
定
期
路
線
の
開

設
・
再
開
支
援
に
取
り
組
む
。

〇
＜
一
部

新
＞
県

産
品

国
内

販
路

拡
大

・
情

報
発

信
事
業

【
2
.
3
】

（
「
酒
処

ふ
く
し

ま
」
プ

ロ
モ
ー
シ

ョ
ン
事

業
【
0
.
9
】

）
第
三
期
復
興
創
生
期
間
に
お
け
る
更
な
る
県
産
品
の
振
興
の
た
め
、
高
い
評
価
を
受
け
る
ふ
く
し
ま
の
酒
を
フ
ッ
ク
と
し
た
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
や
デ
ジ
タ
ル
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に

よ
る
P
R
を
行
う
と
と
も
に
、
専
門
家
の
ア
ド
バ
イ
ス
に
よ
る
県
産
品
の
更
な
る
ブ
ラ
ン
ド
力
向
上
な
ど
に
よ
り
、
国
内
販
路
拡
大
・
情
報
発
信
を
行
う
。

〇
県
産
品

海
外
販

路
拡

大
事

業
【

1
.
8
】

東
日
本
大
震
災
に
伴
う
原
発
事
故
及
び

A
L
P
S
処
理
対
放
出
に
よ
る
風
評
等
の
懸
念
が
あ
る
中
、
継
続
し
て
本
県
産
品
の
安
心
・
安
全
を
発
信
す
る
ほ
か
、
県
産
品
の
品
質
の
高
さ

や
お
い
し
さ
な
ど
の
魅
力
を
伝
え
る
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
海
外
に
お
け
る
県
産
品
の
更
な
る
販
路
・
販
売
拡
大
を
図
る
。

令
和

８
年
度

の
主
な

取
組

【
単
位
：
億
円
】

（
目
標
値
）

（
目
標
値
）

観
光
客
入
込
数

県
産
品
輸
出
額

プ
レ
Ｄ
Ｃ
オ
ー
プ
ニ
ン
グ

S
AT
O
NO
号
見
送
り
の
様
子

5
6

8
 

6
4

5
 

6
5

1
 

7
3

2
 

9
0

5
 1

,3
7

5
 1

,3
8

0
 1

,3
3

9
 1

,5
8

5
 2
,0

0
0

 

0

5
0

0

1
,0

0
0

1
,5

0
0

2
,0

0
0

2
,5

0
0

H
28

H
29

H
30

R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
1

2
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〇
事
業
目
的

原
子
力
災
害
に
よ
り
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
１
２
市
町
村
内
に
お
い
て
、
原
子
力
被
災
事
業
者
が
、
事
業
再
開
や
新
規
投
資
、
販
路
開
拓

等
の
事
業
展
開
投
資
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
事
業
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
に
よ
り
、
原
子
力
被
災
事
業
者
の
事

業
・
生
業
の
再
建
に
向
け
た
取
組
を
促
進
す
る
。

〇
補
助
概
要

・
補
助
要
件

①
１
２
市
町
村
内
に
お
い
て
事
業
再
開
や
新
規
投
資
、
販
路
開
拓
等
の
事
業
展
開
投
資
を
行
う
場
合

②
既
に
補
助
限
度
額
に
達
す
る
交
付
決
定
を
受
け
て
い
る
事
業
者
等
が
、
同
じ
事
業
再
開
等
計
画
に
つ
い
て
追
加
投
資
を
行
う
場
合

※
１
２
市
町
村
外
に
お
け
る
事
業
再
開
へ
の
支
援
メ
ニ
ュ
ー
は
令
和
７
年
度
末
を
以
て
廃
止

・
補
助
率

①
の
場
合
：
３
／
４
以
内
（
た
だ
し
、
帰
還
困
難
区
域
等
に
お
い
て
事
業
を
行
う
場
合
は
４
／
５
以
内
）

②
の
場
合
：
１
／
２
以
内

・
補
助
限
度
額

補
助
対
象
経
費
（
限
度
額
１
,
３
０
０
万
円
）
に
補
助
率
を
乗
じ
た
額

（
た
だ
し
、
市
町
村
が
策
定
す
る
復
興
計
画
等
に
沿
っ
た
も
の
と
し
て
市
町
村
が
認
め
る
場
合
は
補
助
対
象
経
費
を
４
，
０
０
０
万
円

以
内
（
帰
還
困
難
区
域
等
に
お
け
る
申
請
の
場
合
は
５
，
０
０
０
万
円
以
内
）
と
す
る
）

・
事
業
実
施
期
間

①
の
場
合
：
交
付
決
定
の
あ
っ
た
年
度
末
ま
で

（
た
だ
し
、
当
初
よ
り
事
業
が
申
請
年
度
内
に
完
了
で
き
な
い
見
込
み
で
あ
る
場
合
は
申
請
の
翌
年
度
末
ま
で
と
す
る
こ
と
が
可
能
）

②
の
場
合
：
交
付
決
定
の
あ
っ
た
年
度
末
ま
で

原
子
力
災
害
被
災
事
業
者
事
業
再
開
等
支
援
事
業

商
工

労
働

部
産

業
振

興
課

（
令
和
８
年
度
支
出
予
算
額
５
９
０

,７
０
５
千
円

令
和
８
～
９
年
度
債
務
負
担
行
為
額
４
４
０

,０
０
０
千
円
）

柱
Ⅰ
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〇
事
業
目
的

原
子
力
災
害
に
よ
り
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
１
２
市
町
村
内
に
お
い
て
、
民
間
団
体
等
が
行
う
創
業
や
事
業
展
開
に
対
し
て
、
そ
の
事
業

に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
に
よ
り
、
原
子
力
被
災
事
業
者
の
事
業
・
生
業
の
再
建
に
向
け
た
取
組
を
促
進
す
る
。

〇
補
助
概
要

・
補
助
要
件

①
１
２
市
町
村
内
に
お
い
て
創
業
又
は
事
業
展
開
を
行
う
場
合

②
既
に
補
助
限
度
額
に
達
す
る
交
付
決
定
を
受
け
て
い
る
事
業
者
等
が
、
同
じ
事
業
計
画
に
つ
い
て
追
加
投
資
を
行
う
場
合

・
補
助
率

①
の
場
合
：
２
／
３
以
内
（
た
だ
し
、
帰
還
困
難
区
域
等
に
お
い
て
事
業
を
行
う
場
合
は
３
／
４
以
内
）

②
の
場
合
：
１
／
２
以
内

・
補
助
限
度
額

補
助
対
象
経
費
（
限
度
額
１
,
３
０
０
万
円
）
に
補
助
率
を
乗
じ
た
額

（
た
だ
し
、
帰
還
困
難
区
域
等
に
お
け
る
申
請
の
場
合
は
補
助
対
象
経
費
を
４
，
０
０
０
万
円
以
内
と
す
る
）

・
事
業
実
施
期
間

①
の
場
合
：
交
付
決
定
の
あ
っ
た
年
度
末
ま
で

（
た
だ
し
、
当
初
よ
り
事
業
が
申
請
年
度
内
に
完
了
で
き
な
い
見
込
み
で
あ
る
場
合
は
申
請
の
翌
年
度
末
ま
で
と
す
る
こ
と
が
可
能
）

②
の
場
合
：
交
付
決
定
の
あ
っ
た
年
度
末
ま
で

原
子
力
災
害
被
災
地
域
創
業
等
支
援
事
業

商
工

労
働

部
産

業
振

興
課

（
令
和
８
年
度
支
出
予
算
額
４
５
６

,７
１
９
千
円

令
和
８
～
９
年
度
債
務
負
担
行
為
額
４
８
０

,０
０
０
千
円
）

柱
Ⅰ

2-11



雇
用
労
政
課

※
本
資
料
は
厚
生
労
働
省
作
成

柱
Ⅰ
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（
復
興
雇
用
支
援
事
業
）

雇
用
労
政
課

※
本
資
料
は
厚
生
労
働
省
作
成

柱
Ⅰ
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イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業

県

イ
ノ
ベ
機
構

コ
ン
サ
ル
等

（
直
接
補
助
）

事
業
目
的
・
概
要

○
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
推
進
に
向
け
て
、
こ
れ
ま
で
各
成
長
分
野
に
お
い
て
実
施
し
て
き
た
技
術
開
発
等
へ
の
支
援
に
は
一
定
の
成
果

は
あ
る
も
の
の
、
域
外
か
ら
の
呼
び
込
み
が
十
分
で
は
な
い
こ
と
に
加
え
、
ア
イ
デ
ア
を
磨
き
上
げ
る
こ
と
で
今
後
事
業
化
へ
移
行
で
き
る
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ

ン
に
お
い
て
も
不
十
分
な
市
場
調
査
や
収
益
性
に
疑
義
が
あ
る
等
の
理
由
に
よ
り
不
採
択
に
な
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
見
受
け
ら
れ
る
ほ
か
、
採
択
後
の
事
業

化
に
課
題
を
抱
え
て
い
る
企
業
等
も
少
な
く
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。

○
今
後
、
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
更
な
る
加
速
化
に
向
け
て
は
、
起
爆
剤
と
な
る
革
新
的
な
技
術
・
シ
ー
ズ
を
有
す
る
イ
ノ
ベ
ー
タ
ー
を

積
極
的
に
呼
び
込
む
と
と
も
に
、
こ
れ
ま
で
ア
イ
デ
ア
の
ま
ま
埋
没
し
て
し
ま
っ
た
潜
在
的
に
優
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
現
や
、
円
滑
な
事
業
化
に
向
け

た
支
援
に
よ
り
、
各
分
野
に
お
け
る
取
組
の
裾
野
を
拡
大
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
こ
の
た
め
、
域
外
か
ら
革
新
的
な
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
呼
び
込
み
、
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
掘
り
起
こ
す
た
め
の
イ
ベ
ン
ト
、
ア
イ
デ
ア
を
具
現
化
す
る

た
め
の
補
助
、
専
門
家
を
活
用
し
た
伴
走
支
援
な
ど
、
案
件
の
発
掘
段
階
か
ら
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
復
興
実
用
化
促
進
等
補
助
事
業
等
の
既
存
支

援
策
に
つ
な
が
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
加
え
、
革
新
的
な
手
法
に
よ
る
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
開
発
・
提
供
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を

創
出
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
を
創
生
す
る
。

○
支
援
に
当
た
っ
て
は
、
創
業
支
援
の
専
門
家
等
に
よ
る
助
言
機
関
を
設
置
し
、
金
融
機
関
、
研
究
機
関
、
行
政
機
関
等
と
の
効
果
的
な
連
携
体
制

（
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
県
内
外
の
事
業
者
等
に
よ
る
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
へ
の
参
入
を
促
進
す
る
。

事
業
内
容

浜
通
り
1
5
市
町
村
で
の
事
業
化
等
を
目
指
す
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
対
象
と
し
て
、
研
究
開
発

型
だ
け
で
な
く
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
・
提
供
な
ど
広
く
案
件
を
発
掘
し
、
優
れ
た
ア
イ

デ
ア
を
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
と
し
て
確
定
さ
せ
、
既
存
制
度
等
も
効
果
的
に
活
用
し
、
円
滑
な
事

業
化
に
向
け
た
支
援
を
実
施
す
る
。

①
専
門
家
に
よ
る
伴
走
支
援

・
外
部
専
門
企
業
に
よ
る
、
ハ
ン
ズ
オ
ン
の
伴
走
支
援
に
よ
り
、
起
業
・
事
業
化
に
向
け
た

シ
ー
ド
発
掘
、
事
業
化
支
援

②
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
支
援
補
助
金

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
採
択
さ
れ
た
企
業
等
に
対
し
、
審
査
に
よ
り
実
証
費
用
、
試
作
品
製
作
費

等
を
補
助
（
各
事
業
ス
テ
ー
ジ
に
合
わ
せ
た
補
助
額
を
設
定
）

※
補
助
率
は
原
則
３
／
４
（
要
件
合
致
先
は
４
／
５
）

③
F
u
ku
sh
im
a
T
e
ch

C
re
a
te

サ
ポ
ー
タ
ー

・
行
政
機
関
、
金
融
機
関
、
大
学
等
の
連
携
体
を
組
成
し
、
本
事
業
参
加
者
の
へ
の
支
援
や

成
果
の
発
信
を
実
施

事
業
予
算

約
３
．
５
億
円

福
島
再
生
加
速
化

交
付
金
（
復
興
庁
）

事
業
ス
キ
ー
ム

事
業
者

補
助
金
交
付

（
事
業
者
へ
の
伴
走
支
援
、

技
術
シ
ー
ズ
調
査
等
）

委
託

委
託

（
伴
走
コ
ン
サ
ル
の
選
定
、

管
理
等
）

柱
Ⅰ

産
業
振
興
課
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事
業
の
目
的

事
業
の
概
要
（
事
業
ス
キ
ー
ム
、
補
助
対
象
等
）

廃
炉
や
被
災
地
域
の
復
興
を
円
滑
に
進
め
て
い
く
た
め
に
は
、
浜
通
り

地
域
等
の
産
業
復
興
を
支
え
る
新
技
術
や
新
産
業
創
出
の
原
動
力
と
な
る

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
農
業
分
野
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
先
進
分

野
の
課
題
の
解
決
に
向
け
た
技
術
開
発
等
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
地
域
復

興
に
資
す
る
実
用
化
開
発
等
を
促
進
し
、
浜
通
り
地
域
の
早
期
の
産
業
復

興
を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
事
業
ス
キ
ー
ム
】

令
和
８
年
度
地
域
復
興
実
用
化
開
発
等
促
進
事
業

7
,4

0
0
,0

0
0
千
円

（
4
,5

1
7
,0

0
0
千
円
）

(経
済
産
業
省
：
地
域
経
済
政
策
推
進
事
業
費
補
助
金
（
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
推
進
施
設
整
備
等
補
助
金

)）

産
業
振
興
課

◼
補
助
対
象

浜
通
り
地
域
等
※
に
お
い
て
実
施
さ
れ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト

構
想
重
点
分
野
に
係
る
研
究
開
発
や
実
証
な
ど
実
用
化
・
事
業
化
に
向
け

た
取
組
。

※
い
わ
き
市
、
相
馬
市
、
田
村
市
、
南
相
馬
市
、
川
俣
町
、
広
野
町
、
楢
葉
町
、
富
岡
町
、
川
内

村
、
大
熊
町
、
双
葉
町
、
浪
江
町
、
葛
尾
村
、
新
地
町
、
飯
舘
村
の

1
5
市
町
村

◼
補
助
対
象
者

➢
地
元
企
業
等
：
福
島
県
浜
通
り
地
域
に
本
社
、
試
験
・
評
価
セ
ン
タ
ー
、

研
究
開
発
拠
点
、
生
産
拠
点
等
が
所
在
す
る
企
業
、
国
立
研
究
開
発
法

人
で
あ
る
研
究
所
、
大
学
若
し
く
は
国
立
高
等
専
門
学
校
ま
た
は
農
業

協
同
組
合
そ
の
他
の
法
人
格
を
有
す
る
団
体
等

➢
地
元
企
業
等
と
連
携
し
て
実
施
す
る
企
業
（
全
国
の
企
業
が
対
象
）

■
補
助
対
象
経
費

施
設
工
事
費
、
機
械
設
備
費
、
調
査
設
計
費
、
人
件
費
、
材
料
費
等
、

外
注
費
、
委
託
費
、
そ
の
他
諸
経
費
、
間
接
経
費

■
令
和
７
年
度
よ
り
有
償
実
証
制
度
導
入

■
令
和
８
年
度
予
算
内
訳

事
業
費
：
補
助
金

7
,1

7
8
,0

0
0
千
円

管
理
費
：
委
託
料
等

2
2
2
,0

0
0
千
円

■
前
年
度
か
ら
の
変
更
点

自
治
体
連
携
推
進
枠
の
強
化
⇒
地
域
課
題
解
決
枠

(仮
)

※
よ
り
連
携
自
治
体
の
地
域
課
題
や
産
業
振
興
等
に
資
す
る
取
組
を
優
遇

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
重
点
分
野
※
に
つ
い
て
、

地
元
企
業
等
と
の
連
携
に
よ
る
実
用
化
開
発
等
を
促
進
し
、
浜
通
り
地
域

等
の
早
期
の
産
業
復
興
を
実
現
す
べ
く
、
浜
通
り
地
域
等
に
お
い
て
実
施

さ
れ
る
実
用
化
開
発
等
に
必
要
な
費
用
を
支
援
す
る
。

※
廃
炉
、
ロ
ボ
ッ
ト
・
ド
ロ
ー
ン
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
、

農
林
水
産
業
、
医
療
関
連
、
航
空
宇
宙

国
（
補
助
金
）
→
県
（
補
助
金
）
→
民
間
事
業
者
等

➢
補
助
率

(1
)一

般
枠
：
大
企
業

1
/3

, 
中
小
企
業

2
/3

(2
)地

域
課
題
解
決
枠
（
仮
）
：
大
企
業

1
/2

, 
中
小
企
業

3
/4

➢
補
助
額
上
限
：
原
則
７
億
円
以
内

柱
Ⅰ

2-15



浜
通
り
地
域
等
の
早
期
の
産
業
復
興
を
図
る
た
め
、
福
島
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
重
点
分
野
に
お
い
て
、
地
元
企
業
や
他
地

域
の
企
業
・
大
学
等
に
よ
り
様
々
な
実
用
化
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進

め
ら
れ
て
い
る
。
今
後
、
各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
実
用
化
の
成
果

を
最
大
化
さ
せ
、
ま
た
、
そ
の
後
の
本
格
的
な
事
業
化
を
推
進
さ
せ
る

た
め
の
支
援
を
行
う
。

◼
支
援
対
象

浜
通
り
地
域
等
（

1
5
市
町
村
）
に
お
い
て
、
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス

ト
構
想
の
重
点
分
野
に
お
け
る
実
用
化
開
発
、
及
び
そ
の
事
業
化
に
取
り
組
む

地
元
企
業
等

構
想
の
重
点
分
野
に
お
け
る
実
用
化
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
に
お
け

る
各
種
課
題
の
抽
出
・
解
決
を
図
る
と
と
も
に
、
技
術
力
・
経
営
力
向

上
の
た
め
の
経
営
戦
略
構
築
等
の
コ
ン
サ
ル
支
援
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ

ン
グ
等
を
進
め
、

事
業
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
を
行
う
事
業
。

◼
前
年
度
か
ら
の
変
更
点

①
売
上
拡
大
（
自
走
化
）
を
目
指
し
、
技
術
的
な
視
点
を
持
つ
コ
ン
サ
ル
が

開
発
製
品
の
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
を
行
う
。

②
市
場
展
開
支
援
（
旧
：
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
）
を
随
時
支
援
に
変
更

（
従
前
は
支
援
開
始
前
に
支
援
事
業
者
を
特
定
）

③
定
例
ピ
ッ
チ
開
催
･･
･首

都
圏
等
に
お
け
る
ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト
の
定
例
化

東
京
、
中
部
・
関
西
、
仙
台
で
イ
ノ
ベ
関
連
企
業
に
よ
る
ピ
ッ
チ
を
開
催
。

協
業
者
や

V
C
/C

V
C
等
の
出
資
者
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
図
る
。

【
事
業
ス
キ
ー
ム
】

○
補
助
金
の
流
れ

国
（
補
助
金
）
→

県
（
補
助
金
）
→

(公
財

)イ
ノ
ベ
機
構

○
補
助
率

1
0
/1

0

【
事
業
イ
メ
ー
ジ
】

産
業
振
興
課

（
地
域
復
興
実
用
化
開
発
等
促
進
事
業
）

福
島
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
･ｺ
ｰｽ
ﾄ
構
想
重
点
分
野
等
事
業
化
促
進
事
業

2
1
8
,0

0
0
千
円

（
R

7
:1

6
6
,5

8
2
千
円
）

(経
済
産
業
省
：
地
域
経
済
政
策
推
進
事
業
費
補
助
金
（
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
推
進
基
盤
整
備
事
業
）

1
0
/1

0

事
業
の
目
的

事
業
の
概
要
（
事
業
主
体
、
補
助
内
容
等
）

製
品
の

企
画
･
設

計
段
階

地
域
復
興
実
用
化
開
発
等
促
進
事
業
(補

助
)

試
作
･
改

良
実
証
･

評
価
段
階

製
品
の

最
終
試
作

･
評
価
完
了

実
用
化

経
営
計
画
作
成
、
市
場
調
査

知
財
保
護
、
量
産
設
備
、

従
業
員
確
保
、
資
金
調
達
等

販
促

 商
談
事
業
化

事
業
化
促
進
事
業
（
伴
走
支
援
）

◼
令
和
８
年
度
予
算
内
訳

負
担
金
、
補
助
及
び
交
付
金

2
1
8
,0

0
0
千
円

う
ち
イ
ノ
ベ
機
構
に
お
け
る
直
接
経
費

4
3
,2

8
9
千
円

（
内
容
：
旅
費
､消

耗
品
費
､燃

料
費
、

人
件
費
､
ﾚ
ﾝ
ﾀ
ｶ
ｰ・

E
T
C
代
、
会
場
使
用
料
等
）

う
ち
委
託
費

1
7
4
,7

1
1
千
円

（
内
容
：
事
業
化
支
援
、
知
財
戦
略
支
援
、

(仮
)製

品
力
強
化
支
援
等
）

柱
Ⅰ
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商
業
機
能
の
回
復
に
よ
る
住
民
帰
還
の
加
速

避
難
解
除
等
区
域
商
業
機
能
回
復
促
進
事
業
事
業
イ
メ
ー
ジ

【
課
題

】
〇

小
売
商
業
者
は
、
住
民
が
帰
還
し
な
い
と
売
上
が
見
込
め
な
い
た
め
、
事
業
再
開
・
帰
還
が
進
ま
な
い
。
こ
の
た
め
、
帰
還
し
た
住

民
は
買
い
物
を
す
る
場
が
な
い
。

〇
ま
た
、
地
域
の
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
小
売
商
業
施
設
の
事
業
再
開
・
帰
還
が
進
ま
な
い
こ
と
に
よ
り
、
住
民
が
帰
還
を
決
断
で
き
ず
、

さ
ら
に
帰
還
が
進
ま
な
い
悪
循
環
が
生
じ
る
。

先
導
的
に
設
置
し
た

公
設
商
業
施
設
の

安
定
的
な
運
営

（
復
興
の
拠
点
）

避
難
解
除
等
区
域

事
業
再
開
・
帰
還
促
進
事
業
（
国
）

〇
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
の
発
行

〇
イ
ベ
ン
ト
等
の
経
費
補
助

住
民
の
需
要
喚
起

買
い
物
環
境
の
確
保

住
民

住
民

住
民

小
売
商
業
者

小
売
商
業
者

小
売
商
業
者

避
難
解
除
等
区
域
商
業
機
能
回
復
促
進
事
業

【
補
助
対
象
経
費
】

運
営
事
業
者
等
が
施
設
の
運
営
に
要
す
る
経
費

◯
光
熱
水
費
（
電
気
代
、
ガ
ス
代
、
水
道
代
等
）

◯
廃
棄
物
処
理
費

◯
保
守
管
理
費
（
警
備
費
、
清
掃
費
）

◯
広
告
宣
伝
費

◯
使
用
賃
借
費
な
ど

県
事
業
（
市
町
村
へ
の
補
助
）

浜
通
り
地
域
等
交
流
人
口
・

消
費
拡
大
支
援
事
業
（
国
）

〇
電
子
決
済
に
対
す
る
ポ
イ
ン
ト
還
元

官
民
合
同
チ
ー
ム
に
よ
る
支
援

〇
施
設
運
営
等
の
課
題
解
決

復
興
ま
ち
づ
く
り
加
速
支
援
事
業

商
業
ま
ち
づ
く
り
課

柱
Ⅰ
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令
和
８
年
度
浜
通
り
地
域
等
交
流
人
口
・
消
費
拡
大
支
援
事
業

9
9
3
,8
5
0
千
円

観
光
交
流
課
柱
Ⅰ

【
現
状
】

■
被
災
１
２
市
町
村
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
震
災
前
の
水
準
を
拡
幅
せ
ず
、
（
Ｈ

2
2
：

8
,7

1
4
億
円
⇒

R
4
：

6
,6

0
7
億
円
）
。

未
だ
多
く
の
市
町
村
に
お
い
て
建
設
業
の
割
合
が
大
き
く
占
め
て
お
り
、
特
に
域
内
Ｂ

to
Ｃ
産
業
（
小
売
、
飲
食
・
宿
泊
、
生
活
関
連
等
）
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
頭
打
ち
。

■
一
方
、
な
り
わ
い
再
建
や
域
外
か
ら
の
企
業
の
呼
込
み
を
通
じ
て
、
域
内
事
業
者
数
は
拡
大
傾
向
。

■
避
難
指
示
解
除
区
域
の
居
住
人
口
は
一
定
程
度
増
加
す
る
も
、
住
民
意
向
調
査
に
お
い
て
双
葉
町
、
大
熊
町
、
浪
江
町
、
富
岡
町
で
「
戻
り
た
い
」
意
向
は

   
   

  １
割
～
２
割
程
度
。

■
観
光
客
数
は
、
福
島
県
全
域
で
も
震
災
前
水
準
を
下
回
り
、
特
に
浜
通
り
で
の
下
回
り
幅
が
大
き
い
Ｒ

6
年
は
Ｈ

2
2
年
比
△

2
3

.9
％
）
。

◇
誘
客
コ
ン
テ
ン
ツ
開
発
事
業

〇
浜
通
り
地
域
等
１
５
市
町
村
の
地
域
資
源
を
活
用
し
た
来
訪

 コ
ン
テ
ン

ツ
（
ツ
ア
ー
、
イ
ベ
ン
ト
等
）
開
発
の
取
組
を
補
助

・
補
助
上
限
額
：
１
件

最
大
１
，
５
０
０
万
円
／
年

・
補
助
件
数
：
継
続
案
件
２
件

新
規
１
２
件

想
定

・
補
助
率
：
１
年
目
３
／
４

２
年
目
２
／
３

３
年
目
１
／
２

※
最
大
３
年
間
補
助
可
能
、
２
年
目
以
降
補
助
率
逓
減
。

◇
広
域
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
事
業

〇
浜
通
り
地
域
等
１
５
市
町
村
の
う
ち
複
数
の
市
町
村
に
跨
る
、
地
域
資
源
を

活
用
し
た
人
の
来
訪
を
促
す
コ
ン
テ
ン
ツ
の
企
画
・
磨
き
上
げ
・
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
等
の
取
組
を
補
助

・
補
助
上
限
額
：

1
件

最
大

1
.1
億
円
／
年
、
補
助
件
数
：

1
件

  

・
補
助
率
：

1
，

2
年
目

9
/1

0
3
，

4
年
目

3
/4

5
年
目

2
/3

 ※
最
大
５
年
間
補
助
可
能
、
３
年
目
以
降
補
助
率
逓
減
。

◇
浜
通
り
地
域
等
に
お
け
る
地
域
課
題
解
決
を
通
し
た

交
流
人
口
・
関
係
人
口
拡
大
事
業

〇
浜
通
り
地
域
等

1
5
市
町
村
に
お
け
る
複
雑
多
様
化
し
た
地
域
の
課
題
を

解
決
す
る
た
め
、
人
材
の

確
保
に
つ
い
て
支
援
す
る
と
と
も
に
、
当
該

人
員
の
再
来
訪
に
向
け
、
次
回
使
用
可
能
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
し
、

地
域
の
課
題
を
解
決
し
な
が
ら
交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
拡
大
に
つ
な
げ

る
。

◇
交
流
人
口
基
盤
整
備
事
業

〇
来
訪
者
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
加
え
、
地
域
の
受
入
体
制
強
化
を
図
る
た

   
 め

、
ま
ち
づ
く
り
団
体
等
に
対
し
、
事
業
企
画
や
地
域
内
事
業
者
と
の
連
携

   
 強

化
等
に
つ
い
て
支
援
を
実
施
。

【
具
体
的
取
組
】
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中
小
企
業
等
の
「稼

ぐ
力
」強

化
に
向
け
た
施
策

■
 県

内
企

業
を

取
り

巻
く

経
営

環
境

最
低
賃
金
引
上
げ
、
長
引
く
物
価
高
、
人
口
減
少
・
流
出
に
よ
る
人
手
不
足
な
ど
に
よ
り
、

厳
し

い
経

営
状

況

 
 コ

ス
ト

増
→

 収
益

減
 →

 厳
し

い
経

営
状

況

■
 経

営
状

況
の

改
善

に
向

け
た

方
策

 県
内
企
業
が
収
益
を
改
善
し
、
そ
れ
を
継
続
で
き
る
体
制
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、

「
稼

ぐ
力

」
の

強
化

が
必

要
 

 「
稼

ぐ
力

」
の

強
化

 →
 収

益
改

善
 →

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 →

 県
内

経
済

の
好

循
環

を
実

現
賃

上
げ

、
消

費
拡

大
設

備
投

資

○
中

小
企

業
の

生
産

性
向

上
支

援
  
・
生
産
性
向
上
計
画
の
策
定
支
援

  
・
生
産
性
向
上
に
資
す
る
設
備
等
の

  
導
入
支
援

○
価

格
転

嫁
の

推
進

  
・
機
運
醸
成
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催

  
・
価
格
転
嫁
の
理
解
醸
成
に
向
け
た
広
報 な

ど

中
小

企
業

の
「

賃
金

Ｕ
Ｐ

」
を

応
援

○
中

小
企

業
の

販
路

拡
大

支
援

  
・
国
内
外
の
展
示
会
出
展
等
へ
の
支
援

○
大

規
模

展
示

会
へ

の
出

展
支

援
  
・
国
内
最
大
級
の
も
の
づ
く
り
展
示
会
へ
の

  
出
展
支
援

○
首

都
圏

で
の

発
注

企
業

の
新

規
掘

り
起

こ
し

  
・
東
京
事
務
所
に
発
注
開
拓
推
進
員
を
配
置

○
県

内
企

業
の

受
注

機
会

の
拡

大
支

援
  
・
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
の
体
制
強
化

な
ど

中
小

企
業

の
「

売
上

げ
Ｕ

Ｐ
」

を
応

援
車 の 両 輪 で 実 施

Ⅱ
販
路
拡
大
支
援

Ⅰ
賃
上
げ
対
策

【
令

和
８

年
度

】
賃

上
げ

対
策
と

販
路

拡
大

支
援
を

車
の

両
輪
と
し
て

「
稼

ぐ
力

」
を

強
化

経
営
金
融
課

柱
Ⅱ
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「
稼

 
ぐ

 
力

 
」
Ｕ

 
Ｐ

中
小
企
業
等
の
「稼

ぐ
力
」強

化
に
向
け
た
施
策

①
 中
小
企
業
「賃

金
Ｕ
Ｐ
」応

援
事
業

4
5

4
,6

9
1
千
円

○
 中

小
企

業
等

生
産

性
向

上
推

進
事

業 4
4

3
,9

2
6

千
円

●
計
画
策
定

→
専
門
家
派
遣
に
よ
る
計
画
策
定
支
援

 
 

・
対

 象
 者

：
中
小
企
業
等

 
 

・
想

 定
 数

：
1
3
0
社
程
度

※
1
社

5
回
程
度

●
計
画
実
行

→
機
器
、
設
備
、
Ｉ
Ｔ
ツ
ー
ル
等
導
入
支
援

 
・
補
助
対
象
：
計
画
を
策
定
し
た
中
小
企
業
等

 ・
想
定
件
数
：

2
0
0
社

 ・
補

 助
 率

 ：
2
/3
以
内
（
上
限

2
0
0
万
円
）

 ・
対
象
経
費
：
省
力
化
・
効
率
化
等
を

  
図
る
た
め
の
設
備
投
資

○
 価

格
転

嫁
推

進
事

業
1

0
,7

6
5

千
円

 ・
「
稼
ぐ
力
」

U
P
セ
ミ
ナ
ー
開
催

 ・
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
、

S
N

S
を
通
じ
た
理
解
醸
成
の
広
報

 ・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
構
築
宣
言
の
促
進

な
ど

②
 中
小
企
業
「
売
上
げ
Ｕ
Ｐ
」
応
援
事
業

1
0

8
,9

1
0
千
円

○
 中

小
企

業
販

路
拡

大
支

援
事

業
補

助
金 2
6

,1
2

5
千

円

 ・
国
内
・
海
外
の
展
示
会
出
展
経
費
の
一
部
補
助

 ・
海
外
の
市
場
調
査
、
商
談
に
要
す
る
経
費
の
一
部
補
助

○
 大

規
模

展
示

会
共

同
出

展
支

援
事

業
1

4
,6

7
6

千
円

 ・
国
内
最
大
級
の
も
の
づ
く
り
展
示
会
「
も
の
づ
く
り

ワ
ー
ル
ド
東
京

2
0
2
6
」
に
福
島
県
ブ
ー
ス
を
確
保

し
、
県
内
中
小
企
業
の
共
同
出
展

(1
5
社

)を
支
援

○
 首

都
圏

発
注

企
業

開
拓

推
進

事
業

6
,7

1
6

千
円

 ・
首
都
圏
で
の
発
注
企
業
開
拓
に
向
け
、
東
京
事
務
所

に
発
注
開
拓
推
進
員
１
名
を
新
規
配
置

○
 取

引
支

援
推

進
事

業
等

6
1

,3
9

3
千

円

 ・
県
内
中
小
企
業
の
受
注
機
会
の
拡
大
の
た
め
、

産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
職
員
を
３
名
増
員

な
ど

賃
 上

 げ
 ・

 設
 備

 投
 資

経
営
金
融
課

予
算
額

5
6

3
,6

0
1
千
円
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令
和
８
年
度
中
小
企
業
等
の
「
稼
ぐ
力
」
強
化
に
向
け
た
主
な
取
組
①

「
稼
ぐ
力
」
強
化

生
産
性
向
上

賃
上
げ
・
物
価
高
対
策

◆
（
新
）
中
小
企
業
「
賃
金
Ｕ
Ｐ
」
応
援
事
業
（

4
5
4
,
6
9
1
千
円
）

生
産
性
向
上
の
認
識
向
上
に
向
け
た
ノ
ウ
ハ
ウ
周
知
や
専
門
家
派
遣
、
生
産
性

向
上
に
資
す
る
経
費
の
補
助
、
価
格
転
嫁
の
推
進
に
向
け
た
広
報
や
商
工
団
体
等

と
連
携
し
た
「
稼
ぐ
力
」

U
P
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

等

販
路
拡
大

◆
（
新
）
中
小
企
業
「
売
上
げ
」
Ｕ
Ｐ
応
援
事
業
（

1
0
8
,
9
10
千
円
）

国
内
外
の
展
示
会
出
展
等
に
要
す
る
経
費
の
補
助
、
国
内
最
大
級
の
も
の
づ
く
り
展

示
会
「
も
の
づ
く
り
ワ
ー
ル
ド
東
京
」
へ
の
県
内
中
小
企
業
の
共
同
出
展
、
発
注
企
業

及
び
受
注
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
目
的
と
し
た
商
談
会
開
催
（
福
島
、
東
京
）
、
首
都

圏
で
の
発
注
企
業
開
拓

等

省
力
化
・
Ｄ
Ｘ

◆
ふ
く
し
ま
小
規
模
企
業
者
等
い
き
い
き
支
援
事
業
（

5
9
,
4
3
2千

円
）

小
規
模
企
業
者
等
の
円
滑
な
事
業
承
継
や
Ｄ
Ｘ
、
販
路
開
拓
、
生
産
性
向
上
等
へ
向

け
た
取
組
へ
の
計
画
策
定
等
の
伴
走
支
援
及
び
必
要
な
経
費
の
補
助

◆
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
も
の
づ
く
り
企
業
の
ス
マ
ー
ト
化
支
援
事
業

（
6
7
,
 
20
1
千
円
）

も
の
づ
く
り
企
業
が
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
導
入
・
活
用
に
よ
り
省
力
化
や
ス
マ
ー
ト
化

を
図
る
た
め
の
技
術
支
援
の
実
施
、
日
本
酒
生
産
工
程
へ
の
Ｉ
ｏ
Ｔ
技
術
の
導
入
支
援

経
営
支
援

経
営
基
盤
の
強
化

◆
経
営
支
援
プ
ラ
ザ
等
運
営
事
業
（

1
2
4
,
5
02
千
円
）

中
小
企
業
支
援
の
全
県
拠
点
で
あ
る
「
福
島
県
経
営
支
援
プ
ラ
ザ
」
に
お
け
る
経
営

課
題
解
決
に
向
け
た
相
談
対
応
な
ど
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
の
総
合
的
な
支
援

◆
中
小
事
業
者
経
営
継
続
支
援
事
業
（
3
5
,
8
2
4
千
円
）

金
融
機
関
や
商
工
団
体
等
の
支
援
機
関
と
の
連
携
に
よ
る
経
営
改
善
に
向
け
た
支
援

や
伴
走
支
援
（
旧
オ
ー
ル
ふ
く
し
ま
経
営
支
援
事
業
）

◆
専
門
家
活
用
経
営
支
援
事
業
（

9
,
6
4
0
千
円
）

商
工
会
等
が
実
施
す
る
専
門
家
派
遣
事
業
へ
の
補
助
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
経
費
の
補
助

◆
福
島
県
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
戦
略
拠
点
事
業
（

7
6
,
6
0
4
千
円
）

新
規
事
業
創
出
、
事
業
拡
大
、
生
産
性
向
上
等
の
経
営
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
プ

ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
の
紹
介

金
融
支
援

◆
中
小
企
業
機
械
貸
与
事
業
貸
付
金
（

2
,
1
0
1
,
28
5
千
円
）

中
小
企
業
者
が
経
営
向
上
の
た
め
に
必
要
と
す
る
機
械
類
を
貸
与
す
る
た
め
の
資
金

を
（
公
財
）
福
島
県
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
に
貸
付
け

◆
中
小
企
業
制
度
資
金
貸
付
金
（

6
4
,
6
97
,
00
0
千
円
）

中
小
企
業
者
の
金
融
機
関
か
ら
の
円
滑
な
資
金
調
達
を
支
援

◆
中
小
企
業
制
度
資
金
利
活
用
推
進
事
業
（

1
4
0
,
4
71
千
円
）

制
度
資
金
を
利
用
す
る
中
小
企
業
の
保
証
料
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
の
補
助

事
業
承
継

◆
ふ
く
し
ま
事
業
承
継
等
支
援
事
業
（

3
,
5
4
3
,
54
1
千
円
）

商
工
団
体
・
金
融
機
関
等
に
対
す
る
事
業
承
継
支
援
能
力
向
上
を
図
る
た
め
の
研
修

の
実
施
、
事
業
用
資
産
の
取
得
や
事
業
承
継
後
の
新
事
業
実
施
の
た
め
に
必
要
な
資
金

の
融
資

新

働
き
方
改
革

◆
（
新
）
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
事
業
）

（
2
0
4
,
99
7
千
円
）

企
業
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
女
性
活
躍
の
取
組
に
対
す
る
奨
励
金
の
交
付
、
職
場

環
境
の
整
備
に
係
る
助
成
金
の
交
付
、
え
る
ぼ
し
・
く
る
み
ん
認
証
取
得
支
援

等

高
付
加
価
値
化

◆
企
業
価
値
向
上
推
進
事
業
（

5
7
,
76
7
千
円
）

地
域
産
業
復
興
・
創
生
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
御
用
聞
き
訪
問
、
新
商
品
開
発
や
販

路
開
拓
に
係
る
経
費
の
補
助
、
広
域
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
企
業
間
マ
ッ
チ

ン
グ
支
援
、
国
が
提
唱
す
る
「
価
値
デ
ザ
イ
ン
経
営
」
の
手
法
の
導
入
促
進
、
弁
理
士

に
よ
る
特
許
出
願
の
伴
走
支
援

等

起
業
・
創
業
の
推
進

創
業
支
援

◆
起
業
・
新
事
業
創
出
支
援
事
業
（

2
1
6
,
3
92
千
円
）

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
コ
ン
テ
ス
ト
（
ふ
く
し
ま
ベ
ン
チ
ャ
ー
ア
ワ
ー
ド
）
の
開
催
、

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
（
ビ
ズ
ス
タ
ふ
く
し
ま
）
の
運
営
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
対
す
る

マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
創
出
支
援
、
大
学
発
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
創
出
支
援
、
起
業
マ
イ
ン

ド
創
出
す
る
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
の
実
施
、
女
性
起
業
家

に
対
す
る
創
業
支
援
、
社
会
課
題
の
解
決
に
資
す
る
創
業
に
要
す
る
経
費
の
補
助

等
車
の
両
輪
で
実
施

経
営
金
融
課
・雇
用
労
政
課
・産
業
振
興
課

柱
Ⅱ
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令
和
８
年
度
中
小
企
業
等
の
「
稼
ぐ
力
」
強
化
に
向
け
た
主
な
取
組
②

新
産
業
（
イ
ノ
ベ
構
想
重
点
分
野
）

ロ
ボ
ッ
ト
・
ド
ロ
ー
ン

◆
チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
「
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地
」
創
出
事
業
（
4
8
4
,
3
3
4
千
円
）

ロ
ボ
ッ
ト
や
要
素
技
術
の
研
究
開
発
支
援
、
メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
の
導

入
補
助
、
ロ
ボ
ッ
ト
フ
ェ
ス
タ
ふ
く
し
ま
の
開
催
、
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス
ト
フ
ィ
ー
ル
ド
を

使
用
し
て
行
う
実
証
試
験
等
に
要
す
る
経
費
の
補
助
、
複
数
社
が
連
携
し
て
試
作
品
開

発
を
行
っ
た
場
合
の
必
要
経
費
の
補
助
、
県
内
企
業
の
海
外
展
示
会
へ
の
出
展
支
援
、

ド
ロ
ー
ン
の
社
会
実
装
の
推
進
、
国
家
戦
略
特
区
活
用
の
推
進

等

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル

◆
航
空
宇
宙
産
業
集
積
推
進
事
業
（

1
7
9
,
9
83
千
円
）

航
空
宇
宙
産
業
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
支
援
、
航
空
宇
宙
フ
ェ
ス
タ
の
開
催
、

国
際
認
証
取
得
支
援
、
国
際
商
談
会
等
出
展
支
援
、
設
備
導
入
補
助

等

医
療
関
連

航
空
宇
宙

◆
再
エ
ネ
関
連
産
業
産
学
官
連
携
・
販
路
拡
大
促
進
事
業
（

3
1
1
,
2
11
千
円
）

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
ふ
く
し
ま
」
を
核
と
し
た
、
新
規
参
入
か

ら
研
究
開
発
、
事
業
化
、
販
路
拡
大
、
海
外
展
開
ま
で
の
一
体
的
・
総
合
的
な
支
援
、

Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｆ
ふ
く
し
ま
の
開
催
、
再
エ
ネ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
分
野
の
参
入
に
必
要
な
経
費

の
補
助

等

展
示
会
・
商
談
会

◆
輸
送
用
機
械
関
連
産
業
集
積
推
進
事
業
（

4
,
8
7
7
千
円
）

東
北
６
県
及
び
新
潟
県
で
組
織
す
る
「
と
う
ほ
く
自
動
車
産
業
集
積
連
絡
会
議
」
に

よ
る
商
談
会
の
開
催

等

◆
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
Ｅ
Ｖ
参
入
促
進
事
業
（

2
2
,
5
7
5
千
円
）

次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
Ｅ
Ｖ
等
の
新
規
分
野
へ
参
入
や
事
業
転
換
の
検
討
機
会
を
提

供
す
る
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
実
施
、
商
談
会
の
開
催
、
大
規
模
展

示
商
談
会
「
オ
ー
ト
モ
ー
テ
ィ
ブ
ワ
ー
ル
ド
」
へ
の
出
展
支
援

等

取
引
支
援

販
路
拡
大

◆
（
新
）
県
産
品
国
内
販
路
拡
大
・
情
報
発
信
事
業
（

2
2
7
,
0
75
千
円
）

県
産
酒
の
認
知
度
向
上
、
ブ
ラ
ン
ド
力
向
上
、
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
に
よ
る
県
産
品

の
情
報
発
信

等

◆
（
新
）
県
産
品
海
外
販
路
拡
大
事
業
（
1
8
4
,
8
8
2
千
円
）

海
外
に
お
け
る
県
産
品
の
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
、
県
産
農
産
物
等
の
販
売
定
着
化
や
販

路
拡
大
、
県
産
酒
の
展
示
会
へ
の
出
展
、
現
地
飲
食
店
等
と
連
携
し
た
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ

ン
等

◆
県
産
品
販
路
開
拓
事
業
（

3
1
,
3
8
0
千
円
）

福
島
県
貿
易
促
進
協
議
会
へ
の
海
外
販
路
開
拓
専
門
員
の
設
置
、
「
福
島
県
観
光
物

産
館
」
の
管
理

◆
ふ
く
し
ま
県
産
品
再
生
支
援
事
業
（

2
6
,
8
6
0
千
円
）

大
型
展
示
会
等
へ
の
福
島
県
ブ
ー
ス
の
出
展
支
援
、
工
芸
関
連
事
業
者
及
び
食
品
関

連
事
業
者
の
商
品
開
発
や
販
路
開
拓
に
要
す
る
経
費
の
補
助

◆
ふ
く
し
ま
と
と
も
に
創
る
医
療
機
器
生
産
促
進
事
業
（

2
2
8
,
1
6
0
千
円
）

県
内
企
業
と
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
等
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
、
海
外
展
示
会

（
米
国
）
出
展
支
援
、
試
作
品
ト
ラ
イ
ア
ル
を
通
じ
た
競
争
力
強
化
支
援
、
Ｉ
Ｔ
関
連

企
業
等
の
参
入
促
進

等

◆
ふ
く
し
ま
医
療
機
器
産
業
ハ
ブ
拠
点
形
成
事
業
（

2
9
,
0
9
4
千
円
）

メ
デ
ィ
カ
ル
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
ふ
く
し
ま
の
開
催
、
メ
デ
ィ
カ
ル
シ
ョ
ー
ジ
ャ
パ
ン

＆
ビ
ジ
ネ
ス
エ
キ
ス
ポ
の
出
展
支
援

等

◆
チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
成
長
分
野
産
業
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
事
業
（

7
2
,
8
2
7
千
円
）

「
M
E
D
I
C
A/
C
OM
P
AM
E
D
」
（
ド
イ
ツ
）
、
「

M
e
d
i
c
a
l 
F
ai
r 
A
S
IA
」
（
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
）
出
展

等

新
産
業
（
イ
ノ
ベ
構
想
重
点
分
野
）

廃
炉

◆
廃
炉
関
連
産
業
集
積
基
盤
構
築
事
業
（
1
0
1
,
5
1
9
千
円
）

廃
炉
関
連
産
業
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
務
局
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
会
や
現
地
見
学

会
の
開
催
、
資
格
取
得
費
用
の
助
成
、
廃
炉
総
合
展
の
開
催
、
地
元
企
業
の
廃
炉
関
連

産
業
へ
の
参
入
促
進

等

※
 
県
産
品
振
興
関
連

そ
の
他

◆
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
（

3
5
0
,
9
78
千
円
）

専
門
家
に
よ
る
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
磨
き
上
げ
、
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
提
供
、
販
路

開
拓
支
援
、
ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
、
試
作
品
開
発
・
市
場
調
査
等
へ
の
一
部
補
助

等

企
業
立
地
課
・産
業
振
興
課
・次
世
代
産
業
課

医
療
関
連
産
業
集
積
推
進
室
・
県
産
品
振
興
戦
略
課

柱
Ⅱ

2-22



事
業
承
継
支
援
人
材
育
成
事
業

経
営
金
融
課

【
目
的
】
①
税
制
面
で
事
業
承
継
を
支
援
す
る
税
理
士
を
増
や
す
と
と
も
に
、
商
工
団
体
や
金
融
機
関
の
事
業
者
支
援
体
制
を
強
化
す
る
。

商
工
団
体
・
金
融
機
関
職
員
・
市
町
村
職
員
を
対
象
に
合
同
研
修
を
行
い
、
今
後
の
つ
な
が
り
を
作
る
契
機
と
す
る
。

②
事
業
承
継
を
考
え
て
い
る
が
行
動
に
移
す
こ
と
が
で
き
て
い
な
い
経
営
者
に
対
し
、
事
業
承
継
の
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
こ
と

で
事
業
承
継
を
後
押
し
す
る
。

委
託
先

事
務
委

託
県

税
理
士
向
け
セ
ミ
ナ
ー

（
１
方
部
）

小
規
模
事
業
者
・
個
人
事
業
者
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

親
族
内
・
外
承
継

①
相
談
・
支
援
の
ノ
ウ
ハ
ウ

②
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
を
通
し

て
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

承
継

支
援

経
営
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー

（
１
方
部
）

①
事
業
承
継
の
仕
組
み
・
手
続

の
紹
介

②
事
業
承
継
計
画
の
作
成

事
業
承
継

研 修

商
工
団
体
・
金
融
機
関
・
市
町
村
職
員
向
け

セ
ミ
ナ
ー

（
３
方
部
）

合 同 研 修

研 修

共
同
で

支
援

柱
Ⅱ
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ふ
く
し
ま
産
業
活
性
化
企
業
立
地
促
進
補
助
金

令
和
８
年
度
支
出
予
算
額

５
７
１
，
８
４
９
千
円

令
和
８
～
１
３
年
度
債
務
負
担
行
為
額

１
，
５
０
０
，
０
０
０
千
円

商
工
労
働
部

企
業
立
地
課

事
業
概
要

イ
メ
ー
ジ

い
わ
き

相
双

県
北

県
中

県
南

会
津

２
件

１
６
人

１
２
件

１
３
５
人

１
件

５
人

７
件

６
０
人

６
件

５
５
人

５
件

３
３
人

１
件

３
人

南
会
津

◆
ふ
く
し
ま
産
業
活
性
化
企
業
立
地
促
進
補
助
金
（
こ
れ
ま
で
の
状
況
）

３
０
７
人

の

 雇
用
創
出
見
込
み

県
内
に
工
場
等
を
新
設
又
は
増
設
す
る
企
業
を
支
援
し
、
生
産
規
模
の
拡
大
と
雇
用
を
創
出
し
て
い
ま
す
。

令
和
７
年
９
月
末
現
在

（
令
和
６
年
度
指
定
ま
で
有
効
件
数

)

３
４
社

を
指
定

【
実
施
ス
キ
ー
ム
】

福
島
県

（
商
工
労
働
部
）

指
定
申
請
、
交
付
申
請
、
実
績
報
告

製
造
業
を

営
む
企
業
等

投
資
、
雇
用
の
実
施

審
査
、
指
定
、
交
付
決
定
、
補
助
金
支
払

【
支
払
ス
キ
ー
ム
】

事
業

指
定

交
付

申
請

交
付

決
定

実
績
報
告

支 払

額
の
確
定

事
業
実
施

支 払
支 払

支 払
支 払

採
択
さ
れ
た
年
か
ら
３
年
以
内
に
完
了
す
る
こ
と

最
大
５
年
分
割
で
支
払
い

柱
Ⅱ
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【
事
業
目
的
】

○
企
業
の
投
資
活
動
を
促
進
さ
せ
、
「
本
県
経
済
の
活
性
化
」
や
「
雇
用
機

会
の
拡
大
」
図
る
た
め
、
将
来
性
・
成
長
性
が
見
込
ま
れ
地
域
経
済
へ
の

波
及
と
地
域
振
興
へ
の
貢
献
が
期
待
さ
れ
る
企
業
等
に
対
し
支
援
を
行
う
。

○
大
型
の
投
資
や
県
内
初
進
出
の
企
業
並
び
に
次
世
代
自
動
車
関
連
事
業
、

工
場
立
地
件
数
の
増
加
に
寄
与
す
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
補
助
率
を
嵩
上

げ
し
、
そ
れ
ら
の
投
資
を
促
進
す
る
。

【
概
要
】

○
県
内
全
域
へ
の
「
新
増
設
」
を
補
助
対
象
（
自
立
補
助
金
の
対
象
区
域
を

除
く
）
と
す
る
。

 工
場
や
物
流
施
設
、
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
等
に
係
る
建
物

及
び
機
械
設
備
等
の
取
得
費
を
補
助
す
る
。

＜
補
助
要
件
＞

・
投
資
額
に
応
じ
た
新
規
地
元
雇
用

（
投
資
規
模
１
千
万
以
上
、
新
規
地
元
雇
用
３
人
以
上
な
ど
）

＜
補
助
概
要
＞

・
補
助
上
限
額

５
億
円

・
基
礎
と
な
る
補
助
率
新
設

(※
1

) 
1

0
％
、
増
設

5
％

・
補
助
率
の
上
乗
せ
要
件

投
資
規
模

5
0
億
以
上
：

+1
0
％
（
但
し
、
新
設
の
み
）
、

1
0
億
以
上
：

+
5
％

次
世
代
自
動
車
関
連
産
業
、
成
長
産
業
（
※
２
）
又
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
資
す
る
投
資
を
行
う
企
業
：

+5
％

※
１

 新
設
と
は
、
県
内
に
新
た
に
進
出
し
た
企
業
が
工
場
等
を
設
置
し
、

操
業
開
始
す
る
こ
と
。

※
2
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
、
医
療
機
器
関
連
産
業
、
ロ
ボ
ッ
ト

関
連
産
業
、
航
空
宇
宙
関
連
産
業
に
お
け
る
投
資
。



起
業

・
新

事
業

創
出

支
援

事
業

2
1

6
,3

9
2

千
円

産
業
振
興
課

・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
関
心
層
（
ア
イ
デ
ア
無
し
）

・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
潜
在
層
（
ア
イ
デ
ア
有
り
）

・
創
業
間
も
な
い
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

・
第
二
創
業
希
望
者
（
若
手
後
継
者
）

・
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
起
業
家

○
人
口
減
少
が
進
む
中
、
様
々
な
地
域
課
題
の
解
決
を
図
る
た
め
、
多
様
な
人
材

を
呼
び
込
み
、
新
た
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
機
会
を
創
出
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
国
が
推
進
す
る
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成

5
か
年
計
画
を
背
景
に
、
成
長
性
の
高

い
事
業
者
の
創
出
と
地
元
企
業
と
の
連
携
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造
と
経
済
成

長
を
図
る
た
め
、
県
内
発
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
支
援
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

課
題
・
背
景

支
援
の
方
向
性

タ
ー
ゲ
ッ
ト

目
指
す
姿

本 事 業 で の 成 果 目 標

＋
＋

起
業

前
後

（
認

知
向

上
・

情
報

発
信

）

シ
ー

ド
（

会
社

設
立

・
サ

ー
ビ

ス
準

備
）

ア
ー

リ
ー

、
ミ

ド
ル

・
レ

イ
タ

ー
（

サ
ー

ビ
ス

リ
リ

ー
ス

、
事

業
拡

大
）

Ｒ
６

Ｒ
７

Ｒ
８

初
年
度
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
認
知
向
上

に
向
け
た
情
報
発
信
と
支
援
体
制
の
構
築

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

ア
ウ

ト
カ

ム

も
た

ら
さ

れ
る

効
果

支
援

内
容

本
県
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
成
功
体
験
発
信
・

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
の
取
組
強
化

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
の
自
走
に
向
け
た

支
援
ノ
ウ
ハ
ウ
の
民
間
等
へ
の
引
継
ぎ

①
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

認
知

向
上

・
意

識
醸

成
事

業
(1

)ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
ウ
ェ
ブ

 サ
イ
ト
で
の
情
報
発
信

(2
)ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
コ
ン
テ
ス
ト

に
よ
る
機
運
醸
成

支
援

内
容

支
援

内
容

②
新

事
業

創
出

支
援

事
業

④
テ

ッ
ク

系
起

業
家

支
援

事
業

⑤
ア

カ
デ

ミ
ア

シ
ー

ズ
創

出
事

業
⑥

起
業

マ
イ

ン
ド

の
創

出
事

業
⑦

女
性

起
業

活
躍

支
援

事
業

⑧
地

域
課

題
解

決
型

起
業

支
援

補
助

金

③
起

業
ア

ク
セ

ラ
レ

ー
シ

ョ
ン

事
業

④
テ

ッ
ク

系
起

業
家

支
援

事
業

⑤
ア

カ
デ

ミ
ア

シ
ー

ズ
創

出
事

業
⑦

女
性

起
業

活
躍

支
援

事
業

（
④

⑤
⑦

再
掲

）

●
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
（
研
究
開
発
型
・
サ
ー
ビ
ス
型
）
の
認
知
向
上
・
情
報
発
信

●
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
（
サ
ー
ビ
ス
型
）
へ
の
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援

●
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
（
研
究
開
発
型
・
サ
ー
ビ
ス
型
）
プ
ル
型
支
援
の
強
化

●
女
性
・
若
者
へ
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
機
会
の
創
出

●
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
と
地
元
企
業
の
連
携
に
よ
る
新
事
業
創
出
の
支
援

◆
県
内
発
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
が
増
え
、

新
た

な
価

値
の

創
造
に
よ
る

地
域

課
題

の
解

決
が
図
ら
れ
る
。

◆
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
が

地
元

雇
用

、
新

サ
ー

ビ
ス
を
生
み
出
し
、

多
様

な
人

が
活

躍
し
、

地
域

の
魅

力
が

向
上
す
る
。

◆
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
と
県
内
企
業
が
連
携
し
た

新
事

業
創

出
に
よ
り
、

地
元

産
業

の
底

上
げ
が
図
ら
れ
る
。

◆
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
の
中
心
と
な
る

金
融

機
関

等
と

の
連

携
が
進
み
、

民
間

中
心

の
支

援
体

制
が
構
築
さ
れ
る
。

➢
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
コ
ン
テ
ス
ト
参
画
者
数

 8
0
名
（

R
6
実
績
：

8
2
名
）

➢
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立
ち
上
げ
件
数

 
  
 2
件
（

R
6
実
績
：

  
9
件
）

➢
県
内
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件
数

  
 5
件
（

R
6
実
績
：

  
6
件
）

R
８

の
取

組

➢
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
コ
ン
テ
ス
ト
参
画
者
数

  
  
  
  
  

  
  
  
  

  
  
  
  

  
  
  
  

  
  
  
  

 9
0
名

➢
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立
ち
上
げ
件
数

 3
件

➢
県
内
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件
数

  
  

  
 

7
件

➢
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
創
出
件

  
  
  
  

 
 2
件

➢
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
コ
ン
テ
ス
ト
参
画
者
数

1
0
0
名

➢
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立
ち
上
げ
件
数

4
件

➢
県
内
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件
数

 
1
0
件

➢
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
創
出
件
数

3
件

・
イ
ベ
ン
ト
増
加

・
関
係
人
口
つ
な
が
り

強
化

・
相
談
件
数
増
加

・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
増

・
県
内
企
業
の
新
ビ
ジ

ネ
ス
増

・
移
住
定
住
増
加

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
に

よ
る

本
県

に
新

た
な

社
会

構
造

の
創

造

ス
テ

ー
ジ

ス
テ

ー
ジ

ス
テ

ー
ジ

柱
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【
福
島
県
発
明
展
の
開
催
】

令
和

8
年
度

企
業
価
値
向
上
推
進
事
業

経
営
金
融
課
・
産
業
振
興
課

地
域
産
業
支
援
機
関
と
地
域
産
業
復
興
・
創
生
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

中
心
と
し
た
御
用
聞
き
訪
問
等
に
よ
り
、
新
製
品
開
発
の
促
進
や

技
術
課
題
の
解
決
を
図
る
と
と
も
に
、
開
発
製
品
の
出
口
支
援
を

充
実
さ
せ
、
新
製
品
開
発
を
足
踏
み
す
る
企
業
を
支
援
す
る
。

県
内
企
業
が
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
的
に
成
長
で
き
る
企
業
に
変
革
し
て

い
く
た
め
に
は
、
「
価
値
デ
ザ
イ
ン
経
営
」
の
手
法
を
中
小
企
業
へ
の
導

入
促
進
を
図
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
そ
の
担
い
手
と
な
る
産
業
支
援
機
関

等
に
対
し
人
材
育
成
や
普
及
啓
発
を
行
う
。

福
島
県
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
が
行
う
県
内
中
小
企
業
の
事
業
可

能
性
調
査
、
技
術
開
発
、
販
路
開
拓
に
係
る
経
費
を
助
成
す
る
。

(ふ
く
し
ま
産
業
応
援
フ
ァ
ン
ド
事
業
)

①
も
の
づ
く
り
中
小
企
業
開
発
・
開
拓
推
進
事
業

発
明
、
考
案
、
意
匠
作
品
の
表
彰
・
展
示

補 助 金

②
市
場
調
査
・
事
業
可
能
性
調
査
・
研
究
開
発
経
費
助
成
事
業

知
財
活
用
推
進
事
業
（
別
事
業
）

推 進 体 制 等

【
IN
P
IT
福
島
県
知
財
総
合
支
援
窓
口
】

(福
島
県
発
明
協
会
)

知
財
に
関
す
る
企
業
の
相
談
窓
口

IN
P
IT
事
業
(別

事
業
)

知
財
活
用
推
進
事
業

(別
事
業
)

④
デ
ザ
イ
ン
経
営
推
進
人
材
育
成
等
事
業

広
域
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
、
各
地
域
の
も
の
づ
く
り
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
こ
と
で
、
地
域
を
超
え
た
企
業

間
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
技
術
的

課
題
解
決
を
通
じ
た
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
。

併
せ
て
、
県
内
企
業
に
対
し
マ
ッ
チ
ン
グ
ニ
ー
ズ
と
知
的
財
産
の
掘
り
起

こ
し
を
行
う
。

③
企
業
連
携
人
材
育
成
事
業

伴 走 支 援

特
許
等
の
調
査
に
加
え
、
出
願
に
関
す
る
代

理
人
経
費
の
助
成

【
特
許
等
調
査
・
出
願
経
費
助
成
事
業
】

特
許
等
調
査
・
出
願
経
費
助
成
事
業
補
助
金

(別
事
業
)

知
財
活
用
推
進
事
業

(別
事
業
)

【
ふ
く
し
ま
知
財
戦
略
協
議
会
】

(令
和
3
年
8
月
設
置
)

福
島
県
知
財
戦
略
推
進
計
画

(令
和
4
年
2
月
策
定
)

【
ふ
く
し
ま
知
財
戦
略
支
援
セ
ン
タ
ー
】

県
と
福
島
県
発
明
協
会
が
一
体
と
な
り
、

総
合
知
財
戦
略
の
取
組
を
支
援

（
令
和
4
年
4
月
～
）

つ
な
が
る
特
許
推
進
事
業

(別
事
業
)

【
特
許
庁
と
イ
ノ
ベ
機
構
と
の
連
携
】

県
・
特
許
庁
・
イ
ノ
ベ
機
構
の
三
者

で
知
的
財
産
の
保
護
及
び
活
用
に
関

す
る
連
携
協
定
を
締
結

普 及 啓 発 ・ 人 材 育 成

中
小
企
業
等
外
国
出
願
支
援
事
業

(別
事
業
)

【
外
国
出
願
・
国
際
特
許
】

福
島
県
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
出
願
経
費
等
の

助
成
JE
T
R
O
に
よ
る
権
利
調
査
、

出
願
経
費
等
の
助
成

県
内
中
小
企
業
や
自
治
体
職
員
、
地
域
産
業
支
援
機
関
等
を
対
象
に
、
知
的
財
産
に

係
る
セ
ミ
ナ
ー
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
を
開
催
し
、
知
的
財
産
戦
略
の
普
及
啓
発
を

進
め
る
と
と
も
に
、
知
的
財
産
を
戦
略
的
に
活
用
で
き
る
人
材
の
育
成
を
行
う
。
ま

た
、
県
内
の
小
中
学
生
を
対
象
に
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
向
け
た
知
財
戦
略
普
及
促
進
事
業
（
別
事
業
）

開
発
構
想
段
階
か
ら
経
営
戦
略
、
知
財
戦
略
、
標
準
化
戦
略
な
ど
を
合
わ
せ
た
総
合

開
発
戦
略
の
構
築
を
支
援
す
る
。

オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
事
業
（
別
事
業
）

知
的
財
産
の
専
門
家
で
あ
る
弁
理
士
の
中
か
ら
、
企
業
が

気
づ
い
て
い
な
い
知
的
財
産
を
掘
り
起
こ
す
こ
と
に
長
け

た
弁
理
士
（
目
利
き
力
の
高
い
弁
理
士
）
を
日
本
弁
理
士

会
の
協
力
に
よ
り
選
任
し
、
そ
の
弁
理
士
が
県
内
企
業
を

訪
問
し
て
知
的
財
産
の
掘
り
起
こ
し
を
行
い
、
特
許
出
願

に
向
け
た
伴
走
支
援
を
行
う
。

⑤
弁
理
士
に
よ
る
知
的
財
産
の
掘
り
起
こ
し
事
業

柱
Ⅱ
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事
業

イ
メ

ー
ジ

再
エ

ネ
関

連
産

業
産

学
官

連
携

・
販

路
拡

大
促

進
事

業
3

1
1

,2
1

1
千

円

事
業

目
的

・
概

要
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
育
成
・
集
積
支
援
機
関
「エ
ネ
ル
ギ
ー
・エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
ふ
くし
ま
」
を
核
と
し
て
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
新
規
参

入
、
人
材
育
成
、
研
究
開
発
、
事
業
化
、
販
路
拡
大
、
海
外
展
開
を
一
体
的
・
総
合
的
に
支
援
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業

の
育
成
・
集
積
を
図
る
。

１
再
エ
ネ
関
連
産
業
育
成
・

集
積
支
援
事
業

２
Ｒ
Ｅ
ＩＦ
ふ
く
し
ま
開
催
事
業

３
海
外
連
携
交
流
事
業

４
再
エ
ネ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業

参
入
支
援
事
業

5
 風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業
育
成
事
業

６
再
エ
ネ
部
品
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

調
査
委
託
事
業

県
内
企
業
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・水

素
分
野
に
お
け

る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
新
規
参
入
、
人
材
育
成
、
研
究

開
発
、
事
業
化
、
販
路
拡
大
、
海
外
展
開
を
一
体
的
・

総
合
的
に
支
援
す
る
「エ
ネ
ル
ギ
ー
・エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
ふ
く
し

ま
」を
核
と
し
て
、
「再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
先
駆
け
の
地
」

の
実
現
に
向
け
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・水

素
関
連
産

業
の
育
成
・集

積
を
推
進
す
る
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
水
素
、
脱
炭
素
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
に
関
連
す
る
国
内
外
の
企
業
団

体
に
対
し
て
、
最
新
技
術
や
製
品
に
関
す
る
情
報
発
信
、

商
談
・交

流
の
場
を
提
供
し
、
企
業
間
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン

グ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
海
外
企
業
団
体
を
積
極
的
に
呼

び
込
み
、
国
内
企
業
が
持
つ
技
術
や
シ
ス
テ
ム
等
の
海
外

展
開
を
後
押
し
す
る
国
際
的
な
大
規
模
展
示
会
と
し
て

「Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｆ
ふ
く
し
ま
２
０
２
６
」を
開
催
す
る
。

再
エ

ネ
・
水

素
製

品
に

関
す

る
技

術
等

を
有

す
る

県
内

企
業

再
エ

ネ
・
水

素
関

連
産

業
へ

関
心

の
あ

る
県

内
企

業

再
エ

ネ
・
水

素
関

連
産

業
へ

の
新

規
参

入
実

現

ド
イ
ツ
、
デ
ン
マ
ー
ク
及
び
ス
ペ
イ
ン
と
い
っ
た
再
エ
ネ
先
進
地

と
の
連
携
と
企
業
間
等
交
流
を
一
層
促
進
す
る
た
め
ト
ッ
プ

等
に
よ
る
交
流
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
県
内
企
業
と
の
ビ
ジ
ネ

ス
マ
ッ
チ
ン
グ
や
共
同
研
究
の
可
能
性
が
あ
る
企
業
の
発
掘

を
図
る
た
め
、
再
エ
ネ
先
進
地
か
ら
の
企
業
等
招
聘
を
行
う

と
と
も
に
、
新
た
な
産
業
創
出
等
に
つ
な
げ
る
た
め
、
県
内

研
究
機
関
等
と
海
外
連
携
地
域
の
研
究
機
関
等
に
よ
る

交
流
を
促
進
す
る
ほ
か
、
海
外
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
企
業
等
と

連
携
を
図
り
な
が
ら
、
県
内
企
業
の
海
外
進
出
に
向
け
た

取
組
等
を
実
施
す
る
。

再
エ
ネ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
分
野
へ
の
新
規
参
入
や
事
業
拡
大

を
目
指
す
県
内
企
業
に
対
し
て
、
実
機
を
用
い
た
研
修
の

費
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
必
要
な
資
格
の
取
得
費
等

を
補
助
す
る
。

実
機
で
の
研
修
施
設
の
例

（
イ
オ
ス
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
）

風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
基
礎
的
な
技
術
か
ら
点
検
技
術
の

実
務
、
高
度
な
コ
ア
技
術
ま
で
、
県
内
で
習
得
可
能
な
体

制
構
築
に
取
り
組
む
。

①
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
推
進
事
業

②
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
人
材
基
礎
教
育
事
業

③
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
実
践
研
修
・理

解
啓
発
事
業

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
設
備
を
構
成
す
る
部
品
を
風
力

や
太
陽
光
等
の
再
エ
ネ
分
野
ご
と
に
整
理
し
、
商
流
や
業

界
の
ニ
ー
ズ
、
求
め
ら
れ
る
品
質
、
課
題
等
を
把
握
し
、
施

策
へ
反
映
す
る
た
め
に
必
要
な
調
査
を
行
う
。

次
世

代
産

業
課

柱
Ⅲ
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多
忙
を
極
め
る
医
療
現
場
に
お
い
て
は
診
療
・
手
術
等
の
業
務
中
に
臨
床
ニ
ー
ズ
を
考
え
る
余
裕
が
な
く
、
新
た
な
医
療

機
器

開
発

の
機
運
が
高
ま
り
に
く
い
。
ま
た
、

医
療

従
事

者
と
の

接
点

が
な

い
企
業
は
、
医
療
現
場
か
ら
の
ニ
ー
ズ
収
集
が
難
し
い
。

一
方
、
日
本
の
医
療
機
器
産
業
は
、
特
に
治
療
機
器
に
お
い
て
輸
入
超
過
で
あ
り
、
既
存
品
は
既
に
医
療
現
場
に
存
在
す
る
が
、
課

題
を
持
ち
つ
つ
も
臨
床
使
用
さ
れ
て
い
る
製
品
が
多
い
。
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
現
場
で
は
、
失
敗
や
課
題
が
表
面
化
す
る
。
特
に
、
若
手

医
師
は
医
療
機
器
の
使
い
に
く
さ
を
敏
感
に
感
じ
る
た
め
、
そ
こ
か
ら
改
良
・
開
発
の
ニ
ー
ズ
を
発
掘
で
き
る
。

各
種
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
支
援
を
通
し
て
、
参
集
し
た
医
師
か
ら
「
医
療
機
器

改
良
ニ
ー
ズ
や
開
発
ア
イ
デ
ア
」
を
聴
取
し
、
効
率
的

に
臨
床
ニ
ー
ズ
を
収
集
す
る
こ
と
で
医
工
連
携
を
推
進
す
る
。

（
１
）
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
起
点
と
し
た
臨
床
ニ
ー
ズ
の
収
集

【
概

要
】
ふ
く
し
ま
医
療
機
器
開
発
支
援
セ
ン
タ
ー
に
は
、
模
擬
手
術
室
の
ほ
か
、
ア
ン
ギ
オ
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
手
術
室
が
設
け
ら
れ
、

ブ
タ
を
用
い
た
手
術
手
技
訓
練
を
実
施
で
き
る
最
新
施
設
で
あ
る
。
こ
の
「
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
機
能
」
を
活
用
し
、
県
内
に

お
け
る
サ
ー
ジ
カ
ル
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
施
設
と
し
て
ハ
ン
ズ
オ
ン
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
、
効
率
よ
く
臨
床
ニ
ー
ズ
を

収
集
す
る
。
臨
床
ニ
ー
ズ
収
集
へ
の
協
力
が
あ
っ
た
場
合
は
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
費
用
を
支
援
す
る
。

【
想
定
回
数
】
年
間
１
０
回
程
度

【想
定

機
関

】福
島

県
立

医
科

大
学

、
総

合
南

東
北

病
院

等
【
支
援
内
容
】
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
費
用
の
3
/4
を
割
引
き
（
上
限
2
3
0
万
円
）

（
２
）
学
会
主
催
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催
経
費
支
援

【
概

要
】
医
工
連
携
の
取
組
み
を
拡
充
・
加
速
さ
せ
る
た
め
に
は
、
現
場
の
医

療
従
事
者
個
人
だ
け
で
は
な
く
、
医
学
関
連
の
学
会
等

の
組
織
的
な
協
力
を
得
る
こ
と
が
最
短
で
あ
る
。
県
内
外
の
多
く
の
医
師
等
が
集
う

学
会

主
催

セ
ミ
ナ

ー
等

を
誘

致
し

、
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
機

能
を

活
用

し
て

も
ら

う
こ

と
が

で
き

れ
ば

、
よ

り
幅

広
い

臨
床

ニ
ー

ズ
の

収
集

を
図

る
こ

と
が

可
能

と
な

る
が

、
学

会
参

加
者

の
中

に
は

そ
も

そ
も

当
セ

ン
タ

ー
を

認
知

し
て

い
な

い
ケ

ー
ス

が
多

く
想

定
さ

れ
る

。
セ

ン
タ

ー
の

高
い

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

機
能

を
認

知
し

て
も

ら
う
こ

と
で

、
さ

ら
な

る
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
機

能
の

活
用

に
つ

な
げ

る
。
な

お
、
学

会
主

催
セ

ミ
ナ

ー
等

の
成

果
を

公
の

場
に

お
い

て
発

表
し

て
も

ら
う
こ

と
を

条
件

に
開

催
経

費
を

支
援

す
る

。
【
想
定
回
数
】
年
間
５
回
程
度

【支
援

内
容

】セ
ミ
ナ

ー
等

開
催

経
費

の
1
/3

を
支

援
（

上
限
3
0
万

円
）

※
会
場
は
す
べ
て
、
ふ
く
し
ま
医
療
機
器
開
発
支
援
セ
ン
タ
ー
を
想
定

ふ
く
し
ま
と
と
も
に
創
る
医
療
機
器
生
産
促
進
事
業
（
R
8
～
事
業
追
加
分
）
：
事
業
内
容

医
工
連
携
に
つ
な
げ
る
医
師
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
支
援

柱
Ⅲ
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チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
「
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地
」
創
出
事
業

4
8

4
,3

3
4
千
円

（
中
間
貯
蔵
施
設
等
影
響
対
策
及
び
災
害
復
興
基
金
繰
入
金

4
8

4
,3

1
8
千
円
、
諸
収
入

1
6
千
円
）

・
県
内
企
業
に
研
究
開
発
補
助

・
補
助
率
（
補
助
金
上
限
額
）

中
小
企
業

3
/4
（
7
5
0
.0
万
円
）

大
企
業

2
/3
（
6
6
6
.6
万
円
）

１
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
産
業
基
盤

強
化
事
業

7
0
,4
8
1
千
円

研
究
開
発
支
援

・
県
内
大
学
等
と
県
内
企
業
と
の

共
同
研
究
に
1
0
/1
0
を
補
助

・
R
6
～
R
8
の
研
究
開
発

・
会
津
大
学
枠

1
2
5
,0
0
0
千
円

・
公
募
枠
（
３
件
）
6
0
,0
0
0
千
円

２
産
学
連
携
ロ
ボ
ッ
ト
研
究

開
発
支
援
事
業

1
8
6
,1
1
4
千
円

・
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
で
協
働
ロ

ボ
ッ
ト
に
よ
る
検
査
作
業
省
力

化
の
研
究

・
ド
ロ
ー
ン
飛
行
空
域
の
電
磁
環

境
調
査
と
ド
ロ
ー
ン
の
耐
電
磁

特
性
評
価

３
ロ
ボ
ッ
ト
制
御
技
術
等
実

証
事
業

1
8
,3
3
4
千
円

・
Ｗ
Ａ
Ａ
Ｍ
に
よ
る
積
層
造
形

物
に
対
す
る
熱
処
理
の
影
響

や
加
工
性
を
評
価
。

・
熱
処
理
合
金
の
形
状
作
製

方
法
を
確
立
し
、
実
製
品
へ
の

適
用
に
つ
な
げ
る
。

４
ロ
ボ
ッ
ト
部
材
研
究
開

発
事
業

2
,2
4
1
千
円

・
県
産
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入

を
行
う
事
業
者
に
経
費

の
一
部
を
補
助

・
補
助
率

1
/2
以
内

・
補
助
上
限
額

1
機
種

あ
た
り
1
,5
0
0
万
円

５
メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ

ボ
ッ
ト
導
入
支
援
事
業

3
9
,3
0
3
千
円

・
関
連
企
業
の
技
術
交
流
・
商
談

・
将
来
の
本
県
産
業
を
担
う
子
ど

も
た
ち
の
参
加
、
県
民
理
解
促
進

・
R
6
実
績
：
入
場
者
5
,0
2
0
人

６
ロ
ボ
ッ
ト
フ
ェ
ス
タ
ふ
くし
ま

開
催
事
業

4
5
,5
2
4
千
円

・
産
学
官
金
連
携
に
よ
る
会
員
相

互
交
流
、
技
術
基
盤
の
強
化

・
各
分
科
会
活
動
や
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
企
業
訪
問
等

・
会
員
数
4
4
4
(R
7
.8
月
末
時
点
）

７
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
推

進
協
議
会
事
業

5
0
,7
4
2
千
円

・
県
内
企
業
が
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス

ト
フ
ィ
ー
ル
ド
を
使
用
し
て
行

う
実
証
試
験
等
経
費
の
一

部
を
補
助

８
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
技
術
実

証
等
支
援
事
業

1
,7
8
4
千
円

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

形
成

普
及
促
進

情
報
発
信

人
材
育
成

技
術
支
援 マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地

ふ
く
し
ま 実
証
等
支
援

福
島
県

次
世
代
産
業
課

・平
成
２
７
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
当
事
業
の
成
果
に
よ
り
徐
々
に
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
の
集
積
が
進
み
つ
つ
あ
る
が
、
ま
だ
道
半
ば
の
状
況
で
あ
り
、
今
後
も
普
及
啓
発
・

研
究
開
発
・人

材
育
成
・
取
引
拡
大
の
一
貫
し
た
支
援
に
よ
り
、
更
な
る
産
業
の
集
積
・振

興
が
必
要
。

・ロ
ボ
ッ
ト
関
連
製
品
の
商
品
化
ま
で
こ
ぎ
つ
け
販
路
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
現
れ
て
お
り
、
一
貫
し
た
支
援
を
継
続
し
つ
つ
、
更
に
事
業
者
間
連
携
体
制
の

構
築
、
海
外
販
路
拡
大
へ
の
支
援
、
社
会
実
装
を
見
据
え
た
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
創
出
、
国
家
戦
略
特
区
活
用
の
推
進
に
取
り
組
ん
で
い
く。

９
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
事
業
者
間

連
携
体
制
構
築
支
援
事
業

1
0
,0
6
6
千
円

1
0
海
外
販
路
拡
大 支
援
事
業

1
7
,5
3
0
千
円

・
県
内
企
業
が
メ
ー
カ
ー
か
ら
の

オ
ー
ダ
ー
に
対
し
て
、
単
独
で

は
受
注
で
き
な
い
場
合
に
複
数

社
が
共
同
で
試
作
品
を
製
造
で

き
る
体
制
の
構
築
支
援

・
補
助
率

1
/2
以
内

・
産
業
と
し
て
成
長
し
つ
つ

あ
る
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
の
更

な
る
販
路
拡
大
に
向
け
て
、

海
外
展
示
会
等
へ
の
出

展
を
支
援

社
会
実
装

1
1

ふ
く
し
ま
か
ら
実
現
す
る
ド

ロ
ー
ン
社
会
実
装
推
進
事
業

4
0
,2
1
5
千
円

・
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
創
出
に
向
け

た
ド
ロ
ー
ン
実
証

・
国
家
戦
略
特
区
「連
携
“絆
”

特
区
」
の
指
定
に
よ
り
、
民
間

事
業
者
の
ド
ロ
ー
ン
の
社
会

実
装
を
支
援

1
2
（
新
）
「
“絆
”特
区
」
知

の
サ
ポ
ー
ト
事
業

2
,0
0
0
千
円

・
民
間
事
業
者
の
規
制
、
制
度

改
革
の
取
り
組
み
を
支
援

・
「
連
携
“
絆
”
特
区
」の
指
定

に
よ
り
、
民
間
事
業
者
の
特
区

制
度
活
用
を
支
援

柱
Ⅲ
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航
空
分
野
に
お
け
る
旅
客
需
要
回
復
や
民
間
宇
宙
市
場
拡
大
に
よ
り
、
県
内
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
は
拡
大
（
昨
年
度
の
県
内
航
空
機
用
エ
ン
ジ
ン
関
連
の
製
造
品

出
荷
額
は
約
3
9
5
億
円
増
加
、
南
相
馬
市
を
中
心
に
集
積
す
る
宇
宙
関
連
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
と
既
存
企
業
と
の
取
引
開
始
等
）
。
他
方
、
航
空
宇
宙
分
野
は
、
そ
の
参
入
・

成
長
へ
の
障
壁
は
高
く
、
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
地
域
の
稼
ぎ
に
つ
な
げ
る
た
め
に
は
、
企
業
の
課
題
に
応
じ
た
き
め
細
や
か
な
支
援
が
不
可
欠
。
こ
の
た
め
、
企
業
の

成
長
段
階
に
応
じ
た
、
県
内
企
業
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
・
成
長
支
援
を
推
進
し
、
ふ
く
し
ま
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
活
か
し
た
自
立
的
・
持
続
的
な
成
長
を
目
指
す
。

令
和
８
年
度
航
空
宇
宙
産
業
集
積
推
進
事
業
(R
8
)1
7
9
,9
8
3
千
円

課 題

○
航

空
宇

宙
産

業
の

参
入

・
成

長
へ

の
障

壁
が

高
い

：
企

業
の

成
長

段
階

に
応

じ
た

課
題

に
対

し
、
き

め
細

や
か

な
対

応
が

必
要

○
多

様
な

主
体

と
の

連
携

が
不

十
分

で
あ

る
こ

と
：

産
学

連
携

は
一

定
程

度
進

み
つ

つ
あ

る
も

の
の

、
産

学
官

金
労

言
に

よ
る

有
機

的
な

連
携

構
築

が
必

要
○

航
空

宇
宙

産
業

に
お

け
る

需
要

拡
大

を
捉

え
き

れ
て

い
な

い
：

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

再
構

築
に

向
け

た
動

き
が

あ
る

た
め

、
需

要
拡

大
の

機
会

を
捉

え
る

こ
と

が
必

要

旅
客

需
要

が
回

復
し

た
航

空
旅

客
機

：
20
44

年
運

航
機

数
が
40
,6
87

機
と

な
り

、
20
24

年
比

（
25
,5
25

機
）

の
約
1.
6
倍

（
航

空
機

産
業

戦
略
(内

閣
府
,2
02
4.
4）

⇒
1
0
年

ぶ
り

に
国

が
策

定
し

た
「航

空
機

産
業

戦
略

」を
踏

ま
え

、
航

空
機

市
場

の
ボ

リ
ュ

ー
ム

ゾ
ー

ン
へ

参
画

し
、
地

域
の

稼
ぎ

を
生

み
出

す
集

積
が

進
む

宇
宙

関
連

産
業

：
20
20

年
に
4兆

円
と

な
っ

て
い

る
市

場
規

模
を
20
30

年
代

早
期

に
8
兆

円
に

拡
大

を
目

標
(
宇

宙
基

本
計

画
（

経
済

産
業

省
,
2
0
2
3
.6
)
)

⇒
宇

宙
関

連
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

の
集

積
や

宇
宙

関
連

産
業

の
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
構

築
を

加
速

さ
せ

、
「実

証
の

聖
地

」と
し

て
の

地
位

確
立

を
目

指
す

目 的

令
和
８
年
度
の
取
り
組
み

今 後 の 予 測 と 対 応 Ⅰ
受

注
獲

得
・
ス

テ
ッ
プ

ア
ッ
プ

支
援

9
4

,5
2

9
千

円

１
産
業
基
盤
強
化
事
業
【4
5
,0
0
0
千
円
】

・今
後
の
需
要
増
が
期
待
さ
れ
る
、
次
世
代
単
通
路
機
や
次
世
代
空
モ
ビ
リ
テ
ィ
、
ロ
ケ
ッ
ト
等
の
構
成
要
素
と
な
る
技
術
の
開
発
・
実
証
、
試
作
品
開
発
、
参
入
等
に
係
る

設
備
投
資
を
行
う
県
内
企
業
へ
の
投
資
支
援
な
ど
を
通
じ
、
ハ
ー
ド
・ソ
フ
ト
一
体
で
の
支
援
を
行
う
。

２
県
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
参
入
・受

注
獲
得
支
援
【4
9
,5
2
9
千
円
】

・県
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
裾
野
を
広
げ
、
継
続
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
に
つ
な
げ
る
こ
と
を
目
的
に
、
航
空
宇
宙
市
場
参
入
の
前
提
条
件
と
な
る
認
証
取
得
の
支
援
や
、
ハ
イ
テ
ク

プ
ラ
ザ
職
員
・コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
・金

融
機
関
職
員
と
の
意
見
交
換
の
場
の
設
置
、
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
の
機
器
を
活
用
し
た
技
術
支
援
の
実
施
、
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
に

よ
る
航
空
宇
宙
分
野
へ
の
参
入
に
必
要
な
機
器
の
研
修
の
実
施
な
ど
、
県
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
参
入
・受

注
獲
得
の
た
め
の
包
括
的
な
支
援
を
実
施
す
る
。

Ⅱ
 多

様
な

主
体

の
参

画
に

よ
る

連
携

構
築

4
8

,5
8

5
千

円

１
ふ
く
し
ま
航
空
宇
宙
産
業
推
進
協
議
会
【2
3
,9
2
4
千
円
】

・多
様
な
域
内
の
関
係
者
・関

係
団
体
が
参
画
す
る
協
議
会
（
ふ
く
し
ま
航
空
宇
宙
産
業
推
進

協
議
会
）
を
創
設
し
、
県
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
促
進
す
る
。

・会
員
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
分
科
会
を
開
催
し
、
プ
ッ
シ
ュ
型
で
事
業
化
の
動
き
を

活
性
化
す
る
。

・プ
ッ
シ
ュ
型
で
の
伴
走
支
援
（
航
空
宇
宙
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
設
置
等
）
を
実
施
す
る

２
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
等
と
の
連
携
強
化
支
援
【4
,6
6
1
千
円
】

・宇
宙
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
技
術
交
流
会
等
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
先
進
自
治
体
と
連
携
し

マ
ッ
チ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
。
県
内
企
業
の
取
引
拡
大
、
連
携
強
化
に
つ
な
げ
る
。

３
多
様
な
主
体
に
よ
る
研
究
開
発
支
援
事
業
【2
0
,0
0
0
千
円
】

・県
内
企
業
に
よ
る
事
業
化
を
後
押
し
す
る
た
め
、
県
内
大
学
等
と
企
業
に
よ
る
共
同
研
究
を

実
施
し
、
そ
の
際
、
協
議
会
、
多
様
な
主
体
（
金
融
機
関
、
支
援
機
関
等
）
と
の
意
見

交
換
・連

携
の
場
を
創
出
し
、
持
続
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
に
向
け
た
支
援
を
実
施
す
る
。

１
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
等
と
の
連
携
強
化
支
援
【再

掲
】

２
広
域
的
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
支
援
【3
1
,8
1
6
千
円
】

・広
域
的
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
・
拡
大
す
る
た
め
の
マ
ッ
チ
ン
グ

支
援
（
国
際
商
談
会
、
航
空
関
連
企
業
商
談
会
等
の
出
展
支
援
、

先
進
地
視
察
・
マ
ッ
チ
ン
グ
会
等
)を
実
施
す
る
。

・県
内
イ
ベ
ン
ト
（
イ
ベ
ン
ト
等
へ
の
県
外
有
力
企
業
の
招
致
・
商
談

イ
ベ
ン
ト
）
を
開
催
す
る
。

Ⅲ
飛

躍
的

成
長

へ
の

支
援

3
6

,8
6

9
千

円

※
そ
の
他
事
務
経
費
5
,0
5
3
千
円

柱
Ⅲ
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１
．

こ
れ

ま
で

の
取

組
と

現
状

廃
炉
関
連
産
業
集
積
可
能
性
調
査
(課
題
の
整
理
や
ト
ラ
イ
ア
ル
マ
ッ
チ
ン
グ
会
の
開
催
)

（
１
）
福
島
廃
炉
関
連
産
業
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
務
局
を
新
設
（
7
月
～
）

（
イ
ノ
ベ
機
構
・
相
双
機
構
・
東
京
電
力
の
三
者
が
連
携
し
た
相
談
窓
口
）

（
２
）
個
別
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
、
マ
ッ
チ
ン
グ
会
の
開
催

（
３
）
廃
炉
ス
タ
デ
ィ
ツ
ア
ー
の
開
催

（
４
）
資
格
取
得
支
援
、
競
争
力
強
化
支
援
、
交
流
会
の
開
催

（
５
）
廃
炉
産
業
ビ
ジ
ネ
ス
総
合
展
の
開
催
、
支
援
体
制
の
強
化
、
施
策
立
案
調
査
、

（
６
）
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
へ
の
機
器
導
入
、
廃
炉
技
術
セ
ミ
ナ
ー
開
催

（
７
）
県
内
企
業
の
参
画
拡
大
に
向
け
た
検
討

（
８
）
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
で
の
製
品
設
計
に
係
る
技
術
開
発

（
９
）
県
内
企
業
の
参
画
拡
大
に
向
け
た
分
野
別
で
の
検
討

２
．

背
景

・
課

題

３
．

令
和

８
年

度
に

お
け

る
発

展
す

る
取

組

（
１

）
廃

炉
関

連
産

業
集

積
基

盤
構

築
事

業
8

８
，

３
６

９
千

円
（

産
業

振
興

課
・
イ

ノ
ベ

機
構

）

廃
炉
総
合
ビ
ジ
ネ
ス
総
合
展
に
お
け
る
出
展
者
の
プ
レ
ゼ
ン
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
等
に
よ
る
、
登
録
企
業
の
Ｐ
Ｒ
強
化
を
図
り
、
企
業
同
士
の
効
果
的
な
マ
ッ
チ
ン
グ
を
図
る
。

〇
地
元
企
業
に
と
っ
て
は
、
先
行
き
が
不
透
明
で
、
先
行
し
た
設
備
投
資
や
体
制
整
備
（
資
格
取
得
等
）
を
行
う
こ
と
が
難
し
い
。

〇
地
元
企
業
に
と
っ
て
は
、
ス
ポ
ッ
ト
で
は
な
く
、
中
長
期
的
に
安
定
し
た
業
務
を
望
む
が
、
そ
う
い
っ
た
業
務
が
あ
る
か
ど
う
か
分
か
ら
な
い
な
ど
、
廃
炉
作
業
に
関
す
る
情
報
が
不
足
し
て
お
り
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構

築
が
必
要
。

〇
県
内
企
業
を
一
次
・
二
次
請
か
ら
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
さ
せ
、
元
請
企
業
や
中
核
的
な
企
業
と
な
り
得
る
企
業
を
創
出
す
る
こ
と
が
必
要
。

〇
廃
炉
分
野
で
、
元
請
け
企
業
に
近
づ
く
に
は
、
設
計
の
段
階
か
ら
参
入
す
る
必
要
が
あ
り
、
技
術
的
な
ハ
ー
ド
ル
が
高
く
、
受
注
が
難
し
い
。
（
県
内
企
業
の
技
術
力
向
上
）

廃
炉

関
連

産
業

集
積

基
盤

構
築

事
業

経
済

産
業

省
：

地
域

経
済

政
策

推
進

事
業

費
補

助
金

（
福

島
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

・
コ

ー
ス

ト
構

想
推

進
基

盤
整

備
事

業
）

産
業
振
興
課

予
算

額
：

１
０

１
，

５
１

９
千

円
(1

0
0

,8
0

1
千

円
)

■
福
島
廃
炉
関
連
産
業
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
務
局

廃
炉
関
連
産
業
の
集
積
を
一
層
加
速
さ
せ
、
１
日
も
早
い
廃
炉
と
福
島
の
復
興
を
目
指
す
。

登
録
企
業
の
Ｐ
Ｒ
強
化

登
録
企
業
及
び
成
約
件
数
が
増
加
し
て
お
り
、
着
実
に
参
入
す
る
た
め
の
取
組
を
加
速

■
マ
ッ
チ
ン
グ
会

■
交
流
会

令
和
元
年
度

令
和

２
年

度

令
和

３
年

度

令
和

４
年

度

■
活
動
実
績

※
累
計

○
登
録
企
業
数

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6

1
1
5
社

1
5
6
社

1
8
2
件

1
9
4
件

2
1
0
件

○
成
約
件
数

R
2
  
  

  
 R

3
  

  
  

  
 R

4
R
5

R
6

6
件

2
1
2
件

5
9
4
件

1
,0

5
2
件
1
,4
8
1
件

(+
4
1
社

)

(+
2
0
6
件

)

(+
2
6
社

)

(+
3
8
2
件

)

令
和

５
年

度

(+
1
2
社

)

(+
4
5
8
件

)
令

和
６

年
度

(+
1
6
社

)

(+
4
2
9
件

)

令
和

７
年

度

（
９
）
個
別
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
等
の
強
化

（
1
0
）
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
で
の
調
査
研
究
、
技
術
調
査

柱
Ⅲ
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事
業
の
C
N化

を
推
進

◆
ふ
く
し
ま
産
業
育
成
資
金
（
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
枠
）
（

25
0
,0
0
0千

円
）
【
継
続
】

・
C
Nに

向
け
た
取
組
に
必
要
な
設
備
資
金
、
運
転
資
金
支
援

◆
未
来
を
担
う
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
人
材
育
成
事
業
（
3,
10
3千

円
）
【
継
続
】

・
工
業
高
校
生
等
に
対
し
、
C
Nを

学
ぶ
機
会
を
提
供
し
、
知
見
の
習
得
等
を
促
す
。

◇
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業
育
成
事
業
、
福
島
県
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
、
ふ

く
し
ま
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
人
材
育
成
事
業

新
規
参
入
支
援

事
業
化
・
実
用
化
支
援

販
路
開
拓
・
海
外
展
開

研
究
開
発
支
援

相
談
支
援

設
備
導
入
支
援

企
業
向
け

学
生
向
け

※
◇
は
再
掲

人
材
育
成

◆
RE
IF
ふ
く
し
ま
開
催
事
業
（
4
1,
3
87
千
円
）
【
継
続
】

・
国
内
外
の
企
業
等
へ
の
情
報
発
信
、
商
談
・
交
流
の
場
を
提
供
し
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
。

◆
海
外
連
携
交
流
事
業
（
49
,5
5
2千

円
）
【
一
部
新
規
】

・
海
外
の
再
エ
ネ
先
進
地
と
の
ト
ッ
プ
間
交
流
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
等
の
事
業
を
実
施
。

◇
再
エ
ネ
関
連
産
業
育
成
・
集
積
支
援
事
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
産
学
官
連
携
・

事
業
化
促
進
事
業

制
度
資
金

◇
ふ
く
し
ま
産
業
育
成
資
金
（
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
枠
）

制
度
資
金

◆
専
門
家
活
用
経
営
支
援
事
業
（
8,
23
6千

円
）
【
継
続
】

・
様
々
な
経
営
課
題
を
抱
え
る
中
小
企
業
者
等
に
対
し
て
、
専
門
家
を
派
遣
し
、
課
題
解
決
に
必
要
な
助
言
・
支
援

を
行
う
。

環
境
価
値
の
創
出

◆
Ｊ

-
ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出
事
業

【
継
続
】
（
全
庁
的
な
取
組
）

・
各
部
局
が
連
携
し
て
、
県
の
事
業
か
ら
の
Ｊ

-ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出
に
取
り
組
む
。

４

◆
地
域
復
興
実
用
化
開
発
等
促
進
事
業
（
7,
40
0
,0
0
0
千
円
）
【
継
続
】

・
地
元
企
業
、
地
元
企
業
と
の
連
携
に
よ
る
実
用
化
開
発
費
用
補
助
。

◆
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
重
点
分
野
等
事
業
化
促
進
事
業
（
21
8,
0
00
千
円
）
【
継
続
】

・
経
営
戦
略
構
築
等
の
コ
ン
サ
ル
支
援
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
等
、
事
業
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
。

◇
再
エ
ネ
関
連
産
業
育
成
・
集
積
支
援
事
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
産
学
官
連
携
・

事
業
化
促
進
事
業

◆
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
産
学
官
連
携
・
事
業
化
促
進
事
業
（
96
,5
00
千
円
）
【
新
規
】

・
浜
通
り
地
域
等
で
の
新
た
な
リ
サ
イ
ク
ル
産
業
の
育
成
・
集
積
に
向
け
て
、
産
学
官
・
動
静
脈
産
業
の
連
携

と
事
業
化
を
促
進
。

◆
再
エ
ネ
関
連
産
業
育
成
・
集
積
支
援
事
業
（
1
61
,
62
8千

円
）
【
継
続
】

・
再
エ
ネ
・
水
素
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
を
図
る
た
め
、
専
門
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
関
を
核
と
す
る
一
体
的
な
支
援
。

◆
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業
育
成
事
業
（
3
3,
0
31
千
円
）
【
継
続
】

・
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
体
制
構
築
に
向
け
て
、
産
学
官
金
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
人
材
育
成
・
確
保
の
検
討
や
必

要
な
取
組
を
実
施
。

◆
脱
炭
素
関
連
技
術
開
発
事
業
化
可
能
性
調
査
事
業
（
20
,
16
4
千
円
）
【
継
続
】

・
脱
炭
素
関
連
産
業
へ
の
参
入
に
向
け
て
取
り
組
む
技
術
開
発
に
先
立
っ
て
行
わ
れ
る
事
業
化
可
能
性
調
査
に
対
す
る

経
費
の
一
部
補
助
。

◆
PV
パ
ネ
ル
リ
ユ
ー
ス
・
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
モ
デ
ル
事
業
（
20
,0
00
千
円
）
【
継
続
】

・
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
適
切
な
処
理
体
制
・
仕
組
み
づ
く
り
に
向
け
、
効
率
的
な
収
集
・
運
搬
方
法
等
の
実
証
を
行
う
。

◆
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
化
実
証
研
究
支
援
事
業
（
2
50
,
00
0千

円
）
【
継
続
】

・
県
内
企
業
に
よ
る
実
用
化
の
た
め
の
実
証
研
究
に
対
す
る
補
助
。

◆
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
再
エ
ネ
技
術
高
度
化
事
業
（
40
,0
00
千
円
）
【
継
続
】

・
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
と
産
総
研
、
県
内
企
業
の
産
官
共
同
研
究
に
よ
り
、
再
エ
ネ
・
水
素
の
技
術
開
発
を
実
施
。

◆
FR
EA
最
先
端
研
究
・
拠
点
化
支
援
事
業
（

97
6
,7
6
9
千
円
）
【
継
続
】

・
F
RE
A
の
研
究
開
発
機
能
を
最
先
端
分
野
に
展
開
・
高
度
化
す
る
と
と
も
に
、
県
内
企
業
と
共
同
研
究
等
を
通
じ

人
材
を
育
成
。

◆
福
島
県
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
（

98
1,
9
28
千
円
）
【
継
続
】

・
県
、
福
島
大
学
、
県
内
企
業
の
産
学
官
が
連
携
し
て
バ
イ
オ
マ
ス
由
来
水
素
・
炭
化
物
製
造
シ
ス
テ
ム
の
研
究

開
発
を
始
め
と
し
た
水
素
関
連
技
術
の
研
究
開
発
を
実
施
。

◇
地
域
復
興
実
用
化
開
発
等
促
進
事
業
、
ふ
く
し
ま
産
業
育
成
資
金
（
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
枠
）

令
和
８
年
度

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
・

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
C
N）

実
現
に
向
け
た
主
な
取
組

再
エ
ネ
・
水
素
・

CN
の
事
業
化
を
推
進

予
算
総
額

7,
37
8,
9
31
千
円

経
営
金
融
課
・
産
業
振
興
課
・
次
世
代
産
業
課
・
産
業
人
材
育
成
課

◆
福
島
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
事
業
（
7
51
,
18
3千

円
）
【
継
続
】

・
再
エ
ネ
由
来
水
素
製
造
施
設
で
製
造
さ
れ
た
水
素
を
「
は
こ
ぶ
」
「
つ
か
う
」
取
組
み
に
対
し
補
助
を
行
い
、

水
素
需
要
・
利
用
の
拡
大
を
図
り
、
県
内
に
お
け
る
よ
り
強
靱
な
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す
る
。

◆
再
エ
ネ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業
参
入
支
援
事
業
（
8,
1
02
千
円
）
【
継
続
】

・
研
修
費
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
必
要
な
資
格
の
取
得
等
に
対
す
る
補
助
。

◆
ふ
く
し
ま
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
人
材
育
成
事
業
（
38
,0
08
千
円
）
【
継
続
】

・
企
業
在
職
者
向
け
に
技
術
動
向
の
セ
ミ
ナ
ー
や
水
素
関
連
技
術
者
に
必
要
な
資
格
取
得
支
援
に
係
る
講
座
等
を
実
施
。

◆
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
Ｅ
Ｖ
参
入
促
進
事
業
（
22
,5
75
千
円
）

・
セ
ミ
ナ
ー
開
催
や
専
門
家
の
派
遣
や
商
談
会
へ
の
出
展
支
援
を
実
施
し
、
県
内
企
業
の
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
EV
等

新
規
分
野
へ
の
参
入
促
進
及
び
販
路
拡
大
を
図
る
。

◇
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連
産
業
育
成
事
業
、
F
RE
A
最
先
端
研
究
・
拠
点
化
支
援
事
業
、
福
島
県
地
方
大
学
・

地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

柱
Ⅲ
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令
和
８
年
度
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連
事
業
に
つ
い
て

雇
用
労
政
課

産
業
人
材
育
成
課

公
共
交
通

分
野

保
育
分
野

医
療
・

介
護
分
野

農
業
分
野

建
設
分
野

公
共
交
通
人
材
確
保
支
援
事
業

・
運
転
手
等
の
採
用
支
援
、
人
材
の
育
成
支
援
、
職

場
環
境
の
改
善
支
援

e
tc
…

ふ
く
し
ま
型
農
業

D
X
推
進
事
業

・
支
援
情
報
発
信
、
農
業
体
験
、
相
談
会
、
サ
ポ
ー
ト

体
制
構
築
、
研
修
農
場
整
備
等
、
総
合
的
支
援
の
実
施

農
業
分
野

医
療
・
介
護
分
野

公
共
交
通
分
野

「
見
る
。
知
る
。
探
す
。
」
介
護
の
し
ご
と

魅
力
発
見
事
業

e
tc
…

『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
生
活
交
通
課
】

【
社
会
福
祉
課
】

福
島
県
建
設
業
振
興
事
業

建
設
分
野

【
建
設
産
業
室
】

建
設
産
業
の
魅
力
・
や
り
が
い
創
出
支
援
事
業

【
土
木
企
画
課
、
技
術
管
理
課
、
建
設
産
業
室
】

新

e
tc
…

e
t
c
…

【
避
難
地
域
復
興
課
、
商
工
総
務
課
】

移
住
・
定
住
を
促
す
取
組

教
育
機
関
で
の
取
組

【
高
校
教
育
課
、
義
務
教
育
課
】

・
「
探
究
的
な
学
び
」
を
推
進

・
県
立
高
校
普
通
科
の
特
色
あ
る
コ
ー
ス

制
に
お
い
て
医
療
、
教
育
、
福
祉
を
目

指
す
高
校
生
を
育
成

避
難
地
域
に
お
け
る
人
材
確
保
支
援

・
1
2
市
町
村
移
住
支
援
セ
ン
タ
ー
で
の

求
人
情
報
発
信

・
福
島
相
双
復
興
推
進
機
構
に
よ
る
被
災

事
業
者
等
の
人
材
確
保
に
向
け
た
支
援

そ
の
他
関
連
す
る
取
組
と
の
連
携

【
避
難
地
域
復
興
課
、
商
工
総
務
課
】

企
業
の
健
康
経
営
促
進
を
図
る
取
組

・
企
業
訪
問
に
よ
る
伴
走
型
支
援
の
実

施
、
奨
励
金
の
交
付

・
ふ
く
し
ま
健
康
経
営
優
良
事
業
所
の

認
定
、
表
彰

【
健
康
づ
く
り
推
進
課
】

・
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
開
発
･実

証
、
導
入
支
援
､

普
及
啓
発
､
人
材
育
成
等
を
一
体
的
に
実
施

・
小
中
高
校
等
の
各
年
代
に
応
じ
た
看
護
の
魅
力
を
知
る

機
会
の
提
供

・
情
報
発
信
(S
N
S
等
)、

親
子
介
護
イ
ベ
ン
ト
、
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
推
進
等
に
よ
る
介
護
の
魅
力
発
見
を
支
援

【
農
業
振
興
課
】

保
育
分
野

・
潜
在
保
育
士
の
再
就
職
相
談
対
応
、
マ
ッ
チ
ン
グ
等

を
行
う
保
育
士
・
保
育
所
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営

保
育
人
材
確
保
対
策
事
業

【
子
育
て
支
援
課
】

e
tc
…

１
.情

報
発
信

拡
【
雇
用
労
政
課
・
産
業
人
材
育
成
課
】

・
IC
T
工
事
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
取
組
の
推
進

・
建
設
産
業
の
発
展
に
向
け
た
環
境
づ
く
り

・
移
住
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
で
の
情
報
発
信

・
県
営
住
宅
の
一
定
期
間
提
供

・
移
住
す
る
た
め
の
住
宅
取
得
や
空
き
家
の

改
修
等
を
支
援

【
ふ
く
し
ま
ぐ
ら
し
推
進
課
、
避
難
地
域
復
興
課
、
建
築
住
宅
課
、
建
築
指
導
課
】

①
未
来
の
産
業
を
支
え
る
人
材
へ
の
種

ま
き
（
小
中
学
生
向
け
企
業
見
学
等
）

②
高
校
生
が
地
元
就
職
に
関
心
を
高
め
る

機
会
創
出
（
説
明
会
･見

学
･体

験
等
）

③
大
学
生
等
の
県
内
企
業
の
体
験

①
「
ふ
く
し
ま
で
働
く
」
情
報
を
総
合
的

に
発
信
（
職
場
雰
囲
気
や
先
輩
情
報
）

②
若
者
に
伝
わ
る
企
業
情
報
を
届
け
る

（
公
式
S
N
S
開
設
、
動
画
制
作
）

③
企
業
自
ら
が
情
報
発
信
す
る
力
を
強
化

①
企
業
の
意
識
改
革
（
伴
走
支
援
に
よ

る
経
営
者
等
の
意
識
改
革
）

②
奨
励
金
や
助
成
金
等
に
よ
る
職
場
づ

く
り
の
後
押
し

③
若
者
に
選
ば
れ
る
職
場
づ
く
り
支
援

①
県
内
･
東
京
の
各
窓
口
で
の
相
談
支
援

②
就
活
サ
イ
ト
へ
の
企
業
情
報
の
掲
載

③
就
活
生
向
け
キ
ャ
リ
ア
発
見
ツ
ア
ー

④
イ
ン
タ
ー
ン
実
施
に
向
け
た
企
業
向

け
支
援

商
工
業

分
野

全
分
野

共
に
創
る
ふ
く
し
ま

《
「
ふ
く
し
ま
共
創
チ
ー
ム
」
に
お
け
る
『
若
者
の
視
点
（
し
ご
と
）
』
の
ポ
イ
ン
ト
》

『
若
者
が
欲
し
い
情
報
を
届
け
る
！
』

 『
ふ
く
し
ま
の
仕
事
を
体
験
！
』

 『
誰
も
が
働
き
や
す
い
職
場
を
つ
く
る
！
』

４
年
目
を
迎
え
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
、
産
業
別
の
取
組
と
の
連
携
を
強
化
し
、
人
材
確
保
、
職
場
の
魅
力
化
に
向
け
た
取
組
を
一
体
的
に
推
進
。

２
.気

づ
き
･体

験
３

.就
職
マ
ッ
チ
ン
グ

４
.魅

力
あ
る
職
場
づ
く
り

ふ
く
し
ま
の
次
代
を
担
う
新
規
就
農
者
支
援
事
業

【
農
業
担
い
手
課
】

若
者
の
県
内
定
着
の
た
め
の
看
護
の
魅
力
発
信
事
業

【
医
療
人
材
対
策
室
】

拡
拡

拡

拡

新

新
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『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
企
業
向
け
支
援
一
覧

【
令
和
８
年
度
】

「
①
情
報
発
信
」
「
②
気
づ
き
･体

験
」
「
③
就
職
マ
ッ
チ
ン
グ
」

雇
用
労
政
課

産
業
人
材
育
成
課

・
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
全
面
リ
ニ
ュ

ー
ア
ル
し
、
県
内
企
業
の
Ｐ
Ｒ
や
求
人
情
報
を
無
料
で
掲
載
し
ま
す

・
職
場
の
雰
囲
気
や
先
輩
情
報
な
ど
、
若
者
が
ほ
し
い
リ
ア
ル
な
情
報
を
拡
充

さ
せ
、
県
内
外
の
若
者
へ
デ
ジ
タ
ル
広
告
等
を
通
じ
て
広
く
発
信
し
ま
す

「
ふ
く
し
ま
で
働
く
」
情
報
発
信

【
雇
用
労
政
課
】

・
バ
ス
運
転
手
、
地
方
鉄
道
運
転
士
及
び
タ
ク
シ
ー
運
転
手
の
魅
力
を
伝
え
る

た
め
の
動
画
等
を
作
成
し
、
S
N
S
や
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ
て
発
信
し
ま
す

公
共
交
通
の
し
ご
と
魅
力
発
信

【
生
活
交
通
課
】

・
学
生
が
主
体
と
な
り
県
内
企
業
を
取
材
、
シ
ョ
ー
ト
動
画
を
作
成
し
ま
す

・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
、
若
者
の
感
性
を
反
映
し
て
情
報
発
信
し
ま
す

若
者
に
届
く
情
報
発
信

【
雇
用
労
政
課
】

・
企
業
の
採
用
ペ
ー
ジ
作
成
や
伴
走
支
援
を
行
い
、
県
内
企
業
自
身
が
自
社
を

Ｐ
Ｒ
で
き
る
よ
う
に
支
援
し
ま
す

県
内
企
業
の
発
信
力
強
化

【
雇
用
労
政
課
】

・
S
N
S
を
活
用
し
、
介
護
の
魅
力
・
や
り
が
い
・
介
護
現
場
の
今
を
伝
え
る

シ
ョ
ー
ト
動
画
等
を
作
成
、
発
信
し
ま
す

・
介
護
施
設
担
当
者
向
け
の
情
報
発
信
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
ま
す

介
護
の
し
ご
と
魅
力
発
信

【
社
会
福
祉
課
】

・
L
IN
E
を
活
用
し
て
若
者
に
看
護
の
魅
力
（
看
護
職
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
等
）
を
発

信
し
ま
す

・
中
高
生
を
対
象
に
病
院
等
を
見
学
す
る
バ
ス
ツ
ア
ー
を
実
施
し
ま
す

看
護
の
し
ご
と
魅
力
発
信

【
医
療
人
材
対
策
室
】

新
規

拡
充

拡
充

新
規

新
規

①
情
報
発
信

・
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
企
業
見
学
や
親
子
就
業
体
験
イ
ベ
ン
ト
を
実
施
し
、
地
域

や
地
元
企
業
へ
の
愛
着
や
興
味
を
喚
起
し
、
職
業
意
識
を
醸
成
し
ま
す

小
中
学
生
向
け

【
雇
用
労
政
課
】

・
以
下
の
取
組
で
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
県
内
企
業
へ
の
関
心
向
上
を
図
り
ま
す

①
企
業
ガ
イ
ダ
ン
ス

②
社
会
人
講
話

③
企
業
見
学
会

④
テ
ク
ノ
ア
カ
デ
ミ
ー
の
設
備
等
を
活
用
し
た
技
術
体
験

高
校
生
向
け

【
産
業
人
材
育
成
課
】

・
大
学
生
や
転
職
希
望
者
を
対
象
に
県
内
企
業
体
験
ツ
ア
ー
を
実
施
し
ま
す

大
学
生
・
社
会
人
向
け

【
雇
用
労
政
課
】

就
職
マ
ッ
チ
ン
グ

・
県
内
７
か
所
（
福
島
、
郡
山
、
白
河
、
会
津
若
松
、
南
相
馬
、
富
岡
、
い
わ

き
）
と
東
京
に
就
職
相
談
窓
口
を
設
置
し
、
職
業
紹
介
等
を
実
施
し
ま
す

就
職
相
談
窓
口

【
雇
用
労
政
課
】

・
就
職
情
報
サ
イ
ト
と
タ
イ
ア
ッ
プ
し
、
県
内
企
業
情
報
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
等
の
発
信
を
行
い
ま
す

就
職
情
報
サ
イ
ト
と
の
タ
イ
ア
ッ
プ

【
雇
用
労
政
課
】

・
ふ
く
し
ま
1
2
市
町
村
移
住
支
援
セ
ン
タ
ー
を
中
心
に
、
東
京
サ
テ
ラ
イ
ト
を

活
用
し
た
首
都
圏
向
け
情
報
発
信
強
化
を
含
め
た
戦
略
的
情
報
発
信
、
移
住

希
望
者
の
呼
び
込
み
に
加
え
、
移
住
者
に
対
し
支
援
金
の
給
付
や
家
賃
補
助

等
を
行
い
ま
す
。

・
ま
た
、
移
住
者
を
受
け
入
れ
る
企
業
等
に
対
し
て
、
求
人
支
援
や
働
き
や
す

い
職
場
づ
く
り
を
支
援
し
ま
す
。

避
難
地
域
に
お
け
る
人
材
確
保
支
援

【
避
難
地
域
復
興
課
】

拡
充

拡
充

・
県
内
企
業
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
等
の
実
施
を
支
援
し
ま
す

企
業
向
け

【
雇
用
労
政
課
】

拡
充

②
気
づ
き
・
体
験

③
就
職
マ
ッ
チ
ン
グ

新
規

・
建
設
産
業
の
イ
ベ
ン
ト
で
、
若
者
・
女
性
に
向
け
た
重
機
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

の
操
作
体
験
の
開
催
や
、
建
設
業
の
魅
力
を
伝
え
る
動
画
を
発
信
し
ま
す

若
者
・
女
性
へ
建
設
業
の
魅
力
発
信

【
建
設
産
業
室
】

新
規

・
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「
ふ
く
の
う
」
や
、
In
s
ta
g
ra
m
を
通
じ
て
農
業
の
魅
力

や
就
農
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
な
ど
の
情
報
を
発
信
し
ま
す

農
業
の
し
ご
と
魅
力
発
信

【
農
業
担
い
手
課
】
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『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
企
業
向
け
支
援
一
覧

【
令
和
８
年
度
】

「
④
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
」

働
き
方
改
革
や
女
性
活
躍
の
取
組
の
基
準
を
満
た
し
た
企
業
を
認
証
し
ま
す
。
認

証
企
業
の
取
組
を
Ｐ
Ｒ
す
る
ほ
か
、
県
の
助
成
金
や
奨
励
金
、
融
資
制
度
に
お
け
る

保
証
料
率
の
優
遇
措
置
の
対
象
と
す
る
な
ど
、
認
証
企
業
を
県
が
応
援
し
ま
す
。

福
島
県
次
世
代
育
成
支
援
企
業
認
証

【
雇
用
労
政
課
】

福
島
県
次
世
代
育
成
企
業
認
証
の
取
得
（
予
定
含
む
）
企
業
を
対
象
に
奨
励
金
を

交
付
し
ま
す
。

①
女
性
活
躍
支
援
コ
ー
ス
：
女
性
管
理
職
の
増
加
な
ど
の
設
定
項
目
を
満
た
し
た
場

合
に
2
0
万
円
を
交
付
。

②
働
き
方
改
革
支
援
コ
ー
ス
：
男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
促
進
な
ど
の
設
定
項
目
を

満
た
し
た
場
合
に
1
0
～
3
0
万
円
を
交
付
。

③
フ
ァ
ー
ス
ト
ペ
ン
ギ
ン
応
援
コ
ー
ス
：
企
業
内
で
初
め
て
男
性
が
育
児
休
業
取
得

し
た
場
合
等
に
2
0
万
円
を
交
付
。

福
島
県
企
業
の
魅
力
ア
ッ
プ
奨
励
金

【
雇
用
労
政
課
】

「
え
る
ぼ
し

※
１
」
、
「
く
る
み
ん

※
２
」
の
認
定
取
得
に
向
け
た
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

①
認
定
取
得
前
の
専
門
家
派
遣
費
補
助

・
補
助
上
限
額
：
1
5
,0
0
0
円
（
１
企
業
５
回
ま
で
）
、
補
助
率
：
３
／
４

②
認
定
取
得
後
の
広
報
費
助
成

・
補
助
上
限
額
：
1
0
万
円
、
補
助
率
：
３
／
４

③
認
定
取
得
企
業
へ
の
奨
励
金

・
交
付
額
：
5
0
万
円

※
１

え
る
ぼ
し
認
定

「
女
性
活
躍
推
進
法
」
に
基
づ
き
、
一
定
基
準
を
満
た
し
、
女
性
の
活
躍
推
進
に

関
す
る
状
況
な
ど
が
優
良
な
企
業
を
国
が
認
定
す
る
制
度
。

※
２

く
る
み
ん
認
定

「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
」
に
基
づ
き
、
一
定
の
水
準
を
満
た
し
た
企
業
を

子
育
て
サ
ポ
ー
ト
企
業
と
し
て
国
が
認
定
す
る
制
度
。

え
る
ぼ
し
・
く
る
み
ん
取
得
支
援
事
業

【
雇
用
労
政
課
】

福
島
県
次
世
代
育
成
企
業
認
証
を
取
得
し
た
企
業
を
対
象
に
誰
も
が
活
躍
で
き
る

職
場
環
境
づ
く
り
の
取
組
費
用
を
助
成
し
ま
す
。

①
ソ
フ
ト
事
業
（
就
業
規
則
策
定
、
研
修
実
施

等
）

・
補
助
上
限
額
：
5
0
万
円
、
補
助
率
：
３
／
４

②
ハ
ー
ド
事
業
（
休
憩
室
、
男
女
別
更
衣
室
、
ト
イ
レ
整
備

等
）

・
補
助
上
限
額
：
1
0
0
万
円
、
補
助
率
：
３
／
４

③
オ
フ
ィ
ス
改
革
（
オ
フ
ィ
ス
改
修
、

W
i-

F
i整

備
改
革

等
）

・
補
助
上
限
額
：
2
0
0
万
円
、
補
助
率
：
３
／
４

働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り
推
進
助
成
金

【
雇
用
労
政
課
】

従
業
員
の
健
康
づ
く
り
に
積
極
的
に
取
り
組
む
事
業
所
を
認
定
し
ま
す
。
認
定
取

得
は
企
業
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
に
つ
な
が
る
ほ
か
、
県
の
奨
励
金
交
付
や
入
札
等
に
お

け
る
加
点
措
置
の
対
象
と
な
る
な
ど
、
認
定
企
業
を
県
が
応
援
し
ま
す
。

ふ
く
し
ま
健
康
経
営
優
良
事
業
所
の
認
定

【
健
康
づ
く
り
推
進
課
】

女
性
等
の
健
康
に
配
慮
し
た
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
の
取
組
を
行
う
企
業
に
最

大
4
0
万
円
の
奨
励
金
を
交
付
し
ま
す
。

①
健
康
づ
く
り
の
取
組

・
「
休
暇
の
取
得
促
進
」
、
「
環
境
整
備
」
、
「
費
用
助
成
」
の
各
取
組
項
目
に
つ

い
て
、
項
目
ご
と
に
1
0
万
円
を
交
付
。

②
ふ
く
し
ま
健
康
経
営
優
良
事
業
所
の
認
定
取
得

・
認
定
取
得
に
対
し
て
1
0
万
円
を
交
付
。

女
性
活
躍
・
働
く
世
代
の
健
康
づ
く
り
推
進
奨
励
金
【
健
康
づ
く
り
推
進
課
】

健
康
経
営
に
取
り
組
も
う
と
す
る
事
業
所
に
無
料
で
保
健
師
又
は
健
康
経
営
ア
ド

バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
し
、
健
康
課
題
の
把
握
や
健
康
事
業
所
宣
言
の
実
施
な
ど
、
健
康

づ
く
り
の
取
組
開
始
に
向
け
た
サ
ポ
ー
ト
を
行
い
ま
す
。

健
康
経
営
伴
走
支
援
事
業

【
健
康
づ
く
り
推
進
課
】

経
営
者
や
管
理
職
が
職
場
内
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
へ
の
取
組
を
宣
言

し
、
県
に
届
出
す
る
と
、
県
は
宣
言
企
業
を
Ｐ
Ｒ
し
、
企
業
の
取
組
を
応
援
し
ま
す
。

イ
ク
ボ
ス
宣
言

【
雇
用
労
政
課
】

企
業
が
県
内
に
新
た
に
オ
フ
ィ
ス
を
設
置
し
、
県
内
在
住
の
女
性
を
新
規
雇
用
す

る
場
合
に
費
用
の
一
部
を
最
大
２
年
間
支
援
し
ま
す
。

①
女
性
の
新
規
雇
用
分
の
人
件
費

・
補
助
上
限
額
：
１
人
当
た
り
3
0
万
円
（
１
社
当
た
り
５
名
分
ま
で
）

②
オ
フ
ィ
ス
等
の
賃
貸
費
用

(買
取
の
場
合
を
除
く

)
・
補
助
上
限
額
：
年
2
0
0
万
円

女
性
活
躍
オ
フ
ィ
ス
立
地
促
進
事
業
補
助
金

【
企
業
立
地
課
】

雇
用
労
政
課

企
業
立
地
課

健
康
づ
く
り
推
進
課

最
低
賃
金
の
大
幅
な
引
上
げ
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
中
小
企
業
を
支
援
す
る
た
め
、

緊
急
的
な
一
時
措
置
と
し
て
助
成
金
を
支
給
し
ま
す
。

・
助
成
額
：
労
働
者
１
人
に
つ
き
３
万
円

※
申
請
期
間
：
R
8
年
2
月
2
6
日
～
R
8
年
5
月
3
1
日

中
小
企
業
賃
上
げ
緊
急
一
時
支
援
事
業

【
雇
用
労
政
課
】

３
社

(公
募

)を
対
象
に
８
か
月
間
､働

き
方
改
革
に
特
化
し
た
専
門
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
に
よ
る
伴
走
支
援
を
実
施
し
、
経
営
理
念
の
見
直
し
や
職
場
風
土
改
革
に
ま
で
踏
み

込
ん
だ
実
効
性
の
あ
る
働
き
方
改
革
を
推
進
し
、
モ
デ
ル
企
業
の
創
出
を
図
り
ま
す
。

意
識
改
革
推
進
事
業

【
雇
用
労
政
課
】

新

新
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【
R
８
・
継
続
】
も
の
づ
く
り
技
能
継
承
支
援
事
業

産
業
人
材
育
成
課

１
県
内
中
小
製
造
業
へ
の
知
識
・
技
能
継
承
の
支
援

Ｒ
８
取
組
内
容

支
援
企
業
を
１
０
社
選
定
し
、
企
業
毎
に
現
状
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
経
営
戦
略
・
事
業
内
容
・
製
造
プ
ロ
セ
ス
・
人
材
育
成
(O
JT
等
)な

ど
の
把
握
）
・

分
析
を
行
っ
た
上
で
、
Ｉ
Ｔ
技
術
を
活
用
し
た
効
果
的
な
知
識
・
技
能
継
承
な
ど
に
つ
い
て
経
営
層
や
従
業
員
層
に
対
し
伴
走
型
で
支
援
す
る
。

①
R
７
年
度
に
試
行
的
に
導
入
し
た
シ
ス
テ
ム
・
ア
プ
リ
運
用
の
磨
き
上
げ
＜
従
業
員
＞

マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
動
画
撮
影
等
）
、
運
用
体
制
の
構
築
支
援
、
A
I等

社
内
活
用
、
ア
イ
デ
ィ
ア
創
出
（
自
走
化
）
支
援

②
知
識
・
技
能
継
承
か
ら
、
更
に
既
存
事
業
拡
大
な
ど
に
向
け
た
取
組
を
支
援
＜
経
営
層
＞

新
た
な
価
値
創
出
に
向
け
た
経
営
分
析
、
事
業
拡
大
戦
略
の
検
討
・
提
案

③
各
社
の
知
識
・
技
能
継
承
に
向
け
た
検
討
プ
ロ
セ
ス
も
含
め
て
整
理
し
、
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
（
類
型
）
を
設
定
す
る
。

２
Ｉ
Ｔ
教
育
支
援

３
Ｄ
Ｘ
研
究
会
に
よ
る
事
業
推
進

①
産
学
金
官
で
連
携
し
、
上
記
の
支
援
企
業
に
対
し
Ｄ
Ｘ
研
究
会
か
ら
の
視
点
・
ア
イ
デ
ア
出
し
な
ど
の
取
組
支
援
を
行
う
。

②
県
内
の
Ｉ
Ｔ
に
関
す
る
状
況
の
分
析
結
果
を
踏
ま
え
、
上
記
の
取
組
と
連
携
し
、
Ｉ
Ｔ
知
識
・
ス
キ
ル
の
類
型
化
に
向
け
た
検
討
を
行
う
。

③
事
業
全
体
の
企
画
・
分
析
・
効
果
検
証
・
改
善
を
図
る
。

［
福
島
県
製
造
業
Ｄ
Ｘ
研
究
会
メ
ン
バ
ー
］

福
島
商
工
会
議
所
、
福
島
県
商
工
会
連
合
会
、
一
社
）
福
島
県
情
報
産
業
協
会
、
一
財
）
と
う
ほ
う
地
域
総
合
研
究
所
、
福
島
大
学
、
県
内
製
造
業
企
業
、
福
島
県

［
目
指
す
人
材
像
］
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
ダ
ー
と
自
社
に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
を
検
討
・
導
入
し
、
収
益
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
人
材

［
目
指
す
組
織
像
］
自
社
の
知
識
・
技
能
を
効
果
的
に
活
用
し
、
社
内
全
体
で
既
存
事
業
の
拡
大
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
組
織

【
R
８
年
度
の
支
援
イ
メ
ー
ジ
】

R
7
：
□
県
内
中
小
製
造
業
の
IT
習
得
状
況
の
整
理
、
IT
知
識
・
ス
キ
ル
習
得
に
関
す
る
調
査

R
8
：
□
調
査
結
果
を
踏
ま
え
、
I
T
知
識
・
ス
キ
ル
習
得
を
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
で
整
理

：
□
ス
キ
ル
習
得
の
た
め
、
県
内
I
T
産
業
と
連
携
し
体
験
型
の
I
T
教
育
講
座
・
手
法
・
体
制
な
ど
の
検
討
と
構
築

R
9
：
□
体
験
型
IT
教
育
の
ト
ラ
イ
ア
ル
⇒
D
X
推
進
へ
の
効
果
を
成
果
発
表
会
に
組
み
込
み

※
県
内
IT
産
業
が
、
他
産
業
の
IT
ス
キ
ル
習
得
を
支
援
し
、
県
内
の
IT
活
性
化
の
き
っ
か
け
に

＜
R
9
＞

体
験
型
で
IT
ス
キ
ル
を
習
得
し
、
従
業
員
が
実
際
に
実
務
で
活
用
す

る
こ
と
で
IT
の
更
な
る
利
活
用
の
事
例
を
作
る
。

＜
R
7
,R
8
＞

技
能
継
承
の
伴
走
支
援
に
併
せ
て

知
識
習
得
を
支
援

：
□
伴
走
支
援
の
中
で
I
T
知
識
習
得
を
支
援

IT
産
業
と
連
携
し
、
県
内
中
小
製
造
業
の
実
務
的
な
IT
知
識
・
ス
キ
ル
の
習
得
状
況
、
必
要
な
取
組
内
容
を
整
理
し
、
県
内
中
小
製
造
業
に
特
化
し
た

IT
知
識
・
ス
キ
ル
習
得
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
Ｄ
Ｘ
推
進
と
県
内
で
の
IT
活
性
化
を
支
え
る
。

県
内
の
IT
推
進
に
活
用
で
き
る
よ

う
汎
用
性
を
持
た
せ
て
整
理

R
7
.1
0
.0
6
柱
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エ
ア
ロ
ス
ペ
ー
ス
人
材
育
成
事
業
【

R８
・
継
続
】

 事
業
費
：
５
１
，
８
０
３
千
円

産
業
人
材
育
成
課

●
軽
量
飛
行
機
製
作
の

ノ
ウ
ハ
ウ
を
継
承

①
完
成

LS
A
の
活
用

〇
試
験
デ
ー
タ
収
集
・
分
析

⇒
LS

A
普
及
に
貢
献

〇
企
業
・
若
年
者
へ
の
研
究

活
動
参
加
機
会
の
提
供

●
テ
ク
ノ
ア
カ
デ
ミ
ー
の
機
械
系
・

電
気
系
・
制
御
系
技
術
を
結
集

●
宇
宙
関
連
機
器
製
造
に
求
め

ら
れ
る
技
能
の
習
得

〇
宇
宙
機
器
の
製
作
に
対
応
す
る
技
能
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
の

継
続
（
作
業
者
・
検
査
者
・
指
導
者
と
段
階
的
に
開
発
）

〇
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
用
・
普
及
活
動
の
実
施

（
宇
宙
関
連
企
業
の
見
学
会
、
ロ
ケ
ッ
ト
競
技
会
の
開
催
）

【
主
な
関
係
団
体
の
連
携
先
】

・
福
島
市
、
南
相
馬
市

・
次
世
代
宇
宙
シ
ス
テ
ム
技
術
研
究
組
合

・
ふ
く
し
ま
次
世
代
航
空
戦
略
推
進
協
議
会

・
南
相
馬
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
協
議
会

●
航
空
宇
宙
関
連
産
業
の
従
事
者
（
製
造
分
野
）
の
増
加

●
若
年
者
等
へ
航
空
宇
宙
関
連
産
業
に
対
す
る
意
識
醸
成

●
技
能
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
用
・
普
及

高
度
な
宇
宙
関
連
機
器
へ
の
も
の
づ
く
り
人
材
育
成
へ
と
広
げ
る
た
め
に

②
宇
宙
関
連
機
器
製
造
に
お
け
る
技
能
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
開
発
と
実
施

（
内
閣
府
作
成
の
宇
宙
ス
キ
ル
標
準
の
活
用
）

完
成
軽
量
飛
行
機
／
大
阪
・
関
西
万
博
展
示

(’2
5.
7.
19

)

③
企
業
在
職
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー

〇
航
空
宇
宙
関
連
産
業
の
技
術
付

与
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

〇
①
・
②
の
事
業
成
果
を
実
践
に

よ
り
実
証
す
る
た
め
の
企
業
向
け

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

現 状 課 題

福
島
県
の
復
興
へ
の
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
「
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
」
の
一
つ

で
あ
る
航
空
宇
宙
関
連
産
業
に
は
相
双
地
域
を
中
心
に
多
く
の
関
連
企
業
が
集
積
ま
た
は
参
入
し
て
き
て
い
る
。

（
R
7
.3
時
点
で
航
空
機
関
連
4
7
社
、
宇
宙
関
連
4
3
社
）

航
空
宇
宙
ビ
ジ
ネ
ス
市
場
は
今
後
さ
ら
に
拡
大
し
、
航
空
宇
宙
機
器
産
業
に
お
け
る
従
事
者
、
特
に
生
産
に
携
わ
る
高
度
な
技

能
を
持
つ
人
材
の
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
く
る
。

事 業 内 容

新
産
業
と
し
て
航
空
宇

宙
関
連
産
業
の
普
及
に

寄
与

柱
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取
得

え
る
ぼ
し

く
る
み
ん

令
和
７
年
度

県
内
企
業
の
人
材
確
保
及
び
若
者
の
定
着
・
還
流
に
向
け
た
主
な
取
組

県
内

企
業

【
経
営
者
・
企
業
内
担

当
者
の
意
識
改
革
】

【
女
性
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
支
援
】

福
島
県
次
世
代
育
成

支
援
企
業
認
証

【
企
業
の
魅
力
ア
ッ
プ
奨
励
金
】

豊
富
な
奨
励
金
メ
ニ
ュ
ー
で
企
業

の
取
組
を
後
押
し
し
、
え
る
ぼ

し
・
く
る
み
ん
取
得
を
支
援

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
】
「
自
社
の
魅
力
発

見
・
向
上
・
発
信
」
を
行
う
た
め

の
企
業
向
け
セ
ミ
ナ
ー

【
く
る
み
ん
取
得
後
、
一
定
の
取
組
を

行
っ
た
企
業
へ
の
助
成
金
】

※
こ
ど
も
家
庭
庁
事
業

【
健
康
経
営
事
業
】

・
健
康
経
営
伴
走
支
援
事
業

・
女
性
活
躍
・
働
く
世
代
の
健

康
づ
く
り
推
進
事
業

※
保
健
福
祉
部
で
実
施

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
企
業
情
報
発

信
】

＜
女
性
活
躍
オ
フ
ィ
ス
立
地
促
進
事
業
＞

県
内
の
女
性
定
着
を
促
す
た
め
、
企
業
に
よ
る
オ
フ
ィ
ス

等
の
新
た
な
拠
点
づ
く
り

魅
力
あ
る

職
場
づ
く
り

働
く
場
の
創
出

＜
ふ
く
し
ま
産
業
活
性
化
企
業
立
地
促
進
補
助
金
＞

工
場
等
の
新
増
設
及
び
機
械
設
備
の
取
得
費
を
支
援

◆
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

＜
ふ
く
し
ま
企
業
情
報
発
信
事
業
＞

・
W
e
b
や
S
N
S
な
ど
様
々
な
広
報
媒
体
を
活
用
し
た
県
内
企
業
の
魅
力
発
信

＜
若
者
還
流
・
県
内
定
着
促
進
事
業
＞

・
自
社
の
魅
力
発
見
、
向
上
、
発
信
力
強
化
な
ど
、
企
業
の
課
題
感
に
応
じ
た
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催

・
就
活
サ
イ
ト
と
連
携
し
た
県
内
企
業
の
情
報
発
信

・
大
卒
者
・
転
職
希
望
者
を
対
象
に
県
内
企
業
の
体
験
ツ
ア
ー
を
実
施

・
県
内
外
の
大
学
生
が
県
内
企
業
を
取
材
し
、
企
業
の
魅
力
等
を
T
ik
T
o
k
な
ど
の
S
N
S
に

よ
り
広
く
発
信

・
理
系
大
学
生
と
県
内
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ

＜
未
来
の
産
業
人
材
確
保
の
た
め
の
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
＞

・
小
中
学
生
向
け
の
県
内
企
業
の
工
場
見
学
の
実
施
、
企
業
紹
介
冊
子
の
作
成

・
様
々
な
親
子
職
業
体
験
が
で
き
る
イ
ベ
ン
ト
を
開
催

・
高
校
生
と
保
護
者
に
向
け
た
企
業
説
明
会
、
保
護
者
向
け
地
元
就
職
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施

＜
気
づ
き
･
体
験
機
会
創
出
事
業
（
高
校
生
向
け
県
内
就
職
関
心
向
上
事
業
）
＞

・
県
内
企
業
の
見
学

・
県
内
企
業
が
高
校
に
赴
き
、
業
務
内
容
等
の
説
明
会
を
開
催

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
技
術
の
体
験

・
県
内
企
業
の
若
手
社
員
を
招
き
、
自
ら
の
経
験
を
踏
ま
え
た
就
職
活
動
や
日
常
業
務
を
紹

介
す
る
社
会
人
講
話
を
実
施
。
そ
の
模
様
を
動
画
配
信
し
保
護
者
等
に
も
発
信
す
る
。

【
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

推
進
助
成
金
事
業
】

職
場
環
境
整
備
の
取
組
を
支
援

【
認
定
取
得
奨
励
金
】

【
取
得
後
の
広
報
経
費
助
成
】

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

大
賞
】

認
証
企
業
の
う
ち
優
れ
た
取
組
を
行
う
企
業
3
社
を
表
彰

◆
ふ
く
し
ま
で
働
こ
う
！
就
職
応
援
事
業

・
東
京
及
び
県
内
に
設
置
す
る
相
談
窓
口
に
お
け
る

き
め
細
や
か
な
就
職
相
談
、
職
業
紹
介
、
マ
ッ
チ
ン

グ
支
援
な
ど

〔
移
住
施
策
と
の
連
携
〕

・
東
京
相
談
窓
口
に
お
け
る
移
住
相
談
と
の
一
体
的

な
支
援

◆
ふ
る
さ
と
福
島
若
者
人
材
確
保
事
業

＜
新
規
高
卒
者
県
内
就
職
促
進
事
業
＞

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
社
会
人
講
話
を
実
施
。

＜
若
手
人
材
の
早
期
離
職
防
止
事
業
＞

・
同
世
代
の
新
入
社
員
と
の
交
流
会
に
よ
り
、
知
識
や

ス
キ
ル
習
得
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
を
支
援

・
新
入
社
員
向
け
巡
回
相
談
、
個
別
相
談
窓
口
の
設
置

・
新
入
社
員
の
育
成
・
指
導
を
行
う
人
事
担
当
者
及
び

中
堅
社
員
向
け
の
育
成
・
指
導
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

◆
多
様
な
人
材
活
用
促
進
事
業

＜
求
め
る
人
材
再
発
見
支
援
事
業
＞

・
多
様
な
人
材
を
活
用
す
る
こ
と
に
対
す
る
企
業
の
意
識

改
革
を
図
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

し
、
企
業
の
現
状
整
理
、
業
務
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要

な
人
材
を
整
理
す
る
。
セ
ミ
ナ
ー
開
催
後
に
、
関
係
機
関

を
集
め
た
出
張
個
別
相
談
会
を
併
せ
て
実
施
し
、
そ
の
場

で
マ
ッ
チ
ン
グ
ま
で
行
う
。

＜
外
国
人
材
雇
用
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク
運
営
事
業
＞

・
外
国
人
材
活
用
の
た
め
、
企
業
向
け
相
談
窓
口
、
セ
ミ

ナ
ー
及
び
合
同
企
業
説
明
会
の
実
施
に
加
え
、
伴
走
支
援

を
一
体
的
に
行
う
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク
を
常
設
す
る
。

＜
地
方
拠
点
強
化
推
進
事
業
＞

県
内
に
本
社
機
能
を
設
置
移
転
す
る
際
の
建
物
、
設
備
等

の
取
得
を
支
援

柱
Ⅳ

雇
用
労
政
課

産
業
人
材
育
成
課

企
業
立
地
課

人
材
確
保
、
若
者
還
流
・
定
着
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○
ポ
ケ
モ
ン
と
連
動
し
た
フ
ラ
ワ
ー
ス

タ
ン
プ
ラ
リ
ー

○
団
体
臨
時
列
車
事
業

(霧
幻
列
車

SA
TO

N
O
で
行
く
奥
会
津
絶
景
の
旅

)
●

奥
会
津
ビ
ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
を
起
点

と
し
た
会
津
ト
レ
イ
ル
ツ
ア
ー

●
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
旅
行
商

品
造
成
支
援

□
大
谷
川
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ

(磐
梯
町

)
□

夜
の
森
桜
ま
つ
り

(富
岡
町

)
□

ゴ
リ
ラ
岩
に
会
い
に
行
こ
う
！

   
  名

峰
霊
山
ト
レ
ッ
キ
ン
グ

(伊
達
市

)
□

発
酵
す
る
温
泉
メ
シ
グ
ル
メ

と
土
湯
温
泉
街
散
策

(福
島
市

)

○
発
酵
ツ
ー
リ
ズ
ム

●
ふ
く
し
ま
の
酒
ま
つ
り
・

味
噌
醤
油

ま
つ
り
開
催
事
業

●
「
福
､
笑
い
」
を
使
用
し
た
お
に
ぎ
り

販
売

□
極
上
の
は
し
ご
酒

(会
津
若
松
市

)
□

復
活
の
浜
焼
き
と
「
常
磐
も
の
」

(相
馬
市

)
□

絶
景
・
絶
品
「
肉
フ
ェ
ス
」

 i
n

 
さ
く
ら
の
郷

(二
本
松
市

)
□

川
俣
シ
ャ
モ
ま
つ
り

(川
俣
町

)
□

ふ
く
し
ま
常
磐
も
の
全
力
提
供
宣
言

(福
島
県
旅
館
ホ
テ
ル
等
生
活
衛
生
同

業
組
合

)

○
ふ
く
し
ま
ア
ー
ト
ナ
イ
ト

ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
ツ
ア
ー
事
業

○
団
体
臨
時
列
車
事
業

（
ポ
ケ
モ
ン
ウ
ィ
ズ
ユ
ー
ト
レ
イ
ン
！

ふ
く
し
ま
復
興
ホ
ー
プ
列
車
）

○
エ
ク
ス
ト
リ
ー
ム
ツ
ー
リ
ズ
ム
ブ
ラ

ン
ド
強
化
事
業

●
ぐ
る
ぐ
る
ふ
く
し
ま
ア
ー
ト
ス
タ
ン

プ
ラ
リ
ー

●
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム

□
霧
幻
峡
ナ
イ
ト
ツ
ア
ー

(金
山
町

)
□

フ
ル
ド
ノ
タ
イ
ム

(古
殿
町

)
□

福
島
県
復
興
祈
念
公
園

(浪
江
町
・
双
葉
町

)

【
風
の
路
】

【
風
の
恵
】

【
風
の
香
】

＜
宣
伝
広
報
関
係
事
業
＞

○
ク
ロ
ス
メ
デ
ィ
ア
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

○
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
・
ク
ロ
ー
ジ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
開
催
事
業

○
ふ
く
し
ま
Ｄ
Ｃ
首
都
圏
主
要
駅
Ｐ
Ｒ
事
業

○
 ふ

く
し
ま
周
遊
ま
ち
歩
き
事
業

●
社
会
基
盤
施
設
等
探
訪
事
業

●
福
島
県
政
１
５
０
周
年
記
念
事
業

□
高
柴
デ
コ
屋
敷
～

「
き
つ
ね
面
」
絵
付
け
体
験

(郡
山
市

)
□

石
川
町
立
歴
史
民
俗
資
料
館

イ
シ
ニ
ク
ル

(石
川
町

)
□

伊
佐
須
美
の
杜

七
夕
祈
願
祭
・

御
涼
風
鈴

(会
津
美
里
町

)
□
「
な
じ
ょ
な
願
い
も
聞
き
な
さ
る
」

野
沢
の
山
の
神
様
・
大
山
祇
神
社

大
山
ま
つ
り

(西
会
津
町

)
□

相
馬
野
馬
追
ふ
く
し
ま

D
C
特
別
観
覧

席
(南

相
馬
市

)

【
風
の
詩
】

（
Ｒ
８
）
し
あ
わ
せ
の
風
ふ
く
し
ま

○
当
予
算
事
業

●
他
予
算
事
業

□
特
別
企
画

福
島
県
政

1
5

0
周
年
・
東
日
本
大
震
災

1
5
年
「
大
ゴ
ッ
ホ
展
（
夜
の
カ
フ
ェ
テ
ラ
ス
）
」

2
/2

1
～

5
/1

0
ふ
し
ぎ
な
生
き
物
「
ポ
ケ
モ
ン
」
と
不
思
議
な
宇
宙
の
謎
に
せ
ま
る
「
ポ
ケ
モ
ン
天
文
台
」

4
/1

1
～

6
/1

4
同
時
開
催

イ
ベ
ン
ト

＜
誘
客
対
策
事
業
＞

○
（
旅
行
商
品
造
成
）
広
告
費
用
補
助

〇
（
団
旅
行
者
向
け
）
貸
切
バ
ス
借
上
費
用
助
成
事
業

○
（

FI
T向

け
）
レ
ン
タ
カ
ー
利
用
者
助
成
事
業

＜
地
域
連
携
促
進
事
業
＞

○
お
も
て
な
し
推
進
事
業

〇
Ｄ
Ｃ
補
助
金
活
用
事
業
（
観
光
関
連
事
業
者
向
け
）

○
各
方
部
協
議
会
へ
の
支
援

Ｄ
Ｃ
は
国
内
最
大
級
の
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

【
開
催
期
間
】
令
和
8
年
4
月
1
日
（
水
）
～
6
月
3
0
日
(火
)

プ
レ
D
C
：
令
和
7
年
4
月
1
日
～
6
月
3
0
日

ア
フ
タ
ー
D
C
：
令
和
9
年
4
月
1
日
～
6
月
3
0
日
(採

択
結
果
は
３
月
頃
)

※
県
全
域
で
の
開
催
は
平
成

2
7
年
以
来

1
1
年
ぶ
り
。

D
C
開
催
期
間
中
の
入
込
数
目
標

令
和

7
年
度

1
5
,0

0
0
千
人

( 
実
績

1
5
,1

6
0
千
人

)
令
和

8
年
度

1
6
,0

0
0
千
人

令
和

9
年
度

1
7
,0

0
0
千
人

計
4
8
,0

0
0
千
人

Ｄ
Ｃ
テ
ー
マ

【
風
の
恵
】

～
自
然
の
魅
力
～

自
然
、
絶
景
、
温
泉

【
風
の
香
】

～
食
と
酒
の
魅
力
～

食
、
酒
、
発
酵

【
風
の
詩
】

～
歴
史
と
文
化
の
魅
力
～

歴
史
、
伝
統
、
文
化

【
風
の
路
】

～
体
験
と
復
興
の
魅
力
～

ア
ー
ト
、
体
験
、
復
興

（
観
光
関
連
団
体
推
進
事
業
）

ふ
く
し
ま
デ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業

「
し
あ
わ
せ
の
風
ふ
く
し
ま
」

【
募
集
期
間
】
令
和
６
年
６
月
２
８
日
～
７
月
３
１
日

【
応
募
総
数
】
３
，
３
６
８
件

※
令
和
６
年
８
月
に
開
催
さ
れ
た
選
考
委
員
会
を
経
て
決
定

6
6

7
,8

2
6
千
円

Ｄ
Ｃ
キ
ャ
ッ
チ
コ
ピ
ー

観
光
交
流
課

柱
Ⅴ

2-40



福
島
県
観
光
誘
客
促
進
事
業

観
光
交
流
課

ふ
く
し
ま

D
C
で
高
ま
っ
た
誘
客
効
果
を
今
後
の
観
光
誘
客
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
、
福
島
な
ら
で
は
の
地
域
資
源

や
歴
史
、
被
災
地
の
今
な
ど
、
観
光
の
魅
力
と
復
興
の
情
報
を
デ
ジ
タ
ル
を
活
用
し
な
が
ら
発
信
す
る
と
と
も
に
、
観

光
の
フ
ァ
ン
や
リ
ピ
ー
タ
ー
を
創
出
す
る
取
組
を
展
開
す
る
こ
と
で
、
恒
常
的
に
観
光
誘
客
や
県
内
周
遊
を
図
る
。

(
新

)
ふ

く
し

ま
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

推
進

事
業

県
政
１
５
０
年
、
震
災
後
１
５
年
を
テ
ー
マ

  
に
謎
解
き
・体
験
イ
ベ
ン
ト
を
設
定

⇒
 ﾌ

ｧ
ﾐ
ﾘ
ｰ層

（
リ

ピ
ー

タ
ー

）
を

中
心

に
、
楽

し
み

な
が

ら
学

び
、
周

遊
す

る
機

会
を

提
供

ふ
く

し
ま

周
遊

ま
ち

歩
き

事
業

・県
内
周
遊
型
謎
解
き
宝
探
し
イ
ベ
ン
ト
「コ
ー
ド

F
」シ
リ
ー
ズ
の
継
続
開
催

（マ
ッ
プ
等
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
推
進
）

①
ふ

く
し

ま
観

光
の

魅
力

ト
ッ

プ
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

事
業

・
首
都
圏
等
の
旅
行
会
社
に
対
し
て
、
知
事
や
県
内
観
光
事
業

者
等
が
観
光
の
魅
力
を
直
接
紹
介

②
デ

ジ
タ

ル
広

告
を

活
用

し
た

誘
客

促
進

事
業

・
イ
ン
フ
ル
エ
ン
サ
ー
の
発
信
や

S
N

S
等
で
の
デ
ジ
タ
ル
広
告

に
よ
り
四
季
折
々
の
魅
力
を
発
信
し
、
観
光
誘
客
を
促
進

③
Ｓ

Ｎ
Ｓ

等
を

活
用

し
た

観
光

リ
ピ

ー
タ

ー
創

出
事

業

(県
観
光
情
報
サ
イ
ト
「
ふ
く
し
ま
の
旅
」
In

s
ta

g
ra

m
を
活
用
）

・
フ
ォ
ロ
ワ
ー
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
夏
秋
冬

3
シ
ー
ズ
ン

1
回
実
施

・
S

N
S
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
で
フ
ォ
ロ
ワ
ー
を
獲
得

周
遊

情
報
発
信
と
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
連
携
で
相
乗
効
果
を
高
め
る

誘
客

誘
客

誘
客

周
遊

誘
客

都
内
で
観
光
商
談
会
を
開
催
し
、

県
内
各
地
の
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を

P
R

⇒
 魅

力
あ

る
旅

行
商

品
の

造
成

を
促

進

デ
ジ
タ
ル
媒
体
を
活
用
し
、
個
人
旅
行
者

等
に
響
く
方
法
で
観
光
の
魅
力
を
発
信

⇒
 来

て
･見

て
･体

験
す

る
き

っ
か

け
づ

く
り

（新
規

誘
客

）

本
県
観
光
の
フ
ァ
ン
（フ
ォ
ロ
ワ
ー
）向
け

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
切
れ
目
無
く
展
開

⇒
 観

光
フ

ァ
ン

の
拡

大
と

誘
客

促
進

、
繰

り
返

し
訪

れ
る

リ
ピ

ー
タ

ー
を

創
出

柱
Ⅴ
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令
和
8
年
度

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
施
策
概
要
（
福
島
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
復
興
対
策
事
業
）

対
象
市
場
(台

湾
・
タ
イ
・
ベ
ト
ナ
ム
・
豪
州
・
欧
米
)

の
ニ
ー
ズ
や
旅
行
形
態
を
踏
ま
え
た
現
地
目
線
に
よ

る
戦
略
的
な
情
報
発
信
と
効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

の
実
施

・
海
外
現
地
窓
口
を
活
用
し
た
誘
客
促
進

・
Ｗ
Ｅ
Ｂ
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活
用
、
旅
行
博
出
展
等
に
よ
る

本
県
魅
力
の
発
信
、
認
知
拡
大

２
受
入
体
制
強
化
事
業

多
言
語
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
改
修
・
運
用
・
情
報
整
備
、
SN
S

運
用
、
投
稿
素
材
の
収
集
・
編
集
等

４
福
島
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

誘
客
周
遊
促
進
事
業

旅
行
商
品
造
成
支
援

３
広
域
連
携
事
業

東
北
・
関
東
各
都
県
と
の
連
携
に
よ
る

「
面
」
で
の
情
報
発
信
・
誘
客
促
進

旅
行
会
社
へ
の

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

海
外
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
を
全
事
業
の
核
と
し
、
広
域
連
携
に
よ
る
誘
客
や
受
入
体

制
の
強
化
に
よ
り
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
誘
客
促
進
に
取
り
組
み
、
Ｒ
８
年
目
標
値
達
成

を
目
指
す
。

１
海
外
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

広
域
観
光
周
遊
ル
ー
ト
提
案
・
造
成
、

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

WE
Bサ

イ
ト
等
整
備

デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

SN
S情

報
発
信

連
携

連
携

観
光
情
報
整
備

根
強
い
風
評
の
払
拭

５
海
外
風
評
払
拭
情
報
発
信
事
業

風
評
の
影
響
が
残
る
韓
国
、
中
国
、

香
港
市
場
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た

情
報
発
信
と
誘
客
促
進

ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進

６
ホ
ー
プ
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

誘
客
事
業

福
島
の
光
と
影
を
海
外
に
向
け
正

し
く
情
報
発
信
す
る
こ
と
に
よ
る

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
客

令
和

8
年

 目
標
値

外
国
人
延
べ
宿
泊
者
数

3
4

.9
万
人
泊

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入
環
境
の
充
実

市
場
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

観
光
交
流
課

柱
Ⅴ
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①
（
一
部
新
）
国
際
定
期
路
線
利
用
促
進
事
業

予
算
額
：
4
9
0
,2
9
4
千
円

○
台
湾
便
の
運
航
継
続
に
向
け
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
支
援
強
化

台
湾
側
で
は
チ
ャ
ー
タ
ー
便
運
航
開
始
か
ら
5
年
間
は
運
航
を
継
続
す
る
意

向
を
示
し
て
い
る
。
こ
の
5
年
間
に
定
期
便
化
を
実
現
す
る
た
め
航
空
会
社
・

旅
行
会
社
に
対
す
る
運
航
支
援
を
継
続
し
、
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
支
援
を
強
化
し
、

搭
乗
率
の
向
上
を
目
指
す
。

一
方
で
、
福
島
か
ら
の
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
に
つ
い
て
は
、
ワ
ー
ル
ド
コ
ン
パ

ス
を
中
心
と
し
た
販
売
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
で
、
販
売
期
間
の
確
保
と
効
果

的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、
サ
マ
ー
ダ
イ
ヤ
期
間
の
旅
行
商
品
お
よ
び
Ｆ

Ｉ
Ｔ
の
販
売
率
の
向
上
を
目
指
す
。

②
（
一
部
新
）
国
際
チ
ャ
ー
タ
ー
便
運
航
・
定
期
路
線
再
開
等
支
援
事
業

予
算
額
：
1
5
3
,2
5
0
千
円

○
ベ
ト
ナ
ム
の
チ
ャ
ー
タ
ー
便
誘
致

ベ
ト
ナ
ム
・
東
ア
ジ
ア
等
か
ら
の
チ
ャ
ー
タ
ー
便
を
誘
致
し
、
交
流
を

継
続
す
る
た
め
、
旅
行
会
社
に
対
す
る
補
助
事
業
を
実
施
す
る
。
ベ
ト
ナ

ム
に
お
い
て
は
連
続
チ
ャ
ー
タ
ー
便
利
用
促
進
の
た
め
の
現
地
イ
ベ
ン
ト

を
実
施
す
る
。

○
新
規
市
場
開
拓

豪
州
、
イ
ン
ド
、
モ
ン
ゴ
ル
等
に
お
い
て
、
航
空
会
社
・
旅
行
会
社
へ

の
チ
ャ
ー
タ
ー
便
誘
致
の
働
き
か
け
を
実
施
す
る
と
と
も
に
本
県
を
P
R
す

る
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し
て
チ
ャ
ー
タ
ー
便
就
航
を
目
指
す
。

主
に
台
湾

主
に
ベ
ト
ナ
ム
・
新
規
路
線

福
島
空
港
国
際
定
期
路
線
等
開
設
・
再
開
事
業

空
港
交
流
課

【
台
湾
】

⚫
東
日
本
大
震
災
以
降
、
上
海
便
、
ソ
ウ
ル
便
の
運
航
休

止
以
降
、
初
め
て
の
定
期
便
就
航
に
向
け
、
令
和
6
年
1

月
か
ら
週
2
便
で
の
チ
ャ
ー
タ
ー
便
運
航
が
開
始
。

⚫
2
0
2
4
年
に
続
き
、
2
0
2
5
サ
マ
ー
ダ
イ
ヤ
に
お
い
て
も

4
～
7
月
は
厳
し
い
搭
乗
率
が
続
き
、
台
湾
便
を
継
続
す

る
う
え
で
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

⚫
2
0
2
5
ウ
イ
ン
タ
ー
ダ
イ
ヤ
に
つ
い
て
は
、
週
2
便
の
運

航
が
継
続
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⚫
台
湾
に
お
い
て
は
、
原
発
事
故
に
起
因
す
る
本
県
へ
の

風
評
被
害
は
比
較
的
少
な
い
も
の
の
、
風
評
自
体
は
存

在
し
て
お
り
、
他
県
に
比
べ
て
本
県
が
不
利
な
状
況
は

続
い
て
い
る
。

⚫
チ
ャ
ー
タ
ー
便
運
航
継
続
及
び
将
来
的
な
定
期
便
化
に

向
け
て
、
国
と
の
調
整
の
他
、
航
空
会
社
・
旅
行
会
社

を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
風
評
の
存
在
を
踏
ま
え
て
プ

ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
ベ
ト
ナ
ム
】

⚫
コ
ロ
ナ
禍
以
降
、
初
の
国
際
チ
ャ
ー
タ
ー

便
が
運
航
さ
れ
る
な
ど
、
春
や
秋
の
時
期

を
中
心
に
連
続
チ
ャ
ー
タ
ー
便
の
運
航
が

継
続
さ
れ
て
き
た
。

⚫
R
6
.9
の
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
で
は
、
ベ
ト

ト
ラ
ベ
ル
グ
ル
ー
プ
と
の
M
O
U
を
締
結

し
、
併
せ
て
R
7
春
の
連
続
チ
ャ
ー
タ
ー

運
航
に
つ
い
て
合
意
さ
れ
た
。

⚫
ベ
ト
ナ
ム
国
内
で
は
、
福
島
旅
行
商
品
の

購
買
層
が
富
裕
層
か
ら
中
間
層
に
移
っ
た

こ
と
や
、
定
期
便
の
低
価
格
化
で
チ
ャ
ー

タ
ー
便
と
の
価
格
差
が
広
が
っ
た
こ
と
な

ど
か
ら
、
チ
ャ
ー
タ
ー
便
の
旅
行
商
品
の

販
売
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
。

⚫
ベ
ト
ナ
ム
で
の
景
気
悪
化
に
伴
い
訪
日
旅

行
全
体
が
低
調
。

【
東
ア
ジ
ア
、
そ
の
他
の
地
域
】

⚫
東
日
本
大
震
災
以
降
、
上
海
便
、
ソ
ウ
ル

便
は
運
航
休
止
が
継
続
し
て
お
り
、
国
際

定
期
便
の
運
航
は
な
い
状
態
に
あ
る
。

⚫
R
8
年
5
月
に
約
7
年
ぶ
り
に
モ
ン
ゴ
ル

チ
ャ
ー
タ
ー
便
が
、
７
月
と
1
0
月
に
は

約
９
年
ぶ
り
に
韓
国
チ
ャ
ー
タ
ー
便
の
運

航
が
決
定
し
た
。

⚫
新
た
な
チ
ャ
ー
タ
ー
便
運
航
に
向
け
て
、

R
7
に
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
を
行
っ
た
豪
州

や
、
イ
ン
ド
な
ど
の
新
規
市
場
の
開
拓
も

進
め
る
必
要
が
あ
る
。

福
島
空
港
国
際
線
の
経
過
と
現
状

事
業
一
覧

柱
Ⅴ
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ふ
く
し
ま
の
酒
・
味
噌
醤
油
ま
つ
り
開
催
事
業

※
本
番
D
C
連
携
事
業

（
5
2
,5
8
0
千
円
）

重
2

0
-3

観
光
交
流
局

■
事
業
概
要

〇
令
和
８
年
の
ふ
く
し
ま
Ｄ
Ｃ
を
契
機
に
、
「
ふ
く
し
ま
の
酒
」
の
魅
力
や
お
い
し
さ
を
発
信
し
、
県
産
酒
等
を
フ
ッ
ク
と
し
た
更
な
る
県
産
品
の

消
費
拡
大
及
び
県
内
外
か
ら
観
光
誘
客
を
図
る
た
め
ふ
く
し
ま
Ｄ
Ｃ
開
催
期
間
中
に
県
内
に
て
ふ
く
し
ま
の
酒
・
味
噌
醤
油
ま
つ
り
を
実
施
す
る
。

■
現
状
・
課
題

〇
県
産
日
本
酒
出
荷
量
の
減
少
し
て
お
り
、
国
内
に
お
け
る
消
費
拡
大
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
福
島
県
清
酒
課
税
移
出
数
量
：

8
,4

0
7
㎘
（

R
4
）
、

8
,3

8
3
㎘
（

R
5
）
、

8
,0

7
4
㎘
（

R
6
）
）

○
県
産
日
本
酒
の
３
年
ぶ
り
全
国
新
酒
鑑
評
会
金
賞
受
賞
数
日
本
一
達
成
や
、
味
噌
・
醤
油
の
全
国
品
評
会
等
に
お
け
る
多
く
の
受
賞
な
ど
、
全
国

で
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
が
、
認
知
度
が
十
分
で
は
な
く
、
ブ
ラ
ン
ド
力
の
強
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

○
露
出
機
会
が
少
な
く
、
県
産
日
本
酒
等
に
接
す
る
機
会
が
少
な
い
。

■
対
策

県
産
日
本
酒
等
を
フ
ッ
ク
に
ふ
く
し
ま
の
酒
を
今
ま
で
知
ら
な
か
っ
た
層

及
び
既
存
の
ふ
く
し
ま
の
酒
フ
ァ
ン
双
方
を
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た

「
ふ
く
し
ま
の
酒
・
味
噌
醤
油
ま
つ
り
」
の
開
催

県
産
日
本
酒
等
の
ブ
ラ
ン
ド
力
強
化

県
内
外
の
方
々
が
接
す
る
機
会
の
創
出

■
取
組
概
要

【
ふ
く
し
ま
の
酒
・
味
噌
醤
油
ま
つ
り
の
開
催
】

開
催
時
期
：
令
和
８
年
６
月
の
２
日
間
（
ふ
く
し
ま

D
C
期
間
中
）

会
場
：
県
内
１
会
場

※
想
定
は
郡
山
市
ビ
ッ
ク
パ
レ
ッ
ト
ふ
く
し
ま

来
場
目
標
：

1
7
,0

0
0
人
（
２
日
間
）

事
業
内
容
：
㋐
各
種
出
店
ブ
ー
ス
の
設
置

・
日
本
酒
を
は
じ
め
県
産
酒
、
味
噌
、
醤
油
、
菓
子
、
ス
イ
ー
ツ
、
グ
ル
メ
な
ど
を
様
々
な
ブ
ー
ス
設
置

・
日
本
酒
、
味
噌
、
醤
油
ブ
ー
ス
を
設
け
来
場
者
に
「
醸
造
王
国
ふ
く
し
ま
」
を
訴
求

・
酒
蔵
ブ
ー
ス
は
蔵
元
を
招
へ
い
し
、
来
場
者
へ
直
接
商
品
を
提
供

・
市
町
村
ブ
ー
ス
を
設
置
し
、

D
C
に
お
け
る
観
光
誘
客
の
た
め
の

P
R
を
実
施

㋑
ス
テ
ー
ジ
イ
ベ
ン
ト

・
来
場
者
が
参
加
で
き
る
利
き
酒
・
利
き
味
噌
大
会
を
実
施

・
お
笑
い
芸
人
に
よ
る
ス
テ
ー
ジ
シ
ョ
ー

消
費
拡
大

【
Ｄ
Ｃ
企
画
】
（
予
定
）

・
選
べ
る
特
典
付
き
プ
レ
ミ
ア
ム
チ
ケ
ッ
ト

・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

・
日
本
酒
等
各
種
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

・
首
都
圏
か
ら
の
旅
行
商
品
造
成

（
県
産
品
国
内
販
路
拡
大
・
情
報
発
信
事
業
）

「
酒
処
ふ
く
し
ま
」
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

8
7
,3
1
2
千
円

県
産
品
振
興
戦
略
課

柱
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県
産
品
海
外
販
路
拡
大
事
業

１
８
４
，
８
８
２
千
円

国
庫
：

1
2

2
,7

5
3
千
円

一
財
：

6
2

,1
2

9
千
円

事
業
の
概
要

東
日
本
大
震
災
に
伴
う
AL
PS
処
理
水
の
影
響
を
含
め
た
原
子
力
災
害
か
ら
、
本
県
の
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
の
回
復
や
風
評
払
拭
を
行
う
た
め
に
、

「
県
産
品
振
興
戦
略
」
に
基
づ
き
、
食
の
安
全
・
安
心
に
加
え
、
品
質
の
高
さ
や
お
い
し
さ
な
ど
の
県
産
品
の
魅
力
を
海
外
に
発
信
す
る
と
と
も
に
、

県
産
品
の
販
路
拡
大
を
図
る
。

県
産
品
ト
ッ
プ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

県
産
品
の
積
極
的
な
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
輸

入
規
制
を
継
続
す
る
国
等
を
含
め
た
全
世
界
へ
県
産
品
の
安
全
性
や
魅
力
等

を
積
極
的
に
発
信
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
①
県
産
品
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
〔
知
事
等
対
応
〕
】

関
税
措
置
等
で
揺
れ
動
く
米
国
や
輸
入
規
制
撤
廃
の
見
込
み
で
あ
る
台
湾

等
に
お
い
て
、
知
事
等
が
海
外
へ
渡
航
し
、
本
県
が
誇
る
県
産
品
の
魅
力
を

直
接
発
信
す
る
。

【
②
欧
州
向
け
県
産
品
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
】

【
➂
豪
州
向
け
県
産
品
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
】

ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
で
構
築
し
た
現
地
流
通
関
係
事
業
者
等
と
の
信
頼
関
係

を
強
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
、
現
地
飲
食
店
や
小
売
店
と
連
携
し
た

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
。

【
国
地
域
（
品
目
）
：
豪
州
（
酒
・
牛
肉
）
、
英
国
（
加
工
食
品
）
、

オ
ラ
ン
ダ
・
ド
イ
ツ
等
（
酒
・
加
工
食
品
）
、

ス
ペ
イ
ン
（
酒
・
加
工
食
品
）

現 状 ・ 課 題

・
人
口
減
少
に
伴
う
国
内
消
費
量
の
減
少
が
懸
念
さ
れ
る
中
、
今
な
お
増
加
す
る
世
界
人
口
を
新
た
な
市
場
と
し
て
捉
え
る
必
要
が
あ
る
。

・
令
和
３
年
度
に
米
国
に
お
い
て
原
発
事
故
に
伴
う
輸
入
規
制
が
撤
廃
さ
れ
、
令
和
５
年
度
に
は
E
Uに

お
い
て
同
様
に
輸
入
規
制
が
撤
廃
さ
れ
、
令
和
７
年
度
に

は
台
湾
に
お
い
て
輸
入
規
制
の
撤
廃
見
込
み
で
あ
る
。

・
一
方
、
一
部
の
国
や
地
域
に
お
い
て
は
A
LP
S処

理
水
の
海
洋
放
出
に
よ
る
輸
入
規
制
が
強
化
さ
れ
る
な
ど
、
輸
出
へ
の
影
響
が
憂
慮
さ
れ
る
。

・
ま
た
、
昨
今
の
日
本
国
内
に
お
け
る
主
食
用
米
の
不
足
に
伴
う
価
格
高
騰
に
よ
り
、
米
の
輸
出
量
の
維
持
が
厳
し
い
見
込
み
と
な
っ
て
い
る
。

・
米
国
関
税
対
策
と
し
て
、
引
き
続
き
米
国
向
け
の
販
路
・
販
売
拡
大
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
米
国
以
外
の
販
路
に
つ
い
て
も
取
組
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

県
産
農
産
物
等
販
路
拡
大
事
業

米
、
果
物
や
牛
肉
等
の
本
県
が
誇
る
農
産
物
や
水
産
物
（
常
磐
も
の
ブ
ラ
ン
ド
）

に
つ
い
て
他
産
地
と
の
差
別
化
を
行
い
な
が
ら
、
更
な
る
販
路
拡
大
と
需
要
喚
起
を

行
う
こ
と
で
、
風
評
払
拭
及
び
輸
出
拡
大
を
図
る
。

【
国
地
域
（
品
目
）
：
米
国
（
米
・
果
物
・
牛
肉
）
、
台
湾
（
果
物
）
、

タ
イ
（
果
物
・
水
産
物
）
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
（
果
物
）
、

豪
州
（
水
産
物
）
、
英
国
（
米
）
】

ふ
く
し
ま
の
酒
販
路
拡
大
事
業

全
国
新
酒
鑑
評
会
で
金
賞
受
賞
数
日
本
一
を
奪
還
し
た
ほ
か
、
海
外
の
鑑
評
会
等

に
お
い
て
も
多
く
の
銘
柄
が
受
賞
し
、
国
内
外
で
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
ふ
く
し
ま

の
酒
の
魅
力
を
発
信
し
、
更
な
る
輸
出
拡
大
を
図
る
。

【
国
地
域
：
米
国
、
台
湾
、
フ
ラ
ン
ス
】

ま
た
、
輸
出
に
取
り
組
み
た
い
県
内
事
業
者
に
向
け
た
セ
ミ
ナ
ー
を
関
係
機
関
と

連
携
し
な
が
ら
開
催
す
る
と
と
も
に
、
国
内
輸
出
展
示
会
に
県
ブ
ー
ス
を
出
展
す
る
。

課
題
解
決
の
た
め
に

新
た
な
関
係
性
構
築

信
頼
関
係
の
強
化

ふ
く
し
ま
の
酒

輸
出
促
進

農
産
物
・
水
産
物

輸
出
促
進

事
業
の
成
果

県
産
品
の
輸
出
促
進
及
び
海
外
で
の
福
島
県
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
イ
メ
ー
ジ
認
知
度
向
上
し
、

県
産
品
輸
出
額
１
９
億
円
（
令
和
1
2年

度
目
標
）
の
達
成
す
る

柱
Ⅴ

県
産
品
振
興
戦
略
課
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

１ 避難地域等復興加速化プロジェクト

避難地域及び浜通り地域の復興を加速するため、復興拠点や広域インフラの整備のほか、産業・なりわいの再生を進め
ていくとともに、福島イノベーション・コースト構想の実現など、世界のモデルとなる地域を築いていくための取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 安心して暮らせるまちの復興・再生

復興まちづくり加速支援事
業

継
続

商工労働部
商業まちづくり課

避難解除等区域において、帰還した住民の生活
安定に必要不可欠な商業施設を整備し、商業者
等に施設を貸与又はその管理運営を委託する市町
村に対し、初期段階経費の一部を補助することで、
復興に向けた商業機能の確保を図る。

53,566

② 産業・なりわいの復興・再生

該当事業なし

③ 魅力あふれる地域の創造

地域復興実用化開発等
促進事業

継
続

商工労働部
産業振興課

福島イノベーション・コースト構想の重点分野につい
て、地元企業又は地元企業との連携等による地域
振興に資する実用化開発等の費用を補助する。ま
た、実用化開発プロジェクト等における各種課題の
抽出・解決を図り、事業化に向けた伴走支援を行う。

7,618,000

イノベーション創出プラット
フォーム事業

継
続

商工労働部
産業振興課

イノベ地域が「あらゆるチャレンジが可能な地域」と
なるよう、産業・金融・行政等からなる連携体制（プ
ラットフォーム）により、プロジェクトの掘り起こしからビ
ジネスプランの磨き上げ、専門家による助言・指導等
を一体的に支援する。

350,978

エネルギー・環境・リサイクル
関連産業推進事業

一
部
新
規

商工労働部
次世代産業課

福島イノベーション・コースト構想のエネルギー・環
境・リサイクル分野において、浜通り地域等への関連
産業の育成・集積を図るため、産学官、動静脈産
業の連携拡大や太陽光パネルリサイクル等の事業
化促進に向けた取組を行う。

116,500

浜通り地域等交流人口・
消費拡大支援事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

浜通り地域等15市町村が抱える地域課題解決
に寄与する取組のほか、地元事業者等による来訪コ
ンテンツ開発や広域マーケティングの取組を支援し、
交流人口拡大につなげ、地域の産業復興の加速及
び移住定住の促進を図る。

993,850
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

２ 人・きずなづくりプロジェクト

復興を担う人材を育成するため、心豊かなたくましい人づくりや産業人材育成の取組を進める。また、ふるさとのきずなや福
島を応援してくださる方々とのご縁を深めるとともに、復興へ歩む福島の姿や魅力を県内外へ戦略的に情報発信し風評払
拭の取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり

該当事業なし

② 復興を担う心豊かなたくましい人づくり

該当事業なし

③ 産業復興を担う人づくり

ふくしま水素エネルギー人材
育成事業

継
続

商工労働部
産業人材育成課

水素エネルギーや燃料電池など水素の利活用に
関する各種講座や課題製作を通して若年者等の理
解醸成を図るとともに、水素関連産業への新規参
入や事業拡大を目指す県内企業における水素関
連人材を育成する。

38,008

福島イノベ構想推進産業
人材確保事業

継
続

商工労働部
産業人材育成課

福島イノベーション・コースト構想に資する人材を確
保するため、工業系の高校等に対して、企業見学や
企業説明会等を実施する。

36,539

④ ふくしまをつなぐ、きずなづくり

該当事業なし

３ 安全・安心な暮らしプロジェクト

被災地域等における安全・安心な暮らしを確保するため、公共交通の維持や県民の健康保持、県内外の避難者の生活
再建や帰還に向けた取組を進めるとともに、環境や防災・災害対策に配慮したまちづくりの取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 安全・安心に暮らせる生活環境の整備

復興雇用支援事業
継
続

商工労働部
雇用労政課

被災求職者の次の雇用までの一時的な雇用の場を
確保し、生活の安定を図るとともに、産業施策と一体
となって被災求職者の雇入経費等を助成することによ
り、安定的な雇用を支援する。

1,558,123

② 帰還に向けた取組・支援、避難者支援の推進

該当事業なし

③ 環境回復に向けた取組

該当事業なし

④ 心身の健康を守る取組

該当事業なし

⑤ 復興を加速するまちづくり

該当事業なし

⑥ 防災・災害対策の推進

該当事業なし
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト

持続可能で魅力的な産業による復興を図るため、福島イノベーション・コースト構想等の推進による新産業の
創出や、農林水産業、観光産業、製造業など県内産業の再生・振興を促進する取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 中小企業等の振興

原子力災害被災事業者
事業再開等支援事業

継
続

商工労働部
産業振興課

避難地域12市町村で被災した中小企業・小規模
事業者に対して、事業再開等に要する費用の一部
を補助することにより、事業・生業の再建に向け
た取組を促進する。

590,705

原子力災害被災地域創
業等支援事業

継
続

商工労働部
産業振興課

避難地域12市町村において、民間団体等が行
う新規創業や事業展開等に要する費用の一部を
補助することにより、働く場・買い物をする場など、
まち機能の早期回復を図る。

456,719

中小企業等グループ施
設等復旧整備補助事業

継
続

商工労働部
産業振興課

東日本大震災及び原発事故により甚大な被害
を受けた中小企業者等に対して、中小企業等グ
ループによる一体的な復旧・復興事業の経費の一
部を補助し、事業再開を促進する。

156,950

震災関係制度資金推進
事業

継
続

商工労働部
経営金融課

東日本大震災により事業活動に影響を受けた事
業者の資金繰りを支援する「ふくしま復興特別資
金」の利活用推進を図る。

439,381

ふくしま復興特別資金
継
続

商工労働部
経営金融課

東日本大震災により事業活動に影響を受けた中
小企業者の復旧復興に係る資金繰り支援を行う。

43,439,0
00

福島県オリジナル清酒
製造技術の開発

継
続

商工労働部
産業振興課

「うつくしま夢酵母」、「うつくしま煌酵母」をはじ
めとする県オリジナル酵母と県産酒造好適米を
用いた清酒の最適な製造技術等を酒造メーカー
へ技術移転し、県産清酒の多様化と更なる高品質
化を図る。

16,300

② 新たな産業の創出・国際競争力の強化

福島イノベーション・コー
スト構想産業集積推進
事業

継
続

商工労働部
企業立地課

福島イノベーション・コースト構想の実現に向け
て中核的な機能を担う「（公財）福島イノベーショ
ン・コースト構想推進機構」に事業を委託し、東日
本大震災及び原子力災害により産業基盤が失わ
れた浜通り地域等の復興及び再生、さらには本県
の社会経済の発展に向けたプロジェクトの推進を
図る。

40,432

廃炉関連産業集積基盤
構築事業

継
続

商工労働部
産業振興課

福島イノベーション・コースト構想の重点分野で
ある廃炉関連産業の集積を図るため、地元企業
の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサ
ポート事務局の運営や元請企業とのマッチング等
を行う。

101,519

チャレンジふくしま「ロ
ボット産業革命の地」創
出事業

一
部
新
規

商工労働部
次世代産業課

ロボットや要素技術の研究開発、メードインふく
しまロボットの導入助成、ロボットフェスタの開催、
協議会の運営の他、社会実装に向けた実証試験、
海外販路拡大、事業者間連携体制構築、国家戦略
特区活用の推進への支援を行い、ロボット関連産
業の育成・集積を図る。

484,334
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

② 新たな産業の創出・国際競争力の強化

航空宇宙産業集積推進
事業

一
部
新
規

商工労働部
次世代産業課

今後の成長が期待される航空宇宙産業の集
積に向けて、専門家派遣による認証取得支援や
各種研修及び設備導入補助、取引拡大支援とし
て商談会出展支援等を実施する。

179,983

福島新エネ社会構想等
推進技術開発事業

継
続

商工労働部
次世代産業課

福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の
連携により県内企業の技術高度化等を支援す
るとともに、福島再生可能エネルギー研究分野
（FREA）の研究開発機能について、最先端分野
に展開・高度化を図ることなどにより、再生可
能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を推
進する。

1,266,769

再エネ関連産業産学官
連携・販路拡大促進事業

継
続

商工労働部
次世代産業課

「福島新エネ社会構想」の実現に向けて、再生
可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を
進めていくため、「エネルギー・エージェンシーふ
くしま」を核として、ネットワークの構築、新規参
入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海
外展開を一体的・総合的に支援する。

311,211

カーボンニュートラル・水
素関連産業推進事業

継
続

商工労働部
次世代産業課

2050年カーボンニュートラルの達成と水素
社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素
関連分野における技術開発に向けた取組や産
学連携による水素関連研究等の取組を支援す
るとともに、関連分野を担う人材の育成に取り
組む。

33,560

福島水素サプライチェー
ン構築事業

継
続

商工労働部
次世代産業課

再エネ由来水素製造施設で製造された水素を
「はこぶ」「つかう」取組みに対し補助を行い、水
素需要・利用の拡大を図り、県内におけるより
強靱な水素サプライチェーンを構築する。

751,183

福島県地方大学・地域産
業創生プロジェクト

継
続

商工労働部
次世代産業課

県、福島大学、県内企業の産学官が連携して
バイオマス由来水素・炭化物製造システムの研
究開発を始めとした水素関連技術の研究開発
や人材育成に関する取組を行うことで、県内企
業の水素関連技術の向上と高度人材育成を図
る。

981,928

創薬関連企業の集積と
コミュニティ化基盤整備
事業

新
規

商工労働部
医療関連産業
集積推進室

浜通り地域に集積した創薬関連産業企業等が
本地域に定着し、事業を継続・発展させ、さらな
る関連企業の本地域への進出を促進するため、
コミュニティ形成とバイオ人材育成に視点をお
いた基盤整備と支援を実施する。

99,389

チャレンジふくしま成長
分野産業グローバル展
開事業

継
続

商工労働部
医療関連産業
集積推進室

今後の成長が見込まれる医療機器における海
外市場への県内企業の販路拡大を促進すると
ともに、本県の東日本大震災からの復興状況に
ついて海外へ情報発信する。

72,827
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

② 新たな産業の創出・国際競争力の強化

ふくしまとともに創る医
療機器生産促進事業

一
部
新
規

商工労働部
医療関連産業
集積推進室

県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等
とのマッチング支援、競争力強化支援及び新規
参入支援を実施することにより、多様な主体と
の連携を図り事業化を促進させ、医療機器生産
額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増
加へ向けた取組を行う。

228,160

ふくしま医療機器開発支
援センター運営強化事業

継
続

商工労働部
医療関連産業
集積推進室

本県産業振興施策の重点分野の一つである医
療関連産業を推進する拠点として整備された、
ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制
の強化を進める。

573,570

③ 農林水産業の振興

該当事業なし

④ 観光業の振興

ホープツーリズム運営・
基盤整備事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

ホープツーリズム関連情報等を整理・集積した
総合窓口の運営と情報発信を行うとともに、
ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向け、旅
行商品造成支援等を実施し、広く誘客を図る。
また、インバウンドの来訪も増加していることか
ら、多言語ガイドの育成等の取組によりインバウ
ンド誘客を図る。

216,659

ホープツーリズム拡充等
浜通り観光支援事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

サイクリングやキャンプなど、一般観光をフッ
クとした新たな個人向けホープツーリズムによ
る誘客を目指すことにより、浜通りにおける関
係人口の拡大と観光需要の拡大を図る。

146,000
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

６ 豊かなまちづくりプロジェクト

暮らしの豊かさを実感できる地域をつくるため、住民主体の個性と魅力にあふれる地域づくりを支援するとともに、地域医療
体制の充実やインフラ基盤の整備、エネルギーの地産地消など、環境と調和し、暮らしの安全・安心を確保する取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 安全・安心で魅力的な暮らしの実現

まちなか賑わい創業促進事
業

一
部
新
規

商工労働部
商業まちづくり課

来街者が減少しまちなかのにぎわいが失われている
中、まちなかの担い手となる創業者の発掘と育成を図
るとともに、商店街や市町村等と連携し、こうした人材
の受け入れの場や活躍の場の創出・強化を支援する
ことにより、まちなかの魅力向上やにぎわいの創出を推
進する。

5,062

② 環境と調和・共生する暮らしの実現

該当事業なし

③ 過疎・中山間地域の振興

該当事業なし

５ 輝く人づくりプロジェクト

一人ひとりが生き生きと活躍できる社会をつくるため、全国に誇れる健康長寿県を目指して取り組むとともに、
結婚・出産・子育てへの切れ目ない支援や社会的弱者へのサポート、充実した教育環境の整備等の取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 出会い・結婚・妊娠・出産・子育て支援の充実

該当事業なし

② 健康長寿社会の実現

高齢者就業拡大支援事業
継
続

商工労働部
雇用労政課

就業希望者の掘り起こしを行い、マッチング支
援員によるマッチングによる高齢者の就業促進
を図るとともに、成長産業等で働く若者や女性
等の職場定着が図られるよう、家事・育児・介護
等の分野で活躍できる高齢者向け就業支援講
習の充実により就業促進を図る。

34,546

③ 教育の充実

該当事業なし

④ 誰もが活躍できる社会の実現

多様な人材活用促進事業
継
続

商工労働部
雇用労政課

人手不足解消の手段として、多様な人材を活
用することを企業が認識するワークショップ形
式セミナー及び出張相談会を実施する。また、
選択肢の一つとなる外国人雇用に対する企業
向け相談窓口を機能強化し、基本的知識の習得
や採用から定着まで一体的に支援を実施する。

22,408
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

７ しごとづくりプロジェクト

魅力的で安定した仕事をつくるため、新産業の創出・集積や既存産業の振興による産業基盤の安定・強化を
図るとともに、多様な産業分野の人材育成支援や若者の定着・還流の促進等の取組を進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 働き方改革の推進

『感働！ふくしま』プロ
ジェクト
（魅力ある職場づくり事
業）

一
部
新
規

商工労働部
雇用労政課

人口減少が進み、若者、特に女性の県外流出が
顕著な本県において、若者に「選ばれる」働く場を
確保するため、企業の働き方改革や女性活躍に向
けた意識改革、奨励金や助成金による職場環境整
備、キャリアアップ支援、認証・表彰制度を組み合
わせ、総合的に展開する。

204,997

② 若者の定着・還流の促進

『感働！ふくしま』プロ
ジェクト
（情報発信事業）

一
部
新
規

商工労働部
雇用労政課

県内企業や福島で働くイメージが持てる情報の
発信について、企業や関係機関等と総合的に展開
し、若者目線で届けていくことで、県内定着・還流
を促進する。

166,698

『感働！ふくしま』プロ
ジェクト
（気づき・体験機会創出
事業）

一
部
新
規

商工労働部
雇用労政課
産業人材育成

課

小中学生向け企業見学や親子職業体験イベント、
高校生向け企業ガイダンス、大学生及び社会人向
け企業体験ツアーなど、将来を担う若い世代に対
して県内企業を認知し体験する機会を創出するこ
とで、県内就職に向けた関心向上を図る。

244,954

『感働！ふくしま』プロ
ジェクト
（就職マッチング事業）

一
部
新
規

商工労働部
雇用労政課

東京や県内に設置した窓口におけるきめ細かな
就職相談やマッチング支援等を行うとともに、現
在の若年求職者の傾向を踏まえた求人情報発信、
インターンシップ等の実施促進を行う。

300,879

将来を担う産業人材確保
のための奨学金返還支援
事業

継
続

商工労働部
雇用労政課

本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するた
め、県内就職する学生及び県外から就職する若者
に対し、奨学金の返還支援を行う。

168,864

ふくしまで働く医療関連
産業次世代人材育成事業

継
続

商工労働部
医療関連産業
集積推進室

中高生・大学生等に対して、医療機器開発・生産
の最前線を見学、体験する機会を提供し医療機器
関連産業への興味を醸成し、将来の職業選択の段
階まで繋げるとともに、当該関連企業に必要な実
践的な人材を育成する。

39,807

③ 中小企業等の振興

『感働！ふくしま』中小企
業上場支援事業

継
続

商工労働部
経営金融課

魅力ある県内企業の増加を図るため、県内中小
企業の株式上場支援や県外企業の本社機能移転
促進を目的として、県内金融機関等と連携して専
門家によるセミナーを実施するとともに、上場準
備段階での必要経費の一部を補助する。

28,210

中小企業「賃金ＵＰ」応援
事業

新
規

商工労働部
経営金融課

企業に対し、生産性向上計画の策定・実施など生
産性向上に向けた専門家による伴走支援や経費
支援を行うとともに、企業の価格交渉力等向上に
むけたセミナーの開催や伴走支援、事業者・消費
者双方の理解醸成を図るための広報等の実施に
より価格転嫁を促進し、企業の稼ぐ力の向上を支
援する。

454,691
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

７ しごとづくりプロジェクト

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

③ 中小企業等の振興

中小企業「売上げＵＰ」応
援事業

新
規

商工労働部
経営金融課

県内中小企業の販路開拓や取引拡大の支援
を強化するため、本県中小企業支援を先導する
産業振興センターに対し、県内中小企業の国内
外への展示会出展支援や商談会の開催及び発
注開拓推進員等による発注企業の新規掘り起
こしに必要な経費を補助する。

108,910

中小企業制度資金貸付金
継
続

商工労働部
経営金融課

中小企業の置かれている金融面での不利な状
況を緩和するため、事業資金を提供し、中小企
業の経営基盤の強化を図る。

64,697,000

ふくしま事業承継等支援
事業

継
続

商工労働部
経営金融課

県内中小企業・小規模事業者の事業承継等の
課題に対し、県及び商工会、商工会議所、金融
機関他中小企業支援機関が連携して支援を行
うことにより、県内事業者の事業継続と今後の
維持発展を図る。

3,543,541

福島県プロフェッショナ
ル人材戦略拠点事業

継
続

商工労働部
経営金融課

地域と企業の成長戦略の実現のため、福島県
プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し県の
各種事業と連携を図りながら、専門的な技術・
知識を持つ「プロフェッショナル人材」のUIJ
ターンを促進する。

76,604

ふくしま小規模企業者等
いきいき支援事業

継
続

商工労働部
経営金融課

小規模企業者、商店街等の創意工夫ある取組
に対し、商工会、商工会議所、中央会が連携して、
計画づくりから事業実施後のフォローアップま
で、一体的な支援を行うために必要な経費の一
部を補助する。

59,432

中小事業者経営継続支援
事業

継
続

商工労働部
経営金融課

多発する自然災害、物価高騰や人件費の上昇
などにより経営支援を必要としている中小事業
者からの相談に対応し、地域の支援機関と連携
して事業継続に向けた支援を行う。

35,824

デジタル技術を活用した
ものづくり企業のスマー
ト化支援事業

継
続

商工労働部
産業振興課

ものづくり企業のデジタル技術の導入・活用
による省力化・スマート化を図るため、ハイテク
プラザの実証設備やコーディネータの活用等に
よる技術支援を実施する。また、地域産業の魅
力向上を図るため、日本酒生産工程へのIoT技
術の導入等による支援体制の構築を行う。

67,201

企業価値向上推進事業
継
続

商工労働部
経営金融課
産業振興課

県内の中小企業が下請け企業から脱却し、成
長していくために、自社製品開発を推進すると
ともに、無形資産である知的財産への意識を高
めることにより、企業価値の向上を図る。

57,767

ものづくり技能継承支援
事業

継
続

商工労働部
産業人材育成

課

県内中小製造業に対し、ITを活用した効果的
な知識・技能の継承を支援し、企業競争力強化
を図るとともに、併せて県内IT産業の活性化を
目指すもの。

39,204
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

７ しごとづくりプロジェクト

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

③ 中小企業等の振興

エアロスペース人材育成
事業

継
続

商工労働部
産業人材育成

課

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能
者育成プログラムを開発するとともに、企業在
職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業
において活躍できる県内若年技術者の育成を
図る。

51,803

④ 新産業の創出、企業誘致、起業・創業の推進

次世代モビリティ・EV参
入促進事業

継
続

商工労働部
企業立地課

本県の主要産業である自動車関連企業の持
続的発展を促進するため、電動化対応や次世代
モビリティ等の業界の潮流に合わせた支援を実
施する。

22,575

女性活躍オフィス立地促
進事業

継
続

商工労働部
企業立地課

県内における女性の定着を促すため、企業に
よるオフィス等の新たな設置を促進させ、女性
の「働く場」を創出するとともに、県内産業の活
性化を図る。

30,100

地方拠点強化推進事業
継
続

商工労働部
企業立地課

本社機能移転の促進および地元雇用の創出
を図るため、県内に特定業務施設を整備する際
の建物及び設備の新設、増設又は取得に要する
投下固定資産額の一部を支援する。

26,100

起業・新事業創出支援事
業

継
続

商工労働部
産業振興課

地域課題を解決し、地域経済成長の原動力と
なるチャレンジ精神あふれる起業家等による新
事業の創出、起業の促進を図り、「スタートアッ
プの地ふくしまの創造」を目指す。

216,392

スタートアップ創出事業
継
続

商工労働部
産業振興課

県外から優れた技術等を有するスタートアッ
プやその支援者等をイノベ地域に呼び込むため、
全国のスタートアップ関係者向けのツアーの実
施や地元企業とのマッチングの機会を創出する。

11,057

⑤ 農林水産業の成長産業化

該当事業なし
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

８ 魅力発信・交流促進プロジェクト

本県に興味・関心を持って訪れる新たな人の流れをつくるため、多様な自然環境や歴史・文化・物産など魅力あ
る地域資源を戦略的に発信しながら、移住、観光、ワーケーションなど多面的な切り口で関係人口拡大の取組を
進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

① 移住・定住の促進

該当事業なし

② 交流人口の拡大

観光関連団体連携推進
事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進
委員会として観光産業の更なる観光振興に向
け、ふくしまDCをはじめとした官民一体となっ
た施策の取組やプロモーション活動を展開する。

792,846

福島県観光誘客促進事
業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

震災後、県内に誕生し続けている新しい観光
コンテンツや復興の進捗に伴って変化を続けて
いる浜通りなど、福島の観光の「今」を発信する
ため、継続した誘客活動と県内周遊を促す取組
を実施する。

168,252

教育旅行復興事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

原子力災害による風評の影響等により、回復
が遅れている教育旅行誘致に向け、県外学校へ
のバス経費補助を行う。また、本県ならではの
「ホープツーリズム」を核とした探究学習プログ
ラムに関するモニターツアーや、旅行会社等へ
の継続的な営業活動を実施する。

341,234

福島インバウンド復興対
策事業

一
部
新
規

観光交流局
観光交流課

東日本大震災による根強い風評、新型コロナ
ウイルスの影響によるインバウンド入込の激減
など、本県が直面する複合的な課題に対し、第
一期復興創生期間の事業によるレガシーをさら
に深化させ、誘客のフェーズを意識した戦略的
なインバウンド誘致を展開することで、本県の
観光復興を加速化する。

351,563

コンベンション開催支援
事業

継
続

観光交流局
観光交流課

県内で開催されるコンベンション・エクスカー
ションへの補助により、交流人口拡大や県内消
費拡大につなげる。

27,132

海外風評払拭情報発信
事業

継
続

観光交流局
観光交流課

根強い風評払拭のためには、中長期的な粘り
強い情報発信が必要であることから、福島の魅
力に焦点を絞った情報発信によって東アジアを
中心とした海外市場の風評払拭を図る。

22,000

広域観光推進事業
継
続

観光交流局
観光交流課

東北6県や隣接県と連携し、民間と一体となっ
て戦略的に国内外に「東北」ブランドを発信し、
新たな広域観光ルートの開発やエリアとしての
認知度向上を図り、本県への観光誘客をさらに
拡大するための東北観光推進機構及び広域連
携協議会等への負担金の拠出や関係機関と連
携した事業を実施する。

24,323
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商工労働部 令和8年度 重点事業一覧

８ 魅力発信・交流促進プロジェクト

本県に興味・関心を持って訪れる新たな人の流れをつくるため、多様な自然環境や歴史・文化・物産など魅力あ
る地域資源を戦略的に発信しながら、移住、観光、ワーケーションなど多面的な切り口で関係人口拡大の取組を
進める。

事 業 名
区
分

担当部局
担当課

事 業 概 要
事業費

(単位：千円)

② 交流人口の拡大

ふくしまグリーン・ツーリ
ズム推進事業

継
続

観光交流局
観光交流課

原子力発電所事故の影響により、本県のグ
リーン・ツーリズム交流人口が大幅に減少して
いるため、受入体制の強化や情報発信等を行う。

2,679

福島空港国際定期路線
等開設・再開事業

一
部
新
規

観光交流局
空港交流課

東日本大震災及び原子力災害に伴う国際定期
路線の運休が続くなか、台湾便をはじめとした
国際チャーター便の運航促進を図り、国際定期
路線の開設・再開支援に取り組む。

643,544

福島空港国内線利用・運
航促進事業

一
部
新
規

観光交流局
空港交流課

国内定期路線の維持・拡充、さらには国内各
所からのチャーター便の誘致を図り、福島空港
の交流ネットワーク基盤の維持・強化を目指す。

227,146

福島空港利活用促進対
策事業

継
続

観光交流局
空港交流課

福島空港の路線を維持するため、県内、隣県
におけるフライト情報等の広報、各就航先への
旅行商品造成及びPR促進支援、修学旅行支援、
利用実態調査等、「福島空港利用促進協議会」と
連携し、各事業を実施する。

58,892

県産品国内販路拡大・情
報発信事業

一
部
新
規

観光交流局
県産品振興戦

略課

第三期復興創生期間における更なる県産品の
振興のため、高い評価を受けるふくしまの酒を
フックとしたイベントの実施やデジタルプロモー
ションによるPRを行うとともに、専門家のアド
バイスによる県産品の更なるブランド力向上な
どにより、国内販路拡大・情報発信を行う。

227,075

県産品海外販路拡大事
業

継
続

観光交流局
県産品振興戦

略課

東日本大震災に伴う原発事故及びALPS処理
対放出による風評等の懸念がある中、継続して
本県産品の安心・安全を発信するほか、県産品
の品質の高さやおいしさなどの魅力を伝えるプ
ロモーションを実施することにより、海外におけ
る県産品の更なる販路・販売拡大を図る。

184,882

チャレンジふくしま首都
圏情報発信拠点事業

継
続

観光交流局
県産品振興戦

略課

風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化
防止のため、首都圏情報発信拠点「日本橋ふく
しま館」の管理運営を行いながら、集客力のあ
る企画・催事の実施など「ふくしまの今」を効果
的に発信する。

102,901
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第３章

令和８年度商工労働部
各課室の事務分掌及び主要事業
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○ 商工総務課 

【事務分掌】 

・ 部の総務に関すること 

・ 部の人事・組織に関すること 

・ 部の予算・経理に関すること 

・ 部の企画・調整に関すること 

・ 国際経済交流に関すること 

・ 官民合同チームに関すること 

・ 計量に関すること 

【事業計画】 

１ 商工施策推進事務経費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

商工施策推進事務経

費 

- １ ふくしま経済・産業・ものづくり賞 

  福島民報社で主催し、県が共催する「ふくしま経済・産業・も

のづくり賞（ふくしま産業賞）において、知事賞及び県政 150周

年賞を授与する。 

福島県中小企業振興

審議会 

- １ 福島県中小企業振興審議会 

  本県の中小企業・小規模企業の振興に向けて、福島県商工業振

興基本計画に基づき実施した事業の効果等について審議するた

め、福島県中小企業振興審議会を運営する。 

２ 貿易振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

国際経済交流推進事

業 

67,952 １ ジェトロ福島貿易情報センター関連事業 

  ジェトロ福島貿易情報センターに対する支援を行うとともに、

職員をジェトロ本部及びジェトロ海外事務所（ベトナム・ホーチ

ミン事務所）に派遣し、国際経済の実務研修を行う。 

 (1)ジェトロ福島貿易情報センターへの負担金 

 (2)国際経済の実務研修等のためジェトロへの職員派遣 

 (3)ジェトロ福島貿易情報センターとの連絡調整業務 

２ 上海拠点活用事業 

 (1)上海拠点運営業務委託事業 

  本県の上海拠点の運営業務を(公財)福島県産業振興センター

に委託する。 

 (2)経済交流アドバイザー等設置事業 

  事務所設置、各種情報収集・発信、高度な通訳・翻訳、便宜供

与等の業務をサポートするための経済交流アドバイザー等を設

置する。 

 (3)上海福島県人会支援事業 

  福島県人会会員に対して、情報交換会を開催し、ネットワーク 

づくりの支援を行う。 

 (4)対日投資企業招致事業 

  国内展示会等に併せて、対日投資に関心の高い中国企業を招致

する。 

 (5)ビジネスサポート事業 

  県内企業と中国国内企業とのマッチング等を行い、県内企業の

中国での事業展開支援を行う。 
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３ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

チェンバおおまち管

理運営事業 

45,533 

(財産収入 

16,263

諸収入 

29,270) 

 チェンバおおまちの維持管理を行う。 

 ・チェンバおおまち維持管理 

  県が建物を維持管理するために外部委託等を行う。 

３ 計量検定所費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

計量検定事業 5,213 
（手数料 

2,964 

諸収入 

 2,249) 

計量器検定事業 

 計量法第 70 条及び第 102 条の規定に基づき、以下の検定及び検

査を行う。 

１ 計量器検定 

  法定計量単位により、取引や証明に使用する特定計量器が計量

法の基準に適合しているか検定を実施する。 

２ 基準器検査 

  検査における器差検査の際に用いる基準器の検査を行う。 

３ 検定検査設備整備 

  基準器等の設備及び精度の維持管理を行う。 

計量検査事業 4,448 
（手数料 

4,448） 

 

 計量法第 19 条及び第 148 条の規定に基づき検査を実施するとと

もに、計量士代検査を行う者への支援事業を行う。 

１ 定期検査事業 

  計量法に基づく取引又は証明に使用する特定計量器の定期検

査を実施する。 

２ 計量立入検査事業 

  計量法及び立入検査実施要領に基づき、適正な計量の実施と消

費生活の安全の確保を図るため、立入検査を実施する。 

３ 計量士代検査推進事業 

 (一社)福島県計量協会が行う代検査に対して補助する。 
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○ 経営金融課 

【事務分掌】 

・ 中小企業等の経営支援に関すること 

・ 商工団体支援・組織対策に関すること 

・ 中小企業等の金融支援に関すること 

・ 貸金業監督に関すること 

【事業計画】 

※ 各種制度資金の内容については参考資料 4をご参照ください。 

１ 中小企業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

経営支援プラザ等運

営事業 

124,502 
(諸収入 

  1,740) 

 コラッセふくしまの「福島県経営支援プラザ」において、県内

中小企業者等に対する総合的な支援を行うため、次の事業を実施

する。 

 補助先：(公財)福島県産業振興センター 

 補助率：10/10 以内 

１ コンサルティングサービス事業 

  中小企業者等の抱える経営課題を解決するため、窓口専門ス

タッフを配置し、課題解決に向けた相談対応を行う。 

 〈経営強化・復興枠〉 

  東日本大震災及び原子力発電所事故の影響や原材料高、電気

料値上げ、後継者難や深刻な人手不足など、様々な経営課題に

対応するため、専門スタッフを配置し、復興に向け取り組んで

いる中小企業を支援する。 

２ 情報提供サービス事業 

  県内中小企業を対象に景気動向調査（ＤＩ値）を実施する。 

中小事業者経営継続

支援事業  

35,824  オールふくしま経営支援事業を継承し、中小企業・小規模事業

者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携

し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援

を実施し、事業者の事業継続を図る。 

福島県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点

事業 

76,604 
(国庫 

 42,625) 

 地域の企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナ

ル人材戦略拠点を設置し、県の各種事業や地域の関係機関と連携

を図りながら、専門的な技術・知識を持つプロフェッショナル人

材の活用を促進する。 

中小企業機械貸与事

業貸付金  

2,101,285 
      (諸収入 

  2,101,285)   

 中小企業者に対し、経営の向上のために必要な機械類を貸与（割

賦販売・リース）することにより、経営基盤の強化を図るため、

貸与機関である(公財)福島県産業振興センターに対し、必要な資

金を貸し付ける。 

 ・新規貸与枠 10億円 

貸金業指導事業 150 

 

 資金借入者等の利益の保護を図るため、「貸金業法」に基づき、

貸金業者に対し必要な指導を行う。 

（新）中小企業「賃金

UP」応援事業 

454,691 

 

①中小企業等生産性向上推進事業 

県内中小企業等の生産性向上の取組を促進するため、生産性向

上の認識を高める啓発に取り組むとともに、生産性向上の計画を

策定して取り組む中小企業等に対して、専門家の派遣や計画の実

施に要する経費の補助を行い支援する。 

・専門家の派遣件数：130社 

・経費の補助件数：200社 
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・補助対象：省力化・効率化等を図るための機器・設備又はＩ

Ｔツール、システムの導入に要する経費 

・補助率等：補助率 2/3、補助上限額：200万円 

②価格転嫁推進事業 

人件費や物価高騰等の環境下で、県内中小企業が事業を継続し、

成長していく上で欠かせない「価格転嫁」を推進するため、理解

醸成のための広報やセミナー等により事業者を支援する。 

１ 価格交渉力等向上に向けた取組 

・「稼ぐ力 UPセミナー(仮称) 」の開催 

 ・事業者等の希望を反映した小規模セミナーの開催 

・福島県よろず支援拠点と連携した伴走支援 

２ 事業者・消費者双方の理解醸成 

・事業者、消費者の理解醸成に向けた広報 

・サプライチェーン全体での付加価値向上の取組等に 

    関する優良事例や価格交渉の成功事例の事例集の作成 

・パートナーシップ構築宣言企業に対する優遇措置の充実 

・出前講座等の実施 

３ 価格転嫁の現状把握 

・商工、経済団体等と連携した価格転嫁アンケート 

・経営支援や企業訪問等を通じた情報収集 

４ 関係機関の連携強化 

・事務担当者会議や連絡会議 

・関係機関の取組の集約、公表 

（新）中小企業「売上

げＵＰ」応援事業 

108,910 

（82,785） 
県内中小企業の販路開拓や取引拡大を支援するため、商談会や

首都圏における大規模展示会への出展を行う。また、企業開拓を

支援する専門員を配置するとともに、取引あっせんや経営相談を

行う。 

①中小企業販路拡大支援事業補助金 

県内中小企業が行う、新たな販路開拓に向けた海外の市場調査や、

海外を含む県外での展示会への出展、海外企業との商談に係る経

費の一部を補助する。 

１ 自社製品等の海外市場調査等 

補助率：2/3、補助上限額：500千円 

２ 県外で開催される商談会・展示会等への出展 

  補助率：1/2、補助上限額：500千円 

３ 海外企業との商談 

  補助率：1/2、補助上限額：750千円 

①中小企業販路拡大支援事業補助金 

県内中小企業が行う、新たな販路開拓に向けた海外の市場調査や、

海外を含む県外での展示会への出展、海外企業との商談に係る経

費の一部を補助する。 

１ 自社製品等の海外市場調査等 

補助率：2/3、補助上限額：500千円 

２ 県外で開催される商談会・展示会等への出展 

  補助率：1/2、補助上限額：500千円 

３ 海外企業との商談 

  補助率：1/2、補助上限額：750千円 

②大規模展示会共同出展支援事業 

 国内最大級のものづくり展示会「ものづくりワールド［東京］

2025 機械要素技術展」に福島県ブースを確保し、県内中小企業の

共同出展を行う。 

③首都圏発注企業開拓推進事業 

 首都圏での発注企業開拓を支援する専門員を配置し、発注情報

の収集と取引あっせん・紹介を強化する。 
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④取引支援推進事業 

 県内企業の受注機会拡大を支援する専門員を配置し、中小企業

の販路開拓や取引拡大の支援を強化する。 

⑤支援体制整備事業 

 取引情報収集提供や顧問弁護士への相談等の支援を行う。 

 

２ 商工業総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

『感働！ふくしま』中

小企業上場支援事業 

28,210 
(国庫 

1,565) 

 県内金融機関等と連携して、県内中小企業等の株式上場を支援す

るとともに、県外企業の県内への本社機能移転を促進し、本県出身

の首都圏大学生などのＵターン就職の受け皿となる魅力ある県内

企業を増加させる。 

１ 上場企業育成支援事業 

  県内中小企業等の株式上場の促進、県外企業への本社機能 

移転転の働きかけを目的としたセミナーを開催する。 

  株式上場等を具体的に検討している企業に対しては、企業 

が抱える課題の洗い出し、明確化を目的とした、個別課題解 

決型支援事業を実施する。 

２ 上場準備経費支援事業 

  監査法人によるショートレビュー（課題洗い出し）などの上場

準備段階での必要経費の一部を助成することにより、県内中小企

業等の上場を促す。 

  補助率：1/2、補助上限額：5,000千円 

 

３ 商工団体等指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業連携組織対 

策費補助事業 

162,740  中小企業連携組織等に対する支援体制の充実・強化を図るため、

福島県中小企業団体中央会に対して、職員の設置や中小企業連携

組織等の講習会等の開催に要する経費等を補助する。 

１ 職員の設置 24人（指導員 19人 職員 5人） 

２ 主な事業 

 (1)巡回・窓口等による相談・指導業務 

 (2)中小企業連携組織等支援事業 

小規模事業経営支援 

事業 

2,659,995  地域の総合経済団体である商工会等の指導体制の充実・強化及

び小規模事業者の経営の改善・発達及び地域経済の振興を図るた

め、商工会等が行う経営改善普及事業等に対して補助をする。 

１ 職員の設置 389人 

 （経営指導員等 186人、補助員 203人） 

２ 主な事業 

 (1)巡回・窓口等による相談・指導業務 

 (2)商工会等指導環境推進費（事務局長設置費） 

 (3)商工会等地域復興支援事業 

 (4)若手後継者等育成事業 

 (5)広域連携推進事業 
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専門家活用経営支援

事業 

9,640 １ 専門家活用経営支援事業 

  中小企業者等の経営を支援するため、商工会等の中小企業支

援機関が実施する専門家派遣事業に要する経費等を補助する。 

 (1)中小企業等専門家派遣事業（一般枠） 

 (2)中小企業等専門家派遣事業（復興・事業承継・事業者ＢＣＰ

枠） 

 (3)中小企業支援機関専門家派遣事業（集合研修枠） 

  補助先：県商工会連合会、福島商工会議所、県中小企業団体

中央会、（公財）福島県産業振興センター 

  補助率：10／10以内 

２ 事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援事業 

  災害発生時や感染症流行時において中小企業者等の事業の継

続または早期の復旧を可能とするため、事業継続計画（ＢＣＰ）

の策定に要する経費を補助する。 

  補助対象者：中小企業、小規模事業者 

  補助率：1/2 

４ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

コラッセふくしま管 

理運営事業 

306,668 
（使用料 

52,664 

諸収入 

4,345 

財産収入 

500) 

 コラッセふくしま（県専有部分・共用部分）の維持管理を行うと

ともに、コラッセふくしま内の会議室等（県専有部分）の管理委託

を行う。 

郡山地域高度技術産

業集積活性化推進事

業 

9,293   （公財）郡山地域テクノポリス推進機構を中心として圏域企業

の産学連携、技術力強化、人材育成等を行うことで、県中地域が

ものづくりの牽引役となり、その効果が県内全域へと波及するこ

とを目指す。 

 補助先：（公財）郡山地域テクノポリス推進機構 

５ 工業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業経営革新計

画支援事業 

158 

 

 中小企業を取り巻く経営環境は、グローバル経済化での競争激

化や情報技術の進展等、大きく変化しており、このような中、こ

れら経営環境の変化に即応して、今日的な経営課題に取り組む中

小企業者の経営革新を全業種にわたって幅広く支援する。 

 ・中小企業経営革新計画指導等事業  

  中小企業等経営強化法に基づき、中小企業者等の作成した経

営革新計画の承認審査、中小企業者等に対する同法の啓発・指

導及び、関係機関との連絡調整を行う。 

企業価値向上推進事

業 

19,432 

(国庫 

 17,488) 

２ 市場調査・事業可能性調査・研究開発経費助成 

 県内中小企業の事業可能性調査、技術開発、販路開拓に係る

経費を助成する。（ふくしま産業応援ファンド事業）  
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６ 中小企業金融対策費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

ふくしま事業承継等

支援事業 

 

3,543,541 
（一般財源

13,494  

諸収入 

3,530,047) 

１ 事業承継支援人材育成支援事業 

  商工団体・金融機関の職員等対し、事業承継支援能力向上の

ための研修を実施する。 

２ ふくしま事業承継資金 

 (1)企業の活動段階：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：事業承継に必要な資金の支援 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：40億円 

ふくしま小規模企業

者等いきいき支援事

業 

59,432 
(国庫 

28,275) 

 商工団体による小規模企業者等への計画策定等伴走型支援、小

規模企業者等が策定した計画を実現するために必要な経費の補助

を行う。 

 補助対象者；小規模事業者 

 補助率：2/3～3/4 

中小企業制度資金貸

付金  

108,136,000     
(諸収入 

108,136,000) 

各種制度資金については次のとおり。 

 なお、融資要件等、詳細については、参考資料 4「令和８年度

福島県中小企業制度資金一覧表」参照。 

１ 起業家支援保証 

 (1)企業のライフステージ：創業期 

 (2)制度の目的：創業等の支援 

 (3)対象：創業者・事業承継者・第二創業者・独立開業者・ベン

チャー企業（コミュニティビジネスを含む） 

 (4)新規融資枠：25億円 

２ 小規模企業支援資金 

 (1)企業のライフステージ：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：小規模企業者の経営安定化を支援 

 (3)対象：小規模企業者 

 (4)新規融資枠：50億円 

３ 信用組合資金 

 (1)企業のライフステージ：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：小規模企業者の経営の安定化を支援 

 (3)対象：信用組合員 

 (4)新規融資枠：60億円 

４ 長期安定保証 

 (1)企業のライフステージ：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：長期資金による企業経営の安定化を支援 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：25億円 

５ 短期保証 

 (1)企業のライフステージ：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：短期の資金繰り緩和 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：100億円 

６ 経営力強化保証 

 (1)企業のライフステージ：成長期・安定期 

 (2)制度の目的：短期の資金繰り緩和 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：20億円 

７ 経営環境改善保証 

 (1)企業のライフステージ：再生期 

 (2)制度の目的：借入金の一本化・借換による資金繰りの緩和 
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 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：5億円 

８  事業再生資金 

 (1)企業のライフステージ：再生期 

 (2)制度の目的：事業再生の支援 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：5億円 

９ 関連倒産防止資金 

 (1)企業のライフステージ：緊急支援 

 (2)制度の目的：関連倒産の防止 

 (3)対象：倒産企業等との取引事業者 

 (4)新規融資枠 

  ①一般枠：2 億円 

  ②取引円滑化枠：3億円 

10 緊急経済対策資金 

 (1)企業のライフステージ：緊急支援 

 (2)制度の目的：経済環境の変化等による影響の緩和 

 (3)対象：経済環境の変化により売上等が減少している企業 

(4)新規融資枠 

  ①外的変化対応資金：50億円 

  ②ふくしま復興特別資金：500億円 

  ③関税対策特別資金：50億円 

11 オールふくしま経営支援対応資金 

 (1)制度の目的：「オールふくしま経営支援事業」を活用して経

営改善に取り組む中小企業者への支援 

 (2)対象：「オールふくしま経営支援事業」を活用して経営改善

に取り組む中小企業者 

 (3)新規融資枠：10億円 

12 ふくしま産業育成資金 

 (1)制度の目的：将来性や成長性が期待される産業の育成及び 

復興に資する産業の支援 

 (2)対象：県内に本社機能を有する業歴５年以上の事業者、医

療・福祉機器関連産業、ロボット関連産業を行う事業

者等  

 (3)新規融資枠：① 県内育成枠：50億円 

         ② 成長産業枠：5億円 

         ③ 雇用促進枠：10億円 

         ④ イノベーション・コースト枠：15億円 

         ⑤ カーボンニュートラル枠：2.5億円 

         ⑥ 女性活躍応援枠：2.5億円 

         ⑦ 賃上げ促進枠：50億円 

中小企業信用補完制

度費  

712,844   中小企業信用制度補完制度の充実を図るため、次の事業を実施

する。 

１ 県信用保証協会代位弁済資金貸付金 

  保証先企業の倒産等に伴う金融機関への代位弁済資金につい

て、保険金が日本政策金融公庫から交付されるまでの間のつな

ぎ資金として貸付を行う。 

２ 県信用保証協会損失補償金 

  信用保証協会と損失補償契約を締結した県制度資金について

代位弁済が生じた際、保証協会持ち出し分の２分の１を損失補

償する。 

中小企業制度資金利

活用推進事業  

140,471 

 

制度資金を利用する中小企業の保証料負担の軽減を図り、制度

資金の利活用を促進するため、基本保証料と政策保証料との差額

分について、県信用保証協会に対して補助金を交付する。 
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震災関係制度資金推

進事業 

439,381 

 

 東日本大震災により事業活動に影響を受けた事業者の資金繰り

を支援する「ふくしま復興特別資金」の利活用推進を図るため、

損失補償及び保証料補助を行う。 

５ 中小企業高度化資金貸付事業費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

特定地域中小企業特

別資金貸付金 

―  東京電力福島第一原子力発電所の事故により、移転を余儀なく

された中小企業者等に対し、移転に必要な資金と移転先において

事業を継続・再開するために必要な事業資金及び避難指示が解除

された地域で事業を継続・再開するために必要な事業資金を供給

するため、（公財）福島県産業振興センターに必要な原資を貸し付

ける。 

 ・貸付金 平成２３年度 421億円 

      平成２５年度 283.3億円 

被災中小企業施設・設

備整備支援事業貸付

金 

－  東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震により被害

を受けた中小企業者（中小企業等グループ施設等復旧整備補助事

業の認定を受けた復興事業計画書に記載されている被災中小企業

者）等が施設・設備の整備を行う場合に、（公財）福島県産業振興

センターを通じて長期・無利子の融資を行う。 

 ・貸付金 平成２３年度 23億円（東日本大震災分） 

      平成２４年度 67億円（東日本大震災分） 

      令和２年度  12億円（令和元年台風１９号等分） 
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○ 雇用労政課 

【事務分掌】 

・ 労使関係の安定促進に関すること 

・ 労働者の福祉向上に関すること 

・ 労働相談に関すること 

・ ワーク・ライフ・バランス推進に関すること 

・ 若年者・女性・高齢者・障がい者等の雇用対策に関すること 

・ 復興雇用支援に関すること 

・ 被災者・避難者等の雇用対策に関すること 

 

【事業計画】 

１ 労政総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

労使関係安定促進事

業 

342  労働審議会の開催 

 労働者の福祉の増進、雇用及び就業の促進並びに職業能力開発

促進その他労働施策に関する重要事項について、専門的に審議を

行い、その結果を知事に意見具申する。 

（福島県労働審議会条例に基づき設置） 

労働相談事業 4,375  雇用労政課に中小企業労働相談所を設置し、複雑・多様化して

いる労働問題に的確に対処する。 

１ 中小企業労働相談員の配置 

  中小企業労働相談所に中小企業労働相談員を配置し、労働者

または使用者からの労働相談に迅速かつ的確に対応する。 

２ 特別労働相談員の設置 

  特別労働相談員を配置し、高度かつ専門的な労働相談案件に

ついて、労働相談員へ助言を行う。 

３ フリーダイヤル回線の設置 

  相談者の利便性を向上させるため、中小企業労働相談所にフ

リーダイヤル回線(0120-610-145)を設置し、電話相談を受け付

ける。 

労働条件整備事業 2,849 
(国庫 

 318) 

１ 労使関係総合調査受託事業 

  労働組合に関する総合調査を国から受託し実施する。 

２ 労働条件等実態調査事業 

  県内民営事業所の労働時間、休暇制度、賃金制度等の労働条

件の実態とその動向を把握し、労働施策のための基礎資料とす

るとともに、調査結果の広報、周知を通じて、労働条件及び労

働者福祉の向上に資する。 

 （1）対象 

   県内の常用労働者を 30人以上雇用する民営事業所のうち、

抽出した 1,400事業所 

 (2)調査項目（7月末日現在の実態） 

   労働時間、休暇制度、休業制度、定年制、退職金制度、賃

金制度、男女共同参画の状況 など 

雇用労政施策事務経

費 

1,425  雇用労政施策に係る事務経費 
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２ 労働福祉費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

勤労者福祉推進事業 712  労働者福祉活動推進事業 

 労働者の福祉活動を総合的に推進することを目的としている福

島県労働福祉協議会が行う労福協サポート事業等を支援し、勤労

者の福祉向上を図る。 

勤労者福祉融資事業 75,000 
(諸収入 

75,000) 

 労働者支援融資事業   

 県内の労働者を対象に、必要な資金を貸し付けることにより、

労働者の生活安定と福祉の向上を図る。 

３ 雇用対策総務費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

雇用促進事務経費 702 １ 雇用促進事務経費 

２ 若年者雇用勧奨状送付事務経費 

３ シルバー人材センター管理事務経費 

職場適応訓練事業 5,142 
(国庫 

2,570) 

 障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、受け入れ可能

な事業所を開拓し、同事業所において訓練を行い、作業環境に適

応させ、訓練修了後は当該事業所で雇用することを前提に実施す

る。 

１ 職場適応訓練事業 

２ 職場適応訓練一般事務経費 

シルバー人材センタ

ー連合会補助金 

6,700  県内シルバー人材センターの指導・調整、事業の普及啓発等を

通し、高年齢者の生きがいの充実と能力を活かした地域社会づく

りを目指した活動を行っている公益社団法人福島県シルバー人材

センター連合会に対し、その運営費の一部を補助する。 

高齢者就業拡大支援

事業 

 

34,546 
(国庫 

17,273) 

 高齢者の就業促進を図るため、企業のニーズの掘り起こし及び

高齢求職者の掘り起こしを行うマッチング支援員を配置するとと

もに、就業支援講習会、職場環境改善支援を実施する。 

福島広域雇用促進支

援協議会運営資金貸

付事業 

17,900 
(諸収入 

17,900) 

 帰還者等の雇用の安定を図るための取組をより効果的に実施す

るために、地域による自主性・創意工夫ある取組の支援を行う「福

島広域雇用促進支援協議会」へ事業資金を貸し付け、継続的な事

業の執行を支援することにより、避難者等の雇用の促進、安定を

図る。 

多様な人材活用促進

事業 

21,682 
(国庫 

10,810) 

 人手不足解消の手段として多様な人材を活用することを企業が

認識するワークショップ形式セミナー及び出張相談会を開催する

とともに、選択肢の一つとなる外国人材について初期相談から採

用・定着までを一体的に支援するサポートデスクを設置し、雇用

を促進する。 

１ 求める人材再発見支援事業 

２ 外国人材雇用サポートデスク運営事業 

（新）『感働！ふくし

ま』プロジェクト（情

報発信事業） 

166,698 
(国庫 

13,780) 

県内企業や福島で働くイメージが持てる情報の発信について、

企業や関係機関等と総合的に展開し、若者目線で届けていくこと

で、県内定着・還流を促進する。 

１ 「ふくしまで働く」情報発信事業 

２ 若者に届く情報発信事業 

３ 県内企業の発信力強化事業 
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（新）『感働！ふくし

ま』プロジェクト（気

づき・体験機会創出事

業） 

244,954 
(国庫 

36,708 

諸収入 

49) 

小中学生向け企業見学や親子職業体験イベント、高校生向け企

業ガイダンス、大学生及び社会人向け企業体験ツアーなど、将来

を担う若い世代に対して県内企業を認知し体験する機会を創出す

ることで、県内就職に向けた関心向上を図る。 

１ 未来の人材確保のための体験プログラム事業 

２ 高校生向け県内就職関心事業 

３ 若者向け県内就職関心向上事業 

（新）『感働！ふくし

ま』プロジェクト（就

職マッチング事業） 

300,879 
(国庫 

187,448 

諸収入 

56) 

東京や県内に設置した窓口におけるきめ細かな就職相談やマッ

チング支援等を行うとともに、現在の若年求職者の傾向を踏まえ

た求人情報発信、インターンシップ等の実施促進を行う。 

１ ふるさと福島就職情報センター運営事業 

２ ふくしま生活・就職応援センター運営事業 

３ 若年求職者との接点創出事業 

（新）『感働！ふくし

ま』プロジェクト（魅

力ある職場づくり事

業） 

204,997 
(国庫 

16,539 

諸収入 

16) 

１ 意識改革推進事業 

  伴走支援やセミナーにより、企業の経営者、担当者の意識を

高めるとともに、働く女性向けのセミナーと個別相談窓口によ

り、女性のキャリアアップを支援する。また、基準を満たした

企業を福島県次世代育成支援企業として認証し、社会的評価を

高めるとともに、認証企業のうち取組が優れた企業を表彰して、

その取組を広く県内企業に波及させる。 

２ 誰もが働きやすい職場づくり支援事業 

  企業における働き方改革・女性活躍の取組に対する奨励金・

助成金の交付や、えるぼし・くるみんの取得支援等を通して誰

もが働きやすい職場環境づくりを促進する。 

３ 若者還流・定着促進事業 

  若者が就職先を選ぶ際に重要視する点について改めて認識す

るセミナー等を実施するとともに、若手人材の早期離職を防止

する取組を実施し、若者の県内定着及び還流を促進する。 

新規高卒者就職支援

事業 

 

553 

 

 県内企業の採用担当者、就職希望生徒及び就職担当教諭による

合同就職面接会を福島労働局と共に開催することにより、新規高

卒者の県内企業への就職促進を図る。 

４ 緊急雇用対策費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

復興雇用支援事業 1,622,593 
（繰入金 

1,622,423 

諸収入 

     85) 

１ ふくしま産業復興雇用支援事業 

  産業施策と一体となって安定的な雇用を行う企業に対し、雇

用経費や住宅支援費を助成する。 

２ 原子力災害対応雇用支援事業 

  原子力災害の影響を受けた本県被災者について、県・市町村

が民間企業等に委託して、一時的な雇用の確保等を通じて安定

を図るとともに、次の安定雇用への円滑な移行につながる人材

育成を併せて実施する。 

福島県原子力災害等

復興基金（緊急雇用）

積立 

18,915 
（財産収入 

18,915) 

 原子力災害等復興基金（緊急雇用勘定）の運用により発生する

運用益を積み立てる。 
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５ 商工業総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

将来を担う産業人材

確保のための奨学金

返還支援事業 

168,864 
（財産収入 

 681 

繰入金 

29,038) 

 本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、県内就職する

学生等に対し、奨学金の返還を支援する。 

１ 奨学金返還支援基金積立事業 

  県と県内産業界が共同で拠出して基金を設置し、これを原資と

して、県内に就職し一定期間在職した学生等に対して、奨学金の

返還を支援する。 

２ 奨学金返還支援事業事務経費 

  奨学金返還支援制度について、全国の大学などを通じて周知、

対象者の募集を行う他、審査委員会を開催して対象者の選考を行

う。 

３ 奨学金返還支援基金積立事業（運用益） 

  福島産業人材確保推進基金の運用により発生した利子を基金

に積み立てる。 

４ 奨学金返還支援事業補助金 

  交付対象者のうち、交付要件である５年間の定住・就職要件を

満たす者へ補助金を支給する。 

６ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣ 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

福島県新規高卒者就

職促進対策本部 

－ 

 

 行政機関、経済団体及び教育団体が連携し、新規高卒者就職促

進対策プログラムを策定することにより、早期就職内定及び就職

内定率 100％の達成を目指す。 
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○ 企業立地課 

【事務分掌】 

・ 企業誘致に関すること 

・ 立地企業の振興に関すること 

・ 工場立地法及び工業開発条例に関すること 

・ 採石法及び鉱業法に関すること 

・ 工業団地及び工業用水道事業に関すること 

・ 輸送用機械関連産業の振興に関すること 

・ 地方拠点強化推進事業に関すること 

・ 地域未来投資促進法（ものづくり分野に係る基本計画）に関すること 

・ 企業立地補助金に関すること 

【事業計画】 

１ 工業開発促進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

福島県企業誘致推進

協議会事業 

4,400  県内の工業団地等への工場立地を促進するため、企業誘致に

係る情報の収集・管理、方策の検討等を行うとともに各種企業

誘致活動事業を展開する。 

企業誘致活動・広報強

化事業 

5,706 
(国庫 

5,000) 

 本県の優れた立地環境を的確にアピールするため、企業誘致

パンフレットの制作などにより企業のニーズに適応した効果的

な広報活動を行う。 

福島イノベーシ ョ

ン・コースト構想産業

集積推進事業 

40,432    
(国庫 

39,673) 

 福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を

推進するため、企業誘致セミナーの開催等を通じて工場団地等

のＰＲを行うとともに、現地視察ツアーの開催など企業立地に

関するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。 

工業団地分譲促進事

業費 

121,842  高付加価値型産業や研究開発機能の集積・誘導を目的として

整備した県内の工業団地への企業誘致活動や県営工業団地の維

持管理等の事業を実施する。 

工業団地等整備事業 54,000 
(国庫 

48,600) 

 

 工業開発を計画的に推進するため、福島市が行う工業団地整

備に係る道路、用排水路等の関連公共施設の整備に要する経費

について補助する。 

 また、新たな工場用地開発を戦略的に推進するため、市町村

が行う工場用地候補地の開発可能性調査等業務に要する経費に

ついて補助する。 

輸送用機械関連産業

集積推進事業 

4,877  福島県輸送用機械関連産業協議会の活動を通じて、県内企業

の開発力・技術力・提案力を向上させ、取引拡大を図る。 

 また、東北６県及び新潟県にて組織する「とうほく自動車産

業集積連携会議」での商談会事業等を通じて、地域産業基盤の

発展に向けて連携して取り組む。 

地方拠点強化推進事

業 

 

26,100 
債務負担行為

(R8～R12) 

300,000 

 首都圏企業の地方移転や拠点の分散などの動きが強まってい

ることから、本県への本社機能移転の促進および地元雇用の創

出を図るため、本社機能移転に係る施設の整備費用を補助する

ことで企業を支援するとともに、本県の優位性をＰＲし、地方

移転を後押しする。 
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ふくしま産業活性化

企業立地促進補助金 

571,849 
（繰入金 

571,849） 

債務負担行為

(R8～R13) 

1,500,000 

  県内全域（国の企業立地補助金の対象区域を除く）における

工場や物流施設等の新増設及び機械設備等の取得費を補助す

る。 

女性活躍オフィス立

地促進事業 

30,100 県内外の企業が県内に新たにオフィス等を設置し、県内在住

の女性を新規雇用する際の費用を一部支援することで、女性の

県内定着を図る。 

ダム管理費負担金 18,512  県北地域・会津地域における工業用水需要対策として摺上川

ダム・大川ダム管理事業に参加し、工業用水の水源を確保する。 

１ 摺上川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的

ダム法の規定によりダム管理費用負担率（負担割合 1.3％）

に基づき負担する。 

２ 大川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的ダ

ム法の規定によりダム管理費用負担率（負担割合 2.1％）に基

づき負担する。 

２ 地域振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

原子力発電施設等周

辺地域企業立地支援

事業 

1,151,955 
(国庫 

1,151,955) 

 原子力発電施設が設置されている市町村又はその周辺市町村に

立地する企業に対し支払電気料金の一部を給付金として交付する

ことにより、原子力発電施設等周辺の電源地域の振興を図る。 

３ 鉱業対策費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

休廃止鉱山坑廃水処

理事業 

4,455 

  

 休廃止された鉱山から排出される坑廃水を処理する事業者に

対し、その経費の一部を補助金として交付する。 

 ・補助対象：八総鉱山（南会津町） 

４ 中小企業振興費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

次世代モビリティ・Ｅ

Ｖ参入促進事業 

22,575 
(国庫 

11,018) 

 本県の主要産業である自動車関連産業において、次世代モビリテ

ィ・ＥＶ等の新規分野への参入や事業転換の検討機会を提供するた

め、セミナーやワークショップの実施、商談会の開催など、県内企

業のモビリティ分野への参入促進及び更なる販路拡大を図る。 
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○ 産業振興課 

【事務分掌】 

・ 新産業創出に関すること 

・ 創業支援に関すること 

・ 産学官の連携に関すること 

・ 地域産業の６次化に関すること 

・ 知的財産権に関すること 

・ 科学技術の振興に関すること 

・ ハイテクプラザに関すること 

・ 地域復興実用化開発等促進事業に関すること 

・ グループ補助金に関すること 

・ 事業再開補助金に関すること 

・ 創業等支援補助金に関すること 

 

 

【事業計画】 

１ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

インキュベートルー

ム（起業支援室）運営

事業 

24,992 
(使用料・手数料 

2,571) 

     

 ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業等において新たに

事業を開始しようとする方、又は事業の開始後間もない方等を対

象に、福島駅西口インキュベートルームの各室（共同利用室・個

室）を低廉な使用料で貸し出すとともに、インキュベーションマ

ネージャー等による経営アドバイスをはじめとした一貫した支援

をすることで、ハード・ソフトの両面から起業・創業を支援する。 

起業・新事業創出支援

事業 

216,392 
(国庫 

107,559) 

 起業前から起業後の各ステージに応じて、個人事業から大学発

ベンチャー、スタートアップまで一貫して支援する創業支援体制

を整備することにより、県内に起業が次々と生まれ着実に成長し

ていく 『スタートアップの地ふくしま』 の創造を目指す。 

２ 工業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

産業技術支援事業 33,250 
 (使用料・手数料 

 3,765) 

 工業技術に関する試験・研究・指導のほか、施設・機器の開放、

研修による人材育成、情報提供などを行う。 

１ (公財)福島県産業振興センター技術支援部運営補助事業 

  (公財)福島県産業振興センター技術支援部に係る人件費補助。 

２ ハイテクプラザ管理等委託事業 

  ハイテクプラザ本館棟の一部施設及び設備の管理業務等を

(公財)福島県産業振興センターに委託する。 
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ふくしま森の科学体

験センター事業 

10,500  新しい時代の科学技術の振興を担う創造性あふれた人づくりと

科学技術に対する正しい理解を図るため、(公財)ふくしま科学振

興協会が行う次の事業に対し、補助金を交付する。 

１ 科学技術に対する正しい知識と認識の定着を図るための事業 

２ 生物、文化、環境、科学等に関する教育普及に関する事業 

３ 自然科学情報資料の収集及び調査研究に関する事業 

４ ふくしま森の科学体験センター（ムシテックワールド）の利  

 活用に関する事業 

知的財産活用推進事

業 

26,847  知的財産活動の積極的な推進に向け、特許情報の利活用普及や

発明奨励、知的財産取得補助等を行う。 

１ 知的財産活用推進事業補助金 

  （一社）福島県発明協会へ事業運営経費の一部を助成する。 

２ 特許等調査・出願経費助成事業 

  国内における特許等出願経費や先行技術調査を助成する。 

３ 知的財産支援事務費 

  県内関係機関による知財戦略協議会の開催や発明奨励等を行

う。 

４ つながる特許推進事業 

  本県と特許庁、イノベ機構との間で締結した連携協定に基づ

き県内企業へのセミナーなど各種支援や人事交流等を実施す

る。 

５ オーダーメイド型支援チームによるハンズオン支援 

  県内企業に対して、開発構想段階から事業戦略、知財戦略、

標準化戦略などを包括した総合開発戦略の構築を支援すること

で、質の高い知的財産権の取得を促進する。 

６ イノベーションへ向けた知財戦略普及促進事業 

  知的財産に係るセミナーを開催することで、知的財産戦略の

普及啓発を進めるとともに、知的財産を戦略的に活用できる人

材の育成を行う。 

外部資金等活用研究

事業 

15,000 
（諸収入 

15,000) 

 ハイテクプラザが国や企業等からの委託を受けて、新技術の開

発や技術的課題の解決を図り、蓄積された研究成果を県内企業に

技術移転することで、本県ものづくり基盤の強化を図る。 

放射能測定事業 20,015 
（諸収入 

59) 

 風評被害への対応として、検査に伴う事業者の負担軽減と検査

の迅速化、検査頻度の向上を図るため、県内の製造業者を対象に

工業製品や加工食品等の放射能測定業務を行う。 

商工業者のための放

射線検査支援事業 

2,549  風評被害払拭のため、県内商工会議所における加工食品の放射

性物質検査を支援する。 

企業価値向上推進事

業 

38,335 

(国庫 

 18,588) 

 

  

  

 地域の産業振興を担う産業支援機関の機能を強化することで、

本県中小企業の自社製品開発を推進するとともに、企業の無形資

産である知的財産への意識を高めることにより、企業価値の向上

を図る。 

１ ものづくり中小企業開発・開拓推進事業 

 地域産業支援機関と地域産業復興・創生アドバイザーを中心と

した御用聞き訪問等により、新製品開発の促進や技術課題の開発

の解決を図るとともに、開発製品の出口支援を充実させ、新製品

開発を足踏みする企業を支援する。 

２ 企業連携人材育成事業 

 広域連携コーディネーターを配置し、各地域のものづくりコー

ディネーターのスキルアップを図ることで、地域を超えた企業間

のマッチングを促進するとともに、支援チームによる技術的課題

解決を通じたマッチングを行う。 

３ デザイン経営推進人材育成事業 
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 県内企業が将来にわたって持続的に成長できる企業に変革して

いくためには、「価値デザイン経営」の手法を中小企業への導入促

進を図る必要があるため、その担い手となる産業支援機関等に対

し人材育成や普及啓発を行う。 

４ 弁理士による知的財産の掘り起こし事業 

 企業が気づいていない知的財産を掘り起こすことに長けた弁理

士を日本弁理士会の協力により選任し、その弁理士が県内企業を

訪問して知的財産の掘り起こしを行い、特許出願に向けた伴走支

援を行う。 

福島県オリジナル清

酒製造技術の開発 

16,300 
(国庫 

 13,427) 

 県オリジナル酵母と県産酒造好適米を用いた福島県オリジナル

清酒の製造を検証し、県内酒造メーカーへの成果移転を通して、

県産清酒の多様化とさらなる高品質化を実現し、県産品振興の一

助とする。 

デジタル技術を活用

したものづくり企業

のスマート化支援事

業 

67,201 
(国庫 

 32,638) 

 
 

  

 ものづくり企業のデジタル技術の導入・活用による省力化・ス

マート化を図るため、ハイテクプラザの実証設備やコーディネー

ターの活用等による技術支援を実施する。 

 また、地域産業の魅力向上を図るため、日本酒生産工程へのＩ

ｏＴ技術の導入等による支援体制の構築を行う。 

地域産業６次化推進

事務費 

1,167  本県の豊かな農林水産資源を基盤とした「食」産業の創造を図

るため、ふくしま地域産業６次化戦略に基づき、農林水産業の６

次化、農商工連携及び企業の農業参入等、一次、二次、三次の各

産業が連携・融合した地域産業６次化を推進するとともに、県産

品加工支援センターにおいて新たな県産品の開発や食品加工・流

通に関する技術相談など一体的な支援を実施する。 

地域復興実用化開発

等促進事業 

7,618,000 
(国庫 

7,618,000) 
 
  

 地元企業等又は地元企業等と連携する企業等が、浜通り地域等

15 市町村において、福島イノベーション・コースト構想の重点分

野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・環境・リサイクル、

農林水産業、医療関連、航空宇宙）における実用化開発等を行う

費用の一部を補助する。 

 また、福島イノベーション・コースト構想の重点分野における

実用化開発プロジェクト等を対象に、知見を有する人材を配置し、

実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・解決を図るとともに、

技術力・経営力向上のための経営戦略構築等のコンサル支援やビ

ジネスマッチング等を進め、事業化に向けた伴走支援を行う。 

 更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めマッチング支援、実用化に至った新商品・新サービスの販路開

拓等を支援する。 

廃炉関連産業集積基

盤構築事業 

101,519 
(国庫 

101,519)  

 福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連

産業の集積を図るため、マッチングサポート事務局において、現

地見学会の開催や資格取得費用の助成、廃炉総合展の開催等を行

うほか、ハイテクプラザにおける伴走型技術支援や地元企業の連

携・競争力強化に向けた取組を行い、廃炉関連産業への参入を促

進する。 

イノベーション創出

プラットフォーム事

業 

350,978 
(国庫 

175,489) 
 

 福島県浜通り地域等１５市町村（イノベ地域）において「起業・

創業」を目指す企業や個人等を強力に支援するため、専門家によ

るビジネスプラン策定、経営アドバイス、技術的アドバイス、マ

ーケティングに加え、マッチング機会の提供、販路開拓支援、ピ

ッチイベント開催等を行うほか、試作品開発・市場調査等への一

部補助や行政・産業支援機関・金融機関・大学等のサポーターに

よる支援を行う。（通称：Fukushima Tech Create） 
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補助対象事業：試作品の研究開発等 

補助対象 者：イノベ地域において「起業・創業」を目指す企業

や個人等 

補 助 率：3/4（特定要件を満たす場合 4/5） 

スタートアップ創出

事業 

11,057 
(国庫 

11,057) 
 

 福島県浜通り地域等 15市町村（イノベ地域）に、全国のスター

トアップ（ＶＣやコンソーシアム等含む）を呼び込み、イノベ地

域の創業関連施設の視察や地元事業者との交流（つなぎ込み）を

促進する。 

 

３ 中小企業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業等グループ

施設等復旧整備補助

事業 

 779,797 
(国庫 

 501,467) 

 東日本大震災や原発事故、令和３年及び令和４年福島県沖地震

により被災した中小企業等の工場、店舗などの施設や生産機械な

どの設備の復旧等に要する経費の一部を補助し、中小企業等の事

業継続を支援する。 

補助対象者：県内の中小企業者等から構成されるグループが策

定し、県が認定した復興事業計画に基づく事業を

行うグループの構成員 

 補 助 率：3/4 以内 

原子力災害被災事業

者事業再開等支援事

業 

590,705  原子力被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の自

立を集中的に支援し、当該地域における働く場の創出や、買い物

をする場など、まち機能の早期回復を図るため、事業再開等に要

する費用の一部を補助する。 

補助対象者：震災時に被災１２市町村で事業を行っていた中小

事業者 

 補 助 率：3/4 以内（特定要件を満たす場合は 4/5以内） 

原子力災害被災地域

創業等支援事業 

456,719  原子力被災１２市町村内での創業又は事業展開等の取組を支援

し、働く場・買い物する場などまち機能の早期回復を図るため、

創業等に要する費用の一部を補助する。 

補助対象者：被災１２市町村内において創業又は事業展開する

者 

 補 助 率：2/3 以内（特定要件を満たす場合は 3/4以内） 

４ ハイテクプラザ費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

基盤技術開発支援事

業 

3,460  県内企業からの要請に応じ、懸案事項や課題等についてハイテ

クプラザで研究開発を行う。また、県内企業のものづくり基盤技

術の高度化を支援するため、研究会活動、共同研究及び人材育成

を一体的に実施する。 

ハイテクプラザ試験

指導普及事業 

30,340 
(使用料・手数料 

22,918 

財産収入 

  7,352 

諸収入 

70)  

 技術的な諸問題の解決を図るとともに、依頼試験の実施やハイ

テクプラザの施設・設備を開放することにより県内企業の技術開

発や新商品開発を支援する。 

１ 技術指導等事業 

２ 依頼試験事業 

３ 産業技術連携推進会議開催事業 

４ 技術力向上支援事業 

５ 酵母開発・頒布事業 

６ 地域交流促進事業 

７ 研究成果発表会開催事業 
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産業廃棄物減量化・再

資源化技術支援事業 

1,810 
(繰入金 

1,810) 

 循環型社会の構築のため、産業廃棄物排出事業者に対する技術

面からの支援を行い、産業廃棄物の減量化・再資源化を図る。 

ハイテクプラザ機器

整備事業 

99,417 
(使用料・手数料 

3,208 

繰入金 

66,208 

諸収入 

30,000) 

 技術相談、技術指導、施設・設備・機器の開放、試験研究等の

機能充実を図るため、ハイテクプラザ及び各技術支援センターに

必要な機器を整備する。 

１ 再編強化機器整備事業 

２ 機器リース事業 

ハイテクプラザ運営

事業 

335,892 
(使用料・手数料 

43,411 

財産収入 

345 

繰入金 

100,506 

諸収入 

1,276) 

 ハイテクプラザ及び各技術支援センターの試験研究上必要な設

備・機器の保守管理を行い、試験・研究機関としての機能維持を

図るとともに、企業に対する技術指導体制の充実・強化を図る。  

５ 商工業総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業等復旧・復興

支援事業 

57,535 
(繰入金 

57,535) 

 東日本大震災により被害を受けた中小企業等が空き工場・空き

店舗等において事業再開するにあたり、その賃借料等を補助する。 
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○ 次世代産業課 

【事務分掌】 

・ 再生可能エネルギー・環境・リサイクル関連産業の集積に関すること 

・ ロボット関連産業の集積に関すること 

・ 福島ロボットテストフィールドに関すること 

・ 航空宇宙関連産業の集積に関すること 

・ 水素関連産業の集積に関すること 

【事業計画】 

１ 工業開発促進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

再エネ関連産業産学

官連携・販路拡大促進

事業 

311,211 
  (国庫  

291,901) 

 再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・

エージェンシーふくしま」を核として、ネットワークの構築、新

規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を一

体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を図る。 

１ 再エネ関連産業育成・集積支援事業 

  県内企業の再生可能エネルギー・水素分野におけるネットワ

ークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡

大、海外展開を一体的・総合的に支援する「エネルギー・エー

ジェンシーふくしま」を核として、「再生可能エネルギー先駆け

の地」の実現に向け、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を推進する。 

２ ＲＥＩＦふくしま開催事業 

  再生可能エネルギーや水素、脱炭素、省エネルギー、カーボ

ンリサイクルなどに関連する国内外の企業団体に対して、最新

技術や製品に関する情報発信、商談・交流の場を提供し、企業

間のビジネスマッチングを促進するとともに、海外企業団体を

積極的に呼び込み、国内企業が持つ技術やシステム等の海外展

開を後押しする国際的な大規模展示会として「ＲＥＩＦふくし

ま２０２６」を開催する。 

３ 海外連携交流事業 

  ドイツ、デンマーク及びスペインといった再エネ先進地との

連携と企業間等交流を一層促進するためトップ等による交流を

実施する。また、県内企業とのビジネスマッチングや共同研究

の可能性がある企業の発掘を図るため、再エネ先進地からの企

業等招聘を行うとともに、新たな産業創出等につなげるため、

県内研究機関等と海外連携地域の研究機関等による交流を促進

するほか、海外コンサルティング企業等と連携を図りながら、

県内企業の海外進出に向けた取組等を実施する。 

４ 再エネメンテナンス関連産業参入支援事業 

  再エネメンテナンス分野への新規参入や事業拡大を目指す県

内企業に対して、実機を用いた研修の費用やメンテナンス業務

に必要な資格の取得費等を補助する。 

〇補助対象事業者 

 県内に事業所を置く法人格を有する事業者であって、再生可能

エネルギー分野におけるメンテナンス業務に関連する産業に参

入・事業拡大しようとする者又はそれらの者で構成される団体 

〇補助対象事業 

（1）以下に例示として記載しているような公的機関や大手メーカ 

ー等が実施・所管するものとし、研修後や資格取得後に、研
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修修了証や認証取得証明書等が発行されているものに限る。 

（2）対象となる再生可能エネルギー分野 

太陽光、風力、バイオマス、水素、地中熱、その他関連分野 

  ※公的機関や大手メーカー等が実施・所管するものの例示 

  研修：GWO研修、メーカー研修など（実機を用いた研修を想定） 

     資格（講習）：ロープアクセス講習（IRATA）、玉掛け技 

能講習、高所作業車運転技能講習等 

〇補助率・補助限度 

 補助率：補助対象経費の 1/2以内 補助限度額：1社 150万円 

〇補助対象経費 

 受講料、教材費（講習等実施機関が定める費用）及び旅費 

５ 風力メンテナンス関連産業育成事業 

  風力メンテナンスの基礎的な技術から点検技術の実務、高度

なコア技術まで、県内で習得可能な体制構築に取り組む。 

６ 再エネ部品サプライチェーン調査委託事業 

  県内企業による参入に向けて、再エネ設備を構成する部品の

サプライチェーンを把握するための調査を実施する。 

福島新エネ社会構想

等推進技術開発事業 

1,266,769 
(国庫  

1,266,769) 

 福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企

業の技術高度化等を支援するとともに、福島再生可能エネルギー

研究所（FREA）の研究開発機能について最先端分野に展開・高度

化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連産業の

育成・集積を推進する。 

１ 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業 

  東日本大震災後、新たに研究開発が進められてきた県内の再

生可能エネルギー・水素関連技術のうち、市場性の高い技術の

事業化・実用化のための実証研究を支援し、福島発の技術によ

る事業創出及び関連産業の育成・集積を図る。 

〇補助対象事業者 

 ・企業、技術研究組合、大学等の法人による単独申請または共 

同申請 

・法人（共同申請の場合は幹事法人）は県内に事務所又は事業 

所を有すること。 

〇補助対象事業 

 ・実証研究支援事業 

  再生可能エネルギー等関連技術のうち、市場性の高い技術の 

事業化・実用化のための実証研究事業 

  県内において大宗を実施するものであること。 

・事業化可能性調査事業 

  再生可能エネルギー等関連産業への参入に向けて取り組む技 

術開発に先立って行われる、市場性・採算性・技術的実現性 

などの事業化可能性調査 

〇補助率・補助限度 

 ・実証研究支援事業 

補助率：補助対象経費の 2/3以内（県内大学等が共同提案者 

として共同研究を行う場合（大学等連携推進枠）、 

県内大学等分の補助率は 10/10以内） 

  補助限度額：最長 3年間で 3億円、大学等連携推進枠におけ 

        る県内大学等は、直接経費 2千万円、間接経費 

は直接経費の 30％以内 

・事業化可能性調査事象 

  補助率：補助対象経費の 2/3以内 

  補助限度額：500万円 

〇補助対象経費 

 ・実証研究支援事業 
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人件費、施設工事費、備品費、借料及び損料、消耗品費、外 

注費、委託費、その他諸経費 

（旅費、会議費、謝金、印刷製本費、補助員人件費などは対 

象外） 

（委託費については全対象経費の 30％以下であること） 

・事業化可能性調査事象 

  委託費、外注費、借料及び損料、諸経費 

（委託費については事業全体の企画及び立案並びに根幹に関 

わる執行管理は補助事業者自身が行うこと） 

２ ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業 

  福島新エネ社会構想の実現に向け、県内企業の有する要素技

術の高度化及び製品化する実用化研究をハイテクプラザが関係

機関と連携を図りながら実施する。 

３ ＦＲＥＡ最先端研究・拠点化支援事業 

  県内企業のより一層の技術力高度化や産業集積につなげてい

くため、ＦＲＥＡの研究開発機能を最先端分野に展開・高度化

するとともに、県内企業との橋渡しや人材育成機能を強化する

ための支援を行う。 

カーボンニュートラ

ル・水素関連産業推進

事業 

33,560 
(国庫  

16,445) 

 2050 年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内

企業等による脱炭素関連分野における技術開発に向けた取組や産

学連携による水素関連研究等の取組を支援するとともに、関連分

野を担う人材の育成に取り組む。 

１ 脱炭素関連技術開発事業化可能性調査事業 

  県内企業等が脱炭素関連産業への参入に向けて取り組む技術

開発に先立って行われる事業化可能性調査（ＦＳ調査）に対し、

その経費の一部を補助する。 

〇補助対象事業者 

  県内に事業所を置く法人格を有する事業者 

〇補助対象事業 

  脱炭素関連産業への参入に向けて取り組む技術開発に先立っ

て行われる、事業化可能性調査 

〇補助率・補助限度 

  補助率：大企業 1/2以内・中小企業 2/3以内 

  補助限度額：1,000万円 

〇補助対象経費 

・事業化可能性調査事象 

  委託費、外注費、機器・設備など賃借料、諸経費 

２ 未来を担うカーボンニュートラル人材育成事業 

  本県に再生可能エネルギー・水素関連産業への定着やカーボ

ンニュートラルへの意識醸成を行うため、これからの本県を担

う高校生等に対し、福島再生可能エネルギー研究所   （Ｆ

ＲＥＡ）やふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦ

ふくしま）の見学などを通じ、再生可能エネルギー・水素関連

技術などカーボンニュートラルに関する取組を学ぶ機会を提供

し興味や関心の喚起、知見の習得を促す。 

３ 産学連携水素研究支援事業 

  福島大学が設置した水素エネルギー総合研究所において県内

企業と連携して実施する水素関連調査・研究に対して支援し、

本県の水素社会の実現及び関連産業の育成・集積、関連人材の

育成を図る。 

福島水素サプライチ

ェーン構築事業 

751,183 
（国庫 

751,167） 

 再エネ由来水素製造施設で製造された水素を「はこぶ」「つかう」

取組みに対し補助を行い、水素需要・利用の拡大を図り、県内に

おけるより強靱な水素サプライチェーンを構築する。 
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１ 水素活用関連機器導入支援事業 

◯ 水素運搬設備の導入支援 

（１） 補助対象事業 

原則として、県内で製造される再生可能エネルギー由来の 

水素を運搬するためのトレーラ等の導入費用を補助する。 

（２） 補助対象者 

   大企業、中小企業、非営利民間団体、地方公共団体等 

（３）補助率及び補助上限額 

【補助率】1/2以内（大企業） 

        2/3以内（中小企業等） 

   【上限額】水素カードル  200万円/台（大企業） 

        水素カードル  300万円/台（中小企業等） 

        水素トレーラ 2,100万円/台（大企業） 

              水素トレーラ 2,800万円/台（中小企業等） 

 ◯水素利用機器の導入支援 

（１）補助対象事業 

   水素燃料ボイラー、水素バーナー等の導入費用に対し補助す 

る。※水素利用機器は、県内の事業所において導入すること。 

（２）補助対象者 

   大企業、中小企業、非営利民間団体、地方公共団体等 

（３）補助率及び補助上限 

   【補助率】1/2以内（大企業、中小企業等） 

   【上限額】上限額 1億 5,500万円/台 

 

２ 水素配送支援事業 

（１）補助対象事業 

再生可能エネルギー由来の水素製造を行う県内施設から水

素配送を受ける際の配送費用に対し補助する。 

（２）補助対象者 

   大企業、中小企業、非営利民間団体、地方公共団体等 

（３）補助率及び補助上限 

   【補助率 】1/2以内（大企業） 

         2/3以内（中小企業等） 

   【上限額】7万円/回（大企業） 

        10万円/回（中小企業等） 

福島県地方大学・地域

産業創生プロジェク

ト事業 

981,928 
（国庫 

651,005) 

 県、福島大学、県内企業の産学官が連携してバイオマス由来水

素・炭化物製造システムの研究開発を始めとした水素関連技術の

研究開発や人材育成に関する取組を行うことで、県内企業の水素

関連技術の向上と高度人材育成を図る。 
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２ 工業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

チャレンジふくしま

「ロボット産業革命

の地」創出事業 

484,334 
(繰入金 

 484,318 

諸収入 

16) 

 県内企業や大学等によるロボットや要素技術の研究開発に対す

る支援、ハイテクプラザにおける研究開発、メードインふくしま

ロボットの導入補助、ロボットフェスタの開催、産学官金連携に

よる協議会の運営、事業者間連携体制の構築、海外販路拡大の支

援、ドローン社会実装の推進、、国家戦略特区活用の推進など、ロ

ボット関連産業の育成・集積に取り組む。 

１ ロボット関連産業基盤強化事業              

  県内に本社、研究・生産拠点が所在する企業に対し、ロボッ

トの要素技術の開発や実証を行う経費の一部を補助する。 

 （1）補助率 中小企業:事業費（上限 750万円）の 3/4以内 

        大企業:事業費（上限 666.6万円）の 2/3以内 

２ 産学連携ロボット研究開発支援事業            

  産学連携による技術開発を促進するため、ふくしまロボット

産業推進協議会と連動し、県内ロボット関連企業と共同研究を

行う大学に対し最大 3年間の補助（定額）を行う。 

３ ロボット制御技術等実証事業 

  人手不足に伴い、ロボットの導入や自動化がますます加速す

ることから、ハイテクプラザにおいて画像処理・AI技術と協働

ロボットを連携した検査システムの開発を行う。 

  また、空域の電磁環境を調査し、ドローンにおける電波障害

対策の指標を確立する。 

４ ロボット部材研究開発事業                   

  WAAM による積層造形物に対する熱処理の影響や加工性を評価

し熱処理合金の形状作製方法を確立し実製品への適用につな

げ、県内企業への移転・普及を図る。 

５ メードインふくしまロボット導入支援事業                

  県内企業により開発・製造されたロボットの取引拡大を支援

するため、県内での活用を目的とした当該ロボットの導入経費

の一部を補助する。 

 (1)補助対象：県内で開発・製造され、かつ、県内での活用を目

的としたロボット 

 (2)主な用途：廃炉・除染、災害対応、インフラ点検、無人航空

機、作業支援のための装着型ロボット、教育用、

運搬用、サービス用 

 (3)補助率：1/2以内 

６ ロボットフェスタふくしま開催事業            

  県内ロボット関連産業の育成・集積に向け、技術交流や商談

の場を提供するとともに、将来の本県産業を担っていく子ども

たちの参加を通じて県民理解の促進を図るため、ロボット関連

産業に関する製品・技術が一堂に会する「ロボットフェスタふ

くしま２０２６」を開催すると共に、自治体の連携強化とドロ

ーンの社会実装加速を目的に「ドローンサミット」を併催する。 

７ ふくしまロボット産業推進協議会事業          

  産学官金連携の下、会員相互交流の活性化と技術基盤の強化

に取り組み、ロボット関連産業の集積と取引の拡大を図る。 

 (1)研究会・検討会によるセミナー等の開催 

  ・廃炉・災害対応ロボット研究会 

  ・ロボット部材開発検討会 

  ・ロボット・ソフトウェア検討会 

  ・ドローン活用検討会 
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 (2)コーディネーターによるマッチング支援 

 (3)展示会等への共同出展 

 (4)会員向けメールマガジンによる情報提供 

８ ロボット関連技術実証等支援事業               

  県内企業が福島ロボットテストフィールドを使用して行う実

証試験、性能評価試験、操縦訓練等に要する経費について補助

する。 

９ ロボット産業事業者間連携体制構築支援事業 

  県内企業がメーカーからのオーダーに対し、単独では受注で 

きない案件について、複数社が連携することでユニット品の開 

発が可能となり、販路開拓に繋がる試作品開発に対して必要経 

費を補助する。 

  県内企業が共同で製造する供給網を構築し支援することによ 

り、技術力向上と取引拡大を図り、より一層のロボット関連産 

業の集積を促進する。 

10 海外販路拡大支援事業 

  産業として成長しつつある県内のロボット関連産業は、企業

の研究開発の成果により製品化に結びつくケースが増えつつあ

り、より一層の販路拡大支援へとフェーズが移ってきている。 

  特に中小企業は、単独での海外展開が難しいことから、販路

拡大に向けて県内企業の海外出展を支援する。 

11 ふくしまから実現するドローン社会実装推進事業 

  福島ロボットテストフィールドを核として、ドローンメーカ 

ーの集積が進み優位性がある反面、社会実装（実社会での活 

用）が課題となっている。 

  令和６年６月に国家戦略特区「連携“絆”特区」の指定を受

けたことを好機と捉え、民間事業者の実証の取り組みを後押し

し、ドローンの社会実装に取り組む。 

12 「“絆”特区」知のサポート事業 

  令和６年６月に国家戦略特区「連携“絆”特区」に指定され

たことから、民間事業者の特区制度活用を推進することを目的

に、民間事業者の規制、制度改革の取り組みを支援する。 

エネルギー・環境・リ

サイクル関連産業推

進事業 

116,500 
(国庫  

116,500) 

 福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネル

ギー・環境・リサイクル」分野について、浜通り等での関連産業

の育成・集積に向け、産学官・動静脈産業の連携を拡大し、事業

化を促進していく。 

１ PVパネルリユース・リサイクル促進モデル事業 

  太陽光発電を中心に県内への再生可能エネルギーの導入拡大

が進む中、自然災害による破損や、経年劣化による PVパネルの

廃棄が既に発生しており、今後、耐用年数の経過による廃棄量

の増加が懸念されていることから、PV パネルの再利用や、効率

的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源化とい

った一環した体制・仕組みを本県で構築するために必要な取組

を行う。 

２ エネルギー・環境・リサイクル関連産業産学官連携・事業化

促進事業 

  ふくしまエネルギー・環境・リサイクル関連産業研究会を中

心とした産学官のネットワークの構築、新規参入、事業化、取

引拡大支援を行うとともに、本県で新たなリサイクル産業とし

て事業化が期待される分野・テーマについて、企業コンソーシ

アムによる FS調査等を行う。 
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３ 中小企業振興費 

航空宇宙産業集積推

進事業 

179,983 
(国庫 

87,465) 

 航空宇宙産業の集積に向け、産業コーディネーターの設置、

県内大学及びＪＡＸＡとの連携強化、航空宇宙フェスタ２０２

６の開催、国際認証取得支援、国際商談会等出展支援、設備導

入補助、技術開発支援、協議会の設置、スタートアップ等との

連携強化などに取り組む。 

１ 受注獲得・ステップアップ支援                

 (1)産業基盤強化事業 

 (2)県内ネットワーク参入・受注獲得支援 

２ 多様な主体の参画による連携構築                

 (1)ふくしま航空宇宙産業推進協議会 

 (2)スタートアップ等との連携強化支援 

 (3)多様な主体による研究開発支援事業 

３ 飛躍的成長への支援                

 (1)（再掲）スタートアップ等との連携強化支援 

 (2)広域的なサプライチェーン構築支援 
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○ 医療関連産業集積推進室 

【事務分掌】 

・ 医療関連産業の集積・育成に関すること 

・ ふくしま医療機器開発支援センターに関すること 

・ ふくしま医療機器産業推進機構の運営に関すること 

・ 県内医療関連企業の海外展開支援に関すること 

【事業計画】 

１ 工業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふくしま医療機器産

業ハブ拠点形成事業 

29,094 
（財産収入 

89 

諸収入 

36） 

  

 産学官の連携による医療機器産業の産業振興と集積をさらに加

速させ、全国的な「医療機器設計・製造ハブ拠点」形成を進める。 

１ ふくしま医療機器産業ハブ拠点形成運営事業 

ふくしま医療産業ハブ拠点形成事業を着実に推進させるため

各種会議の開催及び関係機関との協議、県内企業の有する技術

の把握とマッチングなどを実施する。 

また、昨年度に引き続き、厚生労働省との人事交流（相互派

遣）により、厚生労働省とのネットワークを構築する。 

ふくしま医療機器開発支援センターの開所１０周年を記念し

た式典を実施する。 

２ 福島県医療福祉機器産業協議会運営事業 

  県内ものづくり企業や大学等から構成される当協議会員に向

けて、ビジネス拡大につながる取組を行う。 

３ 展示会開催・出展事業 

  国内で開催される展示会に出展する出展実行委員会に対して

支援を行う。 

 ・メディカルクリエーションふくしま２０２６ 

 ・メディカルショージャパン＆ビジネスエキスポ２０２６ 

（一新）ふくしまとと

もに創る医療機器生

産促進事業 

228,160 
 (国庫 

110,964) 

 

大学発ベンチャーをはじめとするスタートアップ企業等と県内

企業とのマッチング支援、世界最大の市場規模を有するアメリカ

で開催される展示会への出展支援、試作品トライアルを通じた競

争力強化支援及び新規参入のための伴走支援と IT 関連企業等の

参入促進を実施する。また、医療機器の開発サイクルを加速化さ

せるための医師へのトレーニング支援を介した臨床ニーズの効率

的な収集を図るとともに、県産医療機器の県内医療機関への実装

を支援することで、県産医療関連製品の事業化又は取引先件数の

増加及び医療機器生産額等の増加に向けた取組を行う。 

１ スタートアップ企業等とのマッチング促進事業 

 (1) スタートアップ企業と県内企業等との連携を進めるための

取組 

(2) 県内ものづくり企業への医療機器開発補助 

(3) スタートアップ企業との豊富なコネクションを有するコー

ディネーターの配置・データベースの活用 

(4) 新たなマッチング先の探索のための学会・展示会への出展 

２ 海外展示会（アメリカ）出展事業 

(1) 世界最大の市場であるアメリカで開催される医療機器展示

会（MD＆M WEST）ヘの福島県ブース出展 

(2) 現地規制（FDA 等）への対応等をサポートするためのコン

サルティング等の支援 

３ トライアル支援事業 

  県内ものづくり企業が納入する試作品等について、医療機器
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メーカー等にフィードバックしてもらうことで、県内ものづく

り企業の対応力・技術力等を強化し、受注率向上に繋げる。 

４ 新規参入促進事業 

 (1) 新規参入を目指す企業への伴走支援 

 (2) プログラム医療機器等ビジネス参入セミナー 

５ 医工連携につなげる医師のトレーニング支援事業 

(1)トレーニング費用の支援 

(2)学会主催セミナー等の開催経費支援 

６ 医療関連製品の地産地消のための販路開拓支援事業 

 (1)福島県産医療関連製品コレクションサイト(Web)の立ち上げ 

 (2)福島県産医療関連製品の導入支援 

チャレンジふくしま

成長分野産業グロー

バル展開事業 

72,827 
(国庫 

32,713 

諸収入 

22) 

 医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、

県内企業等が有する技術・製品を海外に向けて広く PRし、ビジネ

スの機会を創出することで、海外への販路開拓・拡大を支援する。 

１ ドイツＮＲＷ州との地域間交流事業 

世界有数の医療機器市場である欧州において中心的な役割を

果たすドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン（ＮＲＷ）

州とのビジネス交流を実施する。 

・ビジネスマッチング：通年 

  ・MEDICA/COMPAMED出展：１１月 

２ ＡＳＥＡＮ販路拡大事業 

ＡＳＥＡＮ最大級の医療機器展示会に本県企業からなる福島

県ブースを出展し、ふくしま医療機器開発支援センターのマッ

チング機能を利用して医療機器・部材等の販路拡大を支援する。 

３ 海外展開人材招聘事業 

ドイツ・ＮＲＷ州から招聘したドイツ人経済交流員の活動を

通じ、県内企業の技術力や本県の産業復興を広く海外に向けて

発信する。 

ふくしま医療機器開

発支援センター運営

強化事業 

573,570 
(繰入金 

216,154) 

１ 医療産業クラスター整備事業 

  本県が目指す医療産業クラスター形成を進める。 

２ ふくしま医療機器産業推進機構運営事業 

  (一財)ふくしま医療機器産業推進機構に対して事業運営費の

補助を行う。 

３ ふくしま医療機器開発支援センター運営事業 

  ふくしま医療機器開発支援センターの管理運営を指定管理者

に業務委託する。 

（新）創薬関連企業の

集積とコミュニティ

化基盤整備事業 

99,389 
 (国庫 

99,389) 

 

  

浜通り地域に集積した創薬関連産業企業等が本地域に定着し、

事業を継続・発展させるため、また、関連企業の本地域への進出

を促進するため、浜通り創薬関連産業コミュニティを構築し、本

コミュニティ内創薬関連企業の成長や、バイオに特化した技術人

財の育成を支援する。 

ふくしまで働く医療

関連産業次世代人材

育成事業 

39,807 
(国庫 

19,135） 

 医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業により、医

療機器開発・生産に興味関心を持たせる段階から職業選択の段階

まで繋げるとともに、医療機器関連企業に必要な実践的な人材を

育成する。 

１ 医療機器開発モデルによる若手人材育成事業 

 若年層から段階的に医療機器関連企業との関連性を持たせるこ

とで、将来を担う人材を育成する。 

２ 医療関連ものづくり企業人材育成事業 

 医療機器の製造・開発に必要なスキルの習得及び県内外の大学

生を県内医療関連企業への就業に繋げることを目的とした事業

を実施する。 
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○ 商業まちづくり課 

【事務分掌】 

・ 商業の振興に関すること 

・ 中心市街地の活性化に関すること（他課の所掌に属するものを除く） 

・ 商業まちづくりの推進に関する条例に関すること 

・ 大規模小売店舗立地法に関すること 

・ 復興まちづくりの支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く） 

・ 中小企業等の復旧・復興支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く） 

【事業計画】 

１ 商業振興費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

商店街活性化支援事

業 

11,668  空き店舗対策事業を実施する市町村に対し、補助金を交付するな

どにより中心市街地や商店街の活性化を支援する。 

商業まちづくり推進

条例施行費 

911  特定小売商業施設の新設届出等について、商業まちづくり審議会

で調査審議を行うほか、商業まちづくり基本構想を策定又は変更し

ようとする市町村に必要な助言等を行う。 

大型小売店舗関係法

施行費 

1,612  大規模小売店舗の立地にあたり、店舗周辺の地域の生活環境に問

題が発生しないよう、届出書を審査するとともに、諮問基準に定め

る案件については審議会で県の意見を調整し、設置者に対して適正

な配慮を求める。 

復興まちづくり加速

支援事業 

53,566 
（繰入金 

53,566) 

 避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必要不可欠

な商業施設を整備した市町村に対し、その運営経費の一部を補助す

ることにより、当該地域の商業機能の確保を支援する。 

まちなか賑わい創業

促進事業 

5,062 
 

 まちなかのにぎわいと魅力の創出を図るため、担い手となる創業

者を発掘・育成する。 

また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決、地域活性

化を目指す取組に対し、専門家を派遣し、アドバイスを行う。 

さらに、有識者会議を設置し、上記創業者育成後のフォローアップ

や各取組における課題の洗い出し、助言、提言等を実施する。 
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○ 産業人材育成課  

【事務分掌】 

・ テクノアカデミーに関すること 

・ 離職者等の職業訓練に関すること 

・ 職業訓練指導員の免許に関すること 

・ ものづくり技能の振興に関すること 

・ 技能検定に関すること 

・ 認定職業訓練に関すること 

・ 福島県職業能力開発協会に関すること 

 

【事業計画】 

１ テクノアカデミー費（職員費を除く） 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

職業能力開発運営費 207,570 
(国庫 

 33,702 

使用料・手数料 

  16,854 

財産収入       

691 

諸収入 

5,037) 

 地域産業のニーズにこたえる人材を育成するため、県が設置し

ているテクノアカデミー郡山、会津、浜の運営を行う。 

１ 内容 

 (1)産業人材育成推進協議会の運営 

 (2)無料職業紹介事業 

 (3)庁舎管理委託等の実施等                                             

専門課程訓練経費 35,350 
（国庫 

 7,792 

諸収入 

94) 

 テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力開発短期大学校専門

課程において、高等教育機関や民間企業等から優れた専門知識を

有する人材を講師として招へいし、新技術への対応能力、問題解

決能力等を備えたより高い能力を身につけた人材の養成を図る。 

普通課程訓練経費 46,404
（国庫 

12,919 

諸収入 

120) 

 テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力開発校普通課程にお

いて、高等教育機関や民間企業等から優れた専門知識を有する人

材を講師として招へいし、地域の産業ニーズに対応した実践的な

人材の養成を図る。 

専門課程訓練実施経

費 

17,377 
（国庫 

3,121 

使用料・手数料 

11,771) 

 急激な技術革新に対応できる高度な知識・技能を備えた産業人

材の育成を図るため、テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力

開発短期大学校において、高校卒業者等を対象に２年間の高度職

業訓練を実施する。 

１ 内容 

 ４訓練科（郡山：２、会津：１、浜：１）で実施する。  

 (1)専門課程訓練に係る経費 

 (2)技能照査の実施 

 (3)卒業研究の実施 

２ 定員 

 180名（機械デザイン工学科：40 名、知能情報デザイン学科：

60 名、観光マネジメント学科：40 名、ロボット・環境エネル

ギーシステム学科：40名） 
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普通課程訓練実施経

費 

11,438 
(国庫 

6,922 

使用料・手数料 

2,340) 

 地域産業の発展を支える技能者の育成を図るため、テクノアカ

デミー郡山、会津、浜職業能力開発校において、高校卒業者等を

対象に２年間の普通職業訓練を実施する。 

１ 内容 

 ６訓練科（郡山：１、会津：２、浜：３）で実施する。 

 (1)普通課程訓練に係る経費 

 (2)技能照査の実施 

 (3)卒業研究の実施 

２ 定員 

 240名（建築科：70名 電気・設備システム科：60名 

      自動車整備科：80名 機械技術科：30名） 

短大校職業訓練指導

員研修事業 

666 
 (国庫 

405) 

 職業能力開発短期大学校においては、新技術への対応能力、問

題解決能力、企画・立案能力等が求められることから、このよう

な状況に対応して職業訓練指導員の資質の向上を図るため、専門

課程を担当する職業訓練指導員に対して民間企業や高等教育機

関等へ派遣し研修を行う。 

能開校職業訓練指導

員研修事業 

1,022 
(国庫 

644) 

 技術革新の進展や産業構造の変化等、経済社会の変化に伴い訓

練ニーズも高度化、多様化している。このような状況に対応して、

職業訓練指導員の資質の向上を図るため、普通課程を担当する職

業訓練指導員を民間企業等へ派遣し研修を行う。 

ふくしま水素エネル

ギー人材育成事業 

38,008 
(国庫 

23,637 

（繰入金 

10,476) 

 水素関連産業への理解促進や技術者の育成を図るため、新規参

入や事業拡大を目指す県内企業に対しての技術研修やこれから

の本県を担う若年者に対して、水素関連技術体験などを実施す

る。 

エアロスペース人材

育成事業 

51,803 
（国庫 

35,584) 

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラ

ムを開発・実施するとともに、自作航空機を活用した校外実習や

企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において

活躍できる県内若年技術者の育成を図る。 

福島イノベ構想推進

産業人材確保事業 

36,539 
（国庫 

36,539) 

 福島イノベーション・コースト構想を担う高度な人材を確保す

るため、企業や高等教育機関、研究機関等と連携した特色ある

キャリア教育の展開を図り、浜通りのイノベ関連企業への就職を

促進する取組を行う。 

１ イノベ関連企業で就業意欲を高める見学ツアーの開催 

２ 先端技術を県内企業担当者等が教える出前講座の開催 

３ 就職率の向上を図る合同企業説明会の開催 

４ 就職後のミスマッチを低減する短期滞在型インターンシッ

プの実施 

ものづくり技能継承

支援事業 

 

39,204 
（国庫 

19,493) 

 県内中小製造業に対し、ＩＴを活用した効果的な知識・技能の

継承を支援し県内中小製造業の企業競争力強化を図るとともに、

併せて県内ＩＴ産業の活性化を目指す。 

１ 県内中小製造業への知識・技能継承の支援 

２ ＩＴ教育支援 

短大校施設設備整備

事業 

2,991 
(使用料・手数料 

62) 

 職業能力開発短期大学校の専門課程訓練科において、職業能力

開発促進法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応す

る人材育成に必要な訓練機器等を整備する。 

１ 機器整備等事業 

 (1)訓練に必要な機械器具、計測器等の保守・整備 

 (2)コンピュータ教育環境整備 

能開校施設設備整備

事業 

391,705 
(国庫 

181,773 

 職業能力開発校の普通課程訓練科において、職業能力開発促進

法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応する人材育
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使用料・手数料 

2,309 

繰入金  

19,574)  

成に必要な訓練機器等を整備する。 

１ 機器整備等事業  

 (1)訓練に必要な機械器具、計測器等の整備 

 (2)教育環境整備 

技能向上訓練実施事

業（専門短期課程） 

1,757 
(国庫 

   36 

使用料・手数料 

1,403 

諸収入 

318) 

 地域企業の事業の高度化等のニーズに対応するため、職業能力

開発短期大学校において、企業在職者等を対象とした短期間の高

度な技能向上訓練を実施する。 

１ 内容 

  62コース 定員 527名 

技能向上訓練実施事

業（短期課程） 

8,471 
(国庫 

  3,936 

使用料・手数料 

2,166 

諸収入 

554) 

 地域企業の事業の多角化等のニーズに対応するため、職業能力

開発校において、企業在職者等を対象とした短期間の技能向上訓

練を実施する。 

１ 内容 

  93コース 定員 819名 

離職者等再就職訓練

事業 

423,907 
(国庫 

423,544 

諸収入 

  363) 

 離職者等求職者の早期就職を支援するため、公共職業安定所長

から受講あっせんを受けた離職者等に対して介護分野など多様

な職業訓練を委託により実施する。 

１ 知識等習得コース           定員 1,218名 

２ 日本版デュアルシステムコース     定員   58名 

３ 長期高度人材育成コース        定員   56名 

４ 母子家庭の母等の職業的自立促進コース  定員  10名 

  計 1,342名 

障がい者委託訓練事

業 

53,638 
(国庫 

   53,593 

 諸収入 

45) 

 障がい者の一般就労への移行を促進するため、以下の就労支援

を行う。 

１ 障がい者委託訓練事業 

  障がい者の雇用促進に資するため、企業、社会福祉法人、NPO

民間教育訓練機関等地域の多様な委託先を活用し、職業訓練を

実施する。 

 (1)訓練定員  81名 

 (2)訓練期間  標準１か月～４か月 

２ 精神障がい者等向け訓練実施支援事業 

  精神障がい者等の訓練ニーズを把握している地域の就労支

援機関等に、訓練実施先の開拓を委託し、訓練受講機会の確保

を推進する。 

 ・想定訓練人数 20名  

３ 精神障がい者等の受入体制整備事業 

  テクノアカデミーに精神保健福祉士等の専門家を配置し、精

神障がい者等の訓練の円滑化を図る。 

 ・配置人数 ３名 

障がい者等訓練手当

支給事業 

26,590 
(国庫 

13,295) 

 障がい者や母子家庭の母、父子家庭の父など、就職が困難な求

職者が、公共職業安定所長より指示を受けて職業訓練を受講する

場合に、訓練手当を支給し、就職促進を図る。 

 ・手当の種類 

  基本手当、受講手当、通所手当、寄宿手当 
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２ 職業訓練指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

技能尊重推進実施経

費 

2,403 
(国庫 

 400 

使用料・手数料 

435) 

１ 卓越技能者表彰等事業 

  卓越した技能者等を表彰することにより、産業の振興及び

技能水準の向上を図る。 

 (1)卓越技能者等表彰式日程（予定） 令和８年１１月 

 (2)場 所   福島市 

２ 事業内職業訓練指導事業 

  職業訓練が合理的、効果的に実施されるよう、認定職業訓

練施設等への指導等を実施する。 

３ 職業訓練指導員試験事業 

  技能者の養成を図るためには優秀な職業訓練指導員を確保

することが必要であることから、職業訓練指導員免許を付与

するための試験を実施する。 

 (1)実施職種  学科試験：指導方法（全職種） 

 (2)受験資格  １級技能検定合格者等 

 (3)実施時期  令和８年９月（予定） 

 (4)実施場所  郡山市 

福島県認定職業訓練

費補助事業 

45,489 
 (国庫 

22,744) 

 認定職業訓練の促進を図るため、普通課程または短期課程の

普通職業訓練を行う中小企業事業主またはその団体等に対し、

認定職業訓練事業の運営及び施設整備等に要する経費の一部を

補助する。 

１ 補助対象者 各認定職業訓練校等 

補助対象件数 11校(普通課程 15科 105名、短期課程 30 

科 805名・単位) 

  補 助 率 ２／３（国１／３、県１／３） 

福島県職業能力開発

協会補助事業 

62,850 
(国庫 

28,470) 

 技能検定の実施や民間における職業能力開発の促進を図るた

め、県職業能力開発協会に対し、その運営費の一部を補助する。 

１ 福島県職業能力開発協会補助事業 

補助対象者 福島県職業能力開発協会 

 (1)管理費の補助                                                           

  協会の管理運営に要する経費の一部を補助する。                           

 (2)事業費の補助                                                           

  技能検定試験等の実施に要した経費の一部を補助する。 

  若年技能検定受検料減免に要した経費を補助する。 

【福島県職業能力開発協会の主な事業】 

 (1)技能検定の実施 

 (2)各種技能競技大会の実施、参加支援 

 (3)会員企業等が行う職業能力開発についての指導等   

補 助 率 定額（国１／２、県１／２） 

※若者技能検定受検料減免分 

 ２級及び３級受検者のうち 

・２３歳未満の３級受検者：国１０／１０ 

・３５歳未満（２３歳未満の３級受検者（在職者）を除 

く）：県１０／１０                                   
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３ 雇用対策総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

（新）『感働！ふくし

ま』プロジェクト（気

づき・体験機会創出事

業） 

〔再掲〕 

244,954 
（国庫 36,708 

諸収入 

49） 

 小中学生向け企業見学や親子職業体験イベント、高校生向け

企業ガイダンス、大学生及び社会人向け企業体験ツアーなど、

将来を担う若い世代に対して県内企業を認知し体験する機会を

創出することで、県内就職に向けた関心向上を図る。 

１ 未来の人材確保のための体験プログラム事業 

２ 高校生向け県内就職関心向上事業 

３ 若者向け県内就職関心向上事業 

 

  

3-35 
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○ 観光交流課 

【事務分掌】 

・ 観光交流に関する総合企画及び調整に関すること 

・ 観光の振興に関すること 

・ 観光振興キャンペーンの推進に関すること 

・ 国際観光の推進に関すること 

・ 旅行業及び通訳案内業に関すること 

・ 住宅宿泊事業法（民泊）に関すること 

【事業計画】 

１ 観光費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

ホープツーリズム拡

充等浜通り観光支援

事業 

146,000 
(国庫

116,800) 

東日本大震災及び原子力災害の被害や復興の状況を感じながら

も、浜通りで新たにチャレンジしている「人」、浜通りならではの

「食」や「海」等の観光資源の魅力を体感し「楽しかった」「また

行きたい」と思われる観光地づくり、観光誘客を図る。 

ホープツーリズム運

営・基盤整備事業 

216,659 
 (国庫

168,538) 

 ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向けて運営基盤の強化

を図るため、窓口運営を始めとし、コンテンツの充実や磨き上げ、

プロモーション及びインバウンド誘客等を行う。また、総合案内

人であるフィールドパートナーの研修内容の充実を図る。 

観光関連団体連携推

進事業 

792,846 
(国庫 

203,186) 

 

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会として観光

産業の更なる観光振興に向けた全県の意識共有を図るため、官民

一体となった取組やプロモーション活動を展開する。 

また、本年４月～６月の「デスティネーションキャンペーン（以

下「DC」という）」の開催に向け、本県ならではの魅力や DC に関

する情報発信を行い、県内外からの観光誘客につなげる。 

コンベンション開催

支援事業 

27,132 
 （国庫 

24,408) 

 県内で開催されるコンベンション・エクスカーションに対して 

補助を行うことにより、本県への誘客促進を図るとともに、交流 

人口拡大や県内消費拡大に繋げる。 

福島県観光誘客促進

事業 

168,252 
(国庫  

90,194) 

１ ふくしま観光プロモーション推進事業 

  福島ならではの地域資源や復興の状況、観光の魅力をデジタ

ル媒体を活用しながら発信するとともに、観光のファンやリピ

ーターを創出する取り組みを展開し、恒常的な観光誘客や県内

周遊を図る。 

２ ふくしま周遊まち歩き事業 

  ２０１１年より開催し、延べ１１０万人以上が参加したリア

ル宝探しイベント「コード F」シリーズの続編を開催し、観光

誘客と県内の広域周遊を図る。 

（新）県内宿泊促進支

援事業 

3,538,490 
(国庫  

3,538,490) 

 エネルギー価格や物価高騰の影響を受け、厳しい経営環境に置

かれている県内宿泊事業者及び関連事業者に対し、県内宿泊者へ

の宿泊割引実施により、宿泊をきっかけとした旅行需要を喚起し、

宿泊事業者を含めた幅広い関連事業者を支援する。 

（一新）福島インバウ

ンド復興対策事業 

351,563 
（国庫 
166,976 

   

その他 55) 

１ 海外プロモーション事業 

  本県の魅力を効果的に訴求するため、重点市場のうち台湾、

ベトナム、タイ及び豪州に現地窓口を設置し、現地目線による

情報発信等を行う。 

２ 受入体制強化事業 

県公式 WEB サイトを活用したプロモーションやインバウンド
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向け情報の整備を行うほか、WEB や SNS 等の分析を通じた効果

的かつ継続的な情報発信を行い、県内での受入環境の充実を図

る。 

３ 広域連携事業 

  東北及び関東の都県と連携して、本県と各県の魅力ある観光

地を結んだ「面」による事業構築を行い、広域圏として見せる

ことが効果的である市場・ターゲット層に対して、情報発信を

行う。 

４ 福島インバウンド誘客周遊促進事業 

  本県に送客する旅行商品を造成する旅行会社に対して、商品

造成に係る経費の一部を支援することで、インバウンド誘客を

図る。 

海外風評払拭情報発

信事業 

22,000 
（国庫 

    11,000) 

根強い風評の影響が残る海外市場において福島の魅力に焦点を

絞った情報を発信し、東アジアを中心とした海外市場の風評払拭

を図る。 

教育旅行復興事業 341,234 
(国庫 32,042 

繰入金

295,459) 

１ 教育旅行復興事業 

  本県で宿泊を伴う教育旅行を実施する県外の学校に対して、

移動に係るバス経費の一部を補助する。 

２ 教育旅行誘致促進事業 

  教育旅行の誘致のため、学校、教育委員会、旅行会社等を対

象としたキャラバン等の誘致活動を実施するとともに、県内で

の教育旅行の実施、サポートするための専用窓口の設置・運営・

本県の教育旅行入込調査等を実施する。 

３ 国際教育旅行等誘致促進事業 

  台湾において教育旅行セミナーを開催し、本県への教育旅行

について説明を行うとともに、台湾の教育旅行関係者を県内に

招請し、学校や体験施設等を視察いただく等により、本県への

国際教育旅行の誘客を図る。 

４ 教育旅行魅力発信強化事業 

  県外の教育関係者（学校、教員、教育委員会職員等）を対象

としたモニターツアーを実施し、本県ならではの教育旅行プロ

グラム「ホープツーリズム」を核に、多種多様な教育素材（歴

史学習、班別自主研修、農業・農村体験、自然・環境学習、ス

キー学習、合宿）との連結、探究学習プログラムの磨き上げを

行うとともに、学習効果や魅力、周知の強化を図る。 

  本県で教育旅行を実施した学校等への密着取材を行う。取材

で得た情報及び素材を効果的に活用し、県外の教育旅行関係者

向けのパンフレット（教育素材、プログラム、モデルコース、

学びの効果等）を更新する。 

観光客動態調査事業 15,000 
（国庫 

    10,500) 

 

 東日本大震災から１４年が経過し、全ての特定復興再生拠点区

域において避難指示が解除されるなど、復興に向けた歩みが着実

に前進している浜通りに特化した調査、及び全県的なパラメータ

調査により、ＡＬＰＳ処理水放出の影響や継続的に風評を含む本

県観光の実態を把握していく。 
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浜通り地域等交流人

口・消費拡大支援事業 

993,850 
(繰入金

993,850) 

 浜通り地域等１５市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客

コンテンツの開発等を支援するとともに、域外からの来訪者によ

る消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。 

１ 誘客コンテンツ開発及び広域マーケティング事業 

  避難地域 12市町村の地域資源を活用した来訪コンテンツ（ツ

アーやイベント等）の開発から、デジタルプロモーションを中

心とした情報発信までを一体的かつ継続的に支援する。 

  また、避難地域 12市町村に属する複数の市町村にまたがる広

域での来訪者の呼び込みを目的としたデータ分析等のマーケテ

ィングを支援する。 

２ 浜通り地域等における地域課題解決を通した交流人口・関係

人口拡大 

浜通り地域等 15 市町村が抱える地域課題解決を通した来訪

者の呼び込みを企画している民間事業者等への支援を実施し、

繰り返し来訪を促すことで交流人口・関係人口の拡大を図る。 

３ 交流人口基盤整備事業 

  浜通り地域等１５市町村への来訪者の呼び込みを企画してい

る民間事業者等への事業促進に資するデータ収集・分析等を支

援する。 

観光施設管理事業  183,327 
(繰入金 

71,483 

国庫 

24,300 

その他 

2,009) 

 県有観光施設等の適切な管理運営及び維持管理を行い、県民に

健全な保養の場を提供するとともに、県外からの観光流動の創出

を図る。 

 令和８年度県有観光施設営繕工事 

 (1) 天鏡閣保存修理工事基本設計 

 (2) 浄土平レストハウスシャッター改修工事（第二期） 

 (3) 浄土平レストハウス温水配管等改修工事 

 (4) 浄土平レストハウス自家発電機修繕工事 

 (5) 県有観光施設機能改善事業 

観光誘客宣伝事業 2,718  本県観光のＰＲや問い合わせに応えるため、「あったかふくし

ま観光交流大使」への名刺作成や一般の方へのパンフレット送付

等を行う。 

 また、福島空港ビル観光ＰＲコーナーで観光業務を行う。 

（公財）福島県観光物

産交流協会事業 

54,792  本県の観光・物産振興の中核的な実施機関である(公財)福島県

観光物産交流協会の充実強化を図るため、協会が実施する事業等

に対して支援する。 

くろがね小屋建替整

備事業 

53,500 

 

 観光資源・防災機能の役割を担う「くろがね小屋」について、

築６０年以上が経過（昭和３９年建築）しており、経年劣化によ

り老朽化が激しいことから、建替工事を早急に行い、観光資源・

防災施設としての機能を維持する。 

 令和８年度は、主に建物の基礎工事を実施する。 

広域観光推進事業 24,323  東北６県や隣接県と連携し、民間と一体となって戦略的に国内

外に「東北」ブランドを発信し、新たな広域観光ルートの開発や

エリアとしての認知度向上を図り、本県への観光誘客をさらに拡

大するため、東北観光推進機構及び広域連携協議会等への負担金

の拠出や関係機関と連携した事業を実施する。 

ふくしまグリーン・ツ

ーリズム推進事業 

2,679 
（国庫 

    2,500) 

 

グリーン・ツーリズムの継続的・安定的な交流基盤の確立を図る

ため、「福島県ふるさと子ども夢学校推進協議会」を設置し、情

報交換や地域間の調整、行政施策への反映などを実施する。 

 また、県内の先進地域視察研修を実施し、今後の事業者の受入

体制の強化とスキルアップ、旅行商品造成の促進を図る。 
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２ 産業高度化推進費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

産業交流館運営事業 412,493 
(繰入金 

4,784 

その他 

2,364) 

 産業交流館の管理運営に当たり、指定管理者に必要な経費を

支払うとともに、指定管理者に対する指導等その他必要な事務

を行う。 
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○ 空港交流課 

【事務分掌】 

・ 空港の利活用に関すること 

【事業計画】 

１ 交通物流企画費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

（一新）福島空港国内

線利用・運航促進事業 

227,146 
（国庫 

106,519) 

１ 路線開設・拡充促進事業               

  大阪路線に就航する大型機材を対象に、運航する航空会社に対

し、空港施設使用料等の一部を補助するとともに、同機材を利用

した旅行商品を造成する旅行会社に支援する。 

２ 旅行商品造成促進ツアー事業             

  旅行エージェントを招請し福島空港利用旅行商品の造成促進

を図るほか、大阪・札幌・沖縄・九州・四国等においてテレビ等

のメディアにより福島空港旅行商品等のＰＲを行い、福島空港の

利用促進を図る。 

３ 国内発着チャーター便運航促進事業         

  定期便が有望な地域（沖縄県、九州地方、四国地方、愛知県、

北海道地域）にチャーター便を運航する旅行会社に対して支援を

行う。 

４ 定期路線利用拡大事業 

  福島空港の更なる利活用を図るため、航空会社と連携した利用

拡大事業を実施し搭乗者を増加させる。 

５（新）県政 150周年記念定期路線利用拡大事業 

  県政 150 周年・東日本大震災から 15 周年を契機に、大阪（関

西、乗継先を含む）及び北海道において本件の観光情報・復興状

況を発信するとともに、団体ツアーを催行することで「福島の今」

を体感してもらうため支援する。 

６（新）乗継利用促進事業 

  定期便利用者のさらなる拡大を図るため、乗継便を利用した旅

行商品を造成する旅行会社に支援する。また、旅行客向けの利用

促進キャンペーンを実施し、「乗継便」の認知度向上及び利用拡

大を図る。 

（一新）国際定期路線

等開設・再開事業 

643,544 
（繰入金 

254,640 

国庫 

179,448） 

１ 国際定期路線利用促進事業 

台湾便の運行継続、搭乗率向上及び将来的な定期便化のため、

航空会社及び旅行会社に対する支援、利用促進キャンペーン等を

実施する。 

２ 国際チャーター便運行・定期路線再開等支援事業 

国際新規路線開設（再開）に向け、現地の航空会社及び旅行会

社の運航費用に対する支援を始め、現地窓口の開設、プロモーシ

ョン活動を行うほか、新規市場開拓のためのプロモーションを行

う。 

福島空港路線維持拡

充事業 

 

 

5,943 
  

１ 路線維持拡充活動事業 

  航空会社各社への要望活動を実施する。 

２ 利便性向上推進事業 

  航空会社に対する福島空港運航経費支援を行う。 

３ 会議設置運営事業 

  航空業界の専門家等による会議を開催する。 
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福島空港機能維持強

化支援事業 

52,582 
（国庫 

44,146) 

１ 給油施設維持管理事業 

  県有財産である給油施設の維持管理を行う。 

２ 小型機用搭乗橋維持管理事業 

  県有施設である小型機用搭乗橋の維持管理を行う。 

３ 空港アクセス対策事業 

  空港乗合タクシーに対する運行支援を行う。 

４ 空港施設改修事業 

  県有財産である航空機燃油施設を改修・修繕する。 

福島空港利活用促進

対策事業 

 

58,992 
（国庫 

44,057） 

１ 送客促進支援事業 

  福島空港利用圏域である栃木県の利用者増を図るとともに、冬

季の北海道旅行商品造成や団体旅行の送客に対し支援を行うこ

とにより、福島空港の利用促進を図る。 

２ 教育旅行利用促進支援事業 

  教育旅行で福島空港を利用する学校に対する旅行費用支援及

び、教員等による事前視察費用支援を行う。 

３ 利用促進活動事業 

  福島空港利用促進協議会と連携して利用促進活動を行う。 

４ 沖縄県交流プログラム推進事業 

  平成１５年に締結した「うつくしま・ちゅらしま交流宣言」に

基づき、雪だるま親善大使を沖縄県へ派遣するとともに、沖縄県

が派遣するさとうきび親善大使の受入を行う。 

５ にぎわい創出事業 

  福島空港においてイベント等を開催するなどにより、空港に親

しむ機会を提供し、空港に対する理解の促進を図るとともに、

人々の集う場として空港を積極的に活用する。 

交通企画事務経費 

 

5,553 
（寄附金 

109 

諸収入 

16) 

１ 福島空港利活用対策事務経費 

２ ＡＮＡふるさと納税事務経費 

 

福島空港国際線利用

促進事業 

 

1,650 １ ＣＩＱ関係機関連携強化事業 

  国際線の円滑な運航を図るため関係機関との連携を強化する。 

２ 国際定期路線利用促進事業 

  中国及び韓国において航空会社等に対して要望活動を行う。 

３ 国際空港ＰＲ強化事業 

  ビジネスジェット誘致に向けたＰＲ活動を実施する。 

４ 福島空港航空物流強化事業 

  荷主企業や物流事業者への訪問活動を実施する。 
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○ 県産品振興戦略課 

【事務分掌】 

・ 県産品振興の総合企画及び調整に関すること 

・ 県産品の流通促進に関すること（他課の所掌に属するものを除く） 

・ 地場産業の振興に関すること 

・ 伝統的工芸品の販路拡大に関すること 

・ 地域産業６次化に係る流通促進に関すること 

 

【事業計画】 

１ 物産振興費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

（新）県産品国内販

路拡大・情報発信事

業 

227,075 

（国庫

161,168） 

第３期復興創生期間を迎えるにあたり、全国的に高い評価を受

けている日本酒、醤油などの県産品の更なる販路拡大・情報発信

に取り組むとともに、伝統産業・地場産業における需要減や人材・

後継者不足など県産品を取り巻く課題解決を図るなど、更なる県

産品の振興に取り組む必要がある。 

１ 「酒処ふくしま」プロモーション事業 

  ふくしまの酒を今まで知らなかった層及び既存のふくしまの

酒ファン双方をメインターゲットとし、認知度向上や販路拡大

に向けた事業を展開することにより、県産酒をフックとした交

流人口の拡大・消費拡大を目指す。 

２ アンテナショップを核とした情報発信強化事業 

  県産品の更なる販路拡大のため、アンテナショップに AI診断

機を導入し、消費者に合わせたふくしまの酒と幅広い県産品の

ペアリングを提案するとともに、それにより得たデータを活用

してＥＣサイトへ誘導を図ることで県産品全体の情報発信を強

化していく。 

３ 県産品ブランド力向上事業 

  県酒造組合に専門家を設置し、県内酒蔵に酒造技術に関する

指導や助言等を行うとともに、「ふくしまの酒」ロゴマークを活

用した㏚などを実施することにより、県産日本酒の認知度及び

ブランド力向上を図る。 

  また、伝統産業の振興において、将来的な後継者確保のため、

職人や後継者を目指す者を対象としたアカデミーや、学生・若

者向けのインターンシップを実施する。 

（新）県産品海外販

路拡大事業 

184,882 

(国庫 

122,753) 

 

 東日本大震災に伴う原発事故及び ALPS 処理水放出による風評

等の懸念がある中、継続して本県産品の安心・安全を発信するほ

か、政府が「食料・農業・農村基本計画」（令和 7 年 4 月 11 日閣

議決定）で設定した 2030年の輸出目標（農林水産物・食品の輸出

額 5 兆円等）に向けて、県産農産物や県産酒をはじめ、県産品の

品質の高さやおいしさなどの魅力を伝えるプロモーションを実施

することにより、海外における県産品の更なる販路拡大を図る。 

１ 県産品トッププロモーション事業 

  ALPS処理水放出等の影響はまだ残っており、引き続き取組を

強化する必要があるため、県産品の輸出拡大が見込める国や地

域において、知事等が直接海外へ渡航し、本県が誇る県産酒を

中心とした県産品のトップセールスを実施する。（米国、台湾を

想定） 
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また、輸入規制の完全撤廃となった台湾において、更なる福

島県の理解促進のために、ふくしまフェアを開催し、県産品の

魅力発信及び福島空港からのインバウンド誘客促進を図る。 

２ 県産農産物等販路拡大事業 

  国内の人口が減少する中、海外を新たな市場と捉え、アジア

地域を中心に県産農産物等の販売定着化や販路拡大に向けた取

組を実施し、本県の風評払拭及び理解促進を図る。 

３ ふくしまの酒販路拡大事業 

  国内の人口減少に伴い、日本酒の消費量が年々減少傾向とな

るなか、日本食の普及が進み日本酒の消費量が増加する海外を

新たな市場と捉え、海外等の展示会への出展、現地飲食店等と

連携したプロモーションを実施し、国内外の品評会で高い評価

を受けるふくしまの酒の認知度向上及び販路拡大を図る。 

県産品販路開拓事業 

 

31,380 

 

 県産品の風評払拭と販路開拓・拡大を図るため、県内事業者の

海外展開や県外の販路開拓をサポートするとともに、観光物産館

において、県内各地の名産品の展示・販売や、魅力ある観光情報

の発信を行う。 

１ 海外販路ネットワーク拡充事業 

  県産品の海外販路開拓のため、福島県貿易促進協議会に海外

販路開拓専門員を設置する。 
２ 物産館事業 

  「福島県観光物産館」の管理業務を指定管理者に委託し、観

光と物産の一体的なＰＲを実施する。 

チャレンジふくしま

首都圏情報発信拠点

事業 

102,901 
(国庫 

 51,461) 

 風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化防止のため、首都

圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の管理運営を行うとともに、

催事等の実施により「ふくしまの今」を効果的に発信する。 

２ 地域振興費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふくしま県産品再生

支援事業 

26,860 
(国庫

23,815) 

 県産品の風評払拭、販路の回復・開拓を図るため、展示会への出

展や商品開発支援等の取組を一体的に実施する。 

１ 大型展示会等活用事業 

  国内外のバイヤー等が多数来場する大型展示会等に福島県ブ

ースを出展し、県内事業者のＢｔｏＢ取引の回復・開拓を支援し、

県産品の販売促進を図る。 

２ ふくしま商品開発・販路開拓支援事業 

  工芸関連事業者及び食品関連事業者の商品力向上等を図るた

め、商品開発や販路開拓の取組を支援する。 
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参考資料１

商工労働部関連統計資料等





１ 本県の社会経済動向

（１）人口

① 総人口の推移

② 年齢3区分別人口の推移

人

％

H2 7 12 17 22 27 R2 7

総人口（人） 2,104,058 2,133,592 2,126,935 2,091,319 2,029,064 1,914,039 1,833,152 1,714,518

全国割合（％） 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.5 1.5 1.4

1.0
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.6
1.7
1.8
1.9
2.0

1,500,000

1,600,000

1,700,000

1,800,000

1,900,000

2,000,000

2,100,000

2,200,000
％人

資料：(昭和50年～令和2年)総務省「令和2年国勢調査人口等基本集計結果」
(令和7年)福島県統計課「福島県の推計人口（令和7年12月1日現在）」、
総務省「人口推計（2025年12月報（概算値))」

16.0 14.7 13.7 12.1 11.7 10.4

63.7 62.6
61.3

59.2
57.5

55.3

20.3 22.7
25.0

28.7
30.8

34.3

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

H12 17 22 27 R2 7
0～14歳 15～64歳 65歳以上

人

総人口に占める構成比
（％）

資料：(昭和50年～令和2年)総務省「令和2年国勢調査人口等基本集計結果」
(令和7年)福島県統計課「福島県の推計人口（令和7年12月1日現在）」

本県の総人口は、平成7年の2,133,592人をピークに減少し、令和7年にはピーク時の約8割
まで減少している。

本県の人口を年齢3区分別でみると、64歳以下が総人口に占める割合の減少が続いており、今
後も生産年齢人口（15～64歳）の減少が続いていく。
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１ 本県の社会経済動向

（１）人口

③ 方部別人口の割合（令和7年12月）

人

％

県北, 
439,406

県中, 
493,833

県南, 130,924

会津, 212,008

南会津, 20,803

相双, 104,430

いわき, 313,114

総人口
1,714,518人

資料：福島県統計課「福島県の推計人口（令和7年12月1日現在）」

本県の人口を7方部別で見ると、県北・県中地区で半数以上を占めている。
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

①ア 就業者数・就業割合

①イ 産業大分類別の就業者割合

県勢要覧（R7）
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/r7youran.html

本県の就業者割合は、平成22年まで減少が続いたものの、その後上昇している。産業3部門別
だと、第1次産業の割合が減少を続ける一方で、第3次産業は増加している。なお、第2次産業の
割合は横ばいとなっている。

％人

9.6 9.2 7.6 6.6 6.2

34.7 30.7
29.2 30.5 29.6

55.3
55.9

60.0 62.9 64.2

59.4

56.6

53.3

57

57.9

50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H12 17 22 27 R2
第１次産業 第２次産業 第３次産業 就業割合

産業３部門別の構成比

資料：福島県統計課「令和7年版福島県勢要覧」

農業、林業, 6.08% 漁業, 0.13%

鉱業、採石業、砂利

採取業, 0.05%

建設業, 
10.40%

製造業, 19.16%

電気・ガス・熱供給・

水道業, 0.71%

情報通信業, 0.98%

運輸業、郵便業, 
4.83%

卸売業、小売業, 
14.62%

金融業、保険業, 1.83%
不動産業、物品賃貸

業, 1.35%

学術研究、専門・技

術サービス業, 2.61%

宿泊業、飲食サービス

業, 5.13%

生活関連サービス業、娯

楽業 , 3.42%

教育、学習支援業, 
4.50%

医療、福

祉, 12.87%

複合サービス事業, 
1.04%

サービス業（他に分

類されないもの）, 
6.42%

公務（他に分類され

るものを除く）, 
3.88%

資料：福島県統計課
「令和7年版福島県勢要覧」

産業大分類別の就業者数では、「製造業」が最も多く、次いで「卸売業、小売業」、「医療、福祉」の
順となっている。

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

令和2
年

就業者
数
（人）

1,060,
924

1,010,
120

934,33
1

960,92
8

942,99
7
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

②ア 事業所数・従業者数（民営）

人

％

経済センサス
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/16904.html

H18 21 24 26 28 R3

事業所数 101,573 102,063 86,170 87,931 85,960 81,677

従業者数 911,463 943,465 782,816 803,372 806,130 802,365

700,000

750,000

800,000

850,000

900,000

950,000

1,000,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

105,000

従業者数（人）事業所数

本県の事業所数は平成21年をピークに減少し、令和3年には81,677となっている。一方で事
業所数は平成24年に大きく減少したものの、近年は横ばいとなっている。

資料：総務省「令和３年経済センサス‐活動調査 事業所に関する
集計－産業横断的集計－事業所数、従業者数」

（注）就業者は、国が毎月約4万世帯を対象に実施する「労働力調査」において、15歳以上人口の労働力人
口のうち、月末1週間に少しでも仕事をした人を指すもの。
従業者は、国が５年に1回、国が事業者等を対象に実施する「経済センサス」において、事業所に所属

して働いているすべての人を指すもの。

労働力調査とは
https://www.stat.go.jp/data/roudou/kantan
/gaiyo.html

経済センサス-従業者
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2019/yougo.html#e03
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

②ウ 産業大分類別の事業所割合

人

％

経済センサス
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/16904.html

産業大分類別の事業所数では、「卸売業、小売業」が最多で約1/4を占めており、次いで「建設業」、
「宿泊業、飲食サービス業」の順となっている。

資料：総務省「令和３年経済センサス‐活動調査 事業所
に関する集計－産業横断的集計－事業所数、従業者数」

農業・林業, 1.06% 漁業, 0.05% 鉱業、採石業、砂利

採取業, 0.08%

建設業, 12.23%

製造業, 7.81%

電気・ガス・熱供

給・水道業, 0.24%

情報通信業, 0.67%

運輸業、郵便業, 
2.38%卸売業、小売業, 

24.46%

金融業、保険業, 
1.71%

不動産業、物品

賃貸業, 5.96%

学術研究、専門・技

術サービス業, 
3.99%

宿泊業、飲食サービ

ス業, 11.04%

生活関連サービス

業、娯楽業, 9.32%

教育、学習支援業, 
2.57%

医療、福祉, 
7.96%

複合サービス事業, 
0.87%

サービス業（他に分類され

ないもの）, 7.61%

②イ 事業所数の推移

3.2

0.5

△ 15.6

2.0

△2.2
△5.0

2.9

△7.3

3.6

△5.5
△3.5

△ 20.0

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

105,000

平成18 21 24 26 28 令和3

県増減率 全国増減率 県事業所数

事業所数
対前回増減率

（％）

本県の事業所数の減少率は、全国の減少率を上回って推移している。

資料：総務省「令和３年経済センサス‐活動調査 事業所
に関する集計－産業横断的集計－事業所数、従業者数」

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

事業所数
（福島県）

101,573 102,063 86,170 87,931 85,960 81,667
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

②オ 産業大分類別の従業者割合

人

％

経済センサス
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/16904.html

産業大分類別美従業者数では、「製造業」が最多で、次いで「卸売業、小売業」、「医療、福祉」の順
となっている。

資料：総務省「令和３年経済センサス‐活動調査 事業所
に関する集計－産業横断的集計－事業所数、従業者数」

農業・林業, 
1.15%

漁業, 0.06% 鉱業、採石業、砂利

採取業, 0.07%

建設業, 
9.89%

製造業, 20.47%

電気・ガス・熱供

給・水道業, 0.38%

情報通信業, 0.85%

運輸業、郵便業, 
5.25%

卸売業、小売業, 
19.27%

金融業、保険

業, 2.07%

不動産業、物品賃貸

業, 1.95%

学術研究、専門・技

術サービス業, 
2.52%

宿泊業、飲食サービ

ス業, 7.53%

生活関連サービス

業、娯楽業, 3.72%

教育、学習支援業, 
2.26%

医療、福祉, 13.51%

複合サービス事業, 
1.02%

サービス業（他に分類さ

れないもの）, 8.00%

②エ 従業者数の推移

10.7

3.5

△ 17.0

2.6
0.3

△0.5

15.2

△7.3

7.3

△5.0

1.9

△ 20.0

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

80,000

280,000

480,000

680,000

880,000

1,080,000

H18 21 24 26 28 R3
県増減率 全国増減率 県従業員数

事業所数 対前回増減率
（％）

本県の従業者数は、平成24年の大幅な減少を除き、徐々にに減少している。

資料：総務省「令和３年経済センサス‐活動調査 事業所
に関する集計－産業横断的集計－事業所数、従業者数」

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

従業者数
（福島県）

911,463 943,465 782,816 803,372 806,130 802,365
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

人

％

③中小企業

本県の中小企業の割合は、99.9％となっている。中小企業を小規模企業とそれ以外に分けると、
小規模企業の割合は減少傾向にある。

資料：中小企業庁「中小企業・小規模事業者の数」

小規模事業

者, 86.2%

中小企業（小規模事

業者を除く）, 13.7%

大企業, 0.1%

小規模事業

者, 88.5%

中小企業（小規模事

業者を除く）, 11.4%

大企業, 0.1%

平成24年 令和3年

中小企業

大企業 合計
うち小規模事業者

年 企業数 構成比(％) 企業数 構成比(％) 企業数 構成比(％) 企業数

平成24年 61,887 99.9 54,804 88.5 75 0.1 61,962 

平成26年 61,566 99.9 53,545 86.9 70 0.1 61,636 

平成28年 58,639 99.9 50,943 86.8 69 0.1 58,708 

令和3年 53,235 99.9 45,930 86.2 55 0.1 53,290 

中小企業庁「中小企業・小規模事業者の数」
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chu_kigy
ocnt/2023/231213chukigyocnt.html

（注１）資料としている「中小企業・小規模事業者の数（中小企業庁）は、「令和3年経済センサス-活動
調査」のデータを分析したものであるが、会社以外の法人及び農林漁業は含まないため、企業の総数が、
「令和3年経済センサス-活動調査」の事業所数（81,667）と異なる。
（注２）企業の区分については、下記のとおり。（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）及び中小企
業関連法令において中小企業又は小規模企業として扱われる企業の定義を参考として算出。）
（1）大企業
（2）及び（3）に該当しない企業

（2）中小企業
製造業、建設業、運輸業その他の業種：資本金3億円以下又は従業者規模300人以下
（ゴム製品製造業は、資本金3億円以下または従業者規模900人以下）
卸売業：資本金1億円以下又は従業者規模100人以下
サービス業：資本金5000万円以下又は従業者規模100人以下
（ソフトウェア業、情報処理サービス業は、資本金3億円以下又は従業者規模300人以下。
旅館業は、資本金5千万円以下または従業者規模200人以下）

小売業：資本金5000万円以下又は従業者規模50人以下
（3）小規模企業
製造業、建設業、運輸業その他の業種：従業者規模20人以下
卸売業、小売業、サービス業：従業者規模5人以下
（宿泊業・娯楽業は、従業者規模20人以下）
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１ 本県の社会経済動向

（２）産業構造

④開業率

人

％
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全国 福島県

％

本県の開業率は、年々低下しており、平成28年までは全国と同水準であったが、近年全国との
差が広がっている状況にある

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」

⑤倒産の状況
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資料：東京商工リサーチ「福島県企業倒産状況」

本県の企業倒産状況については、「サービス業他」や「建設業」で全体に占める倒産件数が多い状
況が続いている。
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１ 本県の社会経済動向

（３）経済の状況

①ア 県内総生産

人

％

県内経済計算
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/17613.html

令和5年度における本県の県内総生産は、名目・実質ともに増加し、経済成長率は名目で6.7％
と2年ぶり、実質で5.4％と3年連続のプラスとなった。

資料：福島県統計課「令和5（2023）年度福島県県民経済計算」

資料：福島県統計課「令和5（2023）年度福島県県民経済計算」

①イ 県内総生産の経済活動別構成比

県内総生産（名目）の経済活動別構成比については、全国と比べ、「製造業」、「建設業」等が高く、
「卸売業、小売業」、「情報通信業」等が低い産業構造となっている。
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１ 本県の社会経済動向

③ 県民所得

人

％

県内経済計算
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/17613.html

本県の県民所得は上昇傾向が続いているものの、国民所得よりは低い状況にある。

資料：福島県統計課「令和5（2023）年度福島県県民経済計算」

令和5年度における本県の経済成長率は、名目・実質ともに全国を上回った。

資料：福島県統計課「令和5（2023）年度福島県県民経済計算」

② 経済成長率

（３）経済動向
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１ 本県の社会経済動向

④ 鉱工業指数（季節調整済指数）の推移

人

％

県内経済計算
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/17613.html

（３）経済動向

令和5年の鉱工業指数について、生産・出荷はほぼ横ばいであるものの、在庫は上昇している。

資料：福島県統計課「福島県鉱工業指数年報-令和2年基準-令和5年版」

資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査（2025年8月）」

⑤ 設備投資額

人
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設備投資額

億円 ※除電力

日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画
調査（2025年8月）」
https://www.dbj.jp/upload/investigate/docs/
4_tohoku_2025.pdf
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全国 東北 福島県

※除電力
％

本県の設備投資額の増減率は全国や東北と比較して大きく変動している。

設備投資額の増減率の推移 本県の設備投資額の推移

※東北には新潟県を含む
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１ 本県の社会経済動向

（３）経済動向

⑥ 物価

人

％

日本銀行「企業物価指数」
https://www.boj.or.jp/statistics/pi/cgpi_
release/

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

国内企業物価指数 消費者物価指数（福島市）

※2020年基準、前年同月比

国内企業物価指数及び消費者物価指数は、前年同月比で令和7年5月から横ばいの傾向が続い
ている。

総務省統計局「消費者物価指数（福島市）」
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&query=%E7%BE%8E%E5%AE%B
9&layout=dataset&stat_infid=000032103857

⑦ 貿易

福島県の貿易概況（2024）
https://www.customs.go.jp/yokohama/toukei/shoshotoukei/20
24%20fukushima%20bouekigaikyou.pdf

資料：横浜税関 小名浜税関支署「福島県の貿易概況」

小名浜税関支署管内の輸出貿易総額
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（千円）
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H
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小名浜港 相馬港 福島空港

（千円）

小名浜税関支署管内の輸入貿易総額

輸出入ともに、近年では令和4年が最も多くなっている。令和6年の輸出主要品目では「電池」が
最も多く、次いで「医薬品」となっている。輸入主要品目では、「非鉄金属鉱」「石炭」の順となって
いる。

資料：日本銀行「企業物価指数」
総務省「消費者物価指数（福島市）」
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２ 本県の工業

（１）概要

②製造品出荷額等・付加価値額

人

％

①事業所数・従業員数
県内の事業所数は、平成27年から減少傾向が続いているものの、従業者数については令和元年
まで増加し、以降減少している。

資料：福島県統計課「福島県の工業」

資料：福島県統計課「福島県の工業」

H27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6

事業所数 3,971 3,620 3,535 3,559 3,518 3,485 3,485 3,269 3,273 3,255

従業者数 150,230 154,979 157,190 158,584 160,549 158,688 154,274 153,675 153,449 151,361
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事業所数 従業者数

H27 28 29 30 R1 2 3 4 5

製造品出荷額等 49,157 49,779 51,204 51,204 50,890 47,670 51,411 54,610 56,345

付加価値額 16,183 16,398 17,413 17,536 17,150 16,386 18,522 18,550 18,937
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15,500
16,000
16,500
17,000
17,500
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18,500
19,000
19,500

42,000

44,000
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48,000
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52,000

54,000
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製造品出荷額等
（百億円）

付加価値額
（百億円）

県内の製造品出荷額等は令和2年に落ち込んだものの、令和3年以降は増加し、付加価値額につ
いても同様の傾向となっている。令和3年は製造品出荷額等の伸びに対し、付加価値額の伸びが
大きい。

（注）２本県の工業における事業所数等については、「経済構造実態調査」の結果のうち、産業中分類
における製造業に関する部分を取りまとめたもの。
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２ 本県の工業

（１）概要

人

％

③全国との比較

本県は、全国との比較において、人口に占める割合よりも工業に関する各指標に占める割合が
大きいものの、全国順位については、下回っている。

対象年 項目 福島県 全国 全国シェア
都道府県順

位

令和２年
人口
（人）

1,833,152 126,146,099 1.45％ 19位

令和５年

事業所数 3,894 222,770 1.75％ 20位

従業者数
（人）

152,760 7,714,495 1.98％ 20位

製造品出荷
額等

（百万円）
5,655,367 373,238,830 1.52％ 23位

付加価値額
（百万円）

1,902,448 110,903,396 1.72％ 22位

資料：
人口：総務省「令和２年国勢調査」
人口以外：総務省「2024年経済構造実態調査 製造業事業所調査（地域別統計表データ）」

（注）２本県の工業（１）①、②に記載している事業所数、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額の福
島県の数字については、「福島県の工業（福島県統計課）」において、従業者数４人以上のみを対象と
しているため、本ページの数字と異なる数字となっている。
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２ 本県の工業

（２）方部別の状況

①方部ごとの特色

人

％

県北地域
電気・機械産業を中心に集積が進む
東北自動車道、東北新幹線、山形新幹線などの利便性を有し、電気・機械・電子産業を中心に集積が進
んでおり、高等教育機関や文化施設、生涯学習施設が充実し生活環境が豊かな地域。

県中地域
医療・福祉機器などの高度技術産業集積地域
東北自動車道と磐越自動車道の結節点で経済産業活動が活発な地域。産学連携が活発に行われ高度
技術産業の集積が極めて高いエリア。特に近年は医療・福祉機器産業クラスターの形成が進んでいる。

県南地域
首都圏に最も近く、成長著しい地域
東北自動車道、東北新幹線の利便性はもとより、あぶくま高原道路により福島空港へのアクセスも良
好。首都圏に隣接しているという好立地条件から今後更なる発展が期待されている地域。

会津・南会津地域
半導体関連・情報通信関連、産業拠点として躍進半導体関連・情報通信関連、産業拠点として躍進
半導体関連産業を中心に集積が進んでいるエリア。また、コンピュータ理工学専門大学「会津大学」を
産学連携の拠点として、情報通信関連産業などの新たな企業が創出されている。

相双地域
進む産業基盤の整備、隣県との連携も有利
重要港湾・相馬港を抱えるとともに、常磐自動車道の延伸や工業用水の整備など産業基盤整備が進む
地域。特に近年はロボット産業の集積が進んでおり、県北地域や宮城県との連携もしやすい。

いわき地域
輸送用機械関連産業、化学工業が中心の地域
輸送用機械関連企業のほか化学工業関連企業が多数立地し工業集積が進む地域。常磐自動車道、重
要港湾・小名港湾により国内外との効率的な物流が可能。

資料：FUKUIROKIRARI PROJECT 産業MAP

資料：FUKUIROKIRARI PROJECT 産業MAP
https://fukuiro-kirari.jp/story/story2.html
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２ 本県の工業

（２）方部別の状況

③製造品出荷額等・付加価値額

人

％

②事業所数・従業者数

事業所数と従業者数を方部別でみると、県北・県中で半数を占めている。県北は事業所数が県全
体に占める割合に対し、従業者数が県全体に占める割合が大きい。

資料：福島県統計課「福島県の工業」

資料：福島県統計課「福島県の工業」

県南は事業所数及び従業者数が県全体に占める割合に対して、製造品出荷額等及び付加価値額
が県全体に占める割合が大きい。また、相双は、製造品出荷額等が県全体に占める割合に対し、付
加価値額の占める割合が高くなっている。
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２ 本県の工業

（３）産業分類別の状況

②製造品出荷額等・付加価値額

人

％

①事業所数・従業者数

化学、ゴム、業務用、電子、電気、情報、輸送等においては事業所数に対し、従業者数が多くなっ
ている。

資料：福島県統計課「福島県の工業」

資料：福島県統計課「福島県の工業」

ゴム、窯業、輸送は、製造品出荷額に対し付加価値額が大きい傾向にある。
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２ 本県の工業

（４）工場立地

②産業分類別の工場立地状況（平成27年～令和7年の累計）

人

％

①工場立地件数の推移

本県の工場立地件数は、年によりばらつきがあり、近年は増加した翌年に減少する傾向が見られ
る。

資料：福島県企業立地課調べ

資料：福島県企業立地課調べ

資料：日本政策投資銀行
        「東北地域設備投資計画調査（2025年8月）」

（再掲）本県の設備投資額の推移
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業務用機械 電子 電気機械 情報通信 輸送用機械 その他

本県の産業分類別の工場立地状況をみると、窯業・土石の占める割合が増加し、金属製品・はん
用機械等が減少している。
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３ 本県の商業

（１）概要

人

％

①商業事業所数・従業者数
本県の商業事業所数は減少が続いているものの、従業者数については平成24年以降増加に転
じている。

資料：総務省「経済センサス-活動調査」※平成19,26年は経済産業省「商業統計調査」

資料：総務省「社会生活統計指標」

H19 24 26 28 R3
商業事業所数 26,124 22,512 22,761 22,064 19,975

従業者数 164,752 145,399 149,337 151,436 152,062
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小売店数（人口千人当たり）

商業事業所数・従業者数

②小売店数（人口千人当たり）

本県の人口千人当たりの小売店舗数は、減少しているものの、全国平均を上回っている。

③年間商品販売額
本県の年間商品販売額は、平成23年に落ち込んだものの、その後回復傾向にある。

資料：総務省「経済センサス-活動調査-活動調査-産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）-産業編
（都道府県表）」※平成18,25年は経済産業省「商業統計調査」

H18 23 25 27 R2
年間商品販売額 4,670,152 3,686,025 4,198,631 4,900,851 4,651,286

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000
百万円

一目でわかる福島県の指標
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/1
1045b/15840.html

（注）商業における事業所数等は、経済センサスのうち、産業中分類の「卸売・小売業」を抽出したもの。
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３ 本県の商業

（１）概要

人

％

④全国との比較

本県の商業においては、事業所数及び年間商品販売額は、人口における全国順位とおおむね同
位置にあるが、全国シェアでは、年間商品販売額が少ない傾向にある。

対象年 項目 福島県 全国 全国シェア
都道府県順

位

令和２年
人口
（人）

1,833,152 126,146,099 1.45％ 19位

令和3年

商業
事業所数

19,975 1,228,920 1.63％ 18位

従業者数
（人）

154,620 11,611,924 1.33％ 21位

年間商品販
売額

（百万円）
4,651,286 539,813,946 0.86％ 20位

資料：
人口：総務省「令和２年国勢調査」
人口以外：総務省「令和3年経済センサス経済センサス-活動調査-活動調査-産業別集計（卸売業，

小売業に関する集計）-産業編（都道府県表）」
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３ 本県の商業

（２）方部別の状況

②年間商品販売額

人

％

①商業事業所数・従業者数

県中地域は、県全体に対し、事業所数の占める割合よりも従業員数が占める割合が大きくなって
おり、会津は事業所数の占める割合が高くなっている。

資料：総務省「令和3年経済センサス-活動調査（卸売業,小売業）」
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資料：総務省「令和3年経済センサス-活動調査-産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）
-産業編（市区町村表）」

年間商品販売額は、県中が全体の4割弱を占め、県北・県中・いわきで全体の8割を超える。

（注）「産業編（市区町村表）における年間商品販
売額においては、下記の事業所が除かれているた
め、「産業編（都道府県表）」と一致しない。
ア 管理，補助的経済活動のみを行う事業所
イ 産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又
は産業小分類が格付不能の個人経営（法人でない
団体を含む）の事業所
ウ 卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の
商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無
い法人組織の事業所
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３ 本県の商業

（３）大規模立地店舗

人

％

①大規模小売店舗立地法による年度別新設届出状況

令和6年度の大規模小売店舗立地法による新設届出件数は、平成27年度から最多となる17件
となった。

資料：
全国：経済産業省「大店立地法の届け出状況について」※R4年度で終了
福島県：福島県商業まちづくり課調べ
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H22 23 R2 3 4 5 6

合計 57,179 35,211 36,191 35,454 47,687 53,923 57,573

第4四半期 13,095 9,392 10,773 10,713 12,786 13,493 14,542

第3四半期 19,668 11,404 10,924 9,350 15,142 17,144 17,508

第2四半期 15,198 7,101 5,666 8,956 12,773 13,862 15,326

第1四半期 9,217 7,314 8,828 6,435 6,987 9,424 10,198

0
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35,45435,211 36,191

人

４ 本県の観光

（１）観光客入込数

人

％

①四半期ごと

県内観光客入込総数は令和6年に57,573千人となり、前年より6.8％増（3,650千人）となっ
た。また、震災前の平成22年対比では、0.7％増（394千人）となり、震災前の数値を上回る結果
となった。

資料：福島県観光交流課「福島県観光客入込状況（令和６年分）」②観光圏域別

H22 23 R2 3 4 5 6

県北 10,923 7,850 9,999 9,719 14,426 15,366 16,070

県中 8,253 5,131 4,388 4,495 6,195 7,459 7,928

県南 3,014 1,985 2,146 2,084 2,286 2,556 3,719

会津 15,147 13,030 10,839 10,228 12,962 14,179 14,926

南会津 3,691 2,354 1,768 1,600 2,074 2,505 2,642

相双 5,384 1,153 2,763 3,515 4,281 4,989 5,219

いわき 10,767 3,708 4,288 3,813 5,463 6,869 7,069

資料：福島県観光交流課「福島県観光客入込状況（令和６年分）」

観光圏域別にみると、令和6年は「県北」が16,070千人と全体の約３割（構成比27.8%）を占
め、次いで「会津」の14,926千人(同25.9%)となっている。前年比では、「県南」が４５．５％増と
なるなど、全ての圏域で増加となった。「県北」「県南」については、東日本大震災前の水準を上
回っており、「相双」は平成22年に次ぐ入込数となっている。
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H23 R1 2 3 4 5 6

延べ宿泊者数 10,798,650 12,657,410 9,536,080 8,471,600 8,794,110 9,686,880 9,540,070

日本人 10,771,110 12,442,720 9,448,400 8,436,760 8,755,760 9,473,800 9,216,010

外国人 27,540 214,690 87,680 34,840 38,350 213,080 324,060
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４ 本県の観光

（２）宿泊者数

人

％

①宿泊者数の推移

本県の宿泊者数は、令和5年に外国人延べ宿泊者数が大きく伸びている。

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査-推移表」

資料：福島県観光交流課「令和６年度福島県教育旅行入込調査報告書」

（３）教育旅行

①学校数・宿泊者数

本県への教育旅行は、震災時に大きく落ち込んだものの、以降コロナ禍まで増加が続いた。コロ
ナ禍で落ち込んだ後も着実に増加している。

観光庁「宿泊旅行統計調査」
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_
hakusyo/shukuhakutokei.html

福島県観光交流課「令和６年度福島県
教育旅行入込調査報告書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/3
2031a/kyouiku-irikomi.html
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４ 本県の観光

人

％

資料：福島県観光交流課「令和６年度福島県教育旅行入込調査報告書」

（３）教育旅行

②県内・県外の割合

本県へ教育旅行に来た学校の所在地は、震災前と比較して県外の割合が高くなっている。 福島県観光交流課「令和６年度福島県
教育旅行入込調査報告書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/3
2031a/kyouiku-irikomi.html
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（４）ホープツーリズム

①ホープツーリズム催行件数等

ホープツーリズムの催行件数は、年々増加し、令和6年には400件を超えた。

浜通りの観光客入込数
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資料：福島県観光交流課調べ
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４ 本県の観光

人

（５）福島空港

①福島空港の利用状況

福島空港の定期便の搭乗率は、札幌便で震災前を上回り、大阪便でも震災前と同程度になって
いる。

福島県観光交流課「令和６年度福島県
教育旅行入込調査報告書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/3
2031a/kyouiku-irikomi.html

資料：福島県観光交流課調べ

％

搭乗率
（％）

H22 23 R2 3 4 5 6

札幌便搭乗者 94,951 89,169 12,197 22,256 32,405 39,954 41,431

大阪便搭乗者 116,327 115,334 54,174 72,991 140,767 172,120 183,513

札幌便搭乗率 49.7 55.5 36.8 38.5 60 74.3 77

大阪便搭乗率 66.2 68.5 46.9 46.1 59.6 64.3 68.2
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５ 本県の労働

人

％

資料：総務省「就業構造基本調査」

（１）有業者

福島県観光交流課「令和６年度福島県
教育旅行入込調査報告書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/3
2031a/kyouiku-irikomi.html
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自営業主 家族従事者 雇用者

本県の有業者は、平成１４年から減少傾向にあるものの、有業率は男女ともに平成２４年以降上
昇傾向にある。有業率については、男女で20％程度の開きがある。

S57 62 H4 9 14 19 24 29 R4

有業者計 1,057 1,059 1,114 1,112 1,053 1,051 958 971 943

有業者数（女） 455 453 484 475 452 454 407 411 409

有業者数（男） 602 606 630 637 601 597 551 560 534

有業率（男） 79.6 77.1 76.4 74.5 69.5 70.1 66.9 68.6 68.3

有業率（女） 55.4 53.0 54.4 51.9 48.7 49.4 46.0 48.8 50.5
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①有業者数・有業率

②自営業・雇用等の別
有業者については、自営業者・家族従事者が年々減少する一方で雇用者が増加し、令和４年には
雇用者が８８％を超える状況となっている。

資料：総務省「就業構造基本調査」

（注）有業者とは、5年ごとに国が実施する「就業構造基本調査」において、ふだん収入を得ることを目的として仕
事をしており，調査日以降もしていくことになっている者，及び仕事は持っているが，現在は休んでいる者を指
す。 なお，家族従業者は，収入を得ていなくても，ふだんの状態として仕事をしていれば有業者としている。
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５ 本県の労働

資料：総務省「就業構造基本調査」

（２）雇用者

雇用者を雇用形態別で見ると、男女ともに非正規の職員・従業者が年々増加している。また、雇用
者に占める正規職員・従業者の率は男60％を超えて推移しているものの、女は30％第と約半分
となっている。

①雇用形態別

正規職員等率
（％）

S57 62 H4 9 14 19 24 29 R4

非正規の職員・従業者（女） 61 83 91 117 156 195 183 184 175

非正規の職員・従業者（男） 35 32 20 43 59 82 89 92 87

正規の職員・従業者（女） 193 197 228 223 185 169 166 163 178

正規の職員・従業者（男） 360 383 407 432 392 368 344 351 337

正規職員等率（男） 65 66 64 66 68 69 67 68 66

正規職員等率（女） 35 34 36 34 32 31 33 32 35
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総務商「就業構造基本調査」時系列統計表
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200532
&tstat=000001116777&cycle=0&tclass1=000001116800
&tclass2val=0
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５ 本県の労働

（３）求人倍率等

本県の有効求人倍率は平成２５年以降１を上回って推移しているとともに、平成２９年以降は全
国を上回って推移している。また、本県の新規求人倍率は、平成２８年から全国を下回っており、平
成２６年から横ばいで推移している。

①求人倍率の推移
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有効求人倍率福島県 有効求人倍率 全国

新規求人倍率 福島県 新規求人倍率 全国

統計局「一般職業紹介状況」
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search?page=1&query=%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9
C%E7%9C%8C%E5%88%A5%E3%80%80%E6%9C%89%E5%
8A%B9%E6%B1%82%E4%BA%BA%E5%80%8D%E7%8E%87&
layout=dataset

資料：総務省統計局「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

②完全失業率
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「労働力調査（-参考資料-都道府県別平均結果（モデル推計
値））」
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200531&bunya_l=
03&tstat=000001226891&cycle=7&year=20240&month=0&tclass
1=000001227003&result_back=1&tclass2val=0

資料：総務省統計局「労働力調査年報」

本県の完全失業率は、令和5年まで全国を下回って推移していたが、令和6年には全国と同等と
なった。
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５ 本県の労働

（３）求人倍率

有効求人倍率を地域別でみると、令和６年までは年平均で相双が高かったものの、令和７年７月
頃から県南・会津が上昇している。

③地域別有効求人倍率

福島労働局「最近の雇用失業情勢」
https://jsite.mhlw.go.jp/fukushima-
roudoukyoku/newpage_01247.html

資料：福島労働局「最近の雇用失業情勢（R8.1.30）」
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５ 本県の労働

（４）県内就職（内定）率

本県の新規高卒者における県内就職率は、令和6年3月卒業分から低下傾向にある。
※全国との比較については、調査方法が異なるため参考値。

資料：総務省統計局
「学校基本調査-卒業後の状況調査」

資料：福島県雇用労政課
「新規高卒者の就職（内定）状況」

雇用労政課「新規高卒者の就職（内
定）状況」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32
011c/kousotsusya.html

％
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②新規大学等卒業者の県内就職率

①新規高卒者の県内就職率

本県の新規大学卒業者のの県内就職（内定）率は低下傾向が続いている。併せて、県内就職希望
率も低下傾向が続いている。

R3.3卒 R4.3卒 R5.3卒 R6.3卒 R7.3卒

県内内定率 53.5 53.4 49.8 48.8 48.1

県内希望率 53.3 53.4 49.9 48.3 48.4

45
46
47
48
49
50
51
52
53
54

％

福島労働局「新規大学等卒業者の内定状況」
https://jsite.mhlw.go.jp/fukushima-
roudoukyoku/newpage_01251.html

資料：福島労働局「新規大学等卒業者の内定状況」

（参考）山梨労働局
https://jsite.mhlw.go.jp/yamanashi-
roudoukyoku/content/contents/002510498.pdf

（参考）山形労働局
https://jsite.mhlw.go.jp/yamagata-
roudoukyoku/content/contents/002473933.pdf
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５ 本県の労働

（５）休暇・休業等

男性の育児休業取得者の割合及び育児休業平均取得日数は、いずれも増加傾向にある。

統計局「雇用均等基本調査-事業所調
査」https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&to
ukei=00450281&tstat=000001051898&c
ycle=8&tclass1=000001230806&tclass2
=000001230809&tclass3val=0

％

①育児休業制度

育児短時間勤務制度を規定している事業所の割合はR3年度には落ち込んだものの概ね増加傾
向にある。制度利用者は男女に大きな差があり、割合にも大きな変化はない。

雇用労政課「労働条件等実態調査報告
書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32
011c/roudoutyousa.htmlR2 3 4 5 6

取得日数（男性） 17.7 39.6 27.2 37.2 36.4

取得日数（女性） 292.9 285.5 297.7 298.3 299

取得率（男性） 8.4 13.5 20.4 36 43.5

取得率（女性） 95.1 96.3 97.1 98.9 98.5
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資料：雇用労政課「労働条件等実態調査報告書」

資料：雇用労政課「労働条件等実態調査報告書」

①育児短時間勤務制度
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５ 本県の労働

（５）休暇・休業等 統計局「雇用均等基本調査-事業所調
査」https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&to
ukei=00450281&tstat=000001051898&c
ycle=8&tclass1=000001230806&tclass2
=000001230809&tclass3val=0

％

雇用労政課「労働条件等実態調査報告
書」
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32
011c/roudoutyousa.html

③介護休業・休暇

介護休業制度についてはいずれの年も97％以上の事業所が規定している。介護休暇制度につ
いては、規定している事業所の割合が増加傾向にある。

R2 3 4 5 6

取得した者のいた企業

数
51 67 46 68 79

介護休業の規定率 97.4 96.9 97.3 97.3 98

介護休暇の規定率 88.4 89.8 91.2 92.3 94
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資料：雇用労政課「労働条件等実態調査報告書」

くるみん・プラチナくるみんの県内企業認定数は、全国の増加ペースと同様に増加している（令和
7年時点で県内のトライくるみん認定企業はなし）。

④くるみん・プラチナくるみん・トライくるみん

R2以前 3 4 5 6 7

プラチナくるみん 3 4 4 6 7 7

くるみん 40 42 48 51 57 66

全国（くるみん・プラチナ

くるみん・トライくるみ

ん）

3,786 4,144 4,519 4,961 5,515 6,443

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000

0

20

40

60

80

認定企業数
（累計）

資料：厚生労働省「くるみん認定、プラチナくるみん認定及びトライくるみん認定企業名都道府県別一覧」

※くるみんにおいて複数回認定を受けている企業は初回認定年に計上
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５ 本県の労働

（５）休暇・休業等

％

⑥次世代育成支援認証企業

次世代育成支援認証制度の認証数は、令和6年度で1,260社となっている。

厚生労働省「女性活躍推進法への取組
状況（一般事業主行動計画策定届出・
「えるぼし」「プラチナえるぼし」認
定状況）」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsui
te/bunya/0000129028.html

⑤えるぼし・プラチナえるぼし

R2以前 3 4 5 6 7

プラチナえるぼし 0 0 0 0 0 1

えるぼし 10 11 11 15 24 28

全国（えるぼし・プラチナ

えるぼし）
1,068 1,483 1,922 2,462 3,234 4,200

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

0

10

20

30

40

認定企業数
（累計）

えるぼし・プラチナえるぼしの県内企業認定数は、令和7年に2９社（うち、プラチナえるぼし１社）
となっている。

R2 3 4 5 6

認証数 765 875 947 1,081 1,260

伸び率 14.4 8.2 14.1 16.6

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0
10.0
12.0
14.0
16.0
18.0

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

認証企業数
（累計）

資料：厚生労働省「女性活躍推進法への取組状況（一般事業主行動計画策定届出・
「えるぼし」「プラチナえるぼし」認定状況）」

伸び率

資料：福島県雇用労政課「次世代育成支援認証企業数」
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５ 本県の労働

（６）賃金

本県の最低賃金は、平成14年から平成24年までの10年間では54円の上昇だが、平成24年か
ら令和4年では194円上昇している。また令和2年からは上昇幅が増加し、令和7年までに233
円上昇している。

％

①最低賃金

本県の所定内給与額は、従業員1,000人以上と1，000人未満で大きな差が生じている。また、
1,000人以上の企業は上昇傾向にあるが、1,000人未満は年によりばらつきがある。

H14 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

福島県 610 664 675 689 705 726 748 772 798 800 828 858 900 955 1,033

全国加重平均 663 749 764 780 798 823 848 874 901 902 930 961 1,004 1,055 1,121

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200
円

資料：厚生労働省「地域別最低賃金の全国一覧」

厚生労働省：地域別最低賃金の全
国一覧
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/roud
oukijun/minimumichiran/index.htm
l

R2 3 4 5 6

全体 267.3 269.5 267.9 279.4 276.3

10～99人 257.6 245.6 253.4 261.5 252.5

100～999人 252.1 273.8 257.9 269.6 272.9

1,000人以上 304 299.1 305.6 323 324.1

200
220
240
260
280
300
320
340
千円

資料：総務省統計局「賃金構造基本統計調査」

②所定内給与額
ア 従業員数別
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５ 本県の労働

（６）賃金

②所定内給与額
イ 産業分類別

本県の所定内給与額を産業分類別（農業・林業・漁業除く）にみると、平均を上回っているものが
10、平均を下回っているものが６となっている。中でも電気・ガス・熱供給・水道業は平均を大きく
上回っており、宿泊業、サービス業がもっとも低くなっている。

厚生労働省：地域別最低賃金の全
国一覧
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/roud
oukijun/minimumichiran/index.htm
l

資料：総務省統計局「賃金構造基本統計調査」

千円

0.0
50.0

100.0
150.0
200.0
250.0
300.0
350.0
400.0
450.0
500.0

平均
267.3千円

令和6年度における産業分類別所定内給与額
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参考資料２

商工労働部 各種計画・附属機関等





商工労働部 各種計画の概要

計画の名称 計画期間 根 拠 計画の目的・内容等

福島県商工業振興基本計画
令3.12策定
令4～12年度

県独自
県中小企業・小規模企
業振興基本条例第９条
福島県工業開発条例第
４条

本県商工労働行政の指針となる
計画

ふくしま女性活躍推進計画
令4.3策定
令4～12年度

女性活躍推進法
第６条第１項

本県の女性の職業生活における
活躍の推進に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するため、施
策の基本的方向と具体的な施策
を明らかにするもの

福島県職業能力開発計画
（第１１次）

令4.1策定
令3～7年度
（令８策定作業）

職業能力開発促進法第
7条

本県の職業能力の開発に関する
基本となるべき計画

福島県新産業人材育成方針
令8.3策定
令8～12年度

県独自

再生可能エネルギーやロボットな
どの新産業を支える産業人材の
育成に関して関係機関の取組方針
等を示すもの

福島県県産品振興戦略
（第３期）

令6.3策定
令6～12年度

県独自
ふくしまの地域資源を生かした県
産品振興施策の方向性を示すも
の

地域再生計画
「福島県企業立地推進戦略」

令4.3認定
令4～17年度

地域再生法

本県産業の活性化を推進する対
策と目標値を定めるとともに、そ
の実現に向けて適用される支援策
を定めるもの

地域再生計画
「福島県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト」

平28.3認定
平27～令9年度

地域再生法

企業の地方拠点強化を促進する
対策と目標値を定めるとともに、
その実現に向けて適用される支援
策を定めるもの

地域未来投資促進法基本計画
「福島県県北地域基本計画」
「福島県県中地域基本計画」
「福島県県南地域基本計画」
「福島県会津地域基本計画」
「福島県相双地域基本計画」
「福島県いわき地域基本計画」

平29.9認定
平29.12変更認定
平29～令5年度
令6～令10年度

地域未来投資促進法
（地域経済牽引事業の
促進による地域の成長
発展の基盤強化に関す
る法律）

地域の特性を活用した事業の生み
出す経済波及効果に着目し、これ
を最大化しようとする地方公共団
体や事業者の取組を支援するもの

福島県知財戦略推進計画
令4.2策定
令4～8年度

県独自

知的財産の創造、保護及び活用に
よるイノベーションを力強く推進し、
もって本県の産業競争力の強化
及び地域経済の活性化を図るも
の

福島空港利用促進
アクションプラン

令5.4策定
令5～8年度

県独自

福島空港の利活用促進を図るた
め、有識者会議の提言等を踏まえ
た目標を設定し評価検証を行うこ
とで次年度の施策、事業の改善に
取り組み、目標の着実な実行を推
し進める

令和7年度が終期となっています。
→延長または廃止でしょうか

福島県職業能力開発計画
令和7年度が終期となっています。
→延長または廃止でしょうか
→前回（令和３年度）の１０次計画終期
の際と同様の記載にしています。
（策定はR8から行い、完成予定はR8.12
です。来年度の概要から期間を令8～12
年度に変更します）
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商工労働部 付属機関等一覧

名 称 担 当 事 務 構成員・任期 根拠法令等 担当課

福島県中小企業振興
審議会

中小企業の振興に関する基本的
事項及び中小企業の業種別振興に
関する重要事項を調査審議する。

委員 ２０人以内

任期 ２年

附属機関の
設置に関す
る条例

商工総務課

福島県中小企業
調停審議会

事業協同組合又は事業協同小組
合の団体協約締結のため交渉又は
その締結する団体協約の内容につ
いてのあっせん又は調停に関する
事項並びに大企業者の事業が中小
企業団体の構成員たる中小企業者
の経営の安定に及ぼす影響等に関
する事項を調査審議する。

委員 ７人

任期 ２年

中小企業団
体の組織に
関する法律

附属機関の
設置に関す
る条例

経営金融課

福島県大規模小売店
舗立地審議会

大規模小売店舗の立地する周辺
地域の生活環境の保持に関する重
要事項を調査審議する。

委員 ７人以内

任期 ２年

附属機関の
設置に関す
る条例

商業
まちづくり課

福島県
商業まちづくり
審議会

商業まちづくりの推進に関する条
例に基づく新設の届出等に係る県
の意見や勧告の審議、知事の諮問
に基づく商業まちづくりの推進に関
する事項の調査審議及び商業まち
づくりの推進に関する事項に係る
意見の具申を行う。

委員 ７人以内

任期 ２年

商業まちづく
りの推進に
関する条例

商業
まちづくり課

福島県労働審議会

①労働施策に関する重要事項を調
査審議する。
②職業能力開発に関する重要事項
を調査審議し、並びに必要と認め
る事項を建議する。

委員 １７人以内

任期 ２年
福島県労働
審議会条例

雇用労政課
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参考資料３

商工労働部内課室・出先機関等





商工労働部 本庁課室一覧

室（局）・課名 電話番号 ＦＡＸ e-mail アドレス

商工労働総室

商工総務課
024-521-7269、

7270
024-521-7930 syokosomu@pref.fukushima.lg.jp

経営金融課
024-521-7288、

7262
024-521-7931 keieikin-yuu@pref.fukushima.lg.jp

雇用労政課
024-521-7289、

7290
024-521-7931 koyourousei@pref.fukushima.lg.jp

産業振興総室

企業立地課
024-521-7280、 

               7882、
8530

024-521-7935
investment@pref.fukushima.lg.jp

産業振興課
024-521-7283、

8644、                   
               8647

024-521-8886 business@pref.fukushima.lg.jp

次世代産業課
024-521-8058、

               8286、
8568

024-521-7932
next-
generation@pref.fukushima.lg.jp

医療関連産業
集積推進室

024-521-7282 024-521-7932
medical-
unit@pref.fukushima.lg.jp

商業まちづくり課
024-521-7126、

7299
024-521-8886

shougyoumachidukuri@pref.fukus
hima.lg.jp

産業人材育成課
024-521-7300、

               7829
024-521-7932 jinzai@pref.fukushima.lg.jp

観光交流局

観光交流課

024-521-7286、
7287、
7398、

               8734

024-521-7888 tourism@pref.fukushima.lg.jp

空港交流課 024-521-7127 024-521-7913 fkskuko@pref.fukushima.lg.jp

福島空港事務所駐在 0247-57-1266 0247-57-1257

県産品振興戦略課 024-521-7296 024-521-7888
trade-
promotion@pref.fukushima.lg.jp

住所：〒960-8670 福島市杉妻町2番16号 西庁舎11、12階
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商工労働部 関係出先機関一覧

機 関 名 所 在 地 電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ

県北地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

960‐
8670

福島市杉妻町2番16号
県庁北庁舎内

(024)521-
2657

(024)
521-
2853

県中地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

963‐
8540

郡山市麓山1丁目1番1号
県郡山合同庁舎内

(024)935-
1323

(024)
939-
4674

県南地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

961‐
0971

白河市昭和町269番地
県白河合同庁舎内

(0248)23-
1546

(0248)
23-
1509

会津地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

965‐
5801

会津若松市追手町7番5号
県会津若松合同庁舎内

(0242)29-
5292

(0242)
29-
5228

南会津地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

967‐
0004

南会津郡南会津町田島字根小屋甲4277番
地の1 県南会津合同庁舎内

(0241)62-
5207

(0241)
62-
5209

相双地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

975‐
0031

南相馬市原町区錦町1丁目30番地
県南相馬合同庁舎内

(0244)26-
1117

(0244)
26-
1120

いわき地方振興局企画商工部
地域づくり・商工労政課

970‐
8026

いわき市平字梅本15番地
県いわき合同庁舎内

(0246)24-
6007

(0246)
24-
6019

計量検定所
960‐
8670

福島市杉妻町2番16号
西庁舎１階

(024)521-
7655

(024)
521-
7978

テクノアカデミー郡山
963‐
8816

郡山市上野山5番地
(024)944-
1663
(代)

(024)
943-
7985

テクノアカデミー会津
969‐
3527

喜多方市塩川町御殿場4丁目16番地
(0241)27-
3221
(代)

(0241)
27-
3312

テクノアカデミー浜
975‐
0036

南相馬市原町区萱浜字巣掛場45番地の112
(0244)26-
1555
(代)

(0244)
26-
1550

ハイテクプラザ
963‐
0215

郡山市待池台1丁目12番地
(024)959-
1736
(代)

(024)
959-
1761

会津若松技術支援センター
965‐
0006

会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原88番1
(0242)39-
2100
(代)

(0242)
39-
0335

南相馬技術支援センター
975‐
0036

南相馬市原町区萱浜字新赤沼83番
(0244)25-
3060
(代)

(0244)
25-
3061

県産品加工支援センター
965‐
0006

会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原88番1
（会津若松技術支援センター内）

(0242)39-
2974

(0242)
39-
0335
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商工労働部 出先機関の概要

計量検定所

１ 事業執行の基本方針
適正な計量の実施を確保し、本県の経済の発展と文化の向上に寄与するため、次の施策を重点として、計量
行政の積極的な推進に努めます。
（１）適正な計量器の供給確保
（２）計量消費生活の適正化
（３）環境計量の適正化
（４）適正計量管理の推進
（５）計量思想の普及啓発

２ 事業概要
（１）計量関係事業の届出及び登録並びに指定
     ア 特定計量器の製造・修理・販売各事業の届出
     イ 計量証明事業（一般・環境）の登録
     ウ 適正計量管理事業所の指定

（２）特定計量器の検定及び基準器の検査
正確で安全な計量器を供給するため、特定計量器の検定及び検定等に用いる基準器の検査を行います。
【例】長さ計（タクシーメーター）、質量計、体積計（ガスメーター、燃料油メーター）、

圧力計（鉄道車両のブレーキ圧力計）など

（３）正確な計量
社会生活における適正な計量の実施を確保するため、計量器や適正な計量管理の方法、検査と指導を行
います。
ア 特定計量器定期検査
県内を2つの区域に分け、隔年ごとにスーパーや商店にあるはかりや、学校や病院で身体測定に用いる質量
計について、検査しています。
（福島、会津若松、郡山、いわきの4市（計量特定市）は各市で検査を実施します。）

イ 立入検査
商品の取引や環境測定等で特定計量器を製造・販売等している事業者を対象に検査や必要に応じて改
善を求める等の指導を行います。
ウ 環境計量説明検査
特定計量器のうち、騒音計、振動レベル計などの検査や必要に応じて改善を求める等の指導を行います。

定期検査の様子
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商工労働部 出先機関の概要

計量検定所

（４）計量管理の推進と適正計量に関する指導
ア 適正な計量を推進するため、各種計量関係事業者に対し、計量法の遵守、適正計量管理の推進につ
いての指導を随時行います。
イ 水道・ガス事業者等に対して、検定有効期間の管理等についての指導を随時行います。

（５）計量思想の普及啓発
ア 計量記念日（毎年11月1日）を中心に各種事業の実施や計量記念日ポスターの掲示を行い計量思
想の普及啓発を図ります。
イ 小学生を対象とした「計量出前教室」や夏休み期間中に親子で学べる「親子計量教室」を実施し、計量
思想の普及啓発を図ります。

ウ 消費者が計量に関し深く理解をする機会を得たいと思ったとき、職員を講師として派遣し講習会を開くなど
の必要な支援を行う「計量ステップアップセミナー」を実施し、計量思想の普及啓発を図ります。
エ Webサイトを充実させ、消費者が自ら判断できるための計量に関する知識や計量制度について普及啓発
を図ります。

計量出前教室 親子計量教室
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商工労働部 出先機関の概要

県立テクノアカデミーの概要

県立テクノアカデミーは、職業能力開発促進法に基づく、職業能力開発短期大学校と職業能力開発校を併
せ持つ、総合的な公共職業能力開発を行う施設です。

テクノアカデミー会津

テクノアカデミー郡山

テクノアカデミー浜

テクノアカデミー郡山
短期大学校

機械デザイン工学科 （定員20名）

郡山市上野山5
024-944-1663

知能情報デザイン学科 （定員30名）

能力開発校建築科 （定員20名）

テクノアカデミー会津

短期大学校観光マネジメント学科 （定員20名）
喜多方市塩川町御殿場4-

16
0241-27-3221能力開発校

電気・設備システム科 （定員30名）

自動車整備科 （定員20名）

テクノアカデミー浜

短期大学校
ロボット・環境エネルギーシ
ステム学科

（定員20名）

南相馬市原町区萱浜
字巣掛場45-112

0244-26-1555能力開発校

機械技術科 （定員15名）

自動車整備科 （定員20名）

建築科 （定員15名）

※定員は１学年の定員です。
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商工労働部 出先機関の概要

県立テクノアカデミーの概要

テ

ク

ノ

ア

カ

デ

ミ

ー

高校卒業者等対象
【企業の即戦力の育成】
２年間の教育訓練 在職者等対象

【知識・技能の
向上を支援】

【資格取得を支援】

１２時間以上の
短期間の教育訓練

離職者等対象
【早期就職を支援】

職業能力開発
短期大学校

・機械デザイン工学科
・知能情報デザイン学科
・観光マネジメント学科
・ロボット・環境エネルギー
  システム学科

職業能力
開発校

・機械技術科

・電気・設備
システム科
・自動車整備科
・建築科

民間の教育訓訓練
関等に委託して実施
する標準３ヶ月間の
教育訓練

・離職者等
・母子家庭の母等
・障がい者

福島労働局
公共職業安定所

受講
あっせん

職業訓練
受講希望者

受講
申込

求職
登録

就 職

受講
申込

大 学
高等専門学校
ハイテクプラザ

等

受 験

就 職
企業・企業団体

産業界

講師派遣講師派遣

参考３-6



商工労働部 出先機関の概要

福島県ハイテクプラザの概要

福島県ハイテクプラザは、福島県商工業振興基本計画の柱である「地域に根ざした産業の振興」及び「成長
産業・技術革新の振興」を推進するため、福島県ハイテクプラザ第Ⅲ中期ビジョン（令和４年度～令和８年
度）の下、４つの基本活動（研究開発、技術支援、人材育成及び情報の収集と発信）により、県内企業の
支援に取り組んでいます

２ 役割
『企業に対する技術支援、新成長分野への先導』

『福島イノベーション・コースト構想や再生可能エネルギー・水素普及促進等、本県重点施策への貢献、地域
に根ざした従来産業の振興』

『次代を担う技術者の育成』

『技術情報の収集と発信、企業と研究機関や支援機関との橋渡し』

３ 基本活動
（１）研究開発

県の重点施策に沿った分野はもちろん、基盤技術に関する分野や本県の特色ある繊維や伝統工芸等の
基幹産業分野の新たな展開に資する研究開発に積極的に取り組み、成果を移転します。

（２）技術支援
技術相談をはじめ、計画的な機器導入による依頼試験や設備使用への対応、企業訪問による現場の技
術課題調査や解決に向けた支援、企業の技術者向け講習会等を行います。
また、福島県発明協会等と連携し、知的財産の保護・活用の支援を行います。

（３）人材育成
技術の高度化や急速な進歩に対応するため、大学院への派遣や技術士の資格取得等、職員の技術支
援力の向上に取り組みます。

（４）情報の収集と発信
最新の技術動向等を収集し、企業目線で分かりやすく発信するとともに、技術の高度化や変化が著しい分
野では研究会を運営します。また、次世代を担う学生等にものづくり技術に触れる機会を提供します。

１ 組織

企画連携部  企画科、管理課、産学連携科
材料技術部  金属・物性科、分析・化学科、繊維・高分子科
電子・機械技術部  電子・情報科、機械・加工科、ロボット・制御科

(郡山市待池台1-12電話024-959-1741)

南相馬技術支援センター

会津若松技術支援センター

機械加工ロボット科
(南相馬市原町区萱浜字新赤沼152-55)
(電話0244-25-3060)

醸造・食品科、産業工芸科
(会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原88-1)
(電話0242-39-2100)

福島県ハイテクプラザ（郡山本部）
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商工労働部 関係機関

アンテナショップ

機 関 名 所 在 地 電 話 番 号

観光物産館 960-8053
福島市三河南町1番20号
コラッセふくしま1階

(024)525-4031

日本橋ふくしま館 ＭＩＤＥＴＴＥ 103-0022
東京都中央区日本橋室町4-3-16
柳屋太洋ビル1階

(03)6262-3977

観光物産館大阪サテライトショップ 530-0001
大阪府大阪市北区梅田1-3-1-900
大阪駅前第一ビル9階
（県大阪事務所内）

(06)7175-9700

主要商工・金融団体

団 体 名 所 在 地 電 話

福島県商工会議所連合会
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま8階 (024)536-5511

福島県商工会連合会
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま9階 (024)525-3411

福島県中小企業団体中央会
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階 (024)536-1261

（公財）福島県産業振興センター
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6階 (024)525-4070

（一社）福島県計量協会 960-8670
福島市杉妻町2-16
県計量検定所内 (024)521-4035

ジェトロ福島貿易情報センター
963-0115

郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3階 (024)947-9800

（一社）福島県中小企業診断協会
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階 (024)573-6370

福島県信用保証協会
960-8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階、11階 (024)526-2331

（一社）福島県銀行協会
960-8041

福島市大町4-15
チェンバおおまち4階 (024)522-6535

福島県商店街振興組合連合会
960-8053

福島市三河南町1-20
福島県中小企業団体中央会内 (024)536-1264

福島県信用金庫協会
960-8033

福島市万世町1-2
ふくしん総合相談センター内 (024)526-0950

福島県信用組合協会
963-8877

郡山市堂前町7-7
福島県商工信用組合内 (024)991-1000

日本貸金業協会福島県支部
960-8035

福島市本町5-8 
福島第一生命ビルディング4階 024-573-5671
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商工労働部 関係機関

その他関係機関

団 体 名 所 在 地 電 話

（一社）福島県発明協会 963-0215
郡山市待池台1-12
県ハイテクプラザ内

(024)959-3351

福島県工業クラブ 960-8670
福島市杉妻町2-16
県商工労働部企業立地課

(024)521-7882

（一社）福島県採石業協会 960-8011
福島市宮下町17-18
東北青写真ビル２階

(024)531-2479

（公財）福島県観光物産交流協会 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

(024)525-4080

（一社）福島県旅行業協会 960-8036
福島市新町4-19
山口ビル2階

(024)521-2667

福島県経営者協会連合会 963-8014
郡山市虎丸町7-7
労働福祉会館1階

(024)922-1495

福島県職業能力開発協会 960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

(024)525-8681

福島県技能士会連合会 960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

(024)523-1755

福島県名工会 960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

(024)523-1755

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部

960-8054 福島市三河北町7-14 (024)534-3637

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部
福島障害者職業センター

960-8054 福島市三河北町7-14 (024)526-1005

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部
福島職業能力開発促進センター

960-8054 福島市三河北町7-14 (024)534-3637

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部
福島職業能力開発促進センター
いわき訓練センター

973-8403 いわき市内郷綴町舟場1-1 (0246)26-1231

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部
福島職業能力開発促進センター
会津訓練センター

965-0858
会津若松市神指町大字南四合字深川
西292

(0242)26-0515
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商工労働部 関係機関

団 体 名 所 在 地 電 話

（公財）産業雇用安定ｾﾝﾀｰ
福島事務所

960-8031
福島市栄町6-6
福島セントランドビル10階

(024)523-4520

（公社）福島県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会 960-8035
福島市本町５番５号
殖産銀行フコク生命ビル３階

(024)521-6081

（公財）介護労働安定センター
福島支所

960-8031
福島市栄町10-21
福島栄町ビル6階

(024)523-1871

（公財）郡山地域テクノポリス推進機構 963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3階

(024)947-4400

（一財）ふくしま医療機器産業推進機構 963-8041
郡山市富田町字満水田27番8
ふくしま医療機器開発支援センター内

(024)954-4011

（公社）福島相双復興推進機構
（福島相双復興官民合同チーム）

960-8031
福島市栄町6-6
福島セントランドビル4階

(024)502-1117

（公財）福島イノベーション・コースト構想
推進機構

960-8043
福島市中町1-19
中町ビル6階

(024)581-6894

その他関係機関
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商工労働部 関係機関

産学官連携機関一覧

機 関 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

産業分野関連機関

福島県中小企業団体中央会 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10Ｆ

024-536-
1261

(024)
536-
1217

いわき産業創造館 創業者支援室 970-8026
いわき市平字田町120番
LATOV6階 いわき産業創造館内

0246-21-
7570

(0246)
21-
7571

株式会社 ゆめサポート南相馬 975-0008 南相馬市原町区本町一丁目111番地
0244-25-
3310

(0244)
25-
3316

（一社）産業サポート白河 961-0957 白河市中田140番地
0248-21-
7361

(0248)      
21-
7362

学術研究関連機関

福島大学地域未来デザインセンター 960-1296 福島市金谷川1番地
024-548-
8012

(024)
548-
5244

福島県立医科大学 960-1295 福島市光が丘1番地
024-547-
1825

(024)
547-
1995

福島学院大学 960-0181 福島市宮代字乳児池1-1
024-553-
3221

(024)
553-
4222

日本大学次世代工学技術研究セン
ター

963-8642 郡山市田村町徳定字中河原1
024-956-
8648          
・8720

(024)
956-
8903

日本大学環境保全共生・共同研究
センター

963-8642 郡山市田村町徳定字中河原1
024-956-
8648            
・8720

(024)
956-
8903

奥羽大学学事部教務課 963-8611 郡山市富田町字三角堂31-1
024-932-
8931

(024)
933-
7372

会津大学産学イノベーションセンター 965-8580
会津若松市一箕町鶴賀字上居合
90番地

0242-37-
2776

(0242)
37-
2778

医療創生大学 970-8551 いわき市中央台飯野5-5-1
246-29-
5111

(0246)
29-
5105
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商工労働部 関係機関

産学官連携機関一覧

機 関 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

学術研究関連機関

東日本国際大学 970-8023 いわき市平鎌田字寿金沢37
0246-35-
0438

(0246)
25-
3372

福島工業高等専門学校 970-8034 いわき市平上荒川字長尾30 
0246-46-
0719

(0246)
46-
0713 

官公庁関連機関

福島駅西口インキュベートルーム 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6Ｆ

024-525-
4048

(024)
525-
4069

（公財）福島県産業振興センター 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6Ｆ

024-525-
4070

(024)
525-
4079

福島県産業復興相談センター 960-8031
福島市本町５番５号
殖産銀行フコク生命ビル２階

024-573-
2561

(024)
573-
2566

(公財)福島県産業振興センター
技術支援部

963-0215
郡山市待池台1-12 
(福島県ハイテクプラザ内) 

024-959-
1929

024-
959-
1889

エネルギー・エージェンシーふくしま 963-0215
郡山市待池台1-12 
(福島県ハイテクプラザ内) 

024-963-
0121

024-
963-
0122

（公財）郡山地域テクノポリス推進機
構

963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

024-947-
4400

(024)
947-
4475

郡山地域テクノポリスものづくり
インキュベーションセンター

963-1165 郡山市田村町徳定字中河原1-1
024-926-
0344

(024)
943-
4441

（公社）いわき産学官ネットワーク協
会

970-8026
いわき市平字田町120
LATOV6Ｆ いわき産業創造館内

0246-21-
7570

(0246)
21-
7571

西会津町テレワークセンター 969-4406 耶麻郡西会津町野沢字桜木前乙171-4
0241-45-
2213

(0241)
45-
3974

（国研）産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

963-0298 郡山市待池台2-2-9
024-963-
1805

(024)
963-
0824
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商工労働部 関係機関

産学官連携機関一覧

機 関 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

その他の機関

福島産学官連携ネットワーク 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2Ｆ

024-525-
4022

(024)
536-
2819

郡山地域ニューメディア・コミュニティ事
業推進協議会

963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

024-947-
4400

(024)
947-
4475

独立行政法人日本貿易振興機構
福島貿易情報センター

963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

024-947-
9800

(024)
947-
9810

(一社)福島県発明協会・
ふくしま知的財産支援センター

963-0215
郡山市待池台1-12 
(福島県ハイテクプラザ内) 

024-959-
3351

(024)
963-
0264

いわきリエゾンオフィス企業組合 970-8043
いわき市平字作町2-1-9
エスビル2階

0246-35-
1430

(0246)
35-
1431
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商工労働部 関係機関

金融機関

金 融 機 関 名 住 所 電 話 番 号

日本銀行福島支店 960‐8035 福島市本町6-24
(024)521-
6363

日本政策金融公庫福島支店中小企
業事業

960‐8031 福島市栄町6-6（福島セントランドビル6F）
(024)522-
9241

日本政策金融公庫福島支店国民生
活事業

960‐8031 福島市栄町6-6（福島セントランドビル5F）
0570-
008503

日本政策金融公庫郡山支店 963‐8005 郡山市清水台1-6-21（山相郡山ビル５Ｆ）
0570-
009629

〃              いわき支店 970‐8026 いわき市平字菱川町1-5
0570-
008545

〃          会津若松支店 965‐0878 会津若松市中町2-35
0570-
009386

商工組合中央金庫福島支店 960‐8054 福島市三河北町11-5
(024)526-
1201

〃       会津若松営業所 965‐0816 会津若松市南千石町6-5
(0242)26-
2617

農林中央金庫福島支店 960‐0231 福島市飯坂町平野字三枚長1-1
(024)552-
5600

①政府系金融機関

②銀行（本部（または本店）のみ

金 融 機 関 名 住 所 電 話 番 号

東邦銀行 960‐8633 福島市大町3-25            
(024)523-
3131

福島銀行 960‐8625 福島市万世町2-5           
(024)525-
2525

大東銀行 963-8004 郡山市中町19-1            
(024)925-
1111
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商工労働部 関係機関

金融機関

金 融 機 関 名 住 所 電 話 番 号

福島信用金庫 960‐8660 福島市万世町1-5
(024)522-
8151

会津信用金庫 965-0035 会津若松市馬場町2-16
(0242)22-
7556

郡山信用金庫 963-8630 郡山市清水台2-13-26
(024)932-
2222

白河信用金庫 961-0908 白河市大手町14-6
(0248)22-
3171

須賀川信用金庫 962-0054 須賀川市牛袋町121-1
(0248)75-
3172

ひまわり信用金庫 970-8026 いわき市平字2丁目10
(0246)23-
8500

あぶくま信用金庫 975-0003 南相馬市原町区栄町2-4
(0244)23-
5132

二本松信用金庫 964-0807 二本松市金色久保227-9
(0243)23-
3660

③信用金庫（本部（または本店）のみ）

④信用組合（本部（または本店）のみ）

金 融 機 関 名 住 所 電 話 番 号

福島県商工信用組合 963-8877 郡山市堂前町7-7
(024)991-
1000

いわき信用組合 971-8162 いわき市小名浜花畑町2-5
(0246)92-
4111

会津商工信用組合 965-0037 会津若松市中央1-1-30
(0242)22-
6565

相双五城信用組合 976-0042 相馬市中村字大町69
(0244)36-
5561
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商工労働部 関係機関

金融機関

⑤福島県信用保証協会

金 融 機 関 名 住 所 電 話 番 号

福島県信用保証協会 本 店 960-8053
福島市三河南町1-20
（コラッセふくしま内）

(024)526-2331

〃 郡 山 支 店 963-8005
郡山市清水台1-3-8
（郡山商工会議所会館内）

(024)932-2769

〃 白 河 支 店 961-0957
白河市道場小路96-5
（白河商工会議所会館内）

(0248)24-0156

〃 会 津 支 店 965-0816 会津若松市南千石町2-19 (0242)23-9171

〃 い わ き支店 970-8026 いわき市平字材木町3-1 (0246)23-3570

〃 相 双 支 店 975-0008 南相馬市原町区本町1-3 (0244)23-5105

支店名 住所 電話番号

福島支店 960-8607 福島市仲間町4-8 (024)522-3176

平支店 970-8026 いわき市平堂前22 (0246)24-2525

郡山支店 963-8014 郡山市虎丸町1-27 (024)933-2387

若松支店 965-0817 会津若松市千石町9-34 (0242)24-1800

原町支店 975-0031 南相馬市原町区錦町1-68-1 (0244)23-6136

白河支店 961-0971 白河市昭和町3 (0248)22-6521

須賀川支店 962-0848 須賀川市弘法坦31-2 (0248)73-2177

小名浜支店 971-8101 いわき市小名浜字道珍59-14 (0246)53-5155

喜多方支店 966-0086 喜多方市字西四ツ谷69 (0241)24-2111

勿来支店 974-8233 いわき市錦町中央2丁目8-12 (0246)63-2441

相馬支店 976-0042 相馬市中村字桜ヶ丘85-2 (0244)36-3511

二本松支店 964-0916 二本松市向原256-10 (0243)23-3111

郡山東支店 963-8815 郡山市西ノ内2丁目10-24 024-954-7111

石川支店 963-7857 石川郡石川町字当町50-12 (0247)26-7177

保原支店 960-0612 伊達市保原町字宮下157-7 (024)576-4141

南会津代理店 967-0004
南会津郡南会津町田島字本町甲
3845-1

(0241)62-1200

⑥東北労働金庫
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商工労働部関連 相談窓口

中小企業支援機関の経営相談窓口

機 関 名 内容 所 在 地
電 話 番

号

福島県経営支援プラザ
（（公財）福島県産業振興
センター）

中小企業の
経営相談全般

960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2階

024-525-
4034

福島県プロフェッショナル人材戦略拠点
（（公財）福島県産業振興
センター）

中小企業の
経営相談全般

960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

024-525-
4091

福島県よろず支援拠点
（（公財）福島県産業振興
センター）

中小企業の
経営相談全般

963-8005
郡山市清水台1-3-8
郡山商工会議所会館4階

024-954-
4161

福島県事業承継・引継ぎ支援セン
ター
（（公財）福島県産業振興
センター）

中小企業の
経営相談全般

963-8005
郡山市清水台1-3-8
郡山商工会議所会館4階

024-954-
4163

福島県中小企業団体中央会
主に組合に係る
経営相談

960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階

024-536-
1261

最寄りの各商工会・商工会議所 中小企業の経営相談全般

（公社）福島相双復興推進機構
（福島相双復興官民合同チーム）

原子力被災１２
市町村（並びにい
わき市、相馬市及
び新地町において
水産関係の仲買・
加工業等を営む
方々を含む）にお
ける事業者の経営
相談全般

960-8031
福島県福島市栄町6-6
福島セントラルビル4階

（事業者・農
業者向け）
024-502-
1117

（水産関係
の仲買・加工
業者向け）
024-502-
2412

福島県経営金融課

貸金業に関する
相談

960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

024-521-
7262

県制度資金に
関する相談
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労働に係る相談窓口

機 関 名 内容 所 在 地 電 話 番 号

福島県中小企業労働相談所
働く上でのトラブル
や悩み全般

960-
8670

福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

0120-610-
145

就職相談窓口

機 関 名 内容 所 在 地 電 話 番 号

ふくしま生活・就職応援センター
郡山事務所

就職相談、
生活相談

963-
8002

郡山市駅前1-14-21
郡山花椿ビル8階

024-925-
0811

ふくしま生活・就職応援センター
白河事務所

就職相談、
生活相談

961-
0074

白河市郭内1
NTT白河ビル1階

0248-27-
0041

ふくしま生活・就職応援センター
会津若松事務所

就職相談、
生活相談

965-
0816

会津若松市南千石町6-5
会津若松商工会議所会館2
階

0242-27-
8258

ふくしま生活・就職応援センター
南相馬事務所

就職相談、
生活相談

975-
0007

南相馬市原町区南町1-1
松本ビル2階

0244-23-
1239

ふくしま生活・就職応援センター
いわき事務所

就職相談、
生活相談

970-
8026

いわき市平字梅本15
県いわき合同庁舎 西分庁舎1
階

0246-25-
7131

ふくしま生活・就職応援センター
富岡事務所

就職相談、
生活相談

979-
1111

双葉郡富岡町小浜553-2
富岡合同庁舎2階

0240-23-
7880

ふるさと福島就職情報センター
福島窓口（ジョブカフェふくしま）

就職相談
960-
8053

福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2階

024-525-
0047

ふるさと福島就職情報センター
福島東京
（ふくしまぐらし相談センター）

就職相談
100-
0006

東京都千代田区有楽町2-
10-1
東京交通会館8階 ふるさと回
帰支援センター内

03-3214-
9009

商工労働部関連 相談窓口
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その他

機 関 名 内容 所 在 地 電 話 番 号

ジェトロ福島貿易情報センター
貿易・投資に関する
ご相談

963-0115
福島県郡山市南2-52 ビッグパ
レットふくしま3階

024-947-
9800

福島県上海事務所
中国でのビジネスに
関するご相談

200336
中国上海市延安西路2201号
上海国際貿易中心1710室

＋86-21-
6270-5001

福島県企業立地課
空き工場・倉庫・工
場用地等に係る相
談

960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

024-521-
7280

福島駅西口インキュベートルーム 創業に関する相談 960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6階

024-525-
4048

(一社）福島県発明協会
知的財産に関する
相談

963-0215
郡山市待池台1-12
福島県ハイテクプラザ2F

024-963-
0242

テクノ・コム
（（公財）福島県産業振興セン
ター技術支援部）

技術支援に関する
相談

963-0215
郡山市待池台1-12
福島県ハイテクプラザ1F

024-959-
1929

福島県県産品加工支援センター
（ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ会津若松技術ｾﾝﾀｰ
内）

食品加工・農産物
流通加工（地域
産業六次化）に関
する相談

965-0006
会津若松市一箕町大字鶴賀
字下柳原88-1

0242-39-
2974

福島ロボットテストフィールド
ロボットテストフィール
ドの使用に関する相
談

975-0036
南相馬市原町区萱浜字新赤
沼83

024-521-
8568

福島県次世代産業課
（ロボット・航空宇宙産業担当）

ロボット・ドローンの
実証に関する相談

960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

024-521-
8058

（公財）福島イノベーション・コース
ト構想推進機構

ロボットに関する実
証や研究開発、販
路開拓に関する相
談

960-8043 
福島県福島市中町1-19 中
町ビル6階

0244-25-
2474

福島県航空・宇宙産業技術研究
会（福島県ハイテクプラザ産学連携
科内）

航空宇宙関連産
業に関する相談

963-0215
福島県郡山市待池台1丁目
12番地

024-959-
1741

エネルギー・エージェンシーふくしま
（（公財）福島県産業振興セン
ター）

再生可能エネル
ギー・水素関連産
業に関する相談

963-0215
郡山市待池台1丁目12番地
（福島県ハイテクプラザ内）

024-963-
0121

福島県次世代産業課（再エネ/水
素担当）

再エネ・水素関連
産業の育成・集積
に関する補助金に
関する相談

960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

024-521-
8286（再エ
ネ）
024ｰ521-
8058（水
素）

（一財）ふくしま医療機器産業推
進機構

医療機器開発に関
する相談

963-8041
郡山市富田町字満水田27番
8

024-954-
4011

商工労働部関連 相談窓口
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商工労働部 関係団体の概要

福島県産業振興センター

福島県産業振興センターは、県内中小企業等に対する総合的支援拠点となる県中小企業支援センターとし
て活動しています。
経営支援プラザを核として、各中小企業支援機関等と密接な連携を図りながら、経営相談などのコンサルティ
ングサービスや各種情報・施設等の提供を行う他、機械貸与、原子力災害に伴う特定地域中小企業特別資
金事業、被災中小企業施設・設備整備支援事業、次世代産業育成支援事業（再生可能エネルギー関連
産業育成・集積支援事業を含む）、ファンド助成事業、福島県産業復興相談センター事業（中小企業再生
支援協議会事業）、技術支援事業、産業交流館の運営等を行っております。
（業務内容）
◎企画管理部・企業振興部・経営支援部
（福島市三河南町１－２０ コラッセふくしま２Ｆ、６Ｆ、７Ｆ
TEL 024-525-4070  FAX 024-525-4079）
１ コンサルティングサービスの提供
経営上の課題を抱える中小企業者等を支援するため、専門スタッフが適切な助言を行うほか、専門家等を
派遣して支援します。
２ 機械設備類貸与事業
必要な設備を低利での割賦販売及びリースを行い、経営診断等の助言を行います。

３ 原子力災害に伴う特定地域中小企業特別資金事業
原子力発電所事故の旧警戒区域等に事業所を有する中小企業等を支援するため、県内移転先又は解
除区域等での事業継続・再開に向けての融資を行います。
４ 被災中小企業施設・設備整備支援事業
東日本大震災及び令和元年台風１９号等により被害を受けた中小企業者等が、施設・設備の整備を
行う場合に、一定の要件を満たす方に対して長期・無利息の融資を行います。
５ 取引先拡大支援事業
県内・隣接県及び関東地区等の発注企業開拓を行い、発注情報を収集し、広域商談会等を実施しま
す。また、県内の輸送用機械関連産業の集積を図るため、関連企業等によるネットワークを形成し、情報収
集、技術力向上及び販路拡大を目的とした支援を行います。
６ 商工業人材育成事業
県内中小企業における経営革新や創業に向けた取り組みを促進し、ひいては事業化に結び付けていくこと
を目的とした講座を開設し、産業人材育成を支援します。また、中小企業が抱える経営問題に応じたオーダ
ーメイドセミナーを開催します。
７ 情報提供サービス事業
中小企業者等の経営に役立つ情報をメールマガジン等で提供します。

８ コラッセふくしま管理運営業務
コラッセふくしま内の会議室等の貸出業務を行うほか、賑わいスペース活用による市民参加型及び産業振
興型の賑わいイベントの実施を支援します。
９ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（福島県よろず支援拠点）
県内中小企業・小規模事業者の様々な経営課題をワンストップで解決するため、中小企業支援の実績を
有するコーディネーターが専門的な助言や専門家の紹介等を行います。

１０ 福島県プロフェッショナル人材戦略拠点事業
県内中小企業等対して、経営課題の解決をリードすることができるプロフェッショナル人材のUIJターンとその
活用を促し、攻めの経営に向けた支援を行います。

１１ 福島県事業承継・引継ぎ支援センター
県内中小企業・個人事業主が抱える事業承継問題に対し、「M&Aによる事業譲渡・譲受先の紹介」や「
従業員承継」の相談対応に応じます。

１２ プッシュ型事業承継支援事業
県内の商工会・商工会議所、金融機関等の支援機関と連携しながら、事業承継に関する相談・診断から
承継実行までのサポートを行います。
また、事業承継に向けた専門家の派遣やセミナーの開催等、事業承継に向けた取組の促進を図ります。
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１３ 地域課題解決型起業支援事業
県内で新たに起業する者で、福島県が抱える課題に対し、「社会性」「事業性」「必要性」の観点をもって取
り組む社会的起業家及びSociety5.0 関連事業等の付加価値が高い産業分野での第二創業に対して
補助金を交付します。また、起業サポーターを派遣し、事業が軌道に乗るまでの伴走的な支援を行います。

◎福島県産業復興相談センター（中小企業活性化協議会）
（福島市本町５－５ フコク生命ビル２Ｆ ℡024-573-2561 FAX024-573-2566）
東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により甚大な被害を受けた中小企業者等の事業再開や事
業再生のため、補助金等の各種支援制度の紹介、専門家による経営支援、再生計画の策定支援など、幅
広い支援を行います。
また、県内全域からの相談に迅速に対応するため、県内の全商工会議所（10ヶ所）、福島県商工会連
合会広域指導センター（4ヶ所）及び全商工会（88ヶ所）に「産業復興相談センター地域事務所」を設
置しています。

◎技術支援部（テクノ・コム）
（郡山市待池台１－１２ 福島県ハイテクプラザ内
TEL 024-959-1929  FAX024-959-1889）
中小企業の方々の研究開発に対する助成、技術に関する研修会の実施、産学連携の推進など、技術
の高度化及び科学技術の振興に関する事業を行います。
ファンド事業等により、県内中小企業の新製品・新技術及びその構想について、市場調査、事業可能性
調査及び開発並びに販路開拓について支援することにより、新産業の創造、新規市場の開拓、未開拓市場
への参入等を促進するための助成を行います。

◎エネルギー・エージェンシーふくしま
（郡山市待池台１－１２ 福島県ハイテクプラザ内
TEL 024-963-0121  FAX 024-963-0122）
再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進するため、県内企業のネットワーク構築、事業化案件

の創出、取引拡大支援、海外連携等を通じて、県内企業の新技術・ビジネスモデルの創出、拡大等を図り
ます。

◎福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）
（郡山市南二丁目52番地 TEL 024-947-8010  FAX 024-947-8020）
「ビッグパレットふくしま」は見本市や展示会、国際会議、各種イベントなど、様々な目的で利用可能な多

種多様な交流の拠点です。
この施設の提供を行うとともに、施設等の適正な管理と利用料の徴収に関する事務を行います。また、広

報宣伝活動やイベント等の誘致活動を積極的に行います。
（施設構成）
・多目的展示ホール ５，４９５㎡（３分割可能）
・コンベンションホール ９５３㎡（２分割可能、国際会議対応）
・各種会議室（６０～３６０㎡）

◎郡山事務所
（郡山市清水台１丁目３番８号 郡山商工会議所会館内)
地理的利便性を有するとともに関係諸機関が集約している郡山市に、中小企業・小規模事業者のため

の経営相談所として平成２６年１２月１日から郡山事務所を設置しました。国（中小企業庁）事業の
「よろず支援拠点」と「事業承継・引継ぎ支援センター」の２つの機能により、質の高い経営支援を行います。
また、令和８年４月１日からよろず支援拠点内に「生産性向上支援センター」を設置し、中小企業等の

生産性向上を支援します。

◎上海事務所 （詳細については参考3-25参照）

商工労働部 関係団体の概要
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インキュベート施設

【福島県中小企業振興館（起業支援室）】（福島駅西口インキュベートルーム）
福島駅西口インキュベートルームは、快適なオフィス空間と、事業に関する様々なサポート（相談対応、経営
診断、各種情報等）を提供し、ハード・ソフトの両面から、新たに事業を始めようとする方を応援する創業支援
施設です。

○支援内容
・インキュベート施設の貸与（共同利用室Ａ，Ｂ、個室Ｃ，Ｄ，Ｅ）

・ソフト系I T分野を中心に、県内を拠点とする起業希望者及び起業者を対象

に、「事業のアイデアの具体化(コンセプト構築)」と「事業を軌道に乗せる(収益の

上がる事業、かつ事業継続見込みが立つ)」 ための支援を行います。

・内部•外部を問わず、あらゆる資源(人材、情報、技術、ノウハウ等)を活用し、

「クライアン卜(入居者)の成功へのステップアップに最適なサービス」を提供しま

す。

・利益の見込めるビジネスモデルの構築を支援します。

・地域雇用を創出するできる企業の県内創出を図ります。

・インキュベートルーム卒業後、少なくとも数年間は事業継続できる企業になるよ

う支援します。

平成15年7月25日オープンからの入居状況（令和７年２月現在）
・延べ入居者数 135
・現入居者数     11
・卒業者数 94（ほかに退去30）

○施設レイアウト

商工労働部 関係団体の概要
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一般社団法人 ふくしま医療機器産業推進機構

１ 目的
本県の医療関連産業集積施策を担うために設立。

２ 活動内容
ふくしま医療機器開発支援センターの運営を始めとした、本県の医療関連産業集積施策の推進。

３ 役員等
理 事 長：菊地 眞（公益財団法人医療機器センター理事長）
副理事長：小野寺 陽一
専務理事：関根 昌典
理 事： ９名（商工労働部次長（産業振興担当）含む）
監 事： ２名
評 議 員：１２名（商工労働部長含む）

４ 設立時期
平成２５年５月１日

商工労働部 関係団体の概要

ふくしま医療機器開発支援センター外観
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公益社団法人 福島相双復興推進機構

１ 福島相双復興推進機構（福島相双復興官民合同チーム）
平成27年6月12日の閣議決定「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の改訂において、国・福島

県・福島相双復興推進機構（民間）が一体となって被災事業者の自立に向けた支援の実施主体として、福
島相双復興官民合同チームが平成27年8月24日に創設されました。翌年の平成28年12月に福島相双復興
推進機構が公益社団法人化。

２ 目的
・東日本大震災により被災し、福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所事故に伴う避難指示等
の対象地域となった福島県内１２市町村[田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、
大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村]（以下「当該地域」という。）の復興・創生
・「東日本大震災当時、当該地域において事業を営まれていた方々」「浜通り地域等（当該地域並びにいわき
市、相馬市及び新地町をいう。）において水産関係の仲買・加工業等を営む方々」（事業者）の事業再開・
継続
・東日本大震災当時、当該地域に居住されていた方々の生活再建等

３ 事業内容
(1)「相談型支援」事業
①｢個別訪問」事業
事業者を個別に訪問し、現状や課題、今後の事業に係る意向等について、話を伺い、相談を受ける等の取
組を実施
②「事業再開・再生支援」事業
事業再開・継続、承継・転業等、事業者が抱える課題について、専門家等によるきめ細やかな支援を実施

(2)「復興・創生」事業
①東日本大震災当時、当該地域に居住していた方々、とりわけ高齢者の生活再建に向け、生業回復、生活
環境整備等に関する取組を実施
②当該地域において、復興を通じた新たなまちづくりが実現できるよう、自治体による復興・まちづくり計画の策
定・実行へ向けた活動に関する支援を実施
③当該地域への住民帰還の促進を含む本格的な復興に向け、働く場所や買い物環境等を整備できるよう、
新たな産業・人材の呼び込みと起業促進を図るための取組を実施

(3) その他、目的を達成するために必要な事業

商工労働部 関係団体の概要
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福島県上海事務所

上海事務所は、福島県と経済発展の著しい中国との経済、観光、学術交流など多様な交流の推進に向けて
中国上海市にパイロット的性格を持った活動拠点を設置し、中国企業の本県への直接投資の促進をはじめ、
観光誘客、県産品の販路開拓、産学官連携をテーマとした大学間交流などの各種事業を展開するために開
設されました。

認 可 日：平成16年3月24日
開 所 日：平成16年7月23日
主な業務：中国から福島県への観光客の誘客
内容：
○福島県産品の輸出販売の促進
○福島県企業への便宜供与
○中国企業への情報提供
○中国における福島県の広報活動
○小名浜港の利用促進
○産学官連携をテーマとした大学間交流の支援
○中国湖北省との経済交流
○福島県関係者のネットワークづくり
体 制：県派遣職員1名、現地職員1～2名
住 所：中国上海市延安西路２２０１号 上海国際貿易中心１７１０室
郵便番号:２００３３６
電 話：＋８６－２１－６２７０－５００１
Ｆ Ａ Ｘ：＋８６－２１－６２７０－５００３
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ:http://fukushima-cn.com/
電子メｰル:info@fukushima-cn.jp
営 業 日：月曜日～金曜日（中国の祝祭日と年末年始を除く）
営業時間:北京時間 午前 ９時～午後５時４５分

日本時間 午前１０時～午後６時４５分
交 通：上海浦東国際空港から車で約１時間

上海虹橋空港から車で約２０分
上海市中心部より車で約３０分

商工労働部 関係団体の概要
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公益財団法人 福島県観光物産交流協会

１ 目的（平成２０年４月１日発足）
国内外からの観光客の誘致促進、福島県産品の開発、育成、販路の拡大及び観光・物産関係施設の整備
運営を行うなど、観光・物産振興の総合的・一体的な展開を図り、もって本県の地域経済社会の活性化と多
様な交流の拡大及び観光立国の推進に寄与することを目的とし、福島県観光物産交流協会が発足。

２ 役員等
会 長 渡邊博美（福島県商工会議所連合会会長）
理事長 守岡文浩
副理事長 小口憲太朗（福島県旅館ホテル生活衛生同業組合常務理事）
常務理事 中村伸裕
理 事 ６名（観光交流局次長含む）
監 事 ２名
評議員 １５名（観光交流局長含む）

３ 活動内容
ア 福島県内の観光と物産の振興に関する事業
イ 国内外からの観光客の誘致促進に関する事業
ウ 観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事業
エ ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業
オ ふるさと産品の普及宣伝及び販売に関する事業
カ 福島県等が所有する観光・物産関係施設等の整備運営に関する事業
キ 旅行業法に基づく旅行業
ク 福島県等が所有する観光施設等における食堂、売店及び宿泊経営事業

商工労働部 関係団体の概要
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福島県貿易促進協議会

１ 設立経緯・目的（平成6年9月14日設立）
地域経済、企業活動にとっても経済のグローバル化の推進が必要不可欠である今日、多様化する県内企業
の国際化ニーズに的確に対応し、海外との経済交流推進を総合的に支援するため、県、市町村、経済団体、
県内企業等が一体となり、福島県国際経済交流推進協議会を設立。
平成20年度からは、新たな課題や企業ニーズに対応するため、貿易振興に係る機能を強化し、名称を「福島
県貿易促進協議会」に変更の上、本県経済の振興・活性化を図っている。

２ 役員等
会 長 福島県知事 内堀雅雄
副会長 福島県商工会議所連合会会長 渡邊博美

日本貿易振興機構（ジェトロ）福島貿易情報センター所長 臼井 一雄
理 事 １１名（観光交流局長含む）
監 事 ２名
事務局長 福島県商工労働部観光交流局次長
（事務局）福島県商工労働部観光交流局県産品振興戦略課内

３ 会員規模
２３５会員（うち民間企業等会員１８３団体）
※令和８年１月末日現在

４ 会費等
1口 7,200円（震災被災状況により減免あり）

５ 活動内容
（１）貿易振興事業
① 県産品フェア・商談会等開催事業
② 商談等支援事業
③ 輸出促進体制整備事業
※県内事業者の海外販路開拓・拡大推進のため、「海外販路開拓専門員」を設置。
④ 県産品海外販路展開強化事業

（２）人材育成・海外情報収集提供事業
① 海外経済情報収集提供事業
② セミナー開催等事業

（３）広報事業
① 広報活動等事業

商工労働部 関係団体の概要
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「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会

１ 目的
東日本大震災及び原発事故、及びその風評被害により甚大な被害を被っている本県の観光産業の復興に
向けた事業を計画・実施する組織として設置するものであり、関係者が協働して、福島県の豊かな自然や貴重
な歴史・文化などの魅力を国内外に広く情報発信するとともに、観光を通じた魅力的な地域づくりを進めること
により、本県観光のイメージアップ及び観光客の誘致促進、さらには県内経済の活性化に寄与することを目的と
する。

２ 役員等
会 長 福島県知事 内堀雅雄
副会長 福島県旅館ホテル生活衛生同業組合理事長 小井戸 英典

東日本旅客鉄道株式会社東北本部執行役員東北本部長 高岡 崇
東日本旅客鉄道株式会社水戸支社執行役員水戸支社長 下山 貴史
公益財団法人福島県観光物産交流協会理事長 守岡 文浩

監 事 ２名
事務局長 福島県観光交流局長
（事務局）福島県商工労働部観光交流局観光交流課内

３ 会員規模
２２５会員（うち民間企業等会員１６５団体）
※令和７年１月末日現在

４ 会費等
１口 １，０００円（震災被災状況により減免あり）

５ 活動内容
（１）観光推進基盤強化事業
（２）キャンペーン推進事業
（３）観光誘客プロモーション事業
①宣伝広報事業
②受入体制整備事業

（４）その他、上記以外の本県観光復興に関する事業

商工労働部 関係団体の概要
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一般社団法人 東北観光推進機構

１ 目的
東北観光の認知度向上と国内・海外観光客等の誘致を促進し、観光産業の振興と東北経済の発展に

寄与すること。

２ 活動内容
第６期中期計画（２０２６～２０２８年度）に基づき、広域での各種事業を展開。

３ 構成メンバー・会員数
（１） 構成メンバー
自治体：東北７県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県）、仙台市
民間：東北７県管内の観光業界等主要民間企業・団体

（東日本旅客鉄道(株)、(株)ＪＴＢ、東北電力(株)、(株)日本航空、(株)全日本空輸、
東日本高速道路(株)、(一社)東北経済連合会 等）

（２） 会員数
正会員数：３４０会員（令和７年１１月現在）

４ 役員等
会長：ＪＲ東日本東北総合サービス（株） 代表取締役社長 松木 茂
副会長：東北六県商工会議所連合会会長、（一社）東北経済連合会副会長、

（公社）日本観光振興協会理事（東北統括）、
（株）ＪＴＢ常務執行役員ツーリズム事業本部副本部長

理事長（代表理事）：一般社団法人東北観光推進機構理事長
理事：福島県商工労働部観光交流局長 ほか １９名

５ 設立時期
平成１９年６月７日
平成２９年４月に一般社団法人として活動を開始

商工労働部 関係団体の概要
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参考資料４

令和８年度福島県中小企業制度資金一覧





 令
和

８
年

度
　

福
島

県
中

小
企

業
制

度
資

金
一

覧
表

ラ
イ

フ
　

制
度

名
 

融
資

の
対

象
 

融
資

限
度

額
 

融
資

利
率

 
保

証
料

率
 

融
資

期
間

 
担

保
 

ス
テ

ー
ジ

（
万

円
）

（
年

％
）

（
年

％
）

(
　

)
内

据
置

期
間

連
帯

保
証

人
融

資
利

率
が

金
融

機
関

所
定

の
も

の
（

制
度

保
証

）
 

 
起

業
家

 
【

一
般

枠
】

 
ア

　
強

化
法

,
金

融
機

関
所

定
利

率
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

支
援

保
証

 
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

方
(
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ビ

ジ
ネ

ス
を

含
む

)
 

旧
創

造
法

,
 

（
政

策
目

的
Ｂ

）
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
法

人
 

 
 

①
創

業
者

 
旧

産
業

再
生

　
 
0
.
0
5
～

1
.
0
5

　
原

則
1
名

以
上

 
 

 
　

　
県

内
で

新
た

に
事

業
を

開
始

し
よ

う
と

す
る

方
(
開

業
し

て
５

年
未

満
 

法
の

承
認

等
,
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

　
の

方
を

含
む

。
)
 

特
許

等
あ

り
 

 
 

②
事

業
承

継
者

・
第

二
創

業
者

 
　

　
5
,
0
0
0
 

 
 

 
　

　
既

に
中

小
企

業
者

で
あ

る
者

か
ら

事
業

を
承

継
す

る
者

ま
た

は
既

に
中

 
 

起
業

家
支

援
保

証
　

融
資

限
度

額
一

覧
 

 
　

小
企

業
者

で
あ

っ
て

、
新

た
な

分
野

の
事

業
に

進
出

し
よ

う
と

す
る

方
 

イ
　

ア
以

外
 

 
創

業
者

第
二

創
業

者
独

立
開

業
者

ベ
ン

チ
ャ

ー
 

 
③

独
立

開
業

者
 

　
　

2
,
0
0
0
 

 
強

化
法

、
旧

創
造

法
、

旧
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

　
　

同
一

企
業

の
勤

務
年

数
又

は
同

一
業

種
の

従
事

年
数

が
３

年
以

上
で

 
但

し
、

創
業

 
産

業
再

生
法

、
特

許
等

有
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0 

 
 

　
そ

の
経

験
を

有
す

る
事

業
を

新
た

に
開

始
し

よ
う

と
す

る
方

、
又

は
、

 
者

に
つ

い
て

 
り

 
 

　
法

律
に

基
づ

く
資

格
を

有
す

る
場

合
で

そ
の

資
格

に
基

づ
く

事
業

を
新

た
は

自
己

資
金

 
 

2
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

　
に

開
始

し
よ

う
と

す
る

方
（

い
ず

れ
も

開
業

し
て

５
年

未
満

の
方

を
含

　
の

5
倍

を
限

度
 

 
但

し
、

自
己

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
　

む
）

 
と

す
る

。
 

上
記

以
外

資
金

の
5
倍

2
,
0
0
0
 

2
,
0
0
0
 

2
,
0
0
0 

 
 

④
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

 
 

を
限

度
と

す
 

 
　

　
新

た
に

創
造

的
な

事
業

活
動

を
行

お
う

と
す

る
方

で
あ

っ
て

、
新

た
な

る
。

 
 

　
事

業
を

開
始

し
た

時
か

ら
概

ね
５

年
未

満
の

方
  

【
創

業
関

連
保

証
枠

】
 

 
　

　
3
,
5
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

 
必

ず
　

1
0
0
％

保
証

 
1
0
年

以
内

 
無

担
保

 
 

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
 

 
①

事
業

を
営

ん
で

い
な

い
個

人
で

、
１

ヵ
月

以
内

に
事

業
を

開
始

す
る

方
 

 
 

 
 

　
原

則
1
名

以
上

 
 

②
事

業
を

営
ん

で
い

な
い

個
人

で
、

２
ヵ

月
以

内
に

会
社

を
設

立
す

る
方

 
 

 
 

 
個

人
　

不
要

 
 

③
分

社
化

を
計

画
す

る
会

社
 

 
 
 
　

 
 

 
 

 
 

④
事

業
を

営
ん

だ
こ

と
が

な
い

個
人

が
創

業
し

、
創

業
後

５
年

未
満

の
方

 
 

 
 

 
 

 
⑤

事
業

を
営

ん
だ

こ
と

が
な

い
個

人
が

設
立

し
、

設
立

後
５

年
未

満
の

会
社

 
 

 
 

 
 

 
⑥

設
立

後
５

年
未

満
の

分
社

化
さ

れ
た

会
社

 
 

 
 

 
 

 
⑦

上
記

④
に

規
定

す
る

創
業

者
で

あ
っ

て
新

た
に

会
社

を
設

立
し

た
も

の
 

 
 

 
 

 
（

以
下

、
会

社
創

業
設

立
者

）
が

、
事

業
譲

渡
に

よ
り

事
業

の
全

部
又

は
一

 
 

 
 

 
 

　
部

を
当

該
会

社
に

承
継

さ
せ

る
と

き
は

当
該

会
社

設
立

創
業

者
が

事
業

を
 

 
 

 
 

 
　

開
始

し
た

日
か

ら
起

算
し

て
５

年
未

満
の

方
 

 
  

【
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

創
出

促
進

保
証

枠
】

 
　

　
 
3
,
5
0
0

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
1
0
年

以
内

 
担

保
・

保
証

人
と

 
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

創
業

者
及

び
創

業
者

で
あ

る
中

小
企

業
者

 
・

創
業

資
金

 
 
 
0
.
5
5

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
も

に
不

要
 

①
事

業
を

営
ん

で
い

な
い

個
人

で
あ

っ
て

、
２

月
以

内
（

認
定

特
定

創
業

支
の

1
/
1
0
以

上
・

プ
ロ

パ
ー

融
資

と
 

　
援

等
事

業
に

よ
り

経
済

産
業

省
令

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

支
援

を
受

け
の

自
己

資
金

同
時

、
又

は
申

込
時

 
　

て
創

業
を

行
お

う
と

す
る

者
に

あ
っ

て
は

、
６

月
以

内
）

に
新

た
に

会
社

(
税

務
申

告
1

に
お

い
て

プ
ロ

パ
ー

 
　

を
設

立
し

、
当

該
会

社
が

事
業

を
開

始
す

る
具

体
的

計
画

を
有

す
る

も
の

期
未

了
の

者
)
 

融
資

残
高

が
あ

る
場

 
（

産
業

競
争

力
強

化
法

（
平

成
２

５
年

法
律

第
９

８
号

）
（

以
下

「
法

」
と

・
創

業
関

連
合

は
据

置
3
年

以
内

 
　

い
う

。
）

第
２

条
第

３
１

第
３

号
）
。

 
保

証
枠

等
と

 
②

中
小

企
業

者
で

あ
る

会
社

で
あ

っ
て

、
自

ら
の

事
業

の
全

部
又

は
一

部
を

合
算

し
て

3
,
5

 
　

継
続

し
て

実
施

し
つ

つ
、

新
た

に
中

小
企

業
者

で
あ

る
会

社
を

設
立

し
、

0
0
万

円
を

限
 

　
か

つ
、

当
該

新
た

に
設

立
さ

れ
た

会
社

が
、

事
業

を
開

始
す

る
具

体
的

計
度

と
す

る
。

 
　

画
を

有
す

る
も

の
（

法
第

２
条

第
２

９
項

第
５

号
）
。

 
 

③
事

業
を

営
ん

で
い

な
い

個
人

に
よ

り
設

立
さ

れ
た

会
社

で
あ

っ
て

、
そ

の
 

　
設

立
の

日
以

後
５

年
を

経
過

し
て

い
な

い
も

の
（

法
第

２
条

第
３

１
項

第
 

　
４

号
）
。

 
 

④
中

小
企

業
者

で
あ

る
会

社
で

あ
っ

て
、

自
ら

の
事

業
の

全
部

又
は

一
部

を
 

　
継

続
し

て
実

施
し

つ
つ

、
新

た
に

設
立

さ
れ

た
会

社
で

あ
っ

て
、

そ
の

設
 

　
立

の
日

以
後

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

（
法

第
２

条
第

３
１

項
第

６
 

　
号

）
。

 

創 　 　 業 　 　 期



 
⑤

法
第

２
条

第
３

１
項

第
２

号
に

規
定

す
る

創
業

者
（

事
業

を
営

ん
で

い
な

 
　

い
個

人
が

事
業

を
開

始
し

た
日

以
後

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

）
で

 
　

あ
っ

て
新

た
に

会
社

（
中

小
企

業
者

に
限

る
。
）

を
設

立
し

た
も

の
（

以
 

　
下

「
会

社
設

立
創

業
者

」
と

い
う

。
）

が
、

事
業

の
譲

渡
に

よ
り

事
業

の
 

　
全

部
又

は
一

部
を

当
該

会
社

に
承

継
さ

せ
る

場
合

で
あ

っ
て

、
当

該
会

社
 

　
設

立
創

業
者

が
事

業
を

開
始

し
た

日
か

ら
起

算
し

て
５

年
を

経
過

し
て

い
 

　
な

い
と

し
て

、
同

条
第

３
１

項
第

４
号

に
掲

げ
る

創
業

者
と

み
な

さ
れ

る
 

　
も

の
（

法
第

１
２

９
条

第
２

項
）
。

  
長

期
安

定
保

証
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
又

は
県

外
企

業
で

新
た

に
事

業
所

を
設

け
る

中
運

転
 
5
,
0
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
（

一
般

）
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

小
企

業
者

で
、

本
資

金
に

よ
り

経
営

基
盤

の
安

定
と

発
展

が
期

待
さ

れ
る

方
 

設
備

1
0
,
0
0
0
 

 
 
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
 

 
 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

併
用

の
場

合
 

 
土

地
・

建
物

を
取

得
 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

　
　

を
受

け
た

方
は

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

が
利

用
で

き
ま

す
。

　
　

1
0
,
0
0
0

※
必

ず
 
0
.
7
､
0
.
6
5

2
0
年

以
内

（
〃

）
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
  

短
期

保
証

 
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

又
は

県
外

企
業

で
新

た
に

事
業

所
を

設
け

る
中

運
転

・
設

備
金

融
機

関
所

定
利

率
必

ず
　

（
一

般
）

 
１

年
以

内
 

必
要

に
よ

り
担

保
 

 
小

企
業

者
 

　
　

 
5
,
0
0
0
 

　
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

法
人

 
 

 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

　
　

を
受

け
た

方
は

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

が
利

用
で

き
ま

す
。

 
※

必
ず

 
0
.
7
､
0
.
6
5
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
　

※
※

ま
た

、
流

動
資

産
担

保
融

資
保

証
が

利
用

で
き

ま
す

。
※

※
必

ず
 
0
.
6
0

  
経

営
力

 
 
 
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

金
融

機
関

及
び

認
定

経
営

革
運

転
・

設
備

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
 

運
転

　
５

年
以

内
 

必
要

に
よ

り
担

保
 

 
強

化
保

証
新

等
支

援
機

関
の

支
援

を
受

け
つ

つ
、

自
ら

事
業

計
画

の
策

定
並

び
に

計
画

　
　

 
5
,
0
0
0
 

（
政

策
目

的
）

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

法
人

 
 

の
実

行
及

び
進

捗
の

報
告

行
う

者
。

 
　

 
0
.
3
5
～

1
.
2
5
 

設
備

　
７

年
以

内
 

　
原

則
1
名

以
上

 
 

 
（

S
N
5
号

）
 

　
　

　
(
1
年

以
内

)
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

 
 
※

運
転

資
金

、
設

備
資

金
と

も
事

業
計

画
の

実
施

に
必

要
な

資
金

に
 

　
 
0
.
7
5

※
借

換
の

場
合

 
 

　
　

限
る

。
 

　
　

　
1
0
年

以
内

 
 

 
 
※

経
営

安
定

関
連

保
証

（
５

号
）

に
つ

い
て

は
、

経
営

の
安

定
に

 
 
 
 
 
　

(
1
年

以
内

)
 

　
　

必
要

な
事

業
資

金
と

し
、

既
往

の
新

型
コ

ロ
ナ

関
連

保
証

に
係

る
 

 
　

　
借

入
金

を
借

り
換

え
る

場
合

に
限

る
。

  
経

営
環

境
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

既
存

借
入

金
の

借
換

・
一

本
運

転
 
5
,
0
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

 
1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

改
善

保
証

 
化

等
に

よ
る

資
金

繰
り

の
緩

和
を

図
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
財

務
体

質
の

改
善

 
　

（
一

般
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
 

 
が

期
待

さ
れ

る
方

 
 

 
 
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

 
※

S
N
併

用
時

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

　
　

を
受

け
た

方
は

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

が
利

用
で

き
ま

す
。

 
※

必
ず

 
0
.
7
､
0
.
6
5

1
0
年

以
内

 
 

　
※

　
一

本
化

等
が

で
き

る
既

存
借

入
金

は
、

原
則

と
し

て
保

証
付

き
 

 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
　

　
借

入
金

（
特

別
追

認
を

除
く

）
と

な
り

ま
す

。

 

ラ
イ

フ
　

制
度

名
 

融
資

の
対

象
 

融
資

限
度

額
 

融
資

利
率

 
保

証
料

率
 

融
資

期
間

 
担

保
 

ス
テ

ー
ジ

（
万

円
）

（
年

％
）

（
年

％
）

(
　

)
内

据
置

期
間

連
帯

保
証

人
融

資
利

率
の

上
限

を
定

め
て

い
る

も
の

（
制

度
融

資
）

 
 

小
規

模
企

業
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
し

、
常

時
使

用
す

る
従

業
員

が
2
0
人

（
宿

泊
業

・
娯

運
転

・
設

備
 

固
定

 
 
 
 
 
2
.
0
以

内
 

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
運

転
　

７
年

以
内

 
原

則
無

担
保

 
 

支
援

資
金

 
楽

業
を

除
く

商
業

・
サ

ー
ビ

ス
業

は
５

人
）

以
下

の
事

業
者

 
 
 
 
 
 
2
,
0
0
0
 

　
（

政
策

目
的

）
 

　
　

　
(
1
年

以
内

)
 

法
人

 
 

 
（

※
　

本
資

金
に

係
る

既
存

借
入

金
の

一
本

化
・

借
換

え
が

出
来

ま
す

。
）

 
既

存
保

証
付

 
 
 
0
.
1
5
～

1
.
1
0
 

設
備

　
1
0
年

以
内

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

 
 
※

　
信

用
保

証
協

会
の

無
担

保
無

保
証

人
保

証
の

要
件

を
満

た
せ

ば
、

 
残

高
を

含
む

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

　
　

同
制

度
の

利
用

が
可

能
と

な
り

ま
す

。
※

　
必

ず
 
0
.
9
0

※
　

５
年

以
内

※
　

徴
さ

な
い

  
信

用
組

合
資

金
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

信
用

組
合

の
組

合
員

 
運

転
・

設
備

 
保

証
協

会
の

保
証

付
 

必
要

に
よ

り
 

運
転

　
1
0
年

以
内

 
信

用
組

合
の

決
定

 
（

※
　

本
資

金
に

係
る

既
存

借
入

金
の

一
本

化
・

借
換

え
が

出
来

ま
す

。
）

　
　

 
2
,
5
0
0
 

　
固

定
　

 
2
.
6
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

に
よ

る
 

 
そ

れ
以

外
 
3
.
1
以

内
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

設
備

　
1
5
年

以
内

 
 

　
　

　
(
1
年

以
内

)
  

ふ
く

し
ま

 
【

一
般

枠
】

 
運

転
・

設
備

 
固

定
　

　
 
1
.
4
以

内
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
【

一
般

枠
】

 
 

事
業

承
継

資
金

①
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

既
に

事
業

を
営

む
中

小
企

業
 
 
 
 
1
0
,
0
0
0
 

（
政

策
目

的
Ｂ

）
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

　
者

か
ら

事
業

を
引

き
継

ぐ
者

及
び

そ
の

代
表

者
 

 
　

 
0
.
0
5
～

1
.
0
5
 

法
人

 
 

②
経

営
の

承
継

の
円

滑
化

に
関

す
る

法
律

第
１

２
条

第
１

項
の

規
程

に
よ

る
法

の
認

定
を

（
特

定
経

営
承

継
　

原
則

1
名

以
上

 

成 長 期･ 安 定 期成 長･ 安 定 期 再 生 期



 
認

定
を

受
け

た
中

小
企

業
者

及
び

そ
の

代
表

者
 

受
け

た
場

合
 

準
備

関
連

保
証

）
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

【
無

保
証

人
枠

】
 

　
　

2
0
,
0
0
0
 

　
0
.
5
5
 

【
無

保
証

人
枠

】
 

 
①

Ａ
を

満
た

す
者

で
、

融
資

に
あ

た
り

経
営

者
保

証
を

付
さ

な
い

こ
と

を
条

 
（

事
業

承
継

特
別

代
表

者
保

証
は

不
 

　
件

と
す

る
も

の
。

 
保

証
制

度
の

要
件

可
。

 
 

②
事

業
承

継
特

別
保

証
制

度
に

定
め

る
次

の
ア

又
は

イ
に

該
当

し
、

か
つ

、
を

満
た

す
者

）
 

第
三

者
保

証
は

必
 

　
ウ

に
該

当
す

る
中

小
企

業
者

。
 

 
 
 
0
.
2
0
～

1
.
1
5
 

要
に

よ
り

可
。

 
　

た
だ

し
、

本
制

度
を

既
に

利
用

し
て

い
る

中
小

企
業

者
は

、
上

記
に

該
当

 
※

上
記

の
う

ち
、

 
　

す
る

こ
と

に
加

え
、

本
制

度
１

回
目

の
保

証
日

（
た

だ
し

、
貸

付
実

行
さ

一
定

の
条

件
を

満
 

　
れ

た
も

の
に

限
る

。
）

か
ら

３
年

以
内

に
保

証
申

込
み

を
行

う
も

の
に

限
た

す
も

の
 

 
　

る
。

 
 
 
 
0
.
0
0

 
ア

　
信

用
保

証
協

会
の

保
証

申
込

受
付

日
か

ら
３

年
以

内
に

事
業

承
継

を
予

 
　

定
す

る
事

業
承

継
計

画
を

有
す

る
法

人
。

 
 

イ
　

令
和

２
年

１
月

１
日

か
ら

令
和

７
年

３
月

３
１

日
ま

で
に

事
業

承
継

を
 

　
実

施
し

た
法

人
で

あ
っ

て
、

事
業

承
継

日
か

ら
３

年
を

経
過

し
て

い
な

い
 

　
も

の
。

 
 

ウ
　

次
の

(
ア

)
か

ら
(
エ

)
ま

で
に

定
め

る
全

て
の

要
件

を
満

た
す

こ
と

。
な

 
　

お
、

(
ア

)
か

ら
(
ウ

)
ま

で
に

つ
い

て
は

、
信

用
保

証
協

会
へ

の
申

込
日

の
 

　
直

前
の

決
算

に
よ

る
も

の
と

し
、

(
エ

)
に

つ
い

て
は

、
信

用
保

証
協

会
へ

 
　

の
申

込
日

（
注

１
）

に
満

た
し

て
い

る
こ

と
を

要
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
(
ア

)
　

資
産

超
過

で
あ

る
こ

と
 

 
(
イ

)
　

Ｅ
Ｂ

Ｉ
Ｔ

Ｄ
Ａ

有
利

子
負

債
倍

率
（

注
２

）
が

１
０

倍
以

内
で

あ
る

 
こ

と
 

 
(
ウ

)
　

法
人

・
個

人
の

分
離

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
 

 
(
エ

)
　

返
済

緩
和

し
て

い
る

借
入

金
が

な
い

こ
と

 
 

（
注

１
）

申
込

日
が

、
中

小
企

業
信

用
保

険
法

（
昭

和
２

５
年

法
律

第
２

６
 

４
号

）
第

２
条

第
６

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
内

外
の

金
融

秩
序

の
混

乱
そ

の
 

他
の

事
象

が
突

発
的

に
生

じ
た

た
め

我
が

国
の

中
小

企
業

に
著

し
い

信
用

の
 

収
縮

が
全

国
的

に
生

じ
て

い
る

と
経

済
産

業
大

臣
が

認
め

る
場

合
に

係
る

期
 

間
中

で
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
当

該
期

間
の

始
期

の
前

日
で

も
差

し
支

え
 

な
い

。
 

 
（

注
２

）
Ｅ

Ｂ
Ｉ

Ｔ
Ｄ

Ａ
有

利
子

負
債

倍
率

 
 

 
 
 
 
 
＝

（
借

入
金

・
社

債
－

現
預

金
）

÷
（

営
業

利
益

＋
減

価
償

却
費

）
  

事
業

再
生

資
金

 
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
運

転
・

設
備

 
固

定
 
 
 
　

2
.
6
以

内
 

必
ず

 
1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

①
中

小
企

業
活

性
化

協
議

会
等

の
支

援
を

受
け

て
再

生
計

画
の

策
定

を
行

　
 
 
 
 
 
5
,
0
0
0

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
法

人
 

 
う

方
、

又
は

計
画

実
行

に
取

り
組

む
方

、
又

は
事

業
を

承
継

す
る

方
 

 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

　
原

則
1
名

以
上

 
 

②
民

事
再

生
又

は
会

社
更

生
に

よ
る

計
画

認
可

を
受

け
て

、
再

生
計

画
の

実
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

　
行

に
取

り
組

む
方

、
又

は
事

業
を

承
継

す
る

方
 

※
協

会
制

度
併

用
 

 
③

中
小

企
業

経
営

サ
ポ

ー
ト

会
議

に
よ

る
検

討
に

基
づ

き
作

成
又

は
決

定
さ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
△

0
.
1

 
　

れ
た

事
業

再
生

の
計

画
の

実
行

に
取

り
組

む
者

  
 
関

連
倒

産
 

【
一

般
枠

】
 

運
転

 
2
,
0
0
0

固
定

　
　

 
2
.
1
以

内
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
防

止
資

金
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
債

権
 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
法

人
 

 
 
 

等
を

有
し

、
本

資
金

の
導

入
に

よ
り

関
連

倒
産

の
防

止
を

図
る

こ
と

が
で

き
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

　
原

則
1
名

以
上

 
 

 
 

る
方

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 
 

 
 
 

【
取

引
円

滑
化

枠
】

 
運

転
 
1
,
0
0
0
 

変
動

(
年

２
回

見
直

)
 

必
ず

 
５

年
以

内
 

原
則

無
担

保
 

 
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
 

　
　

　
　

 
1
.
3
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
 

 
 

方
で

あ
っ

て
、

本
資

金
の

導
入

に
よ

り
関

連
倒

産
の

防
止

を
図

る
こ

と
が

で
　

た
だ

し
債

固
定

　
　

 
1
.
7
以

内
 

 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

 
き

る
方

 
権

額
の

1
.
2
倍

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

 
①

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
金

債
権

等
を

有
す

る
方

 
以

内
 

 
 

 
②

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
金

債
権

等
を

有
す

る
方

と
の

取
引

額
が

全
取

引
額

 
 

　
の

1
0
％

以
上

あ
り

、
か

つ
当

該
企

業
に

対
し

売
掛

金
債

権
等

を
有

す
る

方
 

 
 

③
取

引
金

融
機

関
の

破
綻

等
に

よ
り

資
金

繰
り

に
困

難
を

き
た

し
て

い
る

方
 

 
 

 
緊

急
経

済
 

【
外

的
変

化
対

応
資

金
】

 
運

転
 
5
,
0
0
0
 

変
動

(
年

２
回

見
直

)
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
対

策
資

金
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

次
の

よ
う

な
外

的
要

因
に

よ
設

備
 
7
,
0
0
0
 

　
　

　
　

 
1
.
6
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

3
年

以
内

）
 
法

人
 

 
 
 

り
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

 
 

①
最

近
の

経
済

的
環

境
の

変
化

に
よ

り
一

時
的

に
売

上
高

等
が

減
少

し
、

 
併

用
の

場
合

 
固

定
　

　
 
1
.
8
以

内
 

 
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 

　 緊 　 　 急 　 　 支 　 　 援 　再 生 期



 
 

 
　

業
況

が
悪

化
し

て
い

る
方

 
　

　
 
7
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
②

親
会

社
の

経
営

合
理

化
等

に
よ

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 

 
 

 
 

 
 

 
③

為
替

相
場

の
変

動
に

よ
り

、
事

業
活

動
に

影
響

を
受

け
て

い
る

方
 

※
融

資
対

象
 

※
融

資
対

象
⑥

⑦
の

※
融

資
対

象
⑥

の
 

※
融

資
対

象
⑥

⑦
の

 
 

 
 

④
自

然
災

害
の

影
響

に
よ

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
⑥

⑦
の

場
合

 
場

合
 

場
合

は
　

0
.
6
5
　

場
合

 
 

 
 

 
⑤

原
油

価
格

高
騰

又
は

原
油

価
格

高
騰

に
伴

う
資

材
価

格
高

騰
の

影
響

に
よ

運
転

・
設

備
 

固
定

 
 
 
 
 
1
.
6
以

内
 

⑦
の

場
合

は
 

1
0
年

以
内

 
 

 
 

 
　

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

 
 
1
0
0
％

保
証

 
0
.
7
0
 
 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
 
 

 
 

 
⑥

国
の

指
定

す
る

業
種

に
該

当
し

、
売

上
が

５
％

以
上

減
少

す
る

な
ど

の
要

 
 

 
 

 
 

 
 

　
件

を
満

た
し

、
市

町
村

の
認

定
を

受
け

た
方

（
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
併

用
の

場
合

 
 

 
 

 
 

 
 

　
２

条
第

５
項

第
５

号
の

規
定

に
基

づ
く

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

第
５

号
　

　
 
5
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
　

認
定

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

⑦
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

６
項

の
規

定
に

よ
り

経
営

の
安

定
に

支
 

 
 

 
 

 
 

 
障

を
生

じ
て

い
る

こ
と

に
つ

い
て

、
市

町
村

の
認

定
を

受
け

た
方

（
危

機
 

 
 

 
 

 
 

関
連

保
証

）
 

 
 

 
（

※
　

本
資

金
に

係
る

既
存

借
入

金
の

一
本

化
・

借
換

え
が

出
来

ま
す

。
）

 
 

 
【

ふ
く

し
ま

復
興

特
別

資
金

】
 

運
転

・
設

備
 

固
定

 
 
 
 
 
1
.
7
以

内
 

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
 
県

内
に

事
業

所
を

有
し

以
下

の
要

件
の

い
ず

れ
か

を
満

た
す

中
小

企
業

者
 

 
 
 
 
 
8
,
0
0
0
 

 
 
 
 
0
.
5
0
 

 
 
 
 
 
（

3
年

以
内

）
 
法

人
 

 
①

東
日

本
大

震
災

に
よ

る
災

害
（

地
震

・
津

波
等

）
に

よ
り

当
該

事
業

所
等

 
 

 
 

　
原

則
1
名

以
上

 
 

　
に

損
害

を
受

け
た

者
（

県
内

事
業

所
の

住
所

地
を

管
轄

す
る

市
町

村
が

発
 

 
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

　
行

す
る

罹
災

証
明

書
を

要
す

る
）

 
 

 
 

 
 

 
②

東
京

電
力

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

の
事

故
に

よ
る

警
戒

区
域

、
計

画
的

 
 

 
 

 
 

　
避

難
区

域
ま

た
は

緊
急

時
避

難
準

備
区

域
内

に
事

業
所

を
有

し
て

い
た

者
 

 
 

 
 

 
　

（
県

内
事

業
所

の
住

所
地

を
確

認
で

き
る

書
類

を
要

す
る

）
 

 
 

 
 

 
 

③
震

災
発

生
後

の
最

近
３

ヵ
月

間
の

売
上

高
ま

た
は

販
売

数
量

（
建

設
業

に
 

 
 

 
 

 
　

あ
っ

て
は

、
完

成
工

事
高

又
は

受
注

残
高

。
以

下
「

売
上

高
等

」
と

い
　

 
 

 
 

 
 

　
う

。
）

が
震

災
の

影
響

を
受

け
る

直
前

の
同

期
に

比
し

て
１

０
％

以
上

減
 

 
 

 
 

 
　

少
し

て
い

る
者

（
県

内
事

業
所

の
住

所
地

を
管

轄
す

る
市

町
村

が
発

行
す

 
 

 
 

 
 

　
る

認
定

書
を

要
す

る
）

 
 

 
 

 
 

 
(
※

責
任

共
有

対
象

外
の

既
存

借
入

金
の

一
本

化
･
借

換
え

が
出

来
ま

す
。

)
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
【

関
税

対
策

特
別

資
金

】
 

運
転

・
設

備
 

変
動

(
年

２
回

見
直

)
 

必
ず

 
1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

　
米

国
の

関
税

措
置

の
影

響
を

受
け

、
以

下
の

よ
う

な
売

上
の

減
少

等
業

況
8
,
0
0
0
 

1
.
4
以

内
 

（
政

策
目

的
Ａ

）
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
法

人
 

 
悪

化
を

き
た

し
て

い
る

県
内

中
小

企
業

者
 

 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

　
原

則
1
名

以
上

 
 

・
最

近
１

ヵ
月

の
売

上
高

、
売

上
総

利
益

又
は

営
業

利
益

の
い

ず
れ

か
が

、
固

定
　

　
　

1
.
6
以

内
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
前

年
同

月
５

％
以

上
減

少
し

て
い

る
者

   
オ

ー
ル

ふ
く

し
ま

経
営

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

、
オ

ー
ル

ふ
く

し
ま

経
営

支
援

事
運

転
 
5
,
0
0
0
 

固
定

　
　

 
1
.
6
以

内
必

ず
 

1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

支
援

対
応

資
金

業
を

活
用

し
て

策
定

さ
れ

た
支

援
方

針
に

基
づ

き
、

経
営

課
題

の
解

決
に

取
設

備
1
0
,
0
0
0

 
（

政
策

目
的

Ｂ
）

 
 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
法

人
 

 
り

組
む

方
。

　
 
0
.
0
5
～

1
.
0
5

　
原

則
1
名

以
上

 
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

  
ふ

く
し

ま
産

業
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
又

は
県

外
企

業
で

新
た

に
事

業
所

を
設

け
る

中
 

運
転

・
設

備
 

【
県

内
育

成
枠

】
の

必
要

に
よ

り
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

　
　

　
　

育
成

資
金

小
企

業
者

で
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
 
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

場
合

 
 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
 

 
【

県
内

育
成

枠
】

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

 
　

原
則

1
名

以
上

 
 

　
国

が
定

め
る

「
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
構

築
宣

言
」

を
作

成
・

公
表

し
て

お
※

【
県

内
育

保
証

付
き

の
場

合
 

 
【

県
内

育
成

枠
】

の
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

下
記

の
要

件
を

満
た

す
も

の
。

 
成

枠
】

の
融

固
定

　
　

 
1
.
6
以

内
 

※
協

会
制

度
併

用
 

③
〔

中
心

市
街

地
要

 
①

〔
業

歴
要

件
〕

県
内

に
本

社
機

能
を

有
し

、
県

内
で

の
業

歴
が

概
ね

５
年

資
対

象
③

の
 

 
 
 
 
 
 
 
 
0
.
6
5
 

件
〕

で
土

地
・

建
物

 
　

以
上

の
方

 
場

合
 

保
証

無
し

の
場

合
 

 
を

取
得

し
、

担
保

権
 

②
〔

認
証

要
件

〕
福

島
県

新
事

業
分

野
開

拓
者

認
定

等
 

運
転

 
5
,
0
0
0
 

固
定

　
　

 
2
.
1
以

内
 

※
【

雇
用

促
進

を
設

定
す

る
場

合
 

 
③

〔
中

心
市

街
地

要
件

〕
中

心
市

街
地

の
商

業
地

域
内

等
で

、
商

業
施

設
等

設
備

1
0
,
0
0
0
 

 
枠

】
及

び
【

イ
ノ

【
成

長
産

業
枠

】
の

 
　

を
所

有
・

賃
借

し
て

営
業

を
行

っ
て

い
る

か
商

業
施

設
等

の
設

置
を

予
定

 
【

そ
の

他
の

要
件

の
ベ

枠
】

の
場

合
は

①
で

再
生

可
能

エ
ネ

 
　

し
て

お
り

、
中

心
市

街
地

の
活

性
化

に
資

す
る

と
中

心
市

街
地

活
性

化
協

市
町

村
特

認
 

場
合

】
 

△
0
.
3
％

 
ル

ギ
ー

に
よ

る
発

電
 

 
　

議
会

等
が

認
め

た
方

で
、

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

又
は

県
外

企
業

で
新

運
転

 
8
,
0
0
0
 

上
記

か
ら

 
　

　
　

　
業

の
場

合
 

 
　

た
に

事
業

所
を

設
け

る
中

小
企

業
者

 
設

備
2
0
,
0
0
0
 

△
0
.
2
％

 
【

女
性

活
躍

応
援

 
【

成
長

産
業

枠
】

 
 

 
枠

】
の

②
③

で
設

備
 

①
環

境
産

業
、

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
産

業
（

発
電

事
業

を
含

む
）
、

 
 

※
【

女
性

活
躍

応
援

金
の

場
合

 
 

　
輸

送
用

機
械

・
半

導
体

関
連

産
業

、
医

療
・

福
祉

機
器

関
連

産
業

、
ロ

ボ
枠

】
の

①
の

場
合

 
は

そ
れ

ぞ
れ

1
5
年

以



 
　

ッ
ト

関
連

産
業

、
航

空
宇

宙
関

連
産

業
に

係
る

事
業

を
行

う
方

 
固

定
　

　
1
.
4
以

内
 

内
 

 
②

農
商

工
連

携
等

の
事

業
を

行
う

方
（

保
証

無
し

は
農

林
漁

業
者

を
含

む
）

 
②

③
の

場
合

　
 

 
 

③
観

光
関

連
産

業
に

係
る

事
業

を
行

う
方

 
固

定
　

　
1
.
3
以

内
 

　
　

　
(
1
年

以
内

）
 

 
④

経
営

革
新

計
画

等
の

承
認

、
J
I
S
Q
9
1
0
0
、

N
a
d
c
a
p
,
I
S
O
/
T
S
1
6
9
4
9
を

受
け

 
 

た
方

 
 

 
⑤

東
日

本
大

震
災

に
よ

り
生

じ
た

放
射

性
物

質
に

よ
り

汚
染

さ
れ

た
土

壌
等

 
※

【
イ

ノ
ベ

】
【

カ
 

　
の

除
染

等
作

業
を

行
う

方
 

ー
ボ

ン
】
【

女
性

活
 

【
雇

用
促

進
枠

】
 

躍
】

は
保

証
協

会
保

 
①

新
規

高
卒

予
定

者
 

証
付

き
に

限
る

。
 

 
②

第
二

新
卒

者
 

 
 

③
障

が
い

者
 

 
④

外
国

人
 

 
を

対
象

と
し

た
正

規
雇

用
の

採
用

内
定

を
行

っ
た

方
 

 
【

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
・

コ
ー

ス
ト

枠
】

 
 

・
県

内
対

象
市

町
村

（
い

わ
き

市
、

相
馬

市
、

南
相

馬
市

、
田

村
市

、
川

俣
 

町
、

広
野

町
、

楢
葉

町
、

富
岡

町
、

大
熊

町
、

双
葉

町
、

浪
江

町
、

新
地

 
町

、
川

内
村

、
葛

尾
村

、
飯

舘
村

）
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

　
　

 
（

対
象

市
町

村
に

進
出

予
定

の
者

を
含

む
）

で
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
・

コ
　

 
ー

ス
ト

構
想

に
関

連
す

る
事

業
を

行
う

者
 

 
【

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

枠
】

 
 

・
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
、

か
つ

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
係

る
事

業
 

計
画

書
を

提
出

し
た

中
小

企
業

者
 

 
【

女
性

活
躍

応
援

枠
】

 
 

・
「

ふ
く

し
ま

女
性

活
躍

応
援

宣
言

」
の

賛
同

企
業

と
し

て
登

録
さ

 
れ

て
お

り
、

女
性

活
躍

に
係

る
取

組
に

つ
い

て
、

次
の

認
定

・
認

 
証

を
受

け
て

い
る

者
。

 
 
①

「
福

島
県

次
世

代
育

成
支

援
企

業
認

証
」

を
取

得
し

て
い

る
者

 
 
②

「
え

る
ぼ

し
認

定
」

を
取

得
し

て
い

る
者

 
 
③

「
く

る
み

ん
認

定
」

を
取

得
し

て
い

る
者

 
【

賃
上

げ
促

進
枠

】
 

・
直

近
決

算
期

と
比

較
し

て
従

業
員

人
件

費
（

給
与

、
賃

金
、

賞
　

与
）

が
2
.
5
％

以
上

増
加

し
て

い
る

者
。

 
　

 
＜

令
和

８
年

度
の

保
証

料
率

一
覧

＞

　
　

区
　

　
分

 
①

 
②

 
③

 
④

 
⑤

 
⑥

 
⑦

 
⑧

 
⑨

　
協

会
基

本
保

証
料

率
％

1
.
9
0

1
.
7
5

1
.
5
5

1
.
3
5

1
.
1
5

1
.
0
0

0
.
8
0

0
.
6
0

0
.
4
5

県
一

般
保

証
料

率
％

1
.
6
0

1
.
5
0

1
.
3
5

1
.
2
0

1
.
0
5

1
.
0
0

0
.
8
0

0
.
6
0

0
.
4
5

県
政

策
目

的
保

証
料

率
Ａ

％
1
.
3
5

1
.
2
5

1
.
1
0

0
.
9
5

0
.
8
5

0
.
8
0

0
.
7
0

0
.
5
0

0
.
3
5

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
Ｂ

％
1
.
0
5

0
.
9
5

0
.
8
0

0
.
6
5

0
.
5
5

0
.
5
0

0
.
4
0

0
.
2
0

0
.
0
5

小
規
模
企
業
支
援
資
金
料
率

％
1
.
1
0

1
.
0
0

0
.
8
5

0
.
7
0

0
.
5
5

0
.
5
0

0
.
4
5

0
.
3
0

0
.
1
5

事
業

承
継

資
金

料
率

％
1
.
1
5

1
.
0
0

0
.
8
5

0
.
7
0

0
.
6
0

0
.
5
0

0
.
4
0

0
.
3
0

0
.
2
0

　
◯

 
国

又
は

協
会

制
度

を
併

用
す

る
場

合
は

一
律

の
保

証
料

が
適

用
さ

れ
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

 
　

◯
 
会

計
参

与
設

置
会

社
及

び
有

担
保

保
証

は
、

0
.
1
％

割
引

い
た

保
証

料
率

が
適

用
さ

れ
ま

す
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　




	スライド 1: 令 和 ８ 年 度   福島県商工労働行政施策の概要
	スライド 2: 第１章  商工労働部の執行体制及び予算
	スライド 3: 第２章  令和８年度福島県商工労働部の事業概要
	スライド 4: 第３章  令和８年度商工労働部 各課室の事務分掌及び主要事業
	スライド 5: 参考資料１  商工労働部関連統計資料等
	スライド 6: 参考資料２  商工労働部　各種計画・附属機関等
	スライド 7: 参考資料３  商工労働部内課室・出先機関等
	スライド 8: 参考資料４  令和８年度福島県中小企業制度資金一覧
	1-1.組織機構.pdf
	スライド 1

	1-2.予算等.pdf
	スライド 1
	スライド 2

	1-3.福島県商工業振興基本計画（概要版）.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

	2-1.県内商工業の現状・主な取組.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5

	2-1.県内商工業の現状・主な取組.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5

	2-1-0.柱Ⅰ各事業ポンチ絵まとめ.pdf
	スライド 1: 　　　　　　　　　　　　
	スライド 2: 　　　　　　　　　　　　
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9

	2-1-0.柱Ⅱ各事業ポンチ絵まとめ.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5: 事業承継支援人材育成事業　経営金融課
	スライド 6: ふくしま産業活性化企業立地促進補助金　
	スライド 7
	スライド 8

	2-1-0.柱Ⅲ各事業ポンチ絵まとめ.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6

	2-1-0.柱Ⅳ各事業ポンチ絵まとめ.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3: 『感働！ふくしま』プロジェクト企業向け支援一覧 【令和８年度】 「①情報発信」「②気づき･体験」「③就職マッチング」
	スライド 4: 『感働！ふくしま』プロジェクト企業向け支援一覧 【令和８年度】 「④魅力ある職場づくり」
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7

	2-1-0.柱Ⅴ各事業ポンチ絵まとめ.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3: 　令和8年度　インバウンド施策概要（福島インバウンド復興対策事業）
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6

	2-3.重点事業一覧.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11

	参考1.統計資料.pdf
	1（１）人口
	スライド 1: １　本県の社会経済動向
	スライド 2: １　本県の社会経済動向

	1（2）産業構造
	スライド 3: １　本県の社会経済動向
	スライド 4: １　本県の社会経済動向
	スライド 5: １　本県の社会経済動向
	スライド 6: １　本県の社会経済動向
	スライド 7: １　本県の社会経済動向
	スライド 8: １　本県の社会経済動向

	1（３）経済の状況
	スライド 9: １　本県の社会経済動向
	スライド 10: １　本県の社会経済動向
	スライド 11: １　本県の社会経済動向
	スライド 12: １　本県の社会経済動向

	2（１）産業構造
	スライド 13: ２　本県の工業
	スライド 14: ２　本県の工業

	2（２）方部別の状況
	スライド 15: ２　本県の工業
	スライド 16: ２　本県の工業

	2（３）産業分類別の状況
	スライド 17: ２　本県の工業

	２（４）工場立地
	スライド 18: ２　本県の工業

	３（１）概要
	スライド 19: ３　本県の商業
	スライド 20: ３　本県の商業

	３（２）方部別の状況
	スライド 21: ３　本県の商業

	３（３）大規模立地店舗
	スライド 22: ３　本県の商業

	４（１）観光客入込数
	スライド 23: ４　本県の観光

	４（２）宿泊者数
	スライド 24: ４　本県の観光

	４（３）教育旅行、（４）ホープツーリズム
	スライド 25: ４　本県の観光

	４（５）福島空港
	スライド 26: ４　本県の観光

	５（１）有業者
	スライド 27: ５　本県の労働

	５（２）雇用者
	スライド 28: ５　本県の労働

	５（３）求人倍率等
	スライド 29: ５　本県の労働
	スライド 30: ５　本県の労働

	５（４）県内就職（内定）率
	スライド 31: ５　本県の労働

	５（５）休暇・休業等
	スライド 32: ５　本県の労働
	スライド 33: ５　本県の労働
	スライド 34: ５　本県の労働
	スライド 35: ５　本県の労働
	スライド 36: ５　本県の労働


	参考2.各種計画、参考3.付属機関等.pdf
	スライド 1
	スライド 2

	参考4.各課室一覧、参考5出先機関一覧.pdf
	スライド 1
	スライド 2

	参考6計量検定所、7テクアカ、8、ハイテク.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5

	参考9.関係機関.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9

	参考10.相談窓口.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3

	参考11.関係団体の概要.pdf
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10


